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多
様

な
働

き
方

の
進

展
と

人
材

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
在

り
方

に
関

す
る

調
査

 
（

企
業

調
査

票
）

厚
生

労
働

省
要

請
研
究

 
 

 
 

＜
調
査
へ
の
ご
協
力
の
お
願
い
＞

 
１
．
調
査
票
は
、
信
用
調
査
機
関
が
所
有
す
る
デ

ー
タ
ベ
ー
ス
に
登
録
さ
れ
て
い
る
全
国
の
企
業
か
ら
、
無
作
為
に
抽
出
・
配
布
し
て

い
ま

す
。

ご
回

答
は

統
計

的
に

処
理

さ
れ

、
貴

社
の

企
業

名
は

も
と

よ
り

、
個

別
の

内
容

が
特

定
さ

れ
る

こ
と

は
一

切
ご

ざ
い

ま
せ
ん
の
で
、
あ
り
の
ま
ま
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

２
．
設
問
へ
の
ご
回
答
は
、「

１
つ
に
○
」「

該
当
す
べ
て
に
○
」「

数
値
を
記
入
」
な
ど
、
回
答
方
法
の
指
定
に
沿
っ
て

、
ご
記
入
く
だ

さ
い
。
ま
た
、「

そ
の
他
」
を
選
択
さ
れ
た

場
合
は
、
具
体
的
な
内
容
を
（

）
内
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

３
．
こ
の
調
査
は
、

企
業

を
単
位
と
し
て

行
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
、
本
社
だ
け
で
な
く
支
店
、
出
張
所
、
営
業
所
、
工
場
、
店
舗

な
ど
、
す
べ
て
の

事
業
所
を
含
め

た
全
体
の
状
況

に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ

さ
い
（

な
お
、
貴
社
が
メ
イ
ン
の
事
業
活
動
を
行
っ

て

い
な
い
持
株
会
社
で
あ
る
場
合
は
、
連
結
決
算
範
囲
の
グ
ル
ー
プ
企
業
を
含
め
て
ご
記
入
く
だ
さ
い
）
。

４
．
特

に
断

り
の

な
い

場
合

、
年

月
末

日
現

在
の

状
況

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
ご

記
入

が
終

わ
り

ま
し

た
ら

、
同

封
の

返
信
用
封
筒
（
切
手
は
不
要
）
に
入
れ
、

年
３
月
２

日
（
金
）
ま
で
に
、
郵
便
ポ
ス
ト
に
ご
投
函
く
だ
さ
い
。

５
．
調
査
票
の
発
送
、
回
収
、
入
力
は
、
実
査
機
関
で
あ
る

株
式
会
社
日
本
統
計
セ
ン
タ
ー

に
委
託
し
て

い
ま
す
。

  ご
不
明
な
点
は

専
用
フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル

ま
で
お
問
合
せ
く
だ
さ
い
。
Ｆ
Ａ
Ｘ
や
電
子
メ
ー
ル
で
も
受
け
付
け
て
い
ま
す
。

【
お
問
合
せ
窓
口
】

＜
専
用
フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル
・
無
料
＞

－
－

（
土
日
祝
日
を
除
く

～
／

～
）

－
－

／
：

【
調
査
主
体
】

独
立
行
政
法
人

労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
（
担
当
）
：
調
査
部
／

奥
田

、
新
井
、
荻
野

【
調
査
票
の
発
送
・
回
収
・
入
力
委
託
先
】
株
式
会
社
日
本
統
計
セ
ン
タ
ー
（
担
当
）
：
調
査
部
／
岩
瀬
、
原
田

 

Ⅰ
企
業
の
概
要
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。

問
１

貴
社

に
つ
い

て
教
え

て
く
だ

さ
い
（
各
項
目

つ
に
○
。
各
比
率
等
に
つ
い
て
は
、
も
っ
と
も
近
い

つ
に
○
）

主
た

る
業

種
 

（
も

っ
と
も

売
上
高

が
 

大
き

い
も
の

１
つ
の

み
）

１
．
鉱
業
、
採
石
業
、
砂
利
採
取
業

２
．
建
設
業

３
．
製
造
業

４
．
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

５
．
情
報
通
信
業

６
．
運
輸
業
、
郵
便
業

７
．
卸
売
業
、
小
売
業

８
．
金
融
業
、
保
険
業

９
．
不
動
産
業
、
物
品
賃
貸
業

．
学
術
研
究
、
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

．
宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

．
生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
、
娯
楽

．
教
育
、
学
習
支
援
業

．
医
療
、
福
祉

．
複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業
（
郵
便
局
、
協
同
組
合
な
ど
）

．
サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

．
そ
の
他

（
）

貴
社

に
１

名
以

上

在
籍

す
る

従
業

員

全
て

に
○

を
付

し

て
く

だ
さ

い
 

 

１
．
正
社
員
を
雇
用
し
て
い
る

→
付
問

貴
社
に
１
名
以
上
在
籍
す
る
従
業
員

全
て
に
○
を
付
し
て
く
だ
さ
い

１
．
男
性

２
．
女
性

３
．

歳
以
上
の
高
齢
者

４
．
高
度
外
国
人
材

２
非
正
社
員
が

い
る

→
付
問

貴
社
に
１
名
以
上
在
籍
す
る
従
業
員
全
て

に
○
を
付
し
て
く
だ
さ
い

１
．
男
性

２
．
女
性

３
．

歳
以
上
の
高
齢
者

４
．
高
度
外
国
人
材

従
業

員
2  

規
模

１
．

人
以
下

２
．

～
人

３
．

～
人

４
．

～
人

５
．
１
万
人
以
上

従
業
員
に
占
め
る

正
社
員
比
率

１
．
３
割
以
下

２
．
４
割
程
度

３
．
５
割
程
度

４
．
６

割
程
度

５
．
７
割
程
度

６
．
８
割
程
度

７
９
割
程
度

８
．

割

正
社
員

に
占
め
る

女
性
正
社
員
比
率

１
．
０
％

２
０
超
～

％
３
．
１
割
程
度

４
．
２
割
程
度

５
．
３
割
程
度

６
．

４
割
程
度

７
．
５
割
程
度

８
．
６
割
以
上

正
社
員
に
占
め
る

高
度
外
国
人

正
社
員
比
率

１
．
０
％

２
０
超
～
５
％

３
．
１
割
程
度

４
．
２
割
程
度

５
．
３
割
程
度

６
．

４
割
程
度

７
．
５
割
程
度

８
．
６
割
以
上

従
業
員
に
占
め
る

歳

以
上

高
齢
者

比
率

１
．

歳
以
上
は
い
な
い

２
０
超
～
５
％

３
．
１
割
程
度

４
．
２
割
程
度

５
．
３
割
程
度

６
．

４
割
程
度

７
．
５
割
程
度

８
．
６
割
以
上

資
本

金
１
．
１
億
円
以
下

２
．
１
億
円
超
３
億
円
以
下

３
．
３
億
円
超

海
外
事
業
所
展
開

１
．
展
開
し
て
い
る

２
．
展
開
し
て
い
な
い

資
本

関
係

１
．
国
内
資
本
の
み

２
．
い
わ
ゆ
る
外
資
系

4  
３
．
そ
の
他

創
業

現
在
か
ら

１
．
２
年
以
内

２
．
２
年
超
５
年
以
内

３
．
５
年
超

年
以
内

４
．

年
超
（
経
過
）

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

 
1
本
調
査
に
お
け
る
「
高
度
外
国
人
」
と
は
、
在
留
資
格
「高
度
専
門
職
」「
経
営
・
管
理
」
「
研
究
（
企
業
内
の
研
究
職
）
」
「技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務
」
「法
律
・
会

計
業
務
」
「企
業
内
転
勤
」
等
と
い
っ
た
就
労
目
的
の
在
留
資
格
を
所
有
し
て
い
る
外
国
人
を
指
し
ま
す
。

2
貴
社
が
直
接
雇
用
し
て
い
る
、
正
社
員
及
び
非
正
社
員
（
パ
ー
ト
、
契
約
、
嘱
託
等
）
を
指
す
も
の
と
し
ま
す
（派
遣
・請
負
労
働
者
は
含
め
な
い
で
く
だ
さ
い
）。

3  
正

社
員

と
は

、
貴
社

に
直
接

雇
用
さ

れ
て
い

る
無
期

労
働
契

約
の
、

い
わ

ゆ
る

正
規
従

業
員
を

指
す

も
の

と
し
ま

す
（
非

正
社
員

は
そ

れ
以

外
の

従
業
員

（
パ

ー
ト
、

契
約
、

嘱
託
等

）
を

指
す

も
の
と

し
ま
す

（
派
遣

・
請

負
労

働
者

は
含
め

な
い
で

く
だ

さ
い

）
）
。

 
4  
資
本
金
全
体
に
占
め
る
外
国
資
本
の
割
合
が
、
１
／
３
を
超
え
る
日
本
法
人
を
指
す
も
の
と
し
ま
す
。

 

問
２

貴
社
の
雇
用
人
員

（
人
手
）

の
過
不
足
の
状
況
に
つ
い
て
お
答
え
く
だ
さ
い
（
各
項
目
１
つ
に
○
）

大
い

に
不
足

や
や

不
足

適
当

や
や

過
剰

大
い

に
過
剰

正
社
員

１
２

３
４

５

①
海
外
展
開
に
必
要
な
国
際
人
材

１
２

３
４

５

②
研
究
開
発
等
を
支
え
る
高
度
人
材

１
２

３
４

５

③
現
場
の
技
能
労
働
者

１
２

３
４

５

④
財
務
や
法
務
の
専
門
人
材

１
２

３
４

５

⑤
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
や
営
業
の
専
門

人
材

１
２

３
４

５

⑥
社
内
の
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を

担
う
中
核
的
な
管
理
職

１
２

３
４

５

⑦
社
内
の

化
を
推
進
す
る
人
材

１
２

３
４

５

非
正
社
員

１
２

３
４

５

問
３

貴
社
で
は
、
人
材
（
人
手
）
不
足
を
緩
和
す
る
た
め
の
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
か
。
（
１
つ
に
○
）

１
．
取
り
組
ん
で
い
る

２
．
未
だ
取
り
組
ん
で
い
な
い
が
、
今
後
取
り
組
む
予
定

３
．
取
り
組
む
予
定
は
な
い

付
問
１

．
貴
社
で
は
、
ど
の
よ
う
な
対
策

を
重
要
視
し
て
い
ま
す
か
。
（
上

位
５

つ
と
最
も
重
要
視
す
る
１
つ
に
○
）

上
位
５
つ
に
該
当

最
も
重
要
視

募
集
時
の
賃
金
を
引
き
上
げ
る

１
１

募
集
時
の
賃
金
以
外
の
処
遇
・労
働
条
件
を
改
善
す
る

２
２

新
卒
採
用
を
強
化
す
る
（
通
年
採
用
化
、
新
卒
定
義
の
拡
大
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
受
入
強
化

等
含
む
）

３
３

中
途
採
用
を
強
化
す
る
（
採
用
チ
ャ
ネ
ル
の
多
様
化
、
応
募
要
件
の
緩
和
等
含
む
）

４
４

出
産
・育
児
等
に
よ
る
離
職
者
の
呼
び
戻
し
・
優
先
採
用
を
行
う

５
５

出
向
・転
籍
者
を
受
け
入
れ
る

６
６

非
正
社
員
の
活
用
を
進
め
る
（
非
正
社
員
の
量
的
な
拡
大
や
業
務
の
高
度
化
）

７
７

既
存
人
材
の
時
間
外
労
働
（
残
業
や
休
日
出
勤
）
を
増
加
さ
せ
る

既
存
人
材
の
配
置
転
換

教
育
訓
練
・
能
力
開
発
に
よ
る
既
存
人
材
の
業
務
可
能
範
囲
の
拡
大

教
育
訓
練
・
能
力
開
発
に
よ
る
生
産
性
等
の
向
上

１
１

１
１

離
職
率
を
低
下
さ
せ
る
た
め
の
雇
用
管
理
の
改
善

１
２

１
２

定
年
の
延
長
や
再
雇
用
等
に
よ
る
雇
用
継
続
を
行
う

１
３

１
３

非
正
社
員
か
ら
正
社
員
へ
の
登
用
を
進
め
る

１
４

１
４

周
辺
業
務
の
外
部
委
託
化
（
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
）を
進
め
る

１
５

１
５

省
力
化
投
資
（機
械
化
・
自
動
化
、
ＩＴ
化
）を
行
う

１
６

１
６

業
務
の
効
率
化
を
進
め
る
（
無
駄
な
業
務
の
削
減
、
業
務
の
標
準
化
、
仕
事
の
分
担
・
進
め
方
の

見
直
し
等
）

１
７

１
７

事
業
の
縮
小
・見
直
し
（
営
業
時
間
の
短
縮
、
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
絞
込
み
等
）を
行
う

１
８

１
８

人
材
確
保
を
主
目
的
と
し
た

＆
の
実
施

１
９

１
９

そ
の
他
（

）
２
０

２
０

問
４

性
別
、
年
齢
、
国
籍
、
雇
用
形
態
、
職
種
等
と
い
っ
た

様
々
な
観
点
か
ら
５
年
前
と

現
在
を
比
較
し
、
貴
社
の
社
内
人
材
の
多
様
化

が
進
ん
だ
と
思
い
ま
す
か
。
ま
た
、
５
年
先
の
社
内
人
材
の
多
様
化
は
、
現
在
と
比
較
し
進
む
と
思
い
ま
す
か
。（

各
項
目
１
つ
に
○
）

多
様
化
が
大
幅
に
推
進

多
様
化
が
や
や
推
進

変
わ
ら
な
い

一
様
化
が
や
や
推
進

一
様
化
が
大
幅
に
推
進

①
５
年
前
と
現
在
を
比
較

１
２

３
４

５

②
現
在
と
５
年
先
を
比
較

１
２

３
４

５

付
問
１

（
①

５
年
前
と
現
在
を
比
較

し
、「

多
様
化
が
大
幅

に
推
進
」
又
は
「
多
様
化
が
や
や
推
進
」
と
回
答
さ
れ
た
方
に
伺
い
ま
す
）

社
内
人
材
の
多
様
化
が
進
ん
で
き
た
中
で
、
以
下
の
人
材
の
こ
れ
ま
で
の

増
減
の
状
況
に
つ
い
て

お
答
え
く
だ
さ
い
。（

各
項

目
１
つ
に
○
）

大
幅
に

増
加

や
や

増
加

変
わ

ら
な
い

や
や

減
少

大
幅

に
減
少

①
女
性

社
員

１
２

３
４

５

②
歳
以
上
の

高
齢
社
員

１
２

３
４

５

③
高
度

外
国
人

社
員

１
２

３
４

５

付
問
２

（
②

現
在
と
５
年
先
を
比
較

し
、「

多
様
化
が
大
幅

に
推
進
」
又
は
「
多
様
化
が
や
や
推
進
」
と
回
答
さ
れ
た
方
に
伺
い
ま
す
）

以
下
の

人
材
に
対
す
る
将
来
的
な

採
用
意
欲
を
お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
各
項
目
１
つ
に
○
）

大
幅
に

上
昇

や
や

上
昇

変
わ

ら
な
い

や
や

低
下

大
幅

に
低
下

①
女
性

社
員

１
２

３
４

５

②
歳
以
上
の

高
齢
社
員

１
２

３
４

５

③
高
度

外
国
人

社
員

１
２

３
４

５

調査シリーズNo.184
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問
５
．
貴
社
の
基
本
的
な
雇
用
方
針
、
採
用
・

配
置
・
人
材
育
成
方
針
は
、
Ａ
と
Ｂ
の
ど
ち
ら
に
近
い
で
す
か
。
（
各
項
目
１
つ
に
○
）

Ａ
Ａ
で

あ
る

ど
ち

ら
か

と
い

う
と
Ａ

何
と

も
言

え
な

い

ど
ち

ら
か

と
い

う
と
Ｂ

Ｂ
で

あ
る

Ｂ

雇 用 方 針 、

採 用 ・ 配 置 ・ 人 材 育 成 方 針

①
Ａ
．
人
事
評
価
に
お
い
て
、
転
勤
・
配
置
転

換
の
経
験
を
積
極
的
に
評
価

１
２

３
４

５
Ｂ
．
人
事
評
価
に
お
い
て
、
転
勤
・配
置
転
換
の
経

験
の
有
無
を
勘
案
し
な
い

②
Ａ
．
将
来
の
幹
部
候
補
を
早
期
選
抜
し
、

重
点
的
に
育
成
し
て
い
く
こ
と
を
重
視

１
２

３
４

５
．
あ
る
程
度
の
ポ
ス
ト
ま
で
は
、
入
社
同
期
を
一
律

に
育
成
し
て
い
く
こ
と
を
重
視

③
Ａ

従
業
員
が
教
育
訓
練
を
受
け
る
こ
と
に

つ
い
て
、
積
極
的
に
支
援
を
実
施

１
２

３
４

５
Ｂ

従
業
員
が
教
育
訓
練
を
受
け
る
こ
と
に
つ
い
て
、

個
人
の
判
断
に
委
ね
る

④
Ａ

教
育
訓
練
は
О
ＪＴ
を
重
視

１
２

３
４

５
Ｂ

教
育
訓
練
は
О
ｆｆ
－
ＪＴ
を
重
視

⑤
Ａ

教
育
訓
練
投
資
は
、
対
象
者
を

絞
り
込
ん
で
重
点
的
に
配
分
す
る

１
２

３
４

５
Ｂ

教
育
訓
練
投
資
は
、
で
き
る
だ
け
平
等
に
一
律

的
に
配
分
す
る

⑥
Ａ

従
業
員
の
自
己
啓
発
に
対
し
て
、
広

報
や
金
銭
的
な
支
援
を
実
施

１
２

３
４

５
Ｂ

従
業
員
の
自
己
啓
発
に
つ
い
て
は
、
個
人
の
判

断
・
金
銭
負
担
に
委
ね
る

⑦
Ａ

社
内
人
材
の
多
様
性
を
重
視

１
２

３
４

５
Ｂ

社
内
人
材
の
同
質
性
を
重
視

非 正 社 員 の

能 力 開 発

⑧
Ａ

非
正
社
員
に
対
し
て
も
、
企
業
が

積
極
的
に
能
力
開
発
を
行
う
べ
き

１
２

３
４

５
Ｂ

非
正
社
員
の
能
力
開
発
は
、
非
正
社
員
自
身

が
行
う
べ
き
で
あ
り
、
企
業
は
支
援
し
な
い

⑨
Ａ

非
正
社
員
に
も
、
正
社
員
と
同
様
の

基
幹
的
な
職
務
を
任
せ
る

１
２

３
４

５
Ｂ

非
正
社
員
と
正
社
員
の
職
務
は
、

明
確
に
分
離
す
る

問
６
．
以
下
の
事
項

に
つ
い
て
、
現
在
と

５
年
前
を
比
較
し
た

変
化
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。
（
各
項
目
も
っ
と
も
近
い
１
つ
に
○
）

大
幅
に
増
加
・
上
昇

増
加
・上
昇

ほ
ぼ
横
ば
い

減
少
・
低
下

大
幅
に
減
少
・
低
下

①
経
常
利
益

１
２

３
４

５

②
売
上
高

１
２

３
４

５

③
労
働
生
産
性

１
２

３
４

５

④
総
人
件
費

１
２

３
４

５

⑤
正
社
員

人
当
た
り
の
賃
金

１
２

３
４

５

⑥
非
正
社
員

人
当
た
り
の
時
給

１
２

３
４

５

⑦
全
従
業
員

１
２

３
４

５

⑦
う
ち
、
正
社
員
の
人
数

１
２

３
４

５

⑦
う
ち
、
非
正
社
員
の
人
数

１
２

３
４

５

問
７
．
５
年
先

を
見
据
え
た
際
、
貴
社
に
お
い
て
、
海
外
現
地
法
人
の
設
立
や
外
国
企
業
と
の
商
取
引
等
と
い
っ
た
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
経
済

活
動
の
重
要
度
は
ど
う
な
る

と
思
い
ま
す
か
。
（
１
つ
に
○
）

問
８
．
５
年
先

を
見
据
え
た
際
、
貴
社
に
お
い
て
、
新
製
品
の
開
発
、

大
幅
に
改
善
さ
れ
た

生
産
工
程
、
新
し
い
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
方
法
、

新
た
な
業
務
慣
行
の
導
入
等
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

活
動

の
重
要
度
は
ど
う
な
る
と
思
い
ま
す
か
。
（
１
つ
に
○
）

問
９
．
従
業
員
の

能
力
に
関
す
る
貴
社
の
考
え
方
は
、
現
在
Ａ
と
Ｂ
の
ど
ち
ら
に
近
い
で
す
か
。
ま
た
、
５
年
先
の

見
据
え
た
際
、
そ
の
考

え
方
は
Ａ
と
Ｂ
の
ど
ち
ら
に

近
い
と
思
い
ま
す
か
。
（
各
項
目
１
つ
に
○
）

問
．
今
後
、
貴
社
の
事
業
を
推
進
し
て
い
く
上
で

、
Ａ
Ｉ
に
よ
る
技
術
革
新
等
と
い
っ
た
様
々
な
変
化
が
生
じ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す

が
、
貴
社
の

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
考
え
方
と
し
て
は
、
Ａ
と
Ｂ
の
ど
ち
ら
に
近
い
で
す
か
。
（
１
つ
に
○
）

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

 
5
Ｏ
ＪＴ
と
は
、
日
常
的
な
業
務
を
遂
行
す
る
中
で
行
わ
れ
る
指
導
・
教
育
訓
練
を
指
し
ま
す
。
 

6
О
ｆｆ
－
ＪＴ
と
は
、
講
習
会
へ
の
参
加
等
、
日
常
の
業
務
を
一
時
的
に
離
れ
て
行
う
教
育
訓
練
を
指
し
ま
す
。

１
．
大
幅
に
高
ま
る

２
．
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
高
ま
る

３
．
変
わ
ら
な
い

４
．
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
低
く
な
る

５
．
大
幅
に
低
く
な
る

１
．
大
幅
に
高
ま
る

２
．
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
高
ま
る

３
．
変
わ
ら
な
い

４
．
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
低
く
な
る

５
．
大
幅
に
低
く
な
る

Ａ
Ａ
で
あ
る

ど
ち
ら
か
と

い
う
と
Ａ

ど
ち
ら
か
と

い
う
と
Ｂ

Ｂ
で
あ
る

Ｂ

①
現
在

Ａ
様
々
な
業
務
に
対
応
で
き
る

ゼ
ネ
ラ
リ
ス
ト
を
重
要
視
す
る

１
２

３
４

Ｂ
あ
る
分
野
に
特
化
し
た
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

を
重
要
視
す
る

②
５
年
先

Ａ
様
々
な
業
務
に
対
応
で
き
る

ゼ
ネ
ラ
リ
ス
ト
の
重
要
性
が
高
ま
る

１
２

３
４

Ｂ
あ
る
分
野
に
特
化
し
た
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

の
重
要
性
が
高
ま
る

Ａ
Ａ
で
あ
る

ど
ち
ら
か
と

い
う
と
Ａ

ど
ち
ら
か

と
い
う
と
Ｂ

Ｂ
で
あ
る

Ｂ

Ａ
数
年
先
の
変
化
を
出
来
る
だ
け
予
測
し
、

必
要
と
な
る
能
力
を
備
え
た
自
社
内
部
の

人
材
を
育
成
し
て
い
く
こ
と
を
重
視

１
２

３
４

Ｂ
数
年
先
の
変
化
の
予
測
は
困
難
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
必
要
と
な
る
能
力
を
備
え
た
自
社
外
部

の
人
材
を
適
時
採
り
入
れ
る
こ
と
を
重
視

 

Ⅱ
限
定
正
社
員
の
導
入
状
況
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。

問
．

貴
社

で
は
、
正
社
員
で
あ
る
が
、

い
わ
ゆ
る
正
社
員

（
勤
務
地
、
職
務
、
勤
務
時
間
が
い
ず
れ
も
限
定
さ
れ
て
い
な
い
正
社
員
。

以
下
同
じ
。）

と
比
較
す
る
と
、
勤
務
地
、
職
務
、
労
働
時
間
等
が
限
定
さ
れ
て
い
る
「

限
定
正
社
員
」
が
い
ま
す
か
。（

１
つ
に
○
）

１
．
限
定
正
社
員
が
い
る
→
付
問
へ

２
．
限
定
正
社
員
は
い
な
い

→
問

へ

付
問
１

具
体
的
に
、
限
定
正
社
員
と
し
て
「
限
定
さ
れ
て
い
る
事
柄
」
は
、
以
下
の
ど
れ
に
当
た
り
ま
す
か
。（

該
当
す
べ
て
に
○
）

付
問
２
．
い
つ
頃
か
ら
限
定
正
社
員
と
い
う
働
き
方
が

活
用
さ
れ
始
め
ま
し
た
か
。
（
１
つ
に
○
）

１
．
現
在
～
１
年
前

２
．
１
年
超
～
３
年
前

３
．
３
年
超
～
６
年
前

４
．
６
年
超
～

年
前

５
．

年
超
前

付
問
３
．
以
下
に
つ
い
て
、
正
社
員
全
体
に
占
め
る
限
定
正
社
員

の
割
合
を
お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
各
項
目
で
最
も
近
い

１
つ
に
○
）

注
意
：
例
え
ば
、
②
で
あ
れ
ば
、
女
性
限
定
正
社
員

数
／
女
性
正
社
員
数
×

と
計
算
し
た
割
合
を

、
④
で
あ
れ
ば
、
若
年
限

定
正
社
員
数
（

～
歳
）
／
若
年
正
社
員

数
（

～
歳
）
×

と
計
算
し
た
割
合
を

お
答
え
く
だ
さ
い
。

付
問
４
．
貴
社
で
限
定
正
社
員
が
配
属
さ
れ
て
い
る
割
合
が
高
い
職
種
を
選
ん
で
下
さ
い

。（
上
位
３
つ

に
○
）

１
．
管
理
職

２
．
専
門
・
技
術
職

３
．
事
務
職

４
．
営
業
職

５
．
販
売
職

６
．
サ
ー
ビ
ス
職

７
．
保
安
職

８
．
製
造
・
生
産
工
程
職

９
．
輸
送
・
機
械
運
転
職

．
運
搬
・
清
掃
等
労
務
職

．
そ
の
他
（

）

付
問
５
．

限
定
正
社
員
と
い
わ
ゆ
る

正
社
員
の
間
で
、
お
互
い
に

転
換
す
る
こ
と
は
で
き
ま
す
か
。
（
１
つ
に
○
）

１
．
相
互
に
転
換
す
る
こ
と
が
で
き
る

２
．
正
社
員
か
ら
限
定
正
社
員
へ
の
転
換
の
み
可
能

３
．
限
定
正
社
員
か
ら
正
社
員
へ
の
転
換
の
み
可
能

４
．
転
換
す
る
こ
と
は
で
き
な
い

付
問
６
．
限
定
正
社
員
と
い
わ
ゆ
る

正
社
員
と
の
間
で
、
基
本
給

や
昇
進
ス
ピ
ー
ド

に
差
を
設
け
て
い
ま
す
か
。（

各
項
目
で
１
つ
に
○
）

付
問
７

（
付
問
６
の
基
本
給
で
１
と
回
答
さ
れ
た
方
に
伺
い
ま
す
。
）
限
定
正
社
員
の
基
本
給
は
、
い
わ
ゆ
る
正
社
員
の
基
本
給
の
何

割
程
度
か
お
答
え
く
だ
さ
い

。
（
１
つ
に
○
）

１
．
９
割
超

２
．
８
割
超
～
９
割
以
下

３
．
７
割
超
～
８
割
以
下

４
．
７
割
以
下

付
問
８

将
来
の
幹
部
候
補
を
早
期
選
抜
す
る
制
度
が
あ
る
場
合
、
限
定
正
社
員
は

そ
の

選
抜
の
対
象
と
な
り
ま
す
か
。（

１
つ
に
○

）

１
．
対
象
と
な
る

２
．
対
象
と
し
て
い
な
い

３
．
早
期
選
抜
制
度
が
な
い

付
問
９

限
定
正
社
員
と
い
う
働
き
方

を
導
入
し
て
い
る

理
由
は
何
で
す
か
。（

該
当
す
べ
て
に
○
）

１
．
優
秀
な
人
材
を
採
用
す
る
た
め

２
．
仕
事
と
育
児
・
介
護
・
病
気
治
療
の
両
立
（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ

ン
ス
）を
支
援
す
る
た
め

３
．
非
正
社
員
か
ら
正
社
員
へ
の
転
換
を
円
滑
化
さ
せ
る
た
め

４
．
人
材
の
特
性
に
合
わ
せ
た
多
様
な
雇
用
管
理
を
行
う
た
め

５
．
１
日
や
週
の
中
の
仕
事
の
繁
閑
な
ど
業
務
量
の
変
化
に
対
応

す
る
た
め

６
．
職
務
を
限
定
す
る
こ
と
で
、
専
門
性
や
生
産
性
の
向
上
を
よ
り
促

す
た
め

７
．
人
件
費
の
節
約
の
た
め

８
．
同
業
他
社
が
限
定
正
社
員
を
導
入
し
て
い
る
た
め

９
．
従
業
員
や
労
働
組
合
等
か
ら
の
要
望
が
あ
っ
た
た
め

．
そ
の
他
（

）

付
問

過
去
５
年
間

に
お
い
て
、
限
定
正
社
員
と
い
う
働
き
方
を
導
入
し
た
こ
と

に
よ
り
、
以
下
の
効
果
が
あ
り
ま
し
た
か
。

（
各
項
目
で
○
は

つ
）

そ
う
思
う

や
や
そ
う
思
う

あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い

そ
う
思
わ
な
い

①
人
材
の
採
用
が
し
や
す
く
な
っ
た

１
２

３
４

②
人
材
の
定
着
率
が
高
ま
っ
た

１
２

３
４

③
社
員
の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
が
向
上
し
た

１
２

３
４

④
社
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
上
が
っ
た

１
２

３
４

⑤
社
員
の
専
門
性
が
向
上
し
た

１
２

３
４

⑥
社
員
の
労
働
生
産
性
が
向
上
し
た

１
２

３
４

１
．
職
務
が
限
定
さ
れ
て
い
る

２
．
勤
務
地
が
限
定
さ
れ
て
い
る

（
転
勤
が
制
限
さ
れ
て
い
る
）

３
．
所
定
内
労
働
時
間
が

短
縮
さ
れ
て
い
る

４
．
残
業
が
制
限
さ
れ
て
い
る

５
．
出
勤
日
数
が
短
縮
さ
れ
て
い
る

６
．
そ
の
他
（

）

１
割

以
下

２
～

３
割

４
～

６
割

７
～

８
割

９
割

以
上

①
合
計

１
２

３
４

５

②
女
性

１
２

３
４

５

③
男
性

１
２

３
４

５

④
若
年
社
員
（

～
歳
）

１
２

３
４

５

⑤
壮
年
社
員
（

～
歳
）

１
２

３
４

５

⑥
中
年
社
員
（

～
歳
）

１
２

３
４

５

⑦
高
齢
社
員
（

歳
～
）

１
２

３
４

５

①
基
本
給

１
い
わ
ゆ
る
正
社
員
の
方
が
高
い

２
限
定
正
社
員
の
方
が
高
い

３
差
は
な
い

②
昇
進
ス
ピ
ー
ド

１
い
わ
ゆ
る
正
社
員
の
方
が
は
や
い

２
限
定
正
社
員
の
方
が
は
や
い

３
差
は
な
い

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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Ⅲ
雇
用
管
理
の
状
況
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。

問
．
貴
社
に
お
け
る
社
内
人
材
の
状
況
変
化
を
踏
ま
え
、

５
年
前
と
現
在
を
比
較
し

、
従
業
員
の
雇
用
管
理
の
多
様
性
が

必
要
に
な
っ

て
い
る

と
感
じ
ま
す
か
。
５

年
先

の
見
通
し
も
教
え
て
く
だ
さ
い
。
（
各
項
目
で
○
は
１
つ
）

大
幅
に
多
様
化

や
や
多
様
化

変
わ
ら
な
い

や
や
同
質
化

大
幅
に
同
質
化

①
５

年
前
と

現
在
を

比
較

１
２

３
４

５

②
現

在
と
５

年
先
を

比
較

１
２

３
４

５

問
．
貴
社
に
お
け
る
社
内
人
材
の
状
況
変
化
を
踏
ま
え
、

５
年
以
内
に
従
業
員
の
雇
用
管
理
を
見
直
し
ま
し
た
か
。

従
業
員
を
一
律
に

対
象
と
し
た
雇
用
管
理

に
加
え
て
、
以
下
の
雇
用
区
分

に
つ
い
て
特
別
な
対
応
を
し
た
か

お
答
え
く
だ
さ
い
。（

各
項
目
で
○
は
１
つ
）

①
従

業
員
一

律
の
雇

用
管
理

②
女

性
の
雇

用
管
理

③
歳

以
上

高
齢
者

の
雇

用
管
理

④
高

度
外
国

人
材

の
雇

用
管
理

１
．

見
直
し

た

２
．

見
直
し

て
い
な

い

１
．

見
直
し

た

２
．

見
直
し

て
い
な

い

１
．

見
直
し

た

２
．

見
直
し

て
い
な

い

１
．

見
直
し

た

２
．

見
直
し

て
い
な

い

問
．
貴
社
に
お
け
る
社
内
人
材
の
今
後
の
状
況
変
化
を
見
据
え
て
、
今
後
５
年
以
内
に

従
業
員
の
雇
用
管
理
を
見
直
す
必
要
が
あ
る
と

感
じ
ま
す
か
。
以
下
の
雇
用
区
分
ご
と
に
お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
各
項
目
で
○
は
１
つ
）

問
．
貴
社
に
お
い
て
、

現
在
取
り
組
ん
で
い
る
雇
用
管
理
は
何
で
す
か
。
い
わ
ゆ
る

正
社
員
、
限
定
正
社
員
、

非
正
社
員
全
般
に

峻
別

し
、
そ
れ
ぞ
れ
に
お
い
て
、
当
て
は
ま
る
取
組
内
容
を

教
え
て
く
だ
さ
い

。

注
意
：
各
項
目
で
該
当
す
べ
て
に
○
を
付
し
て
く
だ
さ
い
。
実
施
は
し
て
い
る
が
、
従
業
員
全
体
を
一
律
に
対
象
と
は
し
て
お
ら
ず
、
対
象

者
を
以
下
の
雇
用
区
分
に
の
み

に
限
定
し
て
い
る
場
合
に
は
、
「
限
定
実
施
」
と
「
そ
の
雇
用
区
分
」

に
○
を
付
し
て
く
だ
さ
い
。

限
定
し
て
い
る
対
象
が
女
性
、
高
齢
者
、
高
度
外
国
人
以
外
の
場
合
、
「
限
定
実
施
」
の
み
に
○
を
付
し
て
く
だ
さ
い
。

い
わ
ゆ
る
正
社
員

一
律

実
施

限
定

実
施

未
実
施

女
性

歳
以
上
高
齢
者

高
度
外
国
人

①
人
事
評
価
に
関
す
る
公
正
性
・
納
得
性
の
向
上

１
２

３
４

５
６

②
本
人
の
希
望
を
踏
ま
え
た
配
属
、
配
置
転
換

１
２

３
４

５
６

③
業
務
遂
行
に
伴
う
裁
量
権
の
拡
大

１
２

３
４

５
６

④
優
秀
な
人
材
の
抜
擢
・登
用

１
２

３
４

５
６

⑤
能
力
・
成
果
等
に
見
合
っ
た
昇
進
や
賃
金
ア
ッ
プ

１
２

３
４

５
６

⑥
能
力
開
発
機
会
の
充
実

１
２

３
４

５
６

⑦
労
働
時
間
の
短
縮
や
働
き
方
の
柔
軟
化

１
２

３
４

５
６

⑧
採
用
時
に
職
務
内
容
を
文
書
で
明
確
化

１
２

３
４

５
６

⑨
長
時
間
労
働
対
策
や
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

１
２

３
４

５
６

⑩
有
給
休
暇
の
取
得
促
進

１
２

３
４

５
６

⑪
職
場
の
人
間
関
係
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
円
滑
化

１
２

３
４

５
６

⑫
仕
事
と
育
児
と
の
両
立
支
援

１
２

３
４

５
６

⑬
仕
事
と
介
護
と
の
両
立
支
援

１
２

３
４

５
６

⑭
仕
事
と
病
気
治
療
と
の
両
立
支
援

１
２

３
４

５
６

⑮
育
児
・
介
護
・
病
気
治
療
等
に
よ
り
離
職
・
休
職
さ
れ
た
方
へ
の
復
職
支
援

１
２

３
４

５
６

⑯
従
業
員
間
の
不
合
理
な
待
遇
格
差
の
解
消
（男
女
間
、
正
規
・
非
正
規
間
等
）

１
２

３
４

５
６

⑰
経
営
戦
略
情
報
、
部
門
・職
場
で
の
目
標
の
共
有
化
、
浸
透
促
進

１
２

３
４

５
６

⑱
副
業
・
兼
業
の
推
進

１
２

３
４

５
６

非
正
社
員

一
律

実
施

限
定

実
施

未
実
施

女
性

歳
以
上
高
齢
者

高
度
外
国
人

①
人
事
評
価
に
関
す
る
公
正
性
・
納
得
性
の
向
上

１
２

３
４

５
６

②
優
秀
な
人
材
を
正
社
員
へ
登
用

１
２

３
４

５
６

③
能
力
開
発
機
会
の
充
実

１
２

３
４

５
６

④
職
場
の
人
間
関
係
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
円
滑
化

１
２

３
４

５
６

⑤
仕
事
と
育
児
と
の
両
立
支
援

１
２

３
４

５
６

⑥
仕
事
と
介
護
と
の
両
立
支
援

１
２

３
４

５
６

⑦
仕
事
と
病
気
治
療
と
の
両
立
支
援

１
２

３
４

５
６

⑧
従
業
員
間
の
不
合
理
な
待
遇
格
差
の
解
消
（男
女
間
、
正
規
・
非
正
規
間
等
）

１
２

３
４

５
６

⑨
経
営
戦
略
情
報
、
部
門
・職
場
で
の
目
標
の
共
有
化
、
浸
透
促
進

１
２

３
４

５
６

①
従

業
員
一

律
の
雇

用
管
理

②
女

性
の
雇

用
管
理

③
歳

以
上

高
齢
者

の
雇

用
管
理

④
高

度
外
国

人
材

の
雇

用
管
理

１
．

見
直
す

必
要
が

あ
る

２
．

見
直
す

必
要
は

な
い

１
．

見
直
す

必
要
が

あ
る

２
．

見
直
す

必
要
は

な
い

１
．

見
直
す

必
要
が

あ
る

２
．

見
直
す

必
要
は

な
い

１
．

見
直
す

必
要
が

あ
る

２
．

見
直
す

必
要
は

な
い

注
意
：
以
下
の
問

、
問

、
問

で
は
、
正
社
員
、
限
定
正
社
員
、
非
正
社
員
に
分
け
て
、
各
従
業
員
の
状
況
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

貴
社
に
お
い
て
、
限
定
正
社
員
や
非
正
社
員
が
い
な
い
等
、
質
問
内
容
に
該
当
す
る
従
業
員
が
い
な
い
場
合
に
は
、
回
答
欄
は
空
欄
に
し
て
く
だ
さ
い
。

 

限
定
正
社
員

一
律

実
施

限
定

実
施

未
実
施

女
性

歳
以
上
高
齢
者

高
度
外
国
人

①
人
事
評
価
に
関
す
る
公
正
性
・
納
得
性
の
向
上

１
２

３
４

５
６

②
本
人
の
希
望
を
踏
ま
え
た
配
属
、
配
置
転
換

１
２

３
４

５
６

③
業
務
遂
行
に
伴
う
裁
量
権
の
拡
大

１
２

３
４

５
６

④
優
秀
な
人
材
の
抜
擢
・登
用

１
２

３
４

５
６

⑤
能
力
・
成
果
等
に
見
合
っ
た
昇
進
や
賃
金
ア
ッ
プ

１
２

３
４

５
６

⑥
能
力
開
発
機
会
の
充
実

１
２

３
４

５
６

⑦
労
働
時
間
の
短
縮
や
働
き
方
の
柔
軟
化

１
２

３
４

５
６

⑧
採
用
時
に
職
務
内
容
を
文
書
で
明
確
化

１
２

３
４

５
６

⑨
長
時
間
労
働
対
策
や
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

１
２

３
４

５
６

⑩
有
給
休
暇
の
取
得
促
進

１
２

３
４

５
６

⑪
職
場
の
人
間
関
係
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
円
滑
化

１
２

３
４

５
６

⑫
仕
事
と
育
児
と
の
両
立
支
援

１
２

３
４

５
６

⑬
仕
事
と
介
護
と
の
両
立
支
援

１
２

３
４

５
６

⑭
仕
事
と
病
気
治
療
と
の
両
立
支
援

１
２

３
４

５
６

⑮
育
児
・
介
護
・
病
気
治
療
等
に
よ
り
離
職
・
休
職
さ
れ
た
方
へ
の
復
職
支
援

１
２

３
４

５
６

⑯
従
業
員
間
の
不
合
理
な
待
遇
格
差
の
解
消
（男
女
間
、
正
規
・
非
正
規
間
等
）

１
２

３
４

５
６

⑰
経
営
戦
略
情
報
、
部
門
・職
場
で
の
目
標
の
共
有
化
、
浸
透
促
進

１
２

３
４

５
６

⑱
副
業
・
兼
業
の
推
進

１
２

３
４

５
６

問
．
貴
社
の
処
遇
制
度
は
ど
れ
に
近
い
と
思
い
ま
す
か
。
今
後
の
見
通
し
も
教
え
て
く
だ
さ
い
。（

各
項
目
で
、
も
っ
と
も
近
い
１
つ

○
）

現
状

今
後
の
見
通
し

年
功
重
視

能
力
重
視

成
果
・
業
績

重
視

職
務
内
容

重
視

年
功
重
視

能
力
重
視

成
果
・
業
績

重
視

職
務
内
容

重
視

①
非
管
理
職
層

１
２

３
４

１
２

３
４

②
管
理
職
層

１
２

３
４

１
２

３
４

問
．
貴
社
で
は

、
従
業
員
の
業
務
上
の
目
標
設
定
を
ど
の
よ
う
に
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
（
該
当
す
べ
て

に
○
）

１
．
個
人
の
目
標
の
達
成
度
に
基
づ
い
た
も
の

４
．
会
社
の
目
標
の
達
成
度
に
基
づ
い
て
い
た
も
の

２
．
チ
ー
ム
や
グ
ル
ー
プ
の
目
標
の
達
成
度
に
基
づ
い
た
も
の

５
．
目
標
設
定
し
て
い
な
い

→
問

へ
進
ん
で
く
だ
さ
い

３
．
事
業
所
の
目
標
の
達
成
度
に
基
づ
い
た
も
の

６
．
そ
の
他
（

）

問
．
貴
社
で
は
、
従
業
員
が
設
定
し
た
目
標
の
達
成
に
向
け
て
、
管
理
職
等
か
ら
の
指
導
・
管
理
を
ど
の
程
度
の
頻
度
で
実
施
し
て
い
ま
す
か
。

（
１
つ
に
○
）

問
貴
社
に
お
け
る
人
事
評
価
制
度
に
つ
い
て
、
改
善
す
べ
き
点
が
あ
る
と
思
い
ま
す
か
。（

１
つ
に
○
）

付
問
．
人
事
評
価
制
度
の
改
善
に
向
け
て
、
労
働
組
合
や
従
業
員
と
話
し

合
い
を
し
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
、
あ
る
い
は
、
現
在
話
し

合
い
を

し
て
い
ま
す
か
。
（
１
つ
に
○
）

問
．
従
業
員
の
副
業
・
兼
業
に
関
す
る

貴
社
の

意
向
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。
（
１
つ
に
○
）

１
．
副
業
・
兼
業
を
許
可
し
て
い
る

２
．
副
業
・
兼
業
の
許
可
を
検
討
し
て
い
る

３
．
副
業
・
兼
業
の
許
可
す
る
予
定
は
な
い

 

１
．
毎
日

２
．
週
に
１
度

３
月
に
１
度

４
．
四
半
期
に
１
度

５
．
半
年
に
１
度

６
．
年
に
１
度

７
指
導
・
管
理
さ
れ
な
い

８
そ
の
他
（

）

１
．
あ
る

２
．
ど
ち
ら
か
と
言
え
ば
あ
る

３
．
ど
ち
ら
か
と
言
え
ば
な
い

４
．
な
い

１
．
過
去
話
し
合
っ
た

２
．
現
在
話
し
合
い
を
し
て
い
る

３
．
話
し
合
っ
た
こ
と
が
な
い

付
問
１
副
業
・
兼
業
を
許
可
し
て
い
る
理
由
は
な
ん
で
す
か
。

（
該
当
す
べ
て
に
○
）

１
．
組
織
外
の
知
識
や
技
術
を
積
極
的
に
取
り
込
む
た
め

（
企
業
と
し
て
オ
ー
プ
ン
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
重
視
）

２
．
様
々
な
分
野
に
お
け
る
人
脈
を
構
築
す
る
た
め

３
．
従
業
員
が
活
躍
で
き
る
場
を
広
げ
る
た
め

４
．
同
業
他
社
が
副
業
・
兼
業
の
許
可
を
は
じ
め
た
か
ら

５
．
従
業
員
の
収
入
増
加
に
つ
な
が
る
た
め

６
．
従
業
員
の
視
野
の
拡
大
や
能
力
開
発
に
つ
な
が
る
た
め

７
．
従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
維
持
・
向
上
に
つ
な
が
る
た
め

８
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

付
問
２

副
業
・
兼
業
を
許
可
し
な
い
理
由
は
な
ん
で
す
か
。

（
該
当
す
べ
て
に
○
）

１
．
組
織
内
の
知
識
や
技
術
の
漏
え
い
が
懸
念
さ
れ
る
た
め

（
企
業
と
し
て
ク
ロ
ー
ズ
ド
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
重
視
）

２
．
過
重
労
働
と
な
り
、
本
業
に
支
障
を
き
た
す
た
め

３
．
経
営
ト
ッ
プ
の
理
解
が
得
ら
れ
な
い

４
．
職
場
の
他
の
従
業
員
の
業
務
負
担
が
増
大
す
る
懸
念
が
あ
る
た
め

５
．
労
働
時
間
の
管
理
・
把
握
が
困
難
に
な
る

６
．
組
織
と
し
て
の
統
制
力
が
弱
ま
る
懸
念
が
あ
る

７
．
人
材
の
流
出
に
つ
な
が
る
懸
念
が
あ
る

８
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

※
｢年
功
重
視
｣は
年
齢
や
勤
続
年
数
を
、
｢能
力
重
視
｣は
発
揮
さ
れ
た
能
力
や
行
動
を
、
｢成
果
・業
績
重
視
｣は
数
値
的
な
業
績
や
成
果
・結
果
を
、

「
職
務
内
容
重
視
」は
従
事
し
て
い
る
職
務
内
容
を
、
評
価
・
処
遇
に
大
き
く
反
映
す
る
制
度
と
お
考
え
く
だ
さ
い
。

調査シリーズNo.184
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Ⅳ
従
業
員
の

育
成
の
状
況
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。

問
．
貴
社
で

人
材
育
成
に
取
り
組
む
際
に
重
視
し
て
い
る
事
項

を
お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
上

位
３
つ
に
○
）

問
．
貴
社
で
人
材
育
成
に
取
り
組
む

際
、
い
わ
ゆ
る
正

社
員

に
は
ど
の
よ
う
な
能
力

の
向
上
を
求
め
ま
す
か
。
（
上
位
５
つ
に
○
）

問
．
貴
社
で
人
材
育
成
に
取
り
組
む
際
、
将

来
に
管
理
職
や
経
営
幹
部

と
な
る
可
能
性
の
あ
る

中
核
的
人
材

に
は
ど
の
よ
う
な
能
力
の

向
上
を
求
め
ま
す
か

。（
上
位
５
つ

に
○
）

問
．
貴
社
に
お
い
て
取
り
組
ん
で
い
る

人
材
育
成
の

内
容
に
つ
い
て
、
下
記
の
雇
用
区
分
ご
と
に
お
答
え
く
だ
さ
い

。

注
意
：
各
項
目
で
該
当
す
べ
て
に
○
を
付
し
て
く
だ
さ
い
。
実
施
は
し
て
い
る
が
、
従
業
員
全
体
を
一
律
に
対
象
と
は
し
て
お
ら
ず
、
対
象

者
を
以
下
の
雇
用
区
分
に
の
み
に
限
定
し
て
い
る
場
合
に
は
、
「
限
定
実
施
」
と
「
そ
の
雇
用
区
分
」
に
○
を
付
し
て
く
だ
さ
い
。

限
定
し
て
い
る
対
象
が
女
性
、
高
齢
者
、
高
度
外
国
人
以
外
の
場
合
、
「
限
定
実
施
」
の
み
に
○
を
付
し
て
く
だ
さ
い
。

い
わ
ゆ
る
正
社
員

一
律

実
施

限
定

実
施

未
実
施

女
性

歳
以
上
高
齢
者

高
度
外
国
人

①
計
画
的
・
系
統
的
な
Ｏ
Ｊ
Ｔ

１
２

３
４

５
６

②
目
標
管
理
制
度
に
よ
る
動
機
づ
け

１
２

３
４

５
６

③
社
内
資
格
・
技
能
評
価
制
度
の
創
設
に
よ
る
動
機
づ
け

１
２

３
４

５
６

④
表
彰
に
よ
る
動
機
づ
け

 
１

２
３

４
５

６

⑤
定
期
的
な
面
談
（
個
別
評
価
・
考
課
）

１
２

３
４

５
６

⑥
指
導
役
や
教
育
係
の
配
置
（
メ
ン
タ
ー
制
度
等
）

１
２

３
４

５
６

キ
ャ

リ
ア

形
成

を
目
的
と
し
た

⑦
配
置
転
換

事
業
所
内
の
移
動

１
２

３
４

５
６

⑧
転
勤
（
事
業
所
間
の
移
動
）

１
２

３
４

５
６

⑨
他
企
業
と
の
人
材
交
流
（
出
向
等
）

１
２

３
４

５
６

⑩
企
業
内
で
行
う
一
律
型
の
Ｏ
ｆｆ
ＪＴ

１
２

３
４

５
６

⑪
企
業
内
で
行
う
選
択
型
の
Ｏ
ｆｆ
ＪＴ

１
２

３
４

５
６

⑫
企
業
が
費
用
を
負
担
す
る
社
外
教
育

１
２

３
４

５
６

⑬
本
人
負
担
の
社
外
教
育
に
対
す
る
支
援
・
配
慮

１
２

３
４

５
６

⑭
企
業
と
し
て
の
人
材
育
成
方
針
・
計
画
の
策
定

１
２

３
４

５
６

限
定
正
社
員

一
律

実
施

限
定

実
施

未
実
施

女
性

歳
以
上
高
齢
者

高
度
外
国
人

①
計
画
的
・
系
統
的
な
Ｏ
Ｊ
Ｔ

１
２

３
４

５
６

②
目
標
管
理
制
度
に
よ
る
動
機
づ
け

１
２

３
４

５
６

③
社
内
資
格
・
技
能
評
価
制
度
の
創
設
に
よ
る
動
機
づ
け

１
２

３
４

５
６

④
表
彰
に
よ
る
動
機
づ
け

 
１

２
３

４
５

６

⑤
定
期
的
な
面
談
（
個
別
評
価
・
考
課
）

１
２

３
４

５
６

⑥
指
導
役
や
教
育
係
の
配
置
（
メ
ン
タ
ー
制
度
等
）

１
２

３
４

５
６

キ
ャ

リ
ア

形
成

を
目
的
と
し
た

⑦
配
置
転
換

事
業
所
内
の
移
動

１
２

３
４

５
６

⑧
転
勤
（
事
業
所
間
の
移
動
）

１
２

３
４

５
６

⑨
他
企
業
と
の
人
材
交
流
（
出
向
等
）

１
２

３
４

５
６

⑩
企
業
内
で
行
う
一
律
型
の
Ｏ
ｆｆ
ＪＴ

１
２

３
４

５
６

⑪
企
業
内
で
行
う
選
択
型
の
Ｏ
ｆｆ
ＪＴ

１
２

３
４

５
６

⑫
企
業
が
費
用
を
負
担
す
る
社
外
教
育

１
２

３
４

５
６

⑬
本
人
負
担
の
社
外
教
育
に
対
す
る
支
援
・
配
慮

１
２

３
４

５
６

⑭
企
業
と
し
て
の
人
材
育
成
方
針
・
計
画
の
策
定

１
２

３
４

５
６

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

 
入
社
ガ
イ
ダ
ン
ス
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
や
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
研
修
な
ど
、
基
本
的
に
は
全
社
員
を
対
象
に
、
日
常
の
業
務
を
一
時
的
に
離
れ
て
行
う
教
育
訓
練
を
指
し
ま
す
。

入
社
年
次
別
の
研
修
、
役
職
別
の
研
修
、
専
門
性
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
研
修
な
ど
、
一
部
の
社
員
や
希
望
者
を
対
象
に
、
一
時
的
に
職
場
を
離
れ
て
行
う
教
育
訓
練
を
指
し
ま
す
。

外
部
セ
ミ
ナ
ー
等
へ
の
参
加
に
よ
る
知
識
・
技
能
習
得
や
、
国
内
外
の
大
学
・研
究
機
関
等
へ
の
留
学
な
ど
、
社
外
で
の
教
育
訓
練
を
指
し
ま
す
。

公
的
資
格
の
取
得
支
援
（検
定
料
補
助
、
時
間
的
配
慮
等
）や
、
自
己
啓
発
費
用
（
通
信
講
座
の
受
講
料
等
）
の
補
助
、
教
育
訓
練
休
暇
（有
給
）
の
付
与
な
ど
、
本
人
が
費
用
を
負
担
す

る
社
外
教
育
に
対
す
る
支
援
・
配
慮
を
指
し
ま
す
。

１
．
数
年
先
の
事
業
展
開
を
考
慮
し
て
、
今
後

必
要
と
な
る
人
材
を
育
成
す
る

２
．
数
年
先
の
技
術
革
新
に
備
え
て
、
今
後

必
要
と
な
る
人
材
を
育
成
す
る

３
．
今
い
る
従
業
員
の
能
力
を
も
う
一
段
ア
ッ
プ

さ
せ
、
労
働
生
産
性
を
向
上
さ
せ
る

４
．
今
い
る
従
業
員
が
当
面
の
仕
事
を
こ
な
す
た
め
に

必
要
な
能
力
を
身
に
つ
け
さ
せ
る

５
．
親
会
社
の
事
業
方
針
の
変
更
に
合
わ
せ
て
、

新
た
に
必
要
と
な
っ
た
能
力
を
身
に
つ
け
さ
せ
る

６
．
同
業
他
社
の
取
組
に
遅
れ
な
い
よ
う
に
す
る

７
．
従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
維
持
・
向
上
さ
せ
る

８
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

１
．
専
門
的
な
知
識
・
技
能

２
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力

３
．
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

４
．
分
析
力
・
思
考
力

５
．
創
造
力
、
企
画
・立
案
力

６
．
ＩＴ
等
の
情
報
技
術
を
使
い
こ
な
す
能
力

７
．
好
奇
心
・積
極
性

８
．
語
学
力
・
国
際
感
覚

９
．
忍
耐
力
・
継
続
力

．
協
調
性

．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

１
．
専
門
的
な
知
識
・
技
能

２
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力

３
．
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

４
．
分
析
力
・
思
考
力

５
．
創
造
力
、
企
画
・立
案
力

６
．
ＩＴ
等
の
情
報
技
術
を
使
い
こ
な
す
能
力

７
．
好
奇
心
・積
極
性

８
．
語
学
力
・
国
際
感
覚

９
．
忍
耐
力
・
継
続
力

．
協
調
性

．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

 

非
正
社
員

一
律

実
施

限
定

実
施

未
実
施

女
性

歳
以
上
高
齢
者

高
度
外
国
人

①
計
画
的
・
系
統
的
な
Ｏ
Ｊ
Ｔ

 
１

２
３

４
５

６

②
目
標
管
理
制
度
に
よ
る
動
機
づ
け

 
１

２
３

４
５

６

③
社
内
資
格
・
技
能
評
価
制
度
の
創
設
に
よ
る
動
機
づ
け

 
１

２
３

４
５

６

④
表
彰
に
よ
る
動
機
づ
け

 
１

２
３

４
５

６

⑤
定
期
的
な
面
談
（
個
別
評
価
・
考
課
）

１
２

３
４

５
６

⑥
指
導
役
や
教
育
係
の
配
置

（
メ
ン
タ
ー
制
度
等
）

１
２

３
４

５
６

⑦
企
業
内
で
行
う
一
律
型
の
Ｏ
ｆｆ
ＪＴ

１
２

３
４

５
６

⑧
企
業
内
で
行
う
選
択
型
の
Ｏ
ｆｆ
ＪＴ

１
２

３
４

５
６

⑨
企
業
が
費
用
を
負
担
す
る
社
外
教
育

１
２

３
４

５
６

⑩
本
人
負
担
の
社
外
教
育
に
対
す
る
支
援
・
配
慮

１
２

３
４

５
６

⑪
企
業
と
し
て
の
人
材
育
成
方
針
・
計
画
の
策
定

１
２

３
４

５
６

問
．
貴
社
に
お
け
る
人
材
育
成
の
課
題
に
つ
い
て
、
下
記
の
雇
用
区
分
ご
と
に
お
答
え
く
だ
さ
い
。（

各
項
目
で
該
当
す
べ
て
に
○
、
該

当
し
な
い
場
合
に
は
○
を
付
さ
な
い
で
く
だ
さ
い
）

い
わ
ゆ
る
正
社
員

全
体

女
性

歳
以
上
高
齢
者

高
度
外
国
人

①
人
材
育
成
を
受
け
る
従
業
員
側
の
意
欲
が
低
い

１
２

３
４

②
社
内
で
人
材
育
成
を
積
極
的
に
行
う
雰
囲
気
が
な
い

１
２

３
４

③
人
材
育
成
に
係
る
予
算
が
限
定
さ
れ
る
中
で
、
他
の
雇
用
区
分
と
比
較
し
、
優
先
順
位
が
低
い

１
２

３
４

④
他
の
雇
用
区
分
と
比
較
し
、
人
材
育
成
の
有
効
性
が
感
じ
ら
れ
な
い

１
２

３
４

⑤
事
業
の
不
確
実
性
や
技
術
革
新
等
に
よ
る
専
門
性
の
高
ま
り
に
伴
い
、
人
事
部
門
で
は
必
要
に

な
る
育
成
内
容
が
見
極
め
に
く
い

１
２

３
４

⑥
上
長
等
の
育
成
能
力
や
指
導
意
識
が
不
足
し
て
い
る

１
２

３
４

⑦
転
職
・
離
職
等
で
人
材
育
成
投
資
の
成
果
が
回
収
で
き
な
い

１
２

３
４

⑧
配
置
転
換
等
に
よ
る
Ｏ
ＪＴ
が
硬
直
化
し
て
い
る

１
２

３
４

⑨
従
業
員
の
業
務
が
多
忙
で
、
人
材
育
成
に
充
て
る
時
間
を
確
保
で
き
な
い

１
２

３
４

⑩
従
業
員
が
能
力
開
発
に
取
り
組
む
た
め
不
在
に
し
て
も
、
そ
の
間
、
他
の
人
が
業
務
を
代
替
で
き

る
体
制
が
構
築
で
き
て
い
な
い

１
２

３
４

⑪
そ
の
他
（
具
体
的
に

）
１

２
３

４

限
定
正
社
員

全
体

女
性

歳
以
上
高
齢
者

高
度
外
国
人

①
人
材
育
成
を
受
け
る
従
業
員
側
の
意
欲
が
低
い

１
２

３
４

②
社
内
で
人
材
育
成
を
積
極
的
に
行
う
雰
囲
気
が
な
い

１
２

３
４

③
人
材
育
成
に
係
る
予
算
が
限
定
さ
れ
る
中
で
、
他
の
雇
用
区
分
と
比
較
し
、
優
先
順
位
が
低
い

１
２

３
４

④
他
の
雇
用
区
分
と
比
較
し
、
人
材
育
成
の
有
効
性
が
感
じ
ら
れ
な
い

１
２

３
４

⑤
事
業
の
不
確
実
性
や
技
術
革
新
等
に
よ
る
専
門
性
の
高
ま
り
に
伴
い
、
人
事
部
門
で
は
必
要
に

な
る
育
成
内
容
が
見
極
め
に
く
い

１
２

３
４

⑥
上
長
等
の
育
成
能
力
や
指
導
意
識
が
不
足
し
て
い
る

１
２

３
４

⑦
転
職
・
離
職
等
で
人
材
育
成
投
資
の
成
果
が
回
収
で
き
な
い

１
２

３
４

⑧
配
置
転
換
等
に
よ
る
Ｏ
ＪＴ
が
硬
直
化
し
て
い
る

１
２

３
４

⑨
従
業
員
の
業
務
が
多
忙
で
、
人
材
育
成
に
充
て
る
時
間
を
確
保
で
き
な
い

１
２

３
４

⑩
従
業
員
が
能
力
開
発
に
取
り
組
む
た
め
不
在
に
し
て
も
、
そ
の
間
、
他
の
人
が
業
務
を
代
替
で
き

る
体
制
が
構
築
で
き
て
い
な
い

１
２

３
４

⑪
そ
の
他
（
具
体
的
に

）
１

２
３

４

非
正
社
員

全
体

女
性

歳
以
上
高
齢
者

高
度
外
国
人

①
人
材
育
成
を
受
け
る
従
業
員
側
の
意
欲
が
低
い

１
２

３
４

②
社
内
で
人
材
育
成
を
積
極
的
に
行
う
雰
囲
気
が
な
い

１
２

３
４

③
人
材
育
成
に
係
る
予
算
が
限
定
さ
れ
る
中
で
、
他
の
雇
用
区
分
と
比
較
し
、
優
先
順
位
が
低
い

１
２

３
４

④
他
の
雇
用
区
分
と
比
較
し
、
人
材
育
成
の
有
効
性
が
感
じ
ら
れ
な
い

１
２

３
４

⑤
事
業
の
不
確
実
性
や
技
術
革
新
等
に
よ
る
専
門
性
の
高
ま
り
に
伴
い
、
人
事
部
門
で
は
必
要
に

な
る
育
成
内
容
が
見
極
め
に
く
い

１
２

３
４

⑥
上
長
等
の
育
成
能
力
や
指
導
意
識
が
不
足
し
て
い
る

１
２

３
４

⑦
転
職
・
離
職
等
で
人
材
育
成
投
資
の
成
果
が
回
収
で
き
な
い

１
２

３
４

⑧
従
業
員
の
業
務
が
多
忙
で
、
人
材
育
成
に
充
て
る
時
間
を
確
保
で
き
な
い

１
２

３
４

⑨
従
業
員
が
能
力
開
発
に
取
り
組
む
た
め
不
在
に
し
て
も
、
そ
の
間
、
他
の
人
が
業
務
を
代
替
で
き

る
体
制
が
構
築
で
き
て
い
な
い

１
２

３
４

⑩
そ
の
他
（
具
体
的
に

）
１

２
３

４
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問
．
５

年
前
と
現
在
を
比
較
し

、
貴
社
で
は
従
業
員
の
人
材
育
成
が
強
化
さ
れ
た
と
思
い
ま
す
か
。
ま
た
、
人
材
育
成
に
関
す
る
５
年

先
の
見
通
し

も
教
え
て
く
だ
さ
い
。
（
各
項
目
で
○
は
１
つ
）

付
問
１
．（

②
現
在
と
５
年
先
を
比
較

し
、
従
業
員
の
人
材
育
成
を
「
大
幅
に
強
化
」
又
は
「
や
や
強
化
」
と
回
答
さ
れ
た
方
に

伺
い
ま

す
）
今
後
、
人
材
育
成
を
強
化

し
て
い
く
上
で
、
貴
社
が
最
も
重
要
視

す
る
も
の

を
お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
１
つ
に
○
）

付
問
２
．（

②
現
在
と
５
年
先
を
比
較

し
、
従
業
員
の
人
材
育
成
を
「
大
幅
に
強
化
」
又
は
「

や
や
強
化
」
と
回
答
さ
れ
た
方
に
お
伺
い

し
ま
す
）
今
後
、
人
材
育
成
を
強
化
し

て
い
く
中
で
、
企
業
と
し
て
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
支
援
に
力
を
入
れ
て
い
く
予
定
か

お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
各
項
目
で
○
は
１
つ
）

今
後

の
方
針

①
経
営
ト
ッ
プ
か
ら
の
呼
び
か
け
等
に
よ
り
、
従
業
員
の
能
力
開
発
へ
の
意
欲
を
向
上
さ
せ
る

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

②
上
長
等
の
育
成
能
力
や
指
導
意
識
の
向
上

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

③
事
業
展
開
の
方
向
性
や
従
業
員
の

に
つ
い
て
認
識
共
有
を
図
り
、

従
業
員
が
今
後
を
見
据
え
て
、
自
主
的
に
能
力
開
発
に
取
り
組
み
や
す
い
環
境
を
整
備

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

④
多
様
な
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
明
確
化
と
、

各
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
を
辿
る
た
め
に
求
め
ら
れ
る
資
格
や
能
力
の
明
確
化

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

⑤
人
材
育
成
に
係
る
予
算
を
拡
充

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

⑥
人
事
考
課
（
賃
金
、
昇
進
等
を
含
む
。）

に
お
い
て
、

従
業
員
の
能
力
開
発
へ
の
取
組
状
況
を
よ
り
評
価

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

⑦
人
事
考
課
（
賃
金
、
昇
進
等
を
含
む
。）

に
お
い
て
、

部
下
の
育
成
に
積
極
的
な
上
司
を
よ
り
評
価

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

⑧
就
業
時
間

へ
の
配
慮

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

⑨
教
育
訓
練
休
暇
（
有
給
、
無
給
の
両
方
を
含
む
）
の
創
設
・
拡
充

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

⑩
担
当
が
能
力
開
発
に
取
り
組
む
た
め
不
在
に
し
て
も

、
そ
の
間
、

他
の
人
が
仕
事
を
代
替
で
き
る
体
制
づ
く
り

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

⑪
社
員
同
士
の
自
主
的
な
勉
強
会
に
対
す
る
支
援
の
拡
充

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

⑫
国
内
大
学
で
の
学
び
に
対
す
る
支
援
の
拡
充

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

⑬
海
外
大
学
へ
の
留
学
に
対
す
る
支
援
の
拡
充

１
．

実
施
予

定
２

．
実

施
予

定
な
し

付
問
３
．
（
②

現
在
と
５
年
先
を
比
較

し
、
従
業
員
の
人
材
育
成
を
「
大
幅
に
強
化
」
又
は
「
や
や
強
化
」
と
回
答
さ
れ
た
方
に
伺
い
ま
す
）

人
材
育
成
の
強
化
に

向
け
た
取
組

方
針
は
、
Ａ
と
Ｂ
の
ど
ち
ら
に
近
い
で
す
か
。（

各
項
目
１
つ
に
○
）

Ａ
Ａ
で
あ
る

ど
ち
ら
か
と

い
う
と
Ａ

ど
ち
ら
か

と
い
う
と
Ｂ

Ｂ
で
あ
る

Ｂ

①
Ａ

人
事
部
局
の
体
制
を
強
化
す
る

１
２

３
４

Ｂ
人
事
部
局
の
体
制
を
縮
小
す
る

②
 
Ａ

人
材
育
成
を
専
門
と
す
る
外
部
の
コ
ン

サ
ル
タ
ン
ト
会
社
へ
の
委
託
を
強
化
す
る

１
２

３
４

Ｂ
外
部
へ
の
委
託
を
縮
小
す
る
又
は
し

な
い

③
Ａ

人
事
部
局
が
主
導
す
る
人
材
育
成
の

機
会
を
増
加
さ
せ
る

１
２

３
４

Ｂ
現
場
や
社
員
が
主
導
す
る
人
材
育
成

の
機
会
を
増
加
さ
せ
る

④
Ａ

ラ
ー
ニ
ン
グ
等
と
い
っ
た

を
活
用

し
た
人
材
育
成
の
機
会
を
重
視

１
２

３
４

Ｂ
集
合
研
修
や
座
談
会
と
い
っ
た
対
面

に
よ
る
人
材
育
成
の
機
会
を
重
視

Ⅴ
専
門
性
を
有
す
る
多
様
な
人
材
の
活
用
状
況
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

問
．
貴
社
に
お
け
る
高

度
専
門
人
材

に
つ
い
て
、
５
年
前
と
比
較
し
た
状
況

を
お
答
え
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
高
度
専
門
人
材
に
関
す
る

５
年
先
の
見
通
し

も
教
え
て
く
だ
さ
い
。（

各
項
目
で
○
は
１
つ
）

大
幅

に
増
加

や
や

増
加

社
内

に
い
る

が
、
人

数
は
変

わ
ら

な
い

や
や

減
少

大
幅

に
減
少

５
年

前
か
ら

現
在
ま

で
、
高

度
専

門
人
材

を
採
用

し
た
こ

と
が

な
く
、

今
後
と

も
採
用

す
る

予
定
は

な
い

①
５

年
前

と
現

在
を
比

較
１

２
３

４
５

６
②

現
在

と
５
年

先
を
比

較
１

２
３

４
５

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

 
本
調
査
で
の
「
高
度
専
門
人
材
」
と
は
、
修
士
課
程
、
博
士
課
程
等
を
修
了
し
、
あ
る
特
定
分
野
に
お
け
る
高
度
か
つ
専
門
的
な
技
術
、
技
能
、
知
識
、
実
務
経
験
、

指
導
経
験
等
を
有
す
る
人
材
を
指
し
ま
す
。

大
幅
に
強
化

や
や
強
化

変
わ
ら
な
い

や
や
抑
制

大
幅
に
抑
制

①
５
年
前
と
現
在
を
比
較

１
２

３
４

５

②
現
在
と
５
年
先
を
比
較

１
２

３
４

５

１
．
Ｏ
ＪＴ

２
．
Ｏ
ｆｆ
ＪＴ

３
．
自
己
啓
発
へ
の
支
援

注
意
：
問

に
お
い
て
、
選
択
肢
６
（
５
年
前
か
ら
現
在
ま
で
、
高
度
専
門
人
材
を
採
用
し
た
こ
と
が
な
く
、
今
後
と
も
採
用
す
る
予
定
は
な
い
）
に

該
当
す
る
企
業
は
、
問

へ
移
動
し
て
く
だ
さ
い
。
そ
れ
以
外
の
方
は
、
次
ペ
ー
ジ
の
付
問
へ
進
ん
で
く
だ
さ
い
。

 

付
問
１
．
現
在
、
貴
社
に
お
け
る
高
度
専
門
人
材
は
、
ど
の
よ
う
な
仕
事
を
し
て
い
ま
す
か
。
（
該
当
す
べ
て
に
○
）

付
問
２
．
５

年
前
と
現
在
を
比
較

し
、
貴
社
に
お
け
る
高
度
専
門
人
材
の
活
用
に
よ
り
、
以
下
の
よ
う
な
効
果
が
あ
り
ま
し
た
か
。

（
各
項
目
１
つ
に
○
）

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と

言
え
ば

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か

と
言
え
ば
そ

う
思
わ
な
い

 

そ
う
思
わ
な

い
 

①
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
促
進
さ
れ
た
（
新
製
品
の
開
発
、
大
幅
に
改

善
さ
れ
た
生
産
工
程
、
新
し
い
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
方
法
、
新
た
な

業
務
慣
行
の
導
入
等
）

１
２

３
４

②
海
外
市
場
で
稼
ぐ
力
が
向
上
し
た

１
２

３
 

４
 

③
労
働
生
産
性
が
向
上
し
た

１
２

３
 

４
 

④
社
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
向
上
し
た

１
２

３
 

４
 

⑤
企
業
収
益
が
改
善
し
た

１
２

３
４

付
問
３

（
問

に
お
い
て
、
①

５
年
前
と
現
在
を
比
較
し

、
社
内
の
高
度
専
門
人
材

が
「
大
幅
に
増
加
」「

や
や
増
加
」
と
回
答
さ
れ

た
方
に
伺
い

ま
す
）
高
度
専
門
人
材
に

つ
い
て
、
企
業
内
部
で
長
期
的
に
育
成
し
た
か
、
企
業
外

部
か
ら
獲
得
し
た
か
お
答
え
く
だ

さ
い
。（

１
つ
に
○
）

付
問
４
．（

問
に
お
い
て
、
①

５
年
前
と
現
在
を
比
較
し

、
社
内
の
高
度
専
門
人
材
が
「
大
幅
に
増
加
」「

や
や
増
加
」
と
回
答
さ
れ

た
方
に
伺
い

ま
す
）
性
別
、
年
齢
、
国
籍
、
専
門
分
野
、
職
種
等
と
い
っ
た
様
々
な
観
点
か
ら
５
年
前
と
比
較
し

、
貴
社
の
高
度
専

門
人
材
の
多
様
化
が
進
ん
だ
と
思
い
ま
す
か
。
ま
た
、
５
年
先
の
社
内
人
材
の
多
様
化
は
、
現
在
と
比
較
し
進
む
と
思
い
ま
す
か
。

（
各
項
目
１
つ
に
○
）

高
度

専
門
人

材
の
状

況

大
幅

に
多
様

化
や

や
多

様
化

変
わ

ら
な
い

や
や

同
質
化

大
幅

に
同
質

化

①
５
年
前
と
現
在
を
比
較

１
２

３
４

５

②
現
在
と
５
年
先
を
比
較

１
２

３
４

５

付
問
５

（
付
問
４
に
お
い
て
、
①

５
年
前
と
現
在
を
比
較
し

、
社
内
の
高
度
専
門
人
材
が

「
大
幅

に
多
様

化
」
又

は
「

や
や

多
様

化
」

と
回
答
さ
れ
た
方
に
伺
い
ま
す
）
高
度
専
門
人
材

に
お
い
て

多
様
化
が
進
ん
だ
事
項
に
つ
い
て
、
当
て
は
ま
る
も
の
を

お
答
え
く
だ

さ
い
。（

各
項
目
１
つ
に
○
）

高
度

専
門
人

材
の
状

況

大
幅

に
多
様

化
や

や
多

様
化

変
わ

ら
な
い

や
や

同
質
化

大
幅

に
同
質

化

①
性
別

１
２

３
４

５

②
年
齢

１
２

３
４

５

③
国
籍

１
２

３
４

５

④
専
門
分
野

１
２

３
４

５

⑤
職
種

１
２

３
４

５

付
問
６

（
付
問
４
に
お
い
て
、
①

５
年
前
と
現
在
を
比
較
し

、
社
内
の
高
度
専
門
人
材
が
「
大
幅
に
多
様
化

」
又
は
「
や
や
多
様
化

」

と
回
答
さ
れ
た
方
に
伺
い
ま
す
）
高
度
専
門
人
材
の
多
様
化
が
進

ん
だ
こ
と
で
生
じ
た
変
化

は
、
Ａ
と
Ｂ
の
ど
ち
ら
が
近
い
で
す
か
。

（
各
項
目
１
つ
に
○
）

Ａ
Ａ
で
あ
る

ど
ち
ら
か

と
い
う
と
Ａ

ど
ち
ら
か

と
い
う
と
Ｂ

Ｂ
で
あ
る

Ｂ

①
Ａ

新
た
な
価
値
観
や
ア
イ
デ
ア
が
生
ま

れ
る
き
っ
か
け
と
な
っ
た

１
２

３
４

Ｂ
新
た
な
価
値
観
や
ア
イ
デ
ア
が
生
ま
れ

る
き
っ
か
け
に
な
っ
た
と
は
い
え
な
い

②
Ａ

異
な
る
価
値
観
等
に
よ
り
、
社
員
間
の

衝
突
が
増
え
た

１
２

３
４

Ｂ
異
な
る
価
値
観
等
に
よ
り
、
社
員
間
の
衝
突

が
増
え
た
と
は
い
え
な
い

１
．
経
営
、
管
理

２
．
総
務
・
人
事
・
経
理
・広
報
関
係

３
．
法
務

４
．
販
売
・
営
業

５
．
市
場
調
査
（マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
）

６
．
国
際
貿
易

７
．
金
融
・
デ
ィ
ー
リ
ン
グ
関
係

８
．
研
究
開
発

９
．
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

．
生
産
・
製
造

．
シ
ス
テ
ム
開
発
・
設
計

．
デ
ザ
イ
ン

．
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
テ
ィ
ス
ト

．
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

．
通
訳
・
翻
訳

．
医
療
・
福
祉

．
そ
の
他
（

）

１
．
企
業
内
部
で
育
成

２
．
企
業
外
部
か
ら
獲
得
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問
．
高
度
専
門
人
材
の
特
性
を
勘
案
し
た
雇
用
管
理
に
関
す
る
方
針
は
、
Ａ
と
Ｂ
の
ど
ち
ら
に
近
い
で
す
か
。
日
本
人
と

高
度
外
国
人

に
峻
別
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
各
項
目
１
つ
に
○
）

【
高
度
日
本
人
】

Ａ
Ａ
で

あ
る

ど
ち
ら

か
と
い

う
と
Ａ

ど
ち
ら

か
と
い

う
と
Ｂ

Ｂ
で

あ
る

Ｂ

Ａ
．
高
度
専
門
人
材
の
特
性
を
勘
案
し
た
特

別
な
雇
用
管
理
を
別
途
し
て
い
る

１
２

３
４

．
通
常
の
従
業
員
と
同
様
の
雇
用
管
理
を
し

て
お
り
、
別
途
特
別
な
対
応
は
し
て
い
な
い

付
問
１
．
高
度
専
門
人
材
の
特
性
を
勘
案
し
、
通
常
の
従
業
員
と
は
異
な
る
雇
用
管
理
と
し
て
、
別
途
実
施
し
て
い
る
内
容
に
つ
い
て

お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
該
当
す
べ
て
に
○
）

１
．
採
用
時
に
職
務
内
容
を
文
書
で
明
確
化

２
．
職
務
内
容
を
特
定
の
分
野
に
限
定

３
．
キ
ャ
リ
ア
の
設
計
・
相
談
支
援
の
充
実

４
．
転
居
を
伴
う
転
勤
を
さ
せ
な
い

５
．
希
望
を
踏
ま
え
た
配
属
、
配
置
転
換

６
．
優
先
的
な
能
力
開
発
機
会
の
提
供

７
．
業
務
遂
行
に
伴
う
裁
量
権
の
拡
大

８
．
優
先
的
な
抜
擢
・登
用
・
昇
進

９
．
能
力
・
成
果
に
見
合
っ
た
賃
金
水
準
の

提
示

労
働
時
間
の
短
縮
や
働
き
方
の
柔
軟
化

有
給
休
暇
の
取
得
促
進

経
営
戦
略
情
報
、
部
門
・職
場
で
の

目
標
の
共
有
化
、
浸
透
促
進

兼
業
・
副
業
の
許
可

他
の
職
員
と
は
異
な
る
処
遇
を
提
示

す
る
た
め
の
有
期
契
約
の
提
示

そ
の
他
（

）

【
高
度
外
国
人
】

Ａ
Ａ
で

あ
る

ど
ち
ら

か
と
い

う
と
Ａ

ど
ち
ら

か
と
い

う
と
Ｂ

Ｂ
で

あ
る

Ｂ

Ａ
．
高
度
専
門
人
材
の
特
性
を
勘
案
し
た
特

別
な
雇
用
管
理
を
別
途
し
て
い
る

１
２

３
４

．
通
常
の
従
業
員
と
同
様
の
雇
用
管
理
を
し

て
お
り
、
別
途
特
別
な
対
応
は
し
て
い
な
い

付
問
１
．
高
度
専
門
人
材
の
特
性
を
勘
案
し
、
通
常
の
従
業
員
と
は
異
な
る
雇
用
管
理
と
し
て
、
別
途
実
施
し
て
い
る
内
容
に
つ
い
て

お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
該
当
す
べ
て
に
○
）

１
．
採
用
時
に
職
務
内
容
を
文
書
で
明
確
化

２
．
職
務
内
容
を
特
定
の
分
野
に
限
定

３
．
キ
ャ
リ
ア
の
設
計
・
相
談
支
援
の
充
実

４
．
転
居
を
伴
う
転
勤
を
さ
せ
な
い

５
．
希
望
を
踏
ま
え
た
配
属
、
配
置
転
換

６
．
優
先
的
な
能
力
開
発
機
会
の
提
供

７
．
業
務
遂
行
に
伴
う
裁
量
権
の
拡
大

８
．
優
先
的
な
抜
擢
・登
用
・
昇
進

９
．
能
力
・
成
果
に
見
合
っ
た
賃
金
水
準
の

提
示

労
働
時
間
の
短
縮
や
働
き
方
の
柔
軟
化

有
給
休
暇
の
取
得
促
進

経
営
戦
略
情
報
、
部
門
・職
場
で
の

目
標
の
共
有
化
、
浸
透
促
進

兼
業
・
副
業
の
許
可

他
の
職
員
と
は
異
な
る
処
遇
を
提
示

す
る
た
め
の
有
期
契
約
の
提
示

そ
の
他
（

）

Ⅵ
多
様
な
人
材
の
活
躍
を
促
す
働
き
方
の
工
夫
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

問
．

貴
社

の
業
務
遂
行
に
当
た
っ
て

、
い
わ
ゆ
る
正
社
員
、
限
定
正
社
員
、
非
正
社
員
と
い
っ
た
多
様
な
人
材
の
能
力
が
、
十
分
に
発

揮
さ
れ
て
い
る
と
感
じ
ま
す
か

。（
１
つ
に
○
）

Ａ
Ａ
で
あ
る

ど
ち
ら
か

と
い
う
と
Ａ

ど
ち
ら
か

と
い
う
と
Ｂ

Ｂ
で
あ
る

Ｂ

Ａ
十
分
な
能
力
が
発
揮
さ
れ
て
い
る

１
２

３
４

Ｂ
十
分
な
能
力
の
発
揮
に
向
け
て
課
題
が
あ
る

付
問
１
．（

問
に
お
い
て
「
Ｂ
で
あ
る
」「

ど
ち
ら
か
と
い
う
と
Ｂ
」
と
回
答
さ
れ
た
方
に
伺
い
ま
す
）
多
様
な
人
材
の
能
力
を
十

分
に
発
揮
さ
せ
る
た
め
の
働
き
方
の
工
夫

と
し
て
重
要
だ
と
考
え
る
取
組
を
お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
該
当
す
べ
て
に
○
）

１
．

等
を
活
用
し
た
業
務
の
標
準
化

２
．

等
を
活
用
し
た
情
報
共
有
の
徹
底

３
．
チ
ー
ム
内
の
意
思
決
定
方
法
・
意
思
決
定
権
者
の
明
確
化

４
．
多
様
な
人
材
が
相
互
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
で
き
る
場
所
の
整
備

５
．
イ
ベ
ン
ト
等
を
開
催
し
、
社
員
同
士
の
交
流
を
促
進
す
る
こ
と
で
、

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
向
上
さ
せ
る

６
．
仕
事
の
進
め
方
等
に
つ
い
て
気
軽
に
相
談
で
き
る

メ
ン
タ
ー
を
配
置

７
セ
ミ
ナ
ー
等
を
実
施
し
、
働
き
方
に
関
す
る
従
業
員
の
視
野
を
広

げ
る

８
．

度
評
価
の
実
施
等
、
多
様
な
立
場
に
あ
る
評
価
者
の
意
見

が
人
事
評
価
に
盛
り
込
ま
れ
る
よ
う
に
す
る

９
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）
．
特
に
実
施
し
て
い
る
こ
と
は
な
い

Ⅶ
管
理
職
へ
の
登
用
状
況
に
つ
い
て
お
聞
き
し
ま
す

（
す
べ
て
の
企
業
が
お
答
え
く
だ
さ
い
）。

問
．
正
社
員
に
占
め
る
管
理
職
比
率
は
ど
れ
く
ら
い
で
す
か
。（

１
つ
に
○
）

１
．
５
％
未
満

２
．
５
～

％
未
満

３
．

～
％
未
満

４
．

～
％
未
満

５
．

％
以
上

 

問
．
管
理
職
へ
の
登
用
ま
で
に
要
す
る

標
準
的
な
期
間
（
昇
進
ス
ピ
ー
ド
）
は
、
５

年
前
と
現
在
を
比
較

し
、
ど
の
よ
う
な
傾
向
に
あ

り
ま
す
か
。
（
各
項
目
１
つ
に
○
）

①
課
長
（
相
当
）
職

１
．
早
ま
っ
て
い
る

２
．
変
化
は
な
い

３
．
遅
く
な
っ
て
い
る

②
部
長
（
相
当
）
職

１
．
早
ま
っ
て
い
る

２
．
変
化
は
な
い

３
．
遅
く
な
っ
て
い
る

付
問
１

（
①
も
し
く
は
②
で

昇
進
ス
ピ
ー
ド
が
遅
く
な
っ
て
い
る
と
回
答
頂
い
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
）
昇
進
が
遅
く
な
っ
て
い

る
理
由
と
し
て
、
当
て
は
ま
る
も
の
を
お
答
え
く
だ
さ
い
。（

該
当
す
べ
て
に
○
）

１
総
人
件
費
の
抑
制
の
た
め

２
十
分
な
管
理
能
力
を
備
え
た
人
材
が
い
な
い

３
．
管
理
職
を
担
う
世
代
の
社
員
数
が

多
く
、
選
定
が
困
難
に
な
っ
て
い
る

４
管
理
職

に
就
く
こ
と
を
希
望

し
な
い

社
員
が
増
加
し
て
い
る

５
親
の
介
護
等
、
管
理
職
に
就
け
な
い
事
情
を

抱
え
る
社
員
が
増
加
し
て
い
る

６
．
そ
の
他

（
）

問
．
将
来
の
管
理
職
や
経
営
幹
部
の
育
成
を
目
的
に
し
た
「
早
期
選
抜
」
を
行
っ
て
い
ま
す
か
。（

１
つ
に
○
）

１
．
行
っ
て
い
る
→
付
問
へ

２
．
導
入
を
検
討
中

３
．
行
っ
て
お
ら
ず
導
入
予
定
も
な
い

付
問
１

対
象
者
を
い
つ
頃
、
選
定
し
て
い
ま
す
か
。
（
１
つ
に
○
）

１
．
採
用
時
点

２
．
入
社
か
ら
５
年
未
満

３
．
入
社
か
ら
５
年
以
上
１
０
年
未
満

４
．
入
社
か
ら
１
０
年
以
上

付
問
２

早
期
選
抜
者
に
実
施
し
て
い
る
育
成
メ
ニ
ュ
ー
は
何
で
す
か

。（
各
項
目
で
該
当
す
べ
て
に
○
）

一
般
的
な
管
理
職
（
候
補
者
含
む
）
を
対
象
に
行
っ
て
い
る
も
の
と
合
わ
せ
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

早
期
選
抜
者

一
般
的
な
管
理
職

多
様
な
経
験
を
積
ま
せ
る
た
め
の
優
先
的
な
配
置
転
換
（
国
内
転
勤
含
む
）
を
す
る

１
１

特
別
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
中
枢
部
門
へ
の
配
置
な
ど
重
要
な
仕
事
の
経
験
を
積
ま
せ
る

２
２

海
外
で
の
勤
務
経
験
を
優
先
的
に
積
ま
せ
る

３
３

選
抜
型
研
修
に
優
先
的
に
参
加
さ
せ
る

４
４

経
営
実
務
に
関
す
る
知
識
を
積
極
的
に
習
得
さ
せ
る

５
５

他
社
と
の
人
材
交
流
の
機
会
を
積
極
的
に
提
供
す
る

６
６

国
外
へ
の
留
学
機
会
（
Ｍ
Ｂ
Ａ
等
資
格
取
得
支
援
含
む
）
を
優
先
的
に
与
え
る

７
７

国
内
へ
の
留
学
機
会
（
Ｍ
Ｂ
Ａ
等
資
格
取
得
支
援
含
む
）
を
優
先
的
に
与
え
る

８
８

優
先
的
に
自
己
啓
発
の
費
用
負
担
を
す
る

９
９

そ
の
他
（
具
体
的
に

）

（
上
記
の
中
で
）
実
施
し
て
い
る
も
の
は
な
い

１
１

１
１

問
．
５

年
前
と
現
在
を
比
較
し

、
管
理
職
へ
の
登
用
の
タ
イ
ミ
ン
グ
に
関
す
る
従
業
員
間
の
差
異
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
な
傾
向
に
あ

り
ま
す
か
。
（
１
つ
に
○
）

問
．
管
理
職
の
育
成
・
登
用
上
、
近
年
感
じ
て
い
る
課
題
は
何
で
す
か
。
（
該
当
す
べ
て
に
○
）

１
．
事
業
展
開
の
不
確
実
性
の
高
ま
り
に
伴
い
、
管
理
職
の
計
画
的
・
系
統
的
育
成
が
困
難
に
な
っ
て
い
る

２
．
バ
ブ
ル
期
入
社
世
代
に
お
い
て
、
管
理
職
の
ポ
ス
ト
数
が
不
足
し
て
い
る

３
．
ラ
イ
ン
管
理
職
に
な
れ
な
か
っ
た
人
材
の
有
効
活
用
や
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
維
持
が
難
し
い

４
．
組
織
の
フ
ラ
ッ
ト
化
（
昇
進
階
段
の
減
少
）
に
伴
い
、
就
労
意
欲
や
帰
属
意
識
が
維
持
し
に
く
い

５
．
過
去
に
行
っ
た
採
用
抑
制
に
伴
い
、
管
理
職
の
人
数
確
保
が
困
難
な
世
代
が
あ
る

６
．
世
代
等
に
よ
り
管
理
職
候
補
者
の
能
力
・
資
質
に
ム
ラ
が
あ
る
（
質
的
確
保
が
困
難
な
世
代
が
あ
る
）

７
．
管
理
職
に

就
く
こ
と
を
希
望
し
な
い

若
年
者
が
増
え
て
い
る

８
．
転
勤
の
敬
遠
等
で
管
理
職
要
件
を
満
た
せ
な
い
者
が
増
え
て
い
る

９
．
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
上
や
健
康
上
、
あ
る
い
は
親
の
介
護
等
の
問
題
を
抱
え
る
管
理
職
が
増
え
て
い
る

社
内
人
材
の
多
様
性
が
進
み
、
管
理
職
に
求
め
ら
れ
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
の
水
準
が
高
ま
っ
た
結
果
、

管
理
職
の
業
務
負
担
が
増
え
て
い
る

．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

○
本
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
結
果
の
概
要
（
無
料
）
を
お
送
り
し
ま
す
が
、
希
望
さ
れ
ま
す
か
。
（
１
つ
に
○
）

１
．
希
望
す
る
⇒
下
記
の
送
付
・
連
絡
先
に
ご
記
入
く
だ
さ
い

２
．
希
望
し
な
い

送
付
先
（
調
査
概
要
の

寄
贈
希
望
者
の
み
お

書
き
く
だ
さ
い
）
。

貴
社
名

部
署

担
当
者
名

所
在
地

〒
―

 

ご
回
答
い
た
だ
き
、
誠
に
有
り
難
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

添
付
の
返
信
用
封
筒
（
切
手
不
要
）
へ
入
れ
、

年
３
月
２
日
（
金
）
ま
で
に
ポ
ス
ト
に
ご
投
函
く
だ
さ
い
。

１
．
従
業
員
間
の
差
異
（
ば
ら
つ
き
）
が
大
き
く
な
っ
た

２
．
変
わ
ら
な
い

３
．
従
業
員
間
で
均
質
化
し
た

調査シリーズNo.184
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多
様

な
働

き
方

の
進

展
と

人
材

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
在

り
方

に
関

す
る

調
査

 
（
正
社
員
調
査
票
）

厚
生

労
働
省

要
請

研
究

 
 

 
＜

調
査

へ
の

ご
協

力
の

お
願

い
＞

 
１

こ
の

調
査

は
、
厚

生
労
働

省
所
管

の
調
査

研
究
機
関

で
あ

る
『

独
立
行

政
法
人

労
働
政

策
研
究

・
研
修
機

構
（
※
）
』

が
、
厚

生
労

働
省

（
労

働
政

策
担

当
参

事
官

室
）

の
研

究
要

請
を

受
け

て
実

施
す

る
も

の
で

す
。

近
年

、
企

業
に
お

い
て
女

性
・
高

齢
者
・
外

国
人

材
等

の
活

用
が

進
む
中

、
職

場
に
お

け
る
人

材
の
多

様
性

が
高

ま

っ
て

い
ま
す

。
本

調
査

は
、

多
様

な
人

材
一

人
ひ

と
り

の
能

力
が

発
揮

さ
れ

、
い

き
い

き
と

働
き

続
け

ら
れ

る
職

場

環
境
の

構
築

に
向

け
て

、
人

材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

お
け

る
諸

課
題

を
明

ら
か

に
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
い

ま
す

。

調
査

結
果
は

、
今
後

の
労

働
政

策
を
立

案
す
る

上
で
の

重
要

な
資

料
と
し

て
、
活
用

さ
せ
て

頂
き
た

い
と
考

え
て

お

り
ま

す
の
で

、
ご
多

用
の
と

こ
ろ

誠
に

恐
縮
で

す
が
、

ご
協

力
の

ほ
ど
何

卒
宜
し

く
お

願
い

申
し
上

げ
ま
す

。

（
※

）

２
．
調
査
票
は
、
信
用
調
査
機
関
が
所
有
す
る
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
登
録
さ
れ
て
い
る
全
国
の
企
業
か
ら
、
無
作
為
に
抽
出
さ
れ
た

企
業
を
通
じ
、
同
社
で
働
く
正
社
員
の
皆
さ
ん
に
配
布
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。
ご
回
答
は
統
計
的
に
処
理
さ
れ
、
個

別
の
内
容
が
特
定
さ
れ
る
こ
と
や
、
勤
め
先
企
業
に
回
答
内
容
が
知
ら
れ
る
こ
と
は
一
切
ご
ざ
い
ま
せ
ん
の
で
、
あ
り
の
ま
ま

を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

３
．
設
問
へ
の
ご
回
答
は
、
「
１
つ
に
○
」
「該
当
す
べ
て
に
○
」
「
数
値
を
記
入
」
な
ど
、
回
答
方
法
の
指
定
に
沿
っ
て
ご
記
入
く
だ

さ
い
。
ま
た
、
「
そ
の
他
」
を
選
択
さ
れ
た
場
合
は
、
具
体
的
な
内
容
を
（

）
内
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

４
．
特
に
断
り
の
な
い
場
合
、
２
０
１
年

月
末
日
現
在
の
状
況
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
ご
記
入
が
終
わ
り
ま
し
た
ら
、
同
封
の
返
信

用
封
筒
（
切
手
は
不
要
）
に
入
れ
、
２
０
１
８
年
３
月
２
日
（
金
）
ま
で
に
、
郵
便
ポ
ス
ト
に
ご
投
函
く
だ
さ
い
。

５
．
調
査
票
の
発
送
、
回
収
、
入
力
は
、
実
査
機
関
で
あ
る
株
式
会
社
日
本
統
計
セ
ン
タ
ー
に
委
託
し
て
い
ま
す
。

ご
不
明
点
等
は
ご
照
会
内
容
に
応
じ
、
下
記
担
当
ま
で
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

ご
不

明
な
点

は
専
用

フ
リ
ー

ダ
イ

ヤ
ル

ま
で
お

問
合
せ

く
だ

さ
い

。
Ｆ
Ａ

Ｘ
や
電

子
メ

ー
ル

で
も
受

け
付
け

て
い

ま
す

。

【
お
問
合
せ
窓
口
】

＜
専
用
フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル
・
無
料
＞

－
－

（
土

日
祝

日
を

除
く

～
／

～
）

－
－

／
：

【
調

査
主
体

】
独
立

行
政
法

人
労
働

政
策
研

究
・
研

修
機

構
（

担
当
）

：
調
査

部
／

奥
田

、
新
井

、
荻
野

【
調

査
票
の

発
送
・

回
収
・

入
力

委
託

先
】
株

式
会
社

日
本

統
計

セ
ン
タ

ー
（
担

当
）

：
調

査
部
／

岩
瀬
、

原
田

Ⅰ
．

あ
な
た

自
身
の

属
性
・

就
労

状
況

、
御
家

族
の
状

況
に

つ
い

て
お
伺

い
し
ま

す

問
１

．
あ
な

た
の
性

別
は
何

で
す

か
。
（

１
つ

に
○
）

１
．
男
性

２
．
女
性

問
２

．
あ
な

た
の
国

籍
は
ど

こ
で

す
か

。
（
１

つ
に
○
）

１
．
日
本

２
．
日
本
以
外

問
３

．
ご

自
身
の

満
年
齢

を
ご
記

入
く
だ

さ
い

。（
１
つ

に
○

）

問
４

．
配
偶

者
は
い

ま
す
か

。
（

１
つ

に
○
）

１
．

い
る

→
付

問
１

へ
２

．
い

な
い

付
問

１
．

配
偶

者
の

方
は
仕

事
を
し

て
い
ま

す
か

。（
１

つ
に
○

）

１
．
無
職

２
．
有
職

→
付

問
２

配
偶

者
の

就
業
形
態

は
何

で
す

か
。
（
１

つ
に
○

）

１
．
正
社
員

２
．
非
正
社
員

３
．
そ
れ
以
外
（
自
営
業
等
）

問
５

．
現
在

一
緒
に

住
ん
で

い
る

ご
家

族
の
な

か
に
、

次
の

よ
う

な
お
子

さ
ん
が

い
ま

す
か

。
（
該

当
す
べ
て

に
○

）

１
．
３
歳
未
満

２
．
３
歳
以
上
、
小
学
校
就
学
前

３
．
小
学
生

４
．
中
学
生

５
．
高
校
生
以
上

６
．
子
供
は
い
な
い

問
６

．
ご
家

族
の
中

に
、
現

在
介

護
・

介
助
が

必
要
な

方
が

い
ま

す
か

。（
該

当
す

べ
て
に

○
）

１
．
い
る
（同
居
し
て
い
る
）

２
．
い
る
（別
居
し
て
い
る
）

３
．
い
な
い

問
７

．
あ
な

た
の
最

終
学
歴

を
お

答
え

下
さ
い

（
在
学

中
及

び
中

退
は
卒

業
に
含

み
ま

せ
ん

）
。（

１
つ

に
○

）

１
．
中
学
校
卒

２
．
高
等
学
校
卒

３
．
専
修
・
各
種
学
校
卒

４
．
短
大
・
高
専
卒

５
．
四
年
制
大
学
卒

６
大
学
院
（修
士
課
程
修
了
）

７
大
学
院
（博
士
課
程
修
了
）

８
大
学
院
（専
門
職
学
位
課
程
修
了
）

１
．

～
歳

２
．

～
歳

３
．

～
歳

４
．

～
歳

５
．

～
歳

６
．

～
歳

７
．

～
歳

８
．

～
歳

９
．

～
歳

．
～

歳
．

歳
以

上

 

問
８

．
働

き
な

が
ら
定

期
的
に

医
療
機

関
へ
の

通
院
を

要
す

る
よ

う
な
病

気
（

経
過

観
察
を

含
む

。）
を

罹
患

し
て

い
ま

す
か

（
１

つ
に
○

）

１
．
罹
患
し
て
い
る

２
．
罹
患
し
て
い
な
い

問
９

．
勤
め

先
企
業

の
従
業

員
規

模
（

会
社
全

体
）
は

、
ど

の
く

ら
い
で

す
か

。（
も

っ
と

も
近
い

１
つ
に
○

）

１
．

人
以
下

２
．

～
人

３
．

～
人

４
．

～
人

５
．
１
万
人
以
上

問
．

勤
め

先
企

業
の
業

種
は
何

で
す
か

。
（

も
っ
と

も
近

い
１

つ
に
○

）

１
．
鉱
業
、
採
石
業
、
砂
利
採
取
業

７
．
卸
売
業
、
小
売
業

．
教
育
、
学
習
支
援
業

２
．
建
設
業

８
．
金
融
業
、
保
険
業

．
医
療
、
福
祉

３
．
製
造
業

９
．
不
動
産
業
、
物
品
賃
貸
業

．
複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

（
郵
便
局
、
協
同
組
合
な
ど
）

４
．
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

．
学
術
研
究
、
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

５
．
情
報
通
信
業

．
宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

．
サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

６
．
運
輸
業
、
郵
便
業

．
生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
、
娯
楽
業

．
そ
の
他
（

）

問
．

勤
め

先
企

業
で
の

あ
な
た

の
仕
事

・
職
種

は
、

次
の

ど
れ

に
あ
た

り
ま
す

か
。
（
も

っ
と
も

近
い
１
つ

に
○

）

１
．
管
理
職
（
リ
ー
ダ
ー
職
を
含
む
）

５
．
医
療
・
福
祉
関
係
専
門
職

９
．
接
客
・
サ
ー
ビ
ス
職

．
建
設
・
採
掘
職

２
．
事
務
職
（一
般
事
務
等
）

６
．
教
育
関
係
専
門
職

．
保
安
職

．
そ
の
他
（

）

３
．
事
務
系
専
門
職

（
市
場
調
査
、
財
務
、
貿
易
・
翻
訳
等
）

７
．
営
業
職

．
製
造
・
生
産
工
程
職

４
．
技
術
系
専
門
職

（
研
究
開
発
、
設
計
、

等
）

８
．
販
売
職

．
輸
送
・
機
械
運
転
職

問
．

勤
め

先
企

業
で
の

あ
な
た

の
役
職

は
、
次

の
ど

れ
に

当
た

り
ま
す

か
。
（
１

つ
に
○

）
※
係
長
・
主
任
な
ど
の
役
職
名
を
使
用
し
て
い
な
い
場
合
や
、
選
択
肢
に
な
い
役
職
に
つ
い
て
は
、
実
態
に
よ
り
近
い
項
目
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

１
．
役
職
な
し
（一
般
社
員
）

２
．
係
長
・
主
任
相
当
職

３
．
課
長
・
課
長
相
当
職

４
．
部
長
・
部
長
相
当
職
以
上

問
勤

め
先
企

業
で
非

正
社
員

か
ら
正

社
員
に

登
用

さ
れ

た
経

験
は
あ

り
ま
す

か
。
（
１

つ
に
○

）

付
問

１
正

社
員
に

登
用
さ

れ
た

の
は

、
い
つ

頃
で
す

か
。
（

１
つ

に
○
）

１
．
現
在
～
１
年
前

２
．
１
年
超
～
３
年
前

３
．
３
年
超
～
６
年
前

４
．
６
年
超
～

年
前

５
．

年
超
前

付
問

２
正

社
員
に

登
用
さ

れ
た

前
後

を
比
較

し
た
場

合
、

仕
事

内
容
に

変
化
は

あ
り

ま
し

た
か
。
（

１
つ
に

○
）

付
問

３
正

社
員
に

登
用
さ

れ
る

際
に

、
あ
な

た
が
勤

め
先

企
業

よ
り
評

価
さ
れ

た
と

思
う

事
柄
は

な
ん
で

す
か

。

（
該

当
す
べ

て
に
○

）

付
問

４
．
正

社
員

へ
の
転
換

前
と
転

換
後

の
年

収
（
賞

与
を

含
む

。
）
を

比
較
し

た
際
の

増
減
に

つ
い
て

、
お

答
え

く
だ

さ
い

。
（

も
っ

と
も
近

い
１
つ

に
○
）

問
．

勤
め

先
企

業
で
の

働
き
方

は
、
次

の
ど
れ

に
当

た
り

ま
す

か
。
（
も

っ
と
も

近
い

つ
に
○

）

付
問
１

（
限
定
正
社
員
の
方
の
み
に
お
伺
い
し
ま
す
）
具
体
的
に
、
限
定
正
社
員
と
し
て
あ
な
た
が
「
限
定
さ
れ
て
い
る
事
柄
」
は
、

以
下
の
ど
れ
に
当
た
り
ま
す
か
。（

該
当
す
べ
て
に
○
）

１
．
あ
る
（
登
用
さ
れ
た
経
験
が
あ
る
）
→
付

問
１

～
４

へ
２
．
な
い

１
．
変
わ
ら
な
い

２
．
登
用
前
の
業
務
に
、
新
し
い
業
務
が
加
わ
っ
た

３
登
用
前
と
全
く
異
な
る
業
務
に
従
事
し
て
い
る

１
．
勤
続
期
間

２
．
職
場
の
上
司
の
推
薦

３
．
人
事
評
価
に
お
け
る
一
定
以
上
の
評
価
実
績

４
．
職
務
遂
行
能
力
・
ス
キ
ル

５
．
特
定
の
資
格
の
保
有

６
登
用
試
験
の
結
果

７
能
力
開
発
に
対
す
る
積
極
性

８
そ
の
他
（

）

１
．
３
割
以
上
増
加
し
た

２
．
１
割
以
上
～
３
割
未
満
増
加
し
た

３
．
１
割
未
満
増
加
し
た

４
．
変
わ
ら
な
い

５
．
減
少
し
た

１
．
い
わ
ゆ
る
正
社
員

（
勤
務
地
、
職
務
、
勤
務
時
間
が
い
ず
れ
も
限
定
さ
れ
て
い
な
い
正
社
員
）

２
．
限
定
正
社
員

（
い
わ
ゆ
る
正
社
員
と
比
較
す
る
と
、
勤
務
地
、
職
務
、
労
働
時
間
等
が
限
定
さ
れ
て
い
る
正
社
員
）
→

付
問
１
へ

１
．
職
務
が
限
定
さ
れ
て
い
る

２
．
勤
務
地
が
限
定
さ
れ
て
い
る

（
転
勤
が
制
限
さ
れ
て
い
る
）

３
．
所
定
内
労
働
時
間
が

短
縮
さ
れ
て
い
る

４
．
残
業
が
制
限
さ
れ
て
い
る

５
．
出
勤
日
数
が
短
縮
さ
れ
て
い
る

６
．
そ
の
他
（

）

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 110 －

 

問
．

勤
め

先
企

業
に
就

職
す
る

際
の
採

用
は
以

下
の

ど
ち

ら
に

該
当
し

ま
す
か

。
（

１
つ

に
○
）

問
．

勤
め

先
企

業
で
の

勤
続
年

数
は
何

年
で
す

か
。
（

１
つ

に
○

）
※
出
向
や
転
勤
中
の
方
は
企
業
グ
ル
ー
プ
全
体
で
の
勤
続
年
数
を
お
答
え
く
だ
さ
い
。

１
．
年
未
満

２
．
～

年
未
満

３
．
～

年
未
満

４
．

～
年
未
満

５
．

～
年
未
満

６
．

～
年
未
満

７
．

年
以
上

問
．

勤
め

先
企

業
で
の

あ
な
た

の
勤
務

時
間
制

度
は

、
次

の
ど

れ
に
当

た
り
ま

す
か

。（
１

つ
に

○
）

１
．
通
常
の
勤
務
時
間
制
度
（以
下
の
２
～
７
に
該
当
し
な
い
場
合
）

２
．
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
（一
定
の
時
間
内
で
始
業
・
終
業
時
刻
を
自
分
で
調
整
で
き
る
も
の
で
す
）

３
．
変
形
労
働
時
間
制
（一
定
の
期
間
だ
け
勤
務
時
間
が
異
な
る
も
の
で
す
）

４
．
交
替
制
（昼
シ
フ
ト
、
夜
シ
フ
ト
な
ど
）

５
．
裁
量
労
働
制

６
．
事
業
場
外
労
働
の
み
な
し
労
働
時
間
制

（
営
業
職
な
ど
会
社
の
外
で
仕
事
を
し
、
働
い
た
時
間
を
は
っ
き
り
計
算
で
き
な
い
場
合
に
使
わ
れ
る
も
の
で
す
）

７
．
時
間
管
理
な
し
（
裁
量
労
働
制
・
み
な
し
労
働
時
間
以
外
で
、
管
理
職
な
ど
の
場
合
）

問
．
昨
年

１
年

間
に
お

い
て
、

主
な
仕

事
以
外

に
収

入
を

伴
う

労
働
（

副
業
・

兼
業
）

や
、
テ

レ
ワ

ー
ク

（
在

宅
勤

務
や

モ
バ

イ
ル
ワ

ー
ク
等

）
を
し

ま
し

た
か

。
（
各

項
目
１
つ

に
○

）

問
．

勤
め
先

企
業
の

処
遇
制

度
は
、

ど
れ

に
近

い
と

思
い

ま
す

か
。
ま

た
、
今

後
あ

な
た

が
希
望

す
る
処

遇
制

度
に

つ
い

て
も

教
え
て

く
だ
さ

い
。
（
各

項
目
で

も
っ
と

も
近
い
１

つ
に

○
）

年
功
重
視

能
力
重
視

成
果
・
業
績
重
視

職
務
内
容
重
視

①
現
行
の
処
遇
制
度

１
２

３
４

②
希
望
す
る
処
遇
制
度

１
２

３
４

問
．

あ
な

た
は

、
以
下

の
事
項

に
つ
い

て
、
５

年
前

と
現

在
を

比
較

す
る

と
、
次

の
ど

れ
に

当
た

り
ま
す

か
。

（
各

項
目
で

も
っ
と

も
近

い
つ

に
○

）

大
幅
に
上
昇

や
や
上
昇

変
わ
ら
な
い

や
や
低
下

大
幅
に
低
下

①
労
働
生
産
性
（時

間
あ
た
り
の
成
果
）

１
２

３
４

５

②
仕
事
に
対
す
る
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン

１
２

３
４

５

③
仕
事
に
対
す
る
ス
ト
レ
ス

１
２

３
４

５

④
あ
な
た
自
身
の
能
力
開
発
へ
の
意
欲

１
２

３
４

５

⑤
あ
な
た
の
職
場
に
お
け
る
能
力
開
発
へ
の
取
組
・
支
援
体
制

１
２

３
４

５

問
．

あ
な

た
御
自

身
の
仕
事

か
ら

得
ら

れ
る

年
収
（

税
引

前
の

数
値

）
に
つ

い
て
、

お
答
え

く
だ
さ

い
。（

も
っ

と
も

近
い

１
つ

に
○
）

Ⅱ
．

あ
な
た

の
仕
事

に
対
す

る
意

識
に

つ
い
て

お
伺
い

し
ま

す
。

問
現

在
の

仕
事
に

関
す
る

以
下
の

事
項
に

つ
い
て
、
そ

れ
ぞ
れ

ど
の
程

度
満
足

し
て
い

ま
す
か

。（
各

項
目

で
○

を
１

つ
）

満
足
し
て
い
る

ど
ち
ら
か
と
言
え
ば
満
足

ど
ち
ら
か
と
言
え
ば
満
足
し
て
い
な
い

満
足
し
て
い
な
い

①
仕
事
全
体

１
２

３
４

②
労
働
時
間

１
２

３
４

③
賃
金

１
２

３
４

④
休
日
・休

暇
１

２
３

４

⑤
仕
事
の
内
容

１
２

３
４

⑥
仕
事
の
量

１
２

３
４

⑦
職
場
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

１
２

３
４

⑧
能
力
開
発
の
機
会

１
２

３
４

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

 
1  
こ
こ
で
の
裁
量
労
働
制
と
は
、
「
業
務
の
遂
行
方
法
が
大
幅
に
労
働
者
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
る
一
定
の
業
務
に
従
事
す
る
労
働
者
に
つ
い

て
適
用
す
る
労
働
時
間
の
み
な
し
制
」
の
こ
と
。

 

１
．
新
卒
採
用

２
．
中
途
採
用

①
副
業
・
兼
業

１
．
実
施
し
た

２
．
実
施
し
て
い
な
い

３
企
業
に
実
施
が
認
め
ら
れ
て
い
な
い

②
テ
レ
ワ
ー
ク

１
．
実
施
し
た

２
．
実
施
し
て
い
な
い

３
企
業
に
実
施
が
認
め
ら
れ
て
い
な
い

１
．

万
円
未
満

２
．

～
万
円
未
満

３
．

～
万
円
未
満

４
．

～
万
円
未
満

５
．

～
万
円
未
満

６
．

～
万
円
未
満

７
．

～
万
円
未
満

８
．

～
万
円
未
満

９
．

～
万
円
未
満

．
～

万
円
未
満

．
万
円
以
上

※
｢年
功
重
視
｣は
年
齢
や
勤
続
年
数
を
、
｢能
力
重
視
｣は
発
揮
さ
れ
た
能
力
や
行
動
を
、
｢成
果
・業
績
主
義
｣は
数
値
的
な
業
績
や
成
果
・結
果
を
、

「
職
務
内
容
重
視
」は
従
事
し
て
い
る
職
務
内
容
を
、
評
価
・
処
遇
に
大
き
く
反
映
す
る
制
度
と
お
考
え
く
だ
さ
い
。

 

問
2
3
．

今
後

、
ど

の
よ
う

な
職
業

生
活
を

お
く
り

た
い

と
思

い
ま

す
か

。（
１

つ
に

○
）

  

 

 
付
問

１
．

現
在
勤

め
先
企

業
で

、
今

後
と
も

働
き
続

け
る

と
仮

定
し
た

場
合
、

以
下

の
ど

こ
ま
で

昇
進
し

た
い

と
 

思
っ

て
い
ま

す
か

。（
１

つ
に

○
）
 

１
．
管

理
職

に
昇

進
し
た
い
と
思
わ
な
い

 

２
．
管

理
職

以
上

（
役

員
含

む
）
に
昇

進
し
た
い
（
す

で
に
現

在
、
管

理
職

の
方

は
そ
れ
以

上
の
ポ
ス
ト
へ

の
昇

進
） 

 付
問

４
（
付

問
１
で

管
理
職

以
上

（
役

員
含
む

）
に
昇

進
を

希
望

す
る
と

回
答
い

た
だ

い
た

方
に
お

尋
ね
し

ま
す

）
 

管
理

職
を
希

望
す
る

人
材
の

能
力

開
発

と
い
う

観
点
か

ら
、
あ

な
た

が
重
要

だ
と
思

う
企

業
側

の
取

組
は
何

で
す

か
。 

（
上

位
３

つ
に

○
）
 

１
．
多

様
な
経

験
を
積

ま
せ

る
た
め
の
優

先
的

な
配

置
転

換

（
国

内
転

勤
含

む
）
を
す

る
 

６
．
特

別
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や

中
枢

部
門
へ

の
配

置
な
ど

 

重
要

な
仕

事
の
経
験

を
積

ま
せ
る

 

２
．
海

外
で
の
勤

務
経
験

を
優
先

的
に
積

ま
せ
る

 
７
．
選

抜
型

研
修

に
優

先
的

に
参
加

さ
せ
る

 

３
．
経

営
実

務
に
関
す

る
知
識

を
積

極
的

に
習
得

さ
せ
る

 
８
．
他

社
と
の
人

材
交
流

の
機

会
を
積

極
的

に
提
供

す
る

 
 

４
．
国

外
へ

の
留

学
機

会
（
Ｍ

Ｂ
Ａ
等

資
格

取
得

支
援

含

む
）
を
優

先
的

に
与

え
る

 

９
．
国

内
へ

の
留

学
機

会
（
Ｍ

Ｂ
Ａ
等

資
格

取
得

支
援

含
む

）
を

優
先

的
に
与

え
る

 

５
．
優

先
的

に
自

己
啓

発
の
費

用
負

担
を
す

る
 

1
0
.そ

の
他

（
具

体
的

に
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）
 

 問
2
4
．
（

問
1
4
に

お
い
て
「
い

わ
ゆ

る
正

社
員

」
と

回
答

さ
れ

た
方

に
伺

い
ま

す
）
 
今
後

、
５

年
先

を
見

据
え

て
、

限
定

正
社

員
と

い
っ

た
働

き
方

を
希

望
す
る

可
能

性
が

あ
る

と
思

い
ま

す
か

。
現

在
の

勤
め

先
企

業
に

お
け

る
限

定
正

社
員

と

い
っ

た
働

き
方

の
導

入
の

有
無
に

か
か

わ
ら

ず
、
今
後

の
意

向
を

教
え
て

く
だ
さ

い
。
（
１

つ
に
○

）
 

 ※
限

定
正

社
員

か
ら
、
再

び
い
わ
ゆ
る
正
社

員
に
な
る
制

度
が
、
会
社
に
あ
る
前

提
で
お

答
え
く
だ
さ
い
。

 

  

 問
2
5
．（

問
1
4
に

お
い

て
「
い

わ
ゆ

る
正

社
員
」
と

回
答

さ
れ

た
方

に
伺

い
ま

す
）
勤

め
先

企
業
に

お
け
る
限

定
正

社
員

と
、

御
自

身
の
就

労
状
況

・
処
遇

・
昇

進
を

比
較
し

て
、
不

満
を

感
じ

た
こ
と

が
あ
り

ま
す

か
。
（

１
つ

に
○
）
 

  

１
．
現

在
の
会

社
で
働
き
続
け
た
い
→
付

問
１

へ
 

２
．
転

職
し
た
い

 
３
．
起

業
し
た
い

 

４
．
専

業
主

婦
・
主

夫
に
な
り
た
い

 
５
．
そ
の
他

（
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
）
 

 

付
問
２
 
管
理
職
へ
の
昇
進
を
望
ま
な
い
理
由
は
何
で
す
か
。
 

（
上
位
５
つ

に
○
）
 

１
．
責
任
が
重
く
な
る

 

２
．
や
る
べ
き
仕
事
が
増
え
、
長
時
間
労
働
に
な
る

 

３
．
部
下
を
管
理
・
指
導
で
き
る
自
信
が
な
い

 

４
．
現
在
の
職
務
内
容
で
働
き
続
け
た
い

 

５
．
仕
事
と
育
児
の
両
立
が
困
難
に
な
る

 

６
．
仕
事
と
介
護
の
両
立
が
困
難
に
な
る

 

７
．
仕
事
と
病
気
治
療
の
両
立
が
困
難
に
な
る

 

8
．
賃
金
が
減
少
す
る

  

９
．
賃
金
が
上
が
る
が
、
職
責
に
見
合
っ
た
金
額
が
払
わ
れ
な
い

  

1
0．

周
り
に
同
性
の
管
理
職
が
い
な
い
（
例
：
回
答
者
が
女
性

 

で
、
周
り
に
女
性
管
理
職
が
い
な
い
等
）
 

1
1．

自
分
の
雇
用
区
分
（
例
：
一
般
職
等
）
で
は
昇
進
可
能
性
が
な
い

 

1
2．

定
年
が
近
い

 

1
3．

そ
の
他
（
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
） 

 

付
問
３
 

管
理
職
以
上
（
役
員
含
む
）
の
昇
進
を
希
望
す
る
理
由
 

は
何

で
す
か
。（

上
位
５
つ

に
○
）
 

１
．
や
り
が
い
の
あ
る
仕
事
が
で
き
る

 

２
．
仕
事
の
裁
量
度
が
高
ま
る

 

３
．
部
下
を
管
理
・
指
導
す
る
能
力
を
向
上
さ
せ
た
い

 

４
．
賃
金
が
上
が
る

  

５
．
こ
れ
ま
で
十
分
会
社
に
貢
献
し
た

 

６
．
自
分
の
年
齢
・
勤
続
で
は
昇
進
す
る
の
が
当
然
だ
か
ら

 

７
．
家
族
か
ら
昇
進
を
期
待
さ
れ
て
い
る

 

８
．
自
分
の
雇
用
区
分
（
例
：総

合
職
採
用
）
で
は
昇
進

 

す
る
の
が
普
通

 

９
．
そ
の
ポ
ス
ト
の
ス
テ
ー
タ
ス
に
魅
力
が
あ
る

 

1
0．

そ
の
ポ
ス
ト
に
目
標
と
な
る
者
が
い
る

 

1
1．

そ
の
他
（
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
） 

 

１
．
希
望
す
る
可
能
性
が
あ
る
→
付
問
１
へ

 
２
．
希
望
す
る
こ
と
は
な
い
→
付
問
２
へ

 

付
問

１
 
限

定
正

社
員

を
希

望
す

る
可

能
性

が
あ

る
理

由
は

何
で

す
か

。（
上

位
３

つ
に

○
）
 

 

１
．
仕

事
と
育

児
の
両
立

 

２
．
仕

事
と
介

護
の
両
立

 

３
．
仕

事
と
病

気
治

療
の
両

立
  

４
．
余

暇
時

間
を
大

切
に
し
た
い

  

５
．
職

務
を
限
定

し
て
専
門

性
を
高

め
た
い

  

６
．
職

務
を
限
定

し
た
方

が
今
後

の
キ
ャ
リ
ア
設

計
を
し
や
す

い
  

７
．
賃

金
が
上

が
る

  

８
．
定

年
が
近

い
 

９
．
そ
の
他

（
具

体
的

に
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）
 

 

付
問

２
 
 限

定
正
社

員
を
希

望
し

な
い

理
由
は

何
で
す

か
。
 

（
上

位
３

つ
に

○
）
 

１
．
賃

金
が
低

下
す
る

  

２
．
昇

進
が
遅

れ
る

  

３
．
多

様
な
経

験
を
通

じ
て
、
能

力
を
向

上
さ
せ

た
い

  

４
．
結

婚
し
て
子
供

が
い
る
蓋

然
性

が
低
い

 

５
．
親

が
介

護
を
要
す

る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
蓋

然
性

が
低

い
 

６
．
職

務
を
限
定

し
専
門

性
を
向

上
さ
せ

て
も
、
そ
れ
に
見

合

っ
た
額

の
賃

金
が
払

わ
れ
な
い

 

７
．
職

務
を
限
定

す
る
と
、
キ
ャ
リ
ア
設

計
も
限
定

さ
れ
る

 

８
．
そ
の
他

（
具

体
的

に
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
）
 

 

１
．
な
い

  
２
．
あ
る
→
次

ペ
ー

ジ
の
付

問
１

へ
 

３
．
限

定
正

社
員

が
い
な
い
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付
問

１
不

満
を
感

じ
た
具

体
的

な
事

柄
に
つ

い
て
、

教
え

て
く

だ
さ
い

。
（

該
当

す
べ
て

に
○
）

１
．
合
理
的
な
賃
金
差
が
設
け
ら
れ
て
い
な
い

６
限
定
正
社
員
以
外
の
社
員
の
望
ま
な
い
配
置
転
換
が
増
え
た

２
．
合
理
的
な
昇
進
ス
ピ
ー
ド
の
差
が
設
け
ら
れ
て
い
な
い

７
職
務
内
容
が
限
定
さ
れ
た
従
業
員
に
対
す
る
仕
事
の
割

振
り
や
調
整
が
難
し
く
な
っ
た

３
．
限
定
正
社
員
の
就
労
状
況
に
配
慮
す
る
た
め
、

自
身
の
計
画
的
な
休
暇
が
取
得
し
づ
ら
く
な
っ
た

８
．
い
わ
ゆ
る
正
社
員
と
限
定
正
社
員
と
の
間
の
転
換
制
度

が
設
け
ら
れ
て
い
な
い

４
．
労
働
時
間
と
比
較
し
て
、
業
務
量
が
過
大
に
な
っ
た

９
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）
５
限
定
正
社
員
以
外
の
社
員
の
転
勤
が
増
え
た

問
．（

問
に

お
い

て
「
限

定
正

社
員

」
と

回
答
さ

れ
た

方
に

伺
い

ま
す

）
勤
め

先
企
業

に
お
け

る
、
い

わ
ゆ

る
正

社
員

と
御

自
身
の

就
労
状

況
・
処

遇
・

昇
進

を
比
較

し
て
、

不
満

を
感

じ
た
こ

と
が
あ

り
ま

す
。
（

１
つ

に
○
）

付
問

１
不

満
を
感

じ
た
具

体
的

な
事

柄
に
つ

い
て
、

教
え

て
く

だ
さ
い

。
（

該
当

す
べ
て

に
○
）

１
．
不
合
理
な
賃
金
差
が
あ
る

５
共
有
が
し
っ
か
り
と
な
さ
れ
な
い
情
報
が
多
い

２
．
不
合
理
な
昇
進
ス
ピ
ー
ド
の
差
が
あ
る

６
い
わ
ゆ
る
正
社
員
と
限
定
正
社
員
と
の
間
の
転
換
制
度

が
設
け
ら
れ
て
い
な
い

３
．
短
時
間
労
働
し
か
で
き
な
い
中
、
締
切
ま
で
に
十
分
な

余
裕
の
な
い
仕
事
発
注
が
多
い

７
限
定
し
た
職
務
内
容
以
外
の
業
務
を
手
伝
う
よ
う
に
発

注
・
指
示
さ
れ
る

４
．
労
働
時
間
と
比
較
し
て
、
業
務
量
が
過
大
に
な
っ
た

８
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

問
．
あ

な
た
は

、
何
歳

ま
で
就

労
を
続

け
た
い

と
考

え
て

い
ま

す
か
。
現

在
の

勤
め

先
企

業
に

お
け

る
定

年
制

度
の

有
無

や
内

容
に

か
か

わ
ら

ず
、
ご

自
身
の

意
向
に

つ
い
て
教

え
て

く
だ

さ
い

。（
も

っ
と

も
近
い

１
つ
に

○
）

問
．
今

後
、
５

年
先

を
見

据
え

た
際
、
主
な

仕
事
以

外
に

収
入

を
伴
う

労
働
（
副

業
・
兼
業

）
を

し
た

い
と

思
い

ま
す

か
。

ま
た

、
す

で
に
副

業
・
兼

業
を
さ

れ
て
い

る
方
は

、
そ
の

機
会

や
割

く
時
間

を
増
や

し
た

い
と

思
い
ま

す
か
。（

１
つ
に

○
）

問
．

現
在

の
あ

な
た
の

仕
事
内

容
に
つ

い
て
当

て
は

ま
る

も
の

を
お

答
え

く
だ

さ
い

。
ま

た
、

５
年

先
を

見
据

え
た

際
、

今
後

目
指
す

職
業
観

と
し
て

、
御

自
身

の
希
望

は
ど
ち

ら
が

近
い

か
お
答

え
く
だ

さ
い

。（
１

つ
に

○
）

問
．
５

年
先

を
見

据
え

た
際

、
ど
の

能
力
を

向
上
さ

せ
る

こ
と

が
、
あ

な
た
に

と
っ

て
重

要
で
す

か
。（

上
位

５
つ

に
○

）

Ⅲ
勤
め
先
企
業
の
雇
用
管
理
の
状
況
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。

問
．

性
別
、

年
齢
、

国
籍
、

雇
用
形

態
、
職

種
等
と

い
っ

た
様

々
な
観

点
か
ら
５
年

前
と

比
較

し
、

勤
め

先
企

業
に

お
け

る
社

内
人
材

の
多
様

化
が
進

ん
だ

と
思

い
ま
す

か
。
ま

た
、
５
年

先
の

社
内
人

材
の

多
様

化
は
、
現

在
と
比

較
し

進
む

と
思

い
ま
す

か
。
（
各

項
目
１

つ
に
○

）

大
幅
に
多
様
化

や
や
多
様
化

変
わ
ら
な
い

や
や
同
質
化

大
幅
に
同
質
化

①
５
年
前
と
現
在
を
比
較

１
２

３
４

５

②
現
在
と
５
年
先
を
比
較

１
２

３
４

５

１
．
な
い

２
．
あ
る
→

付
問
１

へ

１
．

歳
未
満

２
．

歳
～

歳
未
満

３
．

歳
～

歳
未
満

４
．

歳
～

歳
未
満

５
．
健
康
で
あ
る
限
り
、
で
き
る
だ
け
長
く

１
．
新
し
く
は
じ
め
た
い

２
．
機
会
・
時
間
を
増
や
し
た
い

３
機
会
・
時
間
を
減
ら
し
た
い

４
．
す
る
つ
も
り
は
な
い

付
問
１

副
業
・
兼
業
を
望
む
理
由
は
な
ん
で
す
か
。

（
上
位
３
つ

に
○
）

１
．
収
入
を
増
や
し
た
い
か
ら

２
．
組
織
外
の
知
識
や
技
術
を
積
極
的
に
取
り
込
む
た
め

（
オ
ー
プ
ン
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
重
視
）

３
．
様
々
な
分
野
に
お
け
る
人
脈
を
構
築
し
た
い
か
ら

４
．
自
分
が
活
躍
で
き
る
場
を
広
げ
た
い
か
ら

５
．
起
業
し
た
い
か
ら

６
．
転
職
し
た
い
か
ら

７
．
時
間
に
ゆ
と
り
が
で
き
た
か
ら

８
．
仕
事
を
頼
ま
れ
、
断
り
切
れ
な
か
っ
た
か
ら

９
．
職
場
の
上
司
や
同
僚
が
副
業
・
兼
業
を
は
じ
め
た
か
ら

．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

付
問
２

副
業
・
兼
業
を
望
ま
な
い
理
由
は
な
ん
で
す
か
。

（
上
位
３
つ
に
○
）

１
．
現
在
の
収
入
で
十
分
生
活
で
き
る
か
ら

２
．
組
織
内
の
知
識
や
技
術
の
漏
え
い
が
懸
念
さ
れ
る
た
め

（
ク
ロ
ー
ズ
ド
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
重
視
）

３
．
過
重
労
働
と
な
り
、
本
業
に
支
障
を
き
た
す
た
め

４
．
家
族
や
友
人
と
過
ご
す
時
間
を
重
視
す
る
た
め

５
．
勤
め
先
企
業
で
禁
止
さ
れ
て
い
る
か
ら

６
．
勤
め
先
企
業
に
お
け
る
諸
手
続
が
煩
雑
だ
か
ら

７
．
従
業
員
が
副
業
・兼

業
を
す
る
社
風
が
醸
成
さ
れ
て
い
な
い

８
．
職
場
の
他
の
従
業
員
の
業
務
負
担
が
増
大
す
る
懸
念
が
あ
る
た
め

９
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

Ａ
Ａ
で

あ
る

ど
ち
ら
か

と
い
う
と
Ａ

ど
ち
ら
か

と
い
う
と
Ｂ

Ｂ
で

あ
る

Ｂ

①
現

在
Ａ

様
々
な
業
務
に
対
応
で
き
る
ゼ
ネ
ラ
リ
ス
ト

１
２

３
４

Ｂ
あ
る
分
野
に
特
化
し
た
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

②
５

年
先

Ａ
様
々
な
業
務
に
対
応
で
き
る
ゼ
ネ
ラ
リ
ス
ト
と

し
て
働
き
た
い

１
２

３
４

Ｂ
あ
る
分
野
に
特
化
し
た
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

と
し
て
働
き
た
い

１
．
専
門
的
な
知
識
・
技
能

２
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力

３
．
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

４
．
分
析
力
・
思
考
力

５
．
創
造
力
、
企
画
・立
案
力

６
．
ＩＴ
等
の
情
報
技
術
を
使
い
こ
な
す
能
力

７
．
好
奇
心
・積
極
性

８
．
語
学
力
・
国
際
感
覚

９
．
忍
耐
力
・
継
続
力

．
協
調
性

．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

 

問
．
従

業
員
の

労
働
生

産
性

や
モ

チ
ベ

ー
シ
ョ

ン
を

高
め

る
た

め
、
あ

な
た
が

重
要

だ
と

考
え
る

企
業
側

の
雇

用
管

理
の

取
組

は
何
で

す
か

。（
上

位
５

つ
に

○
）

１
．
人
事
評
価
に
関
す
る
公
正
性
・
納
得
性
の
向
上

．
長
時
間
労
働
対
策
や
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

２
．
本
人
の
希
望
に
踏
ま
え
た
配
属
、
配
置
転
換

．
有
給
休
暇
の
取
得
促
進

３
．
業
務
遂
行
に
伴
う
裁
量
権
の
拡
大

．
職
場
の
人
間
関
係
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
円
滑
化

４
．
事
業
や
チ
ー
ム
単
位
で
の
業
務
・
処
遇
管
理

．
仕
事
と
育
児
と
の
両
立
支
援

５
．
優
秀
な
人
材
の
抜
擢
・
登
用

．
仕
事
と
介
護
と
の
両
立
支
援

６
．
能
力
・
成
果
等
に
見
合
っ
た
昇
進
や
賃
金
ア
ッ
プ

．
仕
事
と
病
気
治
療
と
の
両
立
支
援

７
．
能
力
開
発
機
会
の
充
実

．
従
業
員
間
の
不
合
理
な
待
遇
格
差
の
解
消

（
男
女
間
、
正
規
・
非
正
規
間
等
）

８
．
労
働
時
間
の
短
縮
や
働
き
方
の
柔
軟
化

．
経
営
戦
略
情
報
、
部
門
・
職
場
で
の
目
標
の
共
有
化
、
浸

透
促
進

９
．
採
用
時
に
職
務
内
容
を
文
書
で
明
確
化

副
業
・兼
業
の
推
進

問
．

あ
な

た
の

職
場
で

は
、
ど

の
よ
う

な
業
務

上
の

目
標

設
定

が
な
さ

れ
て
い

ま
す

か
。
（

該
当

す
べ
て
に

○
）

１
．
個
人
の
目
標
の
達
成
度
に
基
づ
い
た
も
の

４
．
会
社
の
目
標
の
達
成
度
に
基
づ
い
て
い
た
も
の

２
．
チ
ー
ム
や
グ
ル
ー
プ
の
目
標
の
達
成
度
に
基
づ
い
た
も
の

５
．
目
標
設
定
し
て
い
な
い

→
問

へ
進
ん
で
く
だ
さ
い

３
．
事
業
所
の
目
標
の
達
成
度
に
基
づ
い
た
も
の

６
．
そ
の
他
（

）

問
．

あ
な

た
の

職
場
で

は
、
設

定
し
た

目
標
の

達
成

に
向

け
て

、
管
理

職
等
か

ら
の

指
導

・
管
理

が
ど
の

程
度

の
頻

度
で

実
施

さ
れ

て
い
ま

す
か

。（
１

つ
に

○
）

問
あ

な
た
の

職
場
に

お
け
る

人
事
評

価
制

度
に
つ

い
て

満
足

し
て
い

ま
す
か

。
（

１
つ

に
○
）

付
問

．
あ
な

た
が
満

足
し
て

い
な

い
理

由
に
つ

い
て
、

お
答

え
く

だ
さ
い

。
（

該
当

す
べ
て

に
○
）

１
．
評
価
基
準
が
不
明
瞭
で
、
恣
意
的
に
な
っ
て
い
る

６
．
成
果
の
み
が
重
視
さ
れ
、
調
整
等
の
プ
ロ
セ
ス
面
が
適

切
に
評
価
さ
れ
て
い
な
い

２
．
評
価
者
が
直
属
の
上
司
し
か
お
ら
ず
、
評
価
が
一
面
的

７
．
評
価
結
果
に
基
づ
く
評
価
者
か
ら
の
指
導
・
助
言
が
な
い

３
．
多
面
的
な
評
価
（

度
評
価
）
を
実
施
し
て
い
る
が
、

部
下
に
積
極
的
に
指
導
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た

８
．
自
分
に
課
さ
れ
て
い
る
業
務
目
標
が
適
切
で
は
な
い

４
．
多
面
的
な
評
価
（

度
評
価
）
を
実
施
し
て
い
る
が
、

部
下
の
評
価
が
好
き
嫌
い
で
評
価
さ
れ
て
し
ま
う

９
．
人
事
評
価
の
結
果
が
、
給
与
や
昇
進
に
適
切
に
反
映
さ

れ
て
い
な
い

５
．
被
評
価
者
の
仕
事
ぶ
り
が
よ
く
把
握
さ
れ
て
い
な
い

そ
の
他
（

）

問
．

テ
レ

ワ
ー

ク
に
関

す
る
今

後
の
意

向
を
教

え
て

く
だ

さ
い

。
（

も
っ

と
も
近

い
１
つ

に
○
）

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

 
労
働
生
産
性
は
、
従
業
員
一
人
あ
た
り
の
付
加
価
値
を
指
す
も
の
と
し
ま
す
。

１
．
毎
日

２
．
週
に
１
度

３
月
に
１
度

４
．
四
半
期
に
１
度

５
．
半
年
に
１
度

６
．
年
に
１
度

７
指
導
・
管
理
さ
れ
な
い

８
そ
の
他
（

）

１
．
満
足
し
て
い
な
い

２
．
ど
ち
ら
か
と
言
え
ば

満
足
し
て
い
な
い

３
．
ど
ち
ら
か
と
言
え
ば

満
足
し
て
い
る

４
．
満
足
し
て
い
る

１
．
テ
レ
ワ
ー
ク
を
増
や
し
た
い
・
始
め
た
い
→
付
問
１
へ

２
．
変
わ
ら
な
い

３
．
テ
レ
ワ
ー
ク
を
減
ら
し
た
い
→
付
問
２
へ

付
問

１
テ
レ

ワ
ー
ク

の
増
加

を
望
む

理
由
は

な
ん
で
す

か
。

（
上

位
３

つ
に

○
）

１
．
仕
事
の
生
産
性
・
効
率
性
が
向
上
す
る
た
め

（
移
動
時
間
の
縮
減
等
）

２
．
通
勤
に
よ
る
ス
ト
レ
ス
が
減
少
す
る
た
め

３
仕
事
と
育
児
の
両
立
を
図
り
や
す
い
た
め

４
．
仕
事
と
介
護
の
両
立
を
図
り
や
す
い
た
め

５
．
仕
事
と
病
気
治
療
の
両
立
を
図
り
や
す
い
た
め

６
．
家
族
と
の
日
常
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
機
会
が
増
え
、

ス
ト
レ
ス
の
減
少
や
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
向
上
に
つ
な
が
る

７
．
職
場
の
上
司
や
同
僚
が
増
加
さ
せ
て
い
る
た
め

８
経
営
ト
ッ
プ
等
が
増
加
さ
せ
る
よ
う
、
呼
び
掛
け
て
い
る
た
め

９
人
事
評
価
に
お
い
て
、
テ
レ
ワ
ー
ク
の
実
施
を
増
加
さ
せ
る

こ
と
が
目
標
設
定
さ
れ
て
い
る
た
め

．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

付
問

２
テ
レ

ワ
ー
ク

の
減
少

を
望
む

理
由
は

な
ん
で
す

か
。

（
上

位
３

つ
に

○
）

１
．
仕
事
の
生
産
性
・
効
率
性
が
低
下
す
る
た
め

（
共
有
情
報
へ
の
ア
ク
セ
ス
制
限
等
）

２
．
長
時
間
労
働
に
な
り
や
す
い

３
．
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
や
上
司
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

難
し
く
、
業
務
遂
行
に
支
障
を
き
た
す
か
ら

４
．
仕
事
と
育
児
の
両
立
を
図
る
必
要
性
が
低
下
し
た
た
め

５
．
仕
事
と
介
護
の
両
立
を
図
る
必
要
性
が
低
下
し
た
た
め

６
．
仕
事
と
病
気
治
療
の
両
立
を
図
る
必
要
性
が
低
下
し
た
た
め

７
．
職
場
の
上
司
や
同
僚
が
減
少
さ
せ
て
い
る
た
め

８
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）
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問
．

女
性
、

高
齢
者

、
外
国

人
、
限

定
正

社
員

等
、

職
場

に
お

け
る
人

材
の
多

様
性

が
高

ま
る
中

、
多
様

な
人

材
が

活
躍

す
る

た
め
、

あ
な
た

が
重
要

だ
と

思
う

働
き
方

の
工
夫

は
何

で
す

か
。
（
上

位
５

つ
に
○

）
１
．

等
を
活
用
し
た
業
務
の
標
準
化

２
．

等
を
活
用
し
た
情
報
共
有
の
徹
底

３
．
チ
ー
ム
内
の
意
思
決
定
方
法
・意
思
決
定
権
者
の
明
確
化

４
．
多
様
な
人
材
が
相
互
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
で
き
る
場
所
の

整
備

５
．
イ
ベ
ン
ト
等
を
開
催
し
、
社
員
同
士
の
交
流
を
促
進
す
る
こ
と

で
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
向
上
さ
せ
る

６
．
仕
事
の
進
め
方
等
に
つ
い
て
気
軽
に
相
談
で
き
る
メ
ン
タ
ー

を
配
置

７
セ
ミ
ナ
ー
等
を
実
施
し
、
働
き
方
に
関
す
る
従
業
員
の
視
野

を
広
げ
る

８
．

度
評
価
の
実
施
等
、
多
様
な
立
場
に
あ
る
評
価
者
の

意
見
が
人
事
評
価
に
盛
り
込
ま
れ
る
よ
う
に
す
る

９
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）
．
特
に
実
施
し
て
い
る
こ
と
は
な
い

Ⅳ
勤
め
先
企
業
の
能
力
開
発

の
状
況
等
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。

問
．

勤
め

先
企

業
で
は

、
あ
な

た
に
以

下
の
よ

う
な

教
育

訓
練

の
適
用

が
あ
り

ま
す

か
。
（

該
当

す
べ
て
に

○
）

１
．
計
画
的
・系
統
的
な

２
．
入
社
・
入
職
時
の
研
修

３
．
職
種
・
職
務
別
の
研
修

４
役
職
別
研
修

５
．
資
格
取
得
の
た
め
の
研
修

６
．
今
後
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
に
関
す
る
研
修

７
．
法
令
遵
守
（
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
）の
研
修

８
．
そ
の
他
（

）
９
．
教
育
訓
練
は
特
に
実
施
さ
れ
て
い
な
い

問
．

あ
な

た
の
勤

め
先
企

業
に
お

け
る
従

業
員

へ
の

能
力

開
発

に
対
す

る
姿
勢

は
、
５
年

前
と

現
在

を
比

較
す

る
と

、
ど

の
よ

う
に
変

化
し
ま

し
た
か

。
（

１
つ

に
○
）

問
．

あ
な

た
の

勤
め
先

企
業
に

は
、
従

業
員
の

能
力

開
発

に
関

す
る
何

ら
か
の

支
援

が
あ

り
ま
す

か
。（

１
つ

に
○
）

付
問
１

あ
な

た
の
勤

め
先

企
業

に
お
け

る
具
体

的
な

支
援

の
内
容

に
つ
い

て
お

答
え

く
だ
さ

い
。（

該
当

す
べ
て

に
○
）

問
．

能
力

開
発

に
関
す

る
あ
な

た
の
考

え
方
は

、
Ａ

と
Ｂ

の
ど

ち
ら
に

近
い
で

す
か

。（
各

項
目

１
つ
に
○

）

問
．

今
後

、
能

力
開
発

を
活
発

に
進
め

て
い
く

た
め

、
あ

な
た

が
重
要

だ
と
考

え
る

企
業

側
の
支

援
は
な

ん
で

す
か

。
（

上
位

５
つ

に
○
）

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

 
Ｏ
ＪＴ
と
は
、
日
常
的
な
業
務
を
遂
行
す
る
中
で
行
わ
れ
る
指
導
・
教
育
訓
練
を
指
し
ま
す
。

１
．
積
極
的
に
な
っ
た

２
．
ど
ち
ら
か
と
言
え
ば
積
極
的
に
な
っ
た

３
．
ど
ち
ら
か
と
言
え
ば
消
極
的
に
な
っ
た

４
．
消
極
的
に
な
っ
た

１
．
支
援
が
あ
る
→
付
問
１
へ

２
．
支
援
は
な
い

３
．
わ
か
ら
な
い

１
．
講
習
会
の
受
講
料
な
ど
の
金
銭
的
な
援
助

２
．
就
業
時
間
の
配
慮

３
．
社
内
で
の
自
主
的
な
勉
強
会
等
に
対
す
る
援
助

４
．
教
育
訓
練
機
関
、
通
信
教
育
等
に
関
す
る

情
報
提
供

５
．
教
育
訓
練
休
暇
（
有
給
・
無

給
の
両
方
を
含
む
）の
付
与

６
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

Ａ
Ａ
で

あ
る

ど
ち
ら
か
と

い
う
と
Ａ

ど
ち
ら
か
と

い
う
と
Ｂ

Ｂ
で

あ
る

Ｂ

Ａ
人
事
部
局
が
主
導
す
る
育
成
の
機
会

を
増
加
さ
せ
た
方
が
よ
い

１
２

３
４

Ｂ
現
場
や
社
員
が
主
導
す
る
育
成
の
機
会
を

増
加
さ
せ
た
方
が
よ
い

Ａ
ラ
ー
ニ
ン
グ
等
と
い
っ
た

を
活
用

し
た
育
成
の
機
会
を
増
や
し
て
欲
し
い

１
２

３
４

Ｂ
集
合
研
修
や
座
談
会
と
い
っ
た
対
面
に
よ

る
人
材
育
成
の
機
会
を
増
や
し
て
欲
し
い

１
．

経
営
ト

ッ
プ
か

ら
の
呼

び
か

け
等

に
よ
り

、
従
業

員
の

能
力

開
発
へ

の
意
欲

を
向

上
さ

せ
る

２
．

上
長
等

の
育
成

能
力
や

指
導

意
識

の
向
上

３
．

事
業
展

開
の
方

向
性
や

従
業

員
の

に
つ

い
て

認
識

共
有

を
図
り

、
従
業

員
が

今
後

を
見
据

え
て
、

自
主

的
に
能

力
開
発

に
取
り

組
み

や
す

い
環
境

を
整
備

４
．

多
様
な

キ
ャ
リ

ア
パ
ス

の
明

確
化

と
、
各

キ
ャ
リ

ア
パ

ス
を

辿
る
た

め
に
求

め
ら

れ
る

資
格
や

能
力
の

明
確

化
５

．
人

材
育

成
に
係

る
予
算

を
拡

充
６

．
人

事
考

課
（
賃

金
、
昇

進
等

を
含

む
。）

に
お
い
て

、
従

業
員

の
能
力

開
発
へ

の
取

組
状

況
を
よ

り
評
価

７
．

人
事
考

課
（
賃

金
、
昇

進
等

を
含

む
。）

に
お
い
て

、
部

下
の

育
成
に

積
極
的

な
上

司
を

よ
り
評

価
８

．
就

業
時

間
へ
の

配
慮

９
．

教
育
訓

練
休
暇

（
有
給

、
無

給
の

両
方
を

含
む
）

の
創

設
・

拡
充

担
当
が

能
力
開

発
に
取

り
組

む
た

め
不
在

に
し
て

も
、

そ
の

間
、
他

の
人
が

仕
事

を
代

替
で
き

る
体
制

づ
く

り
．

社
員
同

士
の
自

主
的
な

勉
強

会
に

対
す
る

支
援
の

拡
充

．
国

内
大

学
で
の

学
び
に

対
す

る
支

援
の
拡

充
．

海
外
大

学
へ
の

留
学
に

対
す

る
支

援
の
拡

充

 

Ⅴ
．

自
己
啓

発
に
つ

い
て
お

聞
き

し
ま

す
。

問
現

在
、
あ

な
た

は
自
己

啓
発
（

会
社
や

職
場
の

指
示

に
よ

ら
な
い

自
発
的

な
勉

強
）
を
行

っ
て
い
ま

す
か

。（
１

つ
に

○
）

問
自

己
啓
発

を
行
っ

て
い
る

方
に
お

尋
ね
し

ま
す

自
己

啓
発

を
始
め

た
き
っ

か
け
は

何
で
す

か
。

該
当

す
べ

て
に

○

問
．（

自
己
啓

発
を
行

っ
て
い

る
方
に

お
尋
ね

し
ま
す

）
勤

め
先

企
業
か

ら
何
ら

か
の
支

援
を

受
け

て
い
ま

す
か

。（
１

つ
に
○
）

問
．

自
己

啓
発
を

行
っ
て

い
る
方

に
お
尋

ね
し
ま
す

自
己

啓
発

は
ど
の

よ
う
に

行
っ
て

い
ま
す

か
。（

該
当

す
べ

て
に

○
）

問
．（

自
己
啓

発
を
行

っ
て
い

る
方
に

お
尋

ね
し

ま
す

）
過

去
５

年
を
振

り
返
っ

て
、
自
己

啓
発
に

よ
り
以

下
の

効
果

が
あ

り
ま

し
た
か

。
（

各
項

目
で
○

は
つ

）

そ
う
思
う

や
や
そ
う
思
う

あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い

そ
う
思
わ
な
い

①
仕
事
の
処
理
能
力
・処

理
ス
ピ
ー
ド
が
向
上
し
た

１
２

３
４

②
就
労
に
対
す
る
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
向
上
し
た

１
２

３
４

③
仕
事
に
要
す
る
専
門
的
な
知
識
・
技
術
が
向
上
し
た

１
２

３
４

問
現
在

と
５

年
前

を
比

較
し

た
際

、
自
己

啓
発
に

対
す

る
あ

な
た
の

意
欲
に

変
化

が
あ

っ
た
か

教
え
て

く
だ

さ
い

。（
１

つ

に
○

）

問
．
自

己
啓
発

を
行
う

上
で
の

課
題

は
何

で
す
か
。

ま
た

、
現
在

、
自

己
啓

発
を
行

っ
て
い

な
い
方

は
、
自

己
啓

発
を

行

わ
な

い
理
由

を
お
答

え
く
だ

さ
い

。（
該

当
す

べ
て
に
○

）

１
．
行
っ
て
い
る

２
．
行
っ
て
い
な
い

問
へ

１
昇
進
し
た

２
仕
事
の
難
易
度
が
上
が
っ

た
こ
と
に
対
応
す
る
た
め

３
上
司
・
同
僚
が
始
め
た

４
経
営
ト
ッ
プ
等
か
ら

取
り
組
む
よ
う
、

呼
び
掛
け
が
あ
っ
た

５
転
職
に
向
け
た
準
備

６
開
業
に
向
け
た
準
備

７
仕
事
に
は
関
係
な
い
が
、

一
般
教
養
を
高
め
る
た
め

８
勤
め
先
企
業
に
お
け
る
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ

プ
（
昇
進
・
昇
格
含
む
）
の
た
め

９
配
置
転
換
し
た

最
新
の
知
識
・
技
能
に
ア

ッ
プ
デ
ー
ト
す
る
た
め

昇
進

試
験

や
資

格
取

得
試

験
に
備
え
る
た
め

そ
の
他
（

）

１
．
支
援
を
受
け
て
い
る
→
付
問
１
へ

２
．
勤
め
先
企
業
に
支
援
制
度
は
あ
る
が
、

自
分
は
活
用
し
て
い
な
い
→
付
問
２
へ

３
．
勤
め
先
企
業
に
支
援
制
度
が
な
い

付
問
１

具
体
的
な
支
援
内
容
に
つ
い
て
お
答
え
く
だ
さ
い
。

（
該
当
す
べ
て
に
○
）

１
．
講
習
会
の
受
講
料
な
ど
の
金
銭
的
な
援
助

２
．
就
業
時
間
の
配
慮

３
．
社
内
で
の
自
主
的
な
勉
強
会
等
に
対
す
る
援
助

４
．
教
育
訓
練
機
関
、
通
信
教
育
等
に
関
す
る
情
報
提
供

５
．
教
育
訓
練
休
暇
（
有
給
・無

給
の
両
方
を
含
む
）
の
付
与

６
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

付
問
２

支
援
を
活
用
し
て
い
な
い

理
由
は
な
ん
で
す
か
。

（
該
当
す
べ
て

に
○
）

１
．
支
援
を
受
け
る
た
め
の
手
続
き
が
煩
雑

２
．
支
援
は
一
部
の
従
業
員
の
み
が
対
象
と
な
っ
て
い
る
た
め

３
．
教
育
訓
練
機
関
、
通
信
教
育
等
に
関
す
る
情
報
提
供
の

内
容
が
、
自
分
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
な
い
た
め

４
．
起
業
や
転
職
の
た
め
の
準
備
を
し
て
い
る
と
認
識
さ
れ
る
た
め

５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

）

１
．
大
学
・
大
学
院
の
講
座
の
受
講

２
．
専
修
・
専
門
、
各
種
学
校
の
講
座
の
受
講

３
．
公
的
な
職
業
能
力
開
発
講
座
の
受
講

４
．
そ
の
他
の
講
習
会
や
セ
ミ
ナ
ー
の
参
加

５
．
自
主
的
な
勉
強
会
や
研
修
会
へ
の
参
加

６
．
通
信
教
育
の
受
講

７
．
自
学
・
自
習

８
．
そ
の
他
（

）

１
．
大
幅
に
意
欲
上
昇

２
．
や
や
意
欲
上
昇

３
．
変
わ
ら
な
い

４
．
や
や
意
欲
低
下

５
．
大
幅
に
意
欲
低
下

１
．

開
始
す

る
た
め

の
費
用

負
担

が
大

き
い

５
勤

め
先

企
業

が
従

業
員

に
求

め

る
能

力
を
提

示
し
て

い
な
い

９
．
そ

の
他
（

）

２
．

継
続
す

る
た
め

の
費
用

負
担

が
大

き
い

６
効

果
的

な
自

己
啓

発
の

方
法

が

分
か

ら
な
い

特
に
課

題
（
理

由
）
は

な
い

３
．

仕
事
が

忙
し
く

、
時
間

の
確

保
が

難
し

い

７
．

自
己
啓

発
を
し

て
い
る

こ
と

が
、

職
場
で

評
価
さ

れ
な
い

４
．

大
学

な
ど

の
自

己
啓

発
が

で
き

る
場

所

が
近

く
に
な

い
又
は

少
な
い

８
．

モ
チ
ベ

ー
シ
ョ

ン
が
続

か
な

い

ご
回
答
い
た
だ
き
、
誠
に
有
り
難
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

添
付
の
返
信
用
封
筒
（
切
手
不
要
）
へ
入
れ
、

年
３
月
２
日
（
金
）
ま
で
に
ポ
ス
ト
に
ご
投
函
く
だ
さ
い
。

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 113 －

資料
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単純集計表 
【企業調査】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

統計利用上の注意

１．上段には実数、下段には構成比を掲載した。

２．―は回答者がないもの。

３．構成比は、表章単位未満を四捨五入してあるので、内容の合計が総計に一致しないこと

もある。
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

合

計

鉱

業
、

採

石

業
、

砂

利

採

取

業 建

設

業

製

造

業

電

気

・

ガ

ス

・

熱

供

給

・

水

道

業 情

報

通

信

業

運

輸

業
、

郵

便

業 卸

売

業
、

小

売

業 金

融

業
、

保

険

業 不

動

産

業
、

物

品

賃

貸

業

学

術

研

究
、

専

門

・

技

術

サ
ー

ビ

ス

業

宿

泊

業
、

飲

食

サ
ー

ビ

ス

業

生

活

関

連

サ
ー

ビ

ス

業
、

娯

楽

教

育
、

学

習

支

援

業

医

療
、

福

祉

複

合

サ
ー

ビ

ス

事

業
（

郵

便

局
、

協

同

組

合

な

ど
）

サ
ー

ビ

ス

業

（

他

に

分

類

さ

れ

な

い

も

の
）

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

正

社

員

を

雇

用

し

て

い

る

非

正

社

員

が

い

る

無

回

答

合計

合

計

男

性

女

性

６

０

歳

以

上

の

高

齢

者

高

度

外

国

人

材 無

回

答

合計

合

計

男

性

女

性

６

０

歳

以

上

の

高

齢

者

高

度

外

国

人

材

無

回

答

合計

合

計

９

９

人

以

下

１

０

０
～

２

９

９

人

３

０

０
～

９

９

９

人

１

，

０

０

０

～

９

，

９

９

９

人

１

万

人

以

上

無

回

答

合計

合

計

３

割

以

下

４

割

程

度

５

割

程

度

６

割

程

度

７

割

程

度

８

割

程

度

９

割

程

度

１

０

割

無

回

答

合計

合

計

０

超
～

５

％

１

割

程

度

２

割

程

度

３

割

程

度

４

割

程

度

５

割

程

度

６

割

以

上

無

回

答

合計

合

計

０

超
～

５

％

１

割

程

度

２

割

程

度

３

割

程

度

４

割

程

度

５

割

程

度

６

割

以

上

無

回

答

合計

貴社に１名以上在籍する従業員（ＭＡ）　【正社員】

正社員に占める高度外国人正社員比率

問１．貴社について教えてください。

正社員に占める女性正社員比率

問１．貴社について教えてください。

問１．貴社について教えてください。

貴社に１名以上在籍する従業員（ＭＡ）　【非正社員】

問１．貴社について教えてください。

従業員規模

問１．貴社について教えてください。

従業員に占める正社員比率

問１．貴社について教えてください。

主たる業種（もっとも売上高が大きいもの）

問１．貴社について教えてください。

貴社に１名以上在籍する従業員について（ＭＡ）

問１．貴社について教えてください。
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

合

計

６

０

歳

以

上

は

い

な

い

０

超
～

５

％

１

割

程

度

２

割

程

度

３

割

程

度

４

割

程

度

５

割

程

度

６

割

以

上

無

回

答

合計

合

計

１

億

円

以

下

１

億

円

超

３

億

円

以

下

３

億

円

超

無

回

答

合計

合

計

展

開

し

て

い

る

展

開

し

て

い

な

い

無

回

答

合計

合

計

国

内

資

本

の

み

い

わ

ゆ

る

外

資

系

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

２

年

以

内

２

年

超

５

年

以

内

５

年

超

１

０

年

以

内

１

０

年

超

（

経

過
）

無

回

答

合計

合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

（ａ）正社員

　　①海外展開に必要な国際人材

　　②研究開発等を支える高度人材

　　③現場の技能労働者

　　④財務や法務の専門人材

　　⑤マーケティングや営業の専門人材

　　⑥社内の人材マネジメントを担う中核的な管理職

　　⑦社内のＩＴ化を推進する人材

（ｂ）非正社員

合

計

取

り

組

ん

で

い

る

未

だ

取

り

組

ん

で

い

な

い

が
、

今

後

取

り

組

む

予

定

取

り

組

む

予

定

は

な

い

無

回

答

合計

資本関係

問１．貴社について教えてください。

従業員に占める６０歳以上（高齢者）比率

問１．貴社について教えてください。

資本金

問１．貴社について教えてください。

海外事業所展開

問１．貴社について教えてください。

問１．貴社について教えてください。

創業（現在から）

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

問３．貴社では、人材（人手）不足を緩和するための対策に取り組んでいますか。
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の
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い
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系

そ

の

他

無

回
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合

計
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年

以

内
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年

超

５

年

以

内

５

年

超

１

０

年

以

内

１

０

年

超

（

経

過
）

無

回

答

合計

合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

（ａ）正社員

　　①海外展開に必要な国際人材

　　②研究開発等を支える高度人材

　　③現場の技能労働者

　　④財務や法務の専門人材

　　⑤マーケティングや営業の専門人材

　　⑥社内の人材マネジメントを担う中核的な管理職

　　⑦社内のＩＴ化を推進する人材

（ｂ）非正社員

合

計

取

り

組

ん

で

い

る

未

だ

取

り

組

ん

で

い

な

い

が
、

今

後

取

り

組

む

予

定

取

り

組

む

予

定

は

な

い

無

回

答

合計

資本関係

問１．貴社について教えてください。

従業員に占める６０歳以上（高齢者）比率

問１．貴社について教えてください。

資本金

問１．貴社について教えてください。

海外事業所展開

問１．貴社について教えてください。

問１．貴社について教えてください。

創業（現在から）

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

問３．貴社では、人材（人手）不足を緩和するための対策に取り組んでいますか。

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

合

計

募

集

時

の

賃

金

を

引

き

上

げ

る

募

集

時

の

賃

金

以

外

の

処

遇

・

労

働

条

件

を

改

善

す

る

新

卒

採

用

を

強

化

す

る
（

通

年

採

用

化
、

新

卒

定

義

の

拡

大
、

イ

ン

タ
ー

ン

シ
ッ

プ

の

受

入

強

化

等

含
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中

途

採

用
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強

化

す

る
（

採

用

チ
ャ

ネ

ル

の

多

様

化
、

応

募

要
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の

緩

和

等

含

む
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出

産

・

育

児

等

に

よ

る

離

職

者

の

呼

び

戻

し

・

優

先

採

用

を

行

う

出

向

・

転

籍

者

を

受

け

入

れ

る

非

正

社

員

の

活

用

を

進

め

る
（

非

正

社

員

の

量

的

な

拡

大

や

業

務

の

高

度

化
）

既

存

人

材

の

時

間

外

労

働
（

残

業

や

休

日

出

勤
）

を

増

加

さ

せ

る

既

存

人

材

の

配

置

転

換

教

育

訓

練

・

能

力

開

発

に

よ

る

既

存

人

材

の

業

務

可

能

範

囲

の

拡

大

教

育

訓

練

・

能

力

開

発

に
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る

生
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性

等
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向
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離

職
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を
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さ

せ
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の
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用
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の

延
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再

雇
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等
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る

雇

用

継

続
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非
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械
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Ｉ

Ｔ
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う
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の
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る
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務
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業

務
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標

準

化
、

仕

事

の

分

担

・

進

め

方

の

見

直
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等
）

事

業

の

縮
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・
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直

し
（

営

業

時

間
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短

縮
、

製

品

・

サ
ー
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ス

の

絞

込

み

等
）
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行

う

人

材
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保

を
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目

的

と

し

た

Ｍ

＆
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を
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、
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・
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・
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を
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練
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囲
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練
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発
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性
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の

向

上

離

職

率

を
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さ

せ

る

た
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の

雇

用
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の

改

善
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の
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や

再

雇

用

等

に

よ

る

雇

用

継

続

を

行
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非

正

社

員

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

を

進

め

る

周

辺

業

務

の

外

部

委

託

化
（

ア

ウ

ト

ソ
ー

シ

ン

グ
）

を

進

め

る

省

力

化

投

資
（

機

械

化

・

自

動

化
、

Ｉ

Ｔ

化
）

を

行

う

業

務

の

効

率

化

を

進

め

る
（

無

駄

な

業

務

の

削

減
、

業

務

の

標

準

化
、

仕

事

の

分

担

・

進

め

方

の

見

直

し

等
）

事

業

の

縮

小

・

見

直

し
（

営

業

時

間

の

短

縮
、

製

品

・

サ
ー

ビ

ス

の

絞

込

み

等
）

を

行

う

人

材

確

保

を

主

目

的

と

し

た

Ｍ

＆

Ａ

の

実

施

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

多

様

化

が

大

幅

に

推

進

多

様

化

が

や

や

推

進

変

わ

ら

な

い

一

様

化

が

や

や

推

進

一

様

化

が

大

幅

に

推

進

無

回

答

①５年前と現在を比較

②現在と５年先を比較

合

計

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

無

回

答

①女性社員

②６０歳以上の高齢社員

③高度外国人社員

合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

①女性社員

②６０歳以上の高齢社員

③高度外国人社員

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ 何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ 何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計

問３－付問１．貴社では、どのような対策を重要視していますか。

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

①　Ａ．人事評価において、転勤・配置転換の経験を積極的に評価　／　Ｂ．人事評価において、転勤・配置転換の経験の有無を勘案しない

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

②　Ａ．将来の幹部候補を早期選抜し、重点的に育成していくことを重視　／　Ｂ．ある程度のポストまでは、入社同期を一律に育成していくことを重視

上位５つに該当

問３－付問１．貴社では、どのような対策を重要視していますか。

最も重要視

問４．性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等といった様々な観点から５年前と現在を比較し、貴社の社内人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年先の社内人材の多様化は、現在と比較し進むと思い
ますか。

問４－付問１．社内人材の多様化が進んできた中で、以下の人材のこれまでの増減の状況についてお答えください。

問４－付問２．以下の人材に対する将来的な採用意欲をお答えください。
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で
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ど
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Ａ 何

と
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ど
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と

い
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と

Ｂ Ｂ

で

あ
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無

回

答

合計

合
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大
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加

・
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昇
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加

・

上

昇 ほ

ぼ

横

ば

い 減

少

・

低

下 大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

①経常利益

②売上高

③労働生産性

④総人件費

⑤正社員１人当たりの賃金

⑥非正社員１人当たりの時給

⑦全従業員

⑦－１うち、正社員の人数

⑦－２うち、非正社員の人数

⑥　Ａ．従業員の自己啓発に対して、広報や金銭的な支援を実施　／　Ｂ．従業員の自己啓発については、個人の判断・金銭負担に委ねる

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

③　Ａ．従業員が教育訓練を受けることについて、積極的に支援を実施　／　Ｂ．従業員が教育訓練を受けることについて、個人の判断に委ねる

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

④　Ａ．教育訓練はОＪＴ　を重視　／　Ｂ．教育訓練はОｆｆ－ＪＴ　を重視

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑤　Ａ．教育訓練投資は、対象者を絞り込んで重点的に配分する　／　Ｂ．教育訓練投資は、できるだけ平等に一律的に配分する

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑦　Ａ．社内人材の多様性を重視　／　Ｂ．社内人材の同質性を重視

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑧　Ａ．非正社員に対しても、企業が積極的に能力開発を行うべき　／　Ｂ．非正社員の能力開発は、非正社員自身が行うべきであり、企業は支援しない

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑨　Ａ．非正社員にも、正社員と同様の基幹的な職務を任せる　／　Ｂ．非正社員と正社員の職務は、明確に分離する
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表
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・
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・
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無

回

答

①経常利益

②売上高

③労働生産性

④総人件費

⑤正社員１人当たりの賃金

⑥非正社員１人当たりの時給

⑦全従業員

⑦－１うち、正社員の人数

⑦－２うち、非正社員の人数

⑥　Ａ．従業員の自己啓発に対して、広報や金銭的な支援を実施　／　Ｂ．従業員の自己啓発については、個人の判断・金銭負担に委ねる

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

③　Ａ．従業員が教育訓練を受けることについて、積極的に支援を実施　／　Ｂ．従業員が教育訓練を受けることについて、個人の判断に委ねる

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

④　Ａ．教育訓練はОＪＴ　を重視　／　Ｂ．教育訓練はОｆｆ－ＪＴ　を重視

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑤　Ａ．教育訓練投資は、対象者を絞り込んで重点的に配分する　／　Ｂ．教育訓練投資は、できるだけ平等に一律的に配分する

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑦　Ａ．社内人材の多様性を重視　／　Ｂ．社内人材の同質性を重視

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑧　Ａ．非正社員に対しても、企業が積極的に能力開発を行うべき　／　Ｂ．非正社員の能力開発は、非正社員自身が行うべきであり、企業は支援しない

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑨　Ａ．非正社員にも、正社員と同様の基幹的な職務を任せる　／　Ｂ．非正社員と正社員の職務は、明確に分離する

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表
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年
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年

前 ６

年

超
～

１

０

年

前

１

０

年

超

前

無

回

答

合計

問１１．貴社では、正社員であるが、いわゆる正社員（勤務地、職務、勤務時間がいずれも限定されていない正社員。以下同じ。）と比較すると、勤務地、職務、労働時間等が限定されている
「限定正社員」がいますか。

問７．５年先を見据えた際、貴社において、海外現地法人の設立や外国企業との商取引等といった、グローバルな経済活動の重要度はどうなると思いますか。

問８．５年先を見据えた際、貴社において、新製品の開発、大幅に改善された生産工程、新しいマーケティング方法、新たな業務慣行の導入等、イノベーション活動の重要度はどうなると思いま
すか。

問９．従業員の能力に関する貴社の考え方は、現在ＡとＢのどちらに近いですか。また、５年先の見据えた際、その考え方はＡとＢのどちらに近いと思いますか。

①現在　Ａ．様々な業務に対応できるゼネラリストを重要視する　／　Ｂ．ある分野に特化したスペシャリストを重要視する

問９．従業員の能力に関する貴社の考え方は、現在ＡとＢのどちらに近いですか。また、５年先の見据えた際、その考え方はＡとＢのどちらに近いと思いますか。

②５年先　Ａ．様々な業務に対応できるゼネラリストの重要性が高まる　／　Ｂ．ある分野に特化したスペシャリストの重要性が高まる

問１０．今後、貴社の事業を推進していく上で、ＡＩによる技術革新等といった様々な変化が生じる可能性がありますが、貴社の人材マネジメントの考え方としては、ＡとＢのどちらに近いです
か。

Ａ．数年先の変化を出来るだけ予測し、必要となる能力を備えた自社内部の人材を育成していくことを重視　／　Ｂ．数年先の変化の予測は困難であることから、必要となる能力を備えた自社外
部の人材を適時採り入れることを重視

問１１－付問１．具体的に、限定正社員として「限定されている事柄」は、以下のどれに当たりますか。（ＭＡ）

問１１－付問２．いつ頃から限定正社員という働き方が活用され始めましたか。
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表
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問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

問１１－付問４．貴社で限定正社員が配属されている割合が高い職種を選んで下さい。（上位３つ）

問１１－付問５．限定正社員といわゆる正社員の間で、お互いに転換することはできますか。

問１１－付問６．限定正社員といわゆる正社員との間で、基本給や昇進スピードに差を設けていますか。

①基本給

問１１－付問６．限定正社員といわゆる正社員との間で、基本給や昇進スピードに差を設けていますか。

②昇進スピード

問１１－付問７．（付問６の基本給で１と回答された方に伺います。）限定正社員の基本給は、いわゆる正社員の基本給の何割程度かお答えください。

問１１－付問８．将来の幹部候補を早期選抜する制度がある場合、限定正社員はその選抜の対象となりますか。
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表
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こ

と

が

で

き

る

正

社

員

か

ら

限

定

正

社

員

へ

の

転

換

の

み

可

能

限

定

正

社

員

か

ら

正

社

員

へ

の

転

換

の

み

可

能

転

換

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

無

回

答

合計

合

計

い

わ

ゆ

る

正

社

員

の

方

が

高

い

限

定

正

社

員

の

方

が

高

い

差

は

な

い

無

回

答

合計

合

計

い

わ

ゆ

る

正

社

員

の

方

が

は

や

い

限

定

正

社

員

の

方

が

は

や

い 差

は

な

い

無

回

答

合計

合

計

９

割

超

８

割

超
～

９

割

以

下

７

割

超
～

８

割

以

下

７

割

以

下

無

回

答

合計

合

計

対

象

と

な

る

対

象

と

し

て

い

な

い

早

期

選

抜

制

度

が

な

い

無

回

答

合計

問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

問１１－付問４．貴社で限定正社員が配属されている割合が高い職種を選んで下さい。（上位３つ）

問１１－付問５．限定正社員といわゆる正社員の間で、お互いに転換することはできますか。

問１１－付問６．限定正社員といわゆる正社員との間で、基本給や昇進スピードに差を設けていますか。

①基本給

問１１－付問６．限定正社員といわゆる正社員との間で、基本給や昇進スピードに差を設けていますか。

②昇進スピード

問１１－付問７．（付問６の基本給で１と回答された方に伺います。）限定正社員の基本給は、いわゆる正社員の基本給の何割程度かお答えください。

問１１－付問８．将来の幹部候補を早期選抜する制度がある場合、限定正社員はその選抜の対象となりますか。

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

合

計

優

秀

な

人

材

を

採

用

す

る

た

め

仕

事

と

育

児

・

介

護

・

病

気

治

療

の

両

立
（

ワ
ー

ク

・

ラ

イ

フ

・

バ

ラ

ン

ス
）

を

支

援

す

る

た

め

非

正

社

員

か

ら

正

社

員

へ

の

転

換

を

円

滑

化

さ

せ

る

た

め

人

材

の

特

性

に

合

わ

せ

た

多

様

な

雇

用

管

理

を

行

う

た

め

１

日

や

週

の

中

の

仕

事

の

繁

閑

な

ど

業

務

量

の

変

化

に

対

応

す

る

た

め 職

務

を

限

定

す

る

こ

と

で
、

専

門

性

や

生

産

性

の

向

上

を

よ

り

促

す

た

め

人

件

費

の

節

約

の

た

め

同

業

他

社

が

限

定

正

社

員

を

導

入

し

て

い

る

た

め

従

業

員

や

労

働

組

合

等

か

ら

の

要

望

が

あ
っ

た

た

め

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

①　人材の採用がしやすくなった

②　人材の定着率が高まった

③　社員のワーク・ライフ・バランスが向上した

④　社員のモチベーションが上がった

⑤　社員の専門性が向上した

⑥　社員の労働生産性が向上した

合

計

大

幅

に

多

様

化 や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化 無

回

答

①５年前と現在を比較

②現在と５年先を比較

合

計

見

直

し

た

見

直

し

て

い

な

い

無

回

答

①従業員一律の雇用管理

②女性の雇用管理

③６０歳以上高齢者の雇用管理

④高度外国人材の雇用管理

合

計

見

直

す

必

要

が

あ

る

見

直

す

必

要

は

な

い

無

回

答

①従業員一律の雇用管理

②女性の雇用管理

③６０歳以上高齢者の雇用管理

④高度外国人材の雇用管理

問１４．貴社における社内人材の今後の状況変化を見据えて、今後５年以内に従業員の雇用管理を見直す必要があると感じますか。以下の雇用区分ごとにお答えください。

問１１－付問９．限定正社員という働き方を導入している理由は何ですか。（ＭＡ）

問１１－付問１０．過去５年間において、限定正社員という働き方を導入したことにより、以下の効果がありましたか。

問１２．貴社における社内人材の状況変化を踏まえ、５年前と現在を比較し、従業員の雇用管理の多様性が必要になっていると感じますか。５年先の見通しも教えてください。

問１３．貴社における社内人材の状況変化を踏まえ、５年以内に従業員の雇用管理を見直しましたか。従業員を一律に対象とした雇用管理に加えて、以下の雇用区分について特別な対応をしたか
お答えください。
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人 未

実

施

無

回

答

①人事評価に関する公正性・納得性の向上

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換

③業務遂行に伴う裁量権の拡大

④優秀な人材の抜擢・登用

⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ

⑥能力開発機会の充実

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化

⑧採用時に職務内容を文書で明確化

⑨長時間労働対策やメンタルヘルス対策

⑩有給休暇の取得促進

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

⑫仕事と育児との両立支援

⑬仕事と介護との両立支援

⑭仕事と病気治療との両立支援

⑰経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進

⑱副業・兼業の推進

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人 未

実

施

無

回

答

①人事評価に関する公正性・納得性の向上

②優秀な人材を正社員へ登用

③能力開発機会の充実

④職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

⑤仕事と育児との両立支援

⑥仕事と介護との両立支援

⑦仕事と病気治療との両立支援

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人 未

実

施

無

回

答

①人事評価に関する公正性・納得性の向上

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換

③業務遂行に伴う裁量権の拡大

④優秀な人材の抜擢・登用

⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ

⑥能力開発機会の充実

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化

⑧採用時に職務内容を文書で明確化

⑨長時間労働対策やメンタルヘルス対策

⑩有給休暇の取得促進

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

⑫仕事と育児との両立支援

⑬仕事と介護との両立支援

⑭仕事と病気治療との両立支援

⑰経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進

⑱副業・兼業の推進

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復
職支援

⑯従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正
規間等）

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復
職支援

⑯従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正
規間等）

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

⑧従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正
規間等）

⑨経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人 未

実

施

無

回

答

①人事評価に関する公正性・納得性の向上

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換

③業務遂行に伴う裁量権の拡大

④優秀な人材の抜擢・登用

⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ

⑥能力開発機会の充実

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化

⑧採用時に職務内容を文書で明確化

⑨長時間労働対策やメンタルヘルス対策

⑩有給休暇の取得促進

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

⑫仕事と育児との両立支援

⑬仕事と介護との両立支援

⑭仕事と病気治療との両立支援

⑰経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進

⑱副業・兼業の推進

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人 未

実

施

無

回

答

①人事評価に関する公正性・納得性の向上

②優秀な人材を正社員へ登用

③能力開発機会の充実

④職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

⑤仕事と育児との両立支援

⑥仕事と介護との両立支援

⑦仕事と病気治療との両立支援

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人 未

実

施

無

回

答

①人事評価に関する公正性・納得性の向上

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換

③業務遂行に伴う裁量権の拡大

④優秀な人材の抜擢・登用

⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ

⑥能力開発機会の充実

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化

⑧採用時に職務内容を文書で明確化

⑨長時間労働対策やメンタルヘルス対策

⑩有給休暇の取得促進

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

⑫仕事と育児との両立支援

⑬仕事と介護との両立支援

⑭仕事と病気治療との両立支援

⑰経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進

⑱副業・兼業の推進

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復
職支援

⑯従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正
規間等）

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復
職支援

⑯従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正
規間等）

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

⑧従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正
規間等）

⑨経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視 職

務

内

容

重

視

無

回

答

①非管理職層　【現状】

①非管理職層　【今後の見通し】

合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

②管理職層　【現状】

②管理職層　【今後の見通し】

合

計

個

人

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の

チ
ー

ム

や

グ

ル
ー

プ

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の 事

業

所

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の

会

社

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

て

い

た

も

の

目

標

設

定

し

て

い

な

い

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

毎

日

週

に

１

度

月

に

１

度

四

半

期

に

１

度

半

年

に

１

度

年

に

１

度

指

導

・

管

理

さ

れ

な

い

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

あ

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

あ

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

な

い

な

い

無

回

答

合計

合

計

過

去

話

し

合
っ

た

現

在

話

し

合

い

を

し

て

い

る

話

し

合
っ

た

こ

と

が

な

い

無

回

答

合計

合

計

副

業

・

兼

業

を

許

可

し

て

い

る

副

業

・

兼

業

の

許

可

を

検

討

し

て

い

る

副

業

・

兼

業

の

許

可

す

る

予

定

は

な

い

無

回

答

合計

問１９．貴社における人事評価制度について、改善すべき点があると思いますか。

問１６．貴社の処遇制度はどれに近いと思いますか。今後の見通しも教えてください。

①非管理職層

問１６．貴社の処遇制度はどれに近いと思いますか。今後の見通しも教えてください。

②管理職層

問１７．貴社では、従業員の業務上の目標設定をどのようにされていますか。（ＭＡ）

問１８．貴社では、従業員が設定した目標の達成に向けて、管理職等からの指導・管理をどの程度の頻度で実施していますか。

※問17の選択肢「5．目標設定していない」回答企業以外が集計対象。

問１９－付問．人事評価制度の改善に向けて、労働組合や従業員と話し合いをしたことがありますか、あるいは、現在話し合いをしていますか。

問２０．従業員の副業・兼業に関する貴社の意向を教えてください。
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問２０－付問１　副業・兼業を許可している理由はなんですか。（ＭＡ）

問２３．貴社で人材育成に取り組む際、将来に管理職や経営幹部となる可能性のある中核的人材にはどのような能力の向上を求めますか。（上位５つ）

問２０－付問２　副業・兼業を許可しない理由はなんですか。（ＭＡ）

問２１．貴社で人材育成に取り組む際に重視している事項をお答えください。（上位３つ）

問２２．貴社で人材育成に取り組む際、いわゆる正社員にはどのような能力の向上を求めますか。（上位５つ）
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問２０－付問１　副業・兼業を許可している理由はなんですか。（ＭＡ）

問２３．貴社で人材育成に取り組む際、将来に管理職や経営幹部となる可能性のある中核的人材にはどのような能力の向上を求めますか。（上位５つ）

問２０－付問２　副業・兼業を許可しない理由はなんですか。（ＭＡ）

問２１．貴社で人材育成に取り組む際に重視している事項をお答えください。（上位３つ）

問２２．貴社で人材育成に取り組む際、いわゆる正社員にはどのような能力の向上を求めますか。（上位５つ）

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表
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②目標管理制度による動機づけ

③社内資格・技能評価制度の創設による動機づけ

④表彰による動機づけ

⑤定期的な面談（個別評価・考課）

⑥指導役や教育係の配置（メンター制度等）

（キャリア形成を目的とした）

⑦配置転換（事業所内の移動）

（キャリア形成を目的とした）

⑧転勤（事業所間の移動）

（キャリア形成を目的とした）

⑨他企業との人材交流（出向等）

⑩企業内で行う一律型のＯｆｆ－ＪＴ

⑪企業内で行う選択型のＯｆｆ－ＪＴ

⑫企業が費用を負担する社外教育

⑬本人負担の社外教育に対する支援・配慮

⑭企業としての人材育成方針・計画の策定
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⑪企業としての人材育成方針・計画の策定

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】
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国

人 無

回

答

①人材育成を受ける従業員側の意欲が低い

②社内で人材育成を積極的に行う雰囲気がない

⑪その他

合
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０
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０
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答
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⑩その他

合

計
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幅

に
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や

や

強
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変

わ

ら

な

い

や

や

抑

制

大

幅

に

抑

制

無

回

答

①５年前と現在を比較

②現在と５年先を比較

⑦転職・離職等で人材育成投資の成果が回収できない

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

③人材育成に係る予算が限定される中で、他の雇用区分と比較
し、優先順位が低い

④他の雇用区分と比較し、人材育成の有効性が感じられない

⑤事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人
事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

⑥上長等の育成能力や指導意識が不足している

⑩従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の
人が業務を代替できる体制が構築できていない

⑧配置転換等によるＯＪＴが硬直化している

⑨従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

⑩従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の
人が業務を代替できる体制が構築できていない

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

③人材育成に係る予算が限定される中で、他の雇用区分と比較
し、優先順位が低い

④他の雇用区分と比較し、人材育成の有効性が感じられない

⑤事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人
事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

⑥上長等の育成能力や指導意識が不足している

⑦転職・離職等で人材育成投資の成果が回収できない

⑧配置転換等によるＯＪＴが硬直化している

⑨従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

⑧従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

⑨従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の
人が業務を代替できる体制が構築できていない

問２６．５年前と現在を比較し、貴社では従業員の人材育成が強化されたと思いますか。また、人材育成に関する５年先の見通しも教えてください。

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

③人材育成に係る予算が限定される中で、他の雇用区分と比較
し、優先順位が低い

④他の雇用区分と比較し、人材育成の有効性が感じられない

⑤事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人
事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

⑥上長等の育成能力や指導意識が不足している

⑦転職・離職等で人材育成投資の成果が回収できない
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人 無

回

答

①人材育成を受ける従業員側の意欲が低い

②社内で人材育成を積極的に行う雰囲気がない

⑪その他

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

①人材育成を受ける従業員側の意欲が低い

②社内で人材育成を積極的に行う雰囲気がない

⑪その他

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

①人材育成を受ける従業員側の意欲が低い

②社内で人材育成を積極的に行う雰囲気がない

⑩その他

合

計

大

幅

に

強

化

や

や

強

化

変

わ

ら

な

い

や

や

抑

制

大

幅

に

抑

制

無

回

答

①５年前と現在を比較

②現在と５年先を比較

⑦転職・離職等で人材育成投資の成果が回収できない

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

③人材育成に係る予算が限定される中で、他の雇用区分と比較
し、優先順位が低い

④他の雇用区分と比較し、人材育成の有効性が感じられない

⑤事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人
事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

⑥上長等の育成能力や指導意識が不足している

⑩従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の
人が業務を代替できる体制が構築できていない

⑧配置転換等によるＯＪＴが硬直化している

⑨従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

⑩従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の
人が業務を代替できる体制が構築できていない

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

③人材育成に係る予算が限定される中で、他の雇用区分と比較
し、優先順位が低い

④他の雇用区分と比較し、人材育成の有効性が感じられない

⑤事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人
事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

⑥上長等の育成能力や指導意識が不足している

⑦転職・離職等で人材育成投資の成果が回収できない

⑧配置転換等によるＯＪＴが硬直化している

⑨従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

⑧従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

⑨従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の
人が業務を代替できる体制が構築できていない

問２６．５年前と現在を比較し、貴社では従業員の人材育成が強化されたと思いますか。また、人材育成に関する５年先の見通しも教えてください。

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

③人材育成に係る予算が限定される中で、他の雇用区分と比較
し、優先順位が低い

④他の雇用区分と比較し、人材育成の有効性が感じられない

⑤事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人
事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

⑥上長等の育成能力や指導意識が不足している

⑦転職・離職等で人材育成投資の成果が回収できない

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

合

計

Ｏ

Ｊ

Ｔ

Ｏ

ｆ

ｆ

－

Ｊ

Ｔ

自

己

啓

発

へ

の

支

援

無

回

答

合計 1,530 694 455 282 99

100.0 45.4 29.7 18.4 6.5

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

1,530 1,080 429 21

100.0 70.6 28.0 1.4

1,530 1,321 188 21

100.0 86.3 12.3 1.4

1,530 848 661 21

100.0 55.4 43.2 1.4

1,530 800 709 21

100.0 52.3 46.3 1.4

1,530 984 525 21

100.0 64.3 34.3 1.4

1,530 1,059 450 21

100.0 69.2 29.4 1.4

1,530 1,064 445 21

100.0 69.5 29.1 1.4

⑧就業時間への配慮 1,530 928 581 21

100.0 60.7 38.0 1.4

1,530 350 1,159 21

100.0 22.9 75.8 1.4

1,530 879 630 21

100.0 57.5 41.2 1.4

⑪社員同士の自主的な勉強会に対する支援の拡充 1,530 663 846 21

100.0 43.3 55.3 1.4

⑫国内大学での学びに対する支援の拡充 1,530 103 1,406 21

100.0 6.7 91.9 1.4

⑬海外大学への留学に対する支援の拡充 1,530 49 1,460 21

100.0 3.2 95.4 1.4

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計 1,530 132 1,195 152 8 43

100.0 8.6 78.1 9.9 0.5 2.8

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計 1,530 64 685 487 248 46

100.0 4.2 44.8 31.8 16.2 3.0

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計 1,530 80 798 512 98 42

100.0 5.2 52.2 33.5 6.4 2.7

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計 1,530 71 513 739 160 47

100.0 4.6 33.5 48.3 10.5 3.1

問２６－付問１．今後、人材育成を強化していく上で、貴社が最も重要視するものをお答えください。

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

問２６－付問３．人材育成の強化に向けた取組方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

①経営トップからの呼びかけ等により、従業員の能力開発への意欲を向
上させる

②上長等の育成能力や指導意識の向上

③事業展開の方向性や従業員のＫＰＩについて認識共有を図り、従業員
が今後を見据えて、自主的に能力開発に取り組みやすい環境を整備

④多様なキャリアパスの明確化と、各キャリアパスを辿るために求めら
れる資格や能力の明確化

⑤人材育成に係る予算を拡充

⑥人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、従業員の能力開発への
取組状況をより評価

⑦人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、部下の育成に積極的な
上司をより評価

⑨教育訓練休暇（有給、無給の両方を含む）の創設・拡充

⑩担当が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が仕事
を代替できる体制づくり

問２６－付問３．人材育成の強化に向けた取組方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

①　Ａ．人事部局の体制を強化する　／　Ｂ．人事部局の体制を縮小する

②　Ａ．人材育成を専門とする外部のコンサルタント会社への委託を強化する　／　Ｂ．外部への委託を縮小する又はしない

問２６－付問３．人材育成の強化に向けた取組方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

③　Ａ．人事部局が主導する人材育成の機会を増加させる　／　Ｂ．現場や社員が主導する人材育成の機会を増加させる

問２６－付問３．人材育成の強化に向けた取組方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

④　Ａ．ｅラーニング等といったＩＴを活用した人材育成の機会を重視　／　Ｂ．集合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を重視
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

合

計

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

社

内

に

い

る

が
、

人

数

は

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

５

年

前

か

ら

現

在

ま

で
、

高

度

専

門

人

材

を

採

用

し

た

こ

と

が

な

く
、

今

後

と

も

採

用

す

る

予

定

は

な

い

無

回

答

①５年前と現在を比較

②現在と５年先を比較

合

計

経

営
、

管

理

総

務

・

人

事

・

経

理

・

広

報

関

係 法

務

販

売

・

営

業

市

場

調

査

（

マ
ー

ケ

テ
ィ

ン

グ
）

国

際

貿

易

金

融

・

デ
ィ

ー

リ

ン

グ

関

係

研

究

開

発

コ

ン

サ

ル

テ
ィ

ン

グ

生

産

・

製

造

シ

ス

テ

ム

開

発

・

設

計

Ｗ

ｅ

ｂ

デ

ザ

イ

ン デ
ー

タ

サ

イ

エ

ン

テ
ィ

ス

ト

情

報

セ

キ
ュ

リ

テ
ィ

通

訳

・

翻

訳

医

療

・

福

祉

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

そ

う

思

う

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

う

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い 無

回

答

②　海外市場で稼ぐ力が向上した

③　労働生産性が向上した

④　社員のモチベーションが向上した

⑤　企業収益が改善した

合

計

企

業

内

部

で

育

成

企

業

外

部

か

ら

獲

得

無

回

答

合計

合

計

大

幅

に

多

様

化 や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化 無

回

答

①５年前と現在を比較

②現在と５年先を比較

合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

①性別

②年齢

③国籍

④専門分野

⑤職種

問２７．貴社における高度専門人材　について、５年前と比較した状況をお答えください。また、高度専門人材に関する５年先の見通しも教えてください。

問２７－付問４．性別、年齢、国籍、専門分野、職種等といった様々な観点から５年前と比較し、貴社の高度専門人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年先の社内人材の多様化は、現在
と比較し進むと思いますか。

問２７－付問５．高度専門人材において多様化が進んだ事項について、当てはまるものをお答えください。

問２７－付問１．現在、貴社における高度専門人材は、どのような仕事をしていますか。（ＭＡ）

問２７－付問２．５年前と現在を比較し、貴社における高度専門人材の活用により、以下のような効果がありましたか。

①　イノベーションが促進された（新製品の開発、大幅に改善
された生産工程、新しいマーケティング方法、新たな業務慣行
の導入等）

問２７－付問３．高度専門人材について、企業内部で長期的に育成したか、企業外部から獲得したかお答えください。

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計

合

計

採

用

時

に

職

務

内

容

を

文

書

で

明

確

化

職

務

内

容

を

特

定

の

分

野

に

限

定

キ
ャ

リ

ア

の

設

計

・

相

談

支

援

の

充

実

転

居

を

伴

う

転

勤

を

さ

せ

な

い

希

望

を

踏

ま

え

た

配

属
、

配

置

転

換

優

先

的

な

能

力

開

発

機

会

の

提

供

業

務

遂

行

に

伴

う

裁

量

権

の

拡

大

優

先

的

な

抜

擢

・

登

用

・

昇

進

能

力

・

成

果

に

見

合
っ

た

賃

金

水

準

の

提

示

労

働

時

間

の

短

縮

や

働

き

方

の

柔

軟

化

有

給

休

暇

の

取

得

促

進

経

営

戦

略

情

報
、

部

門

・

職

場

で

の

目

標

の

共

有

化
、

浸

透

促

進

兼

業

・

副

業

の

許

可
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そ

の
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無
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答

合計

問２７－付問６．高度専門人材の多様化が進んだことで生じた変化は、ＡとＢのどちらが近いですか。

①　Ａ．新たな価値観やアイデアが生まれるきっかけとなった　／　Ｂ．新たな価値観やアイデアが生まれるきっかけになったとはいえない

問２７－付問６．高度専門人材の多様化が進んだことで生じた変化は、ＡとＢのどちらが近いですか。

②　Ａ．異なる価値観等により、社員間の衝突が増えた　／　Ｂ．異なる価値観等により、社員間の衝突が増えたとはいえない

問２８－付問１．高度専門人材の特性を勘案し、通常の従業員とは異なる雇用管理として、別途実施している内容についてお答えください。（ＭＡ）

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

【高度外国人】

問２８．高度専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。日本人と高度外国人に峻別して、それぞれお答えください。

【高度日本人】　Ａ．高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用管理を別途している　／　Ｂ．通常の従業員と同様の雇用管理をしており、別途特別な対応はしていない

問２８－付問１．高度専門人材の特性を勘案し、通常の従業員とは異なる雇用管理として、別途実施している内容についてお答えください。（ＭＡ）

【高度日本人】

問２８．高度専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。日本人と高度外国人に峻別して、それぞれお答えください。

【高度外国人】　Ａ．高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用管理を別途している　／　Ｂ．通常の従業員と同様の雇用管理をしており、別途特別な対応はしていない

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表
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②　海外市場で稼ぐ力が向上した
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④　社員のモチベーションが向上した
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②年齢

③国籍

④専門分野

⑤職種

問２７．貴社における高度専門人材　について、５年前と比較した状況をお答えください。また、高度専門人材に関する５年先の見通しも教えてください。

問２７－付問４．性別、年齢、国籍、専門分野、職種等といった様々な観点から５年前と比較し、貴社の高度専門人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年先の社内人材の多様化は、現在
と比較し進むと思いますか。

問２７－付問５．高度専門人材において多様化が進んだ事項について、当てはまるものをお答えください。

問２７－付問１．現在、貴社における高度専門人材は、どのような仕事をしていますか。（ＭＡ）

問２７－付問２．５年前と現在を比較し、貴社における高度専門人材の活用により、以下のような効果がありましたか。

①　イノベーションが促進された（新製品の開発、大幅に改善
された生産工程、新しいマーケティング方法、新たな業務慣行
の導入等）

問２７－付問３．高度専門人材について、企業内部で長期的に育成したか、企業外部から獲得したかお答えください。

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。
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が
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問２９．貴社の業務遂行に当たって、いわゆる正社員、限定正社員、非正社員といった多様な人材の能力が、十分に発揮されていると感じますか。

Ａ．十分な能力が発揮されている　／　Ｂ．十分な能力の発揮に向けて課題がある

問２９－付問１．多様な人材の能力を十分に発揮させるための働き方の工夫として重要だと考える取組をお答えください。（ＭＡ）

問３１－付問１．昇進が遅くなっている理由として、当てはまるものをお答えください。（ＭＡ）

問３０．正社員に占める管理職比率はどれくらいですか。

問３１．管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピード）は、５年前と現在を比較し、どのような傾向にありますか。

①課長（相当）職

問３１．管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピード）は、５年前と現在を比較し、どのような傾向にありますか。

②部長（相当）職
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問２９．貴社の業務遂行に当たって、いわゆる正社員、限定正社員、非正社員といった多様な人材の能力が、十分に発揮されていると感じますか。

Ａ．十分な能力が発揮されている　／　Ｂ．十分な能力の発揮に向けて課題がある

問２９－付問１．多様な人材の能力を十分に発揮させるための働き方の工夫として重要だと考える取組をお答えください。（ＭＡ）

問３１－付問１．昇進が遅くなっている理由として、当てはまるものをお答えください。（ＭＡ）

問３０．正社員に占める管理職比率はどれくらいですか。

問３１．管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピード）は、５年前と現在を比較し、どのような傾向にありますか。

①課長（相当）職

問３１．管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピード）は、５年前と現在を比較し、どのような傾向にありますか。

②部長（相当）職

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査）』  集計結果表

合

計

行
っ

て

い

る

導

入

を

検

討

中

行
っ

て

お

ら

ず

導

入

予

定

も

な

い

無

回

答

合計

合

計

採

用

時

点

入

社

か

ら

５

年

未

満

入

社

か

ら

５

年

以

上

１

０

年

未

満

入

社

か

ら

１

０

年

以

上 無

回

答

合計

合

計

多

様

な

経

験

を

積

ま

せ

る

た

め

の

優

先

的

な

配

置

転

換
（

国

内

転

勤

含

む
）

を

す

る

特

別

な

プ

ロ

ジ
ェ

ク

ト

や

中

枢

部

門

へ

の

配

置

な

ど

重

要

な

仕

事

の

経

験

を

積

ま

せ

る

海

外

で

の

勤

務

経

験

を

優

先

的

に

積

ま

せ

る

選

抜

型

研

修

に

優

先

的

に

参

加

さ

せ

る 経

営

実

務

に

関

す

る

知

識

を

積

極

的

に

習

得

さ

せ

る

他

社

と

の

人

材

交

流

の

機

会

を

積

極

的

に

提

供

す

る

国

外

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

国

内

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

優

先

的

に

自

己

啓

発

の

費

用

負

担

を

す

る

そ

の

他

（

左

記

の

中

で
）

実

施

し

て

い

る

も

の

は

な

い

無

回

答

早期選抜者

一般的な管理職

合

計

従

業

員

間

の

差

異

（

ば

ら

つ

き
）

が

大

き

く

な
っ

た

変

わ

ら

な

い

従

業

員

間

で

均

質

化

し

た

無

回

答

合計

合

計

事

業

展

開

の

不

確

実

性

の

高

ま

り

に

伴

い
、

管

理

職

の

計

画

的

・

系

統

的

育

成

が

困

難

に

な
っ

て

い

る バ

ブ

ル

期

入

社

世

代

に

お

い

て
、

管

理

職

の

ポ

ス

ト

数

が

不

足

し

て

い

る

ラ

イ

ン

管

理

職

に

な

れ

な

か
っ

た

人

材

の

有

効

活

用

や

モ

チ

ベ
ー

シ
ョ

ン

維

持

が

難

し

い

組

織

の

フ

ラ
ッ

ト

化
（

昇

進

階

段

の

減

少
）

に

伴

い
、

就

労

意

欲

や

帰

属

意

識

が

維

持

し

に

く

い

過

去

に

行
っ

た

採

用

抑

制

に

伴

い
、

管

理

職

の

人

数

確

保

が

困

難

な

世

代

が

あ

る

世

代

等

に

よ

り

管

理

職

候

補

者

の

能

力

・

資

質

に

ム

ラ

が

あ

る
（

質

的

確

保

が

困

難

な

世

代

が

あ

る
）

管

理

職

に

就

く

こ

と

を

希

望

し

な

い

若

年

者

が

増

え

て

い

る

転

勤

の

敬

遠

等

で

管

理

職

要

件

を

満

た

せ

な

い

者

が

増

え

て

い

る

メ

ン

タ

ル

ヘ

ル

ス

上

や

健

康

上
、

あ

る

い

は

親

の

介

護

等

の

問

題

を

抱

え

る

管

理

職

が

増

え

て

い

る

社

内

人

材

の

多

様

性

が

進

み
、

管

理

職

に

求

め

ら

れ

る

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

能

力

の

水

準

が

高

ま
っ

た

結

果
、

管

理

職

の

業

務

負

担

が

増

え

て

い

る

そ

の

他

無

回

答

合計

問３３．５年前と現在を比較し、管理職への登用のタイミングに関する従業員間の差異について、どのような傾向にありますか。

問３４．管理職の育成・登用上、近年感じている課題は何ですか。（ＭＡ）

問３２．将来の管理職や経営幹部の育成を目的にした「早期選抜」を行っていますか。

問３２－付問１．対象者をいつ頃、選定していますか。

問３２－付問２．早期選抜者に実施している育成メニューは何ですか。一般的な管理職（候補者含む）を対象に行っているものと合わせて教えてください。（ＭＡ）
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単純集計表 
【労働者調査】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

統計利用上の注意

１．上段には実数、下段には構成比を掲載した。

２．―は回答者がないもの。

３．構成比は、表章単位未満を四捨五入してあるので、内容の合計が総計に一致しないこと

もある。

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 137 －

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査）』  集計結果表

合

計

男

性

女

性

無

回

答

合計

合

計

日

本

日

本

以

外

無

回

答

合計

合

計

１

５
～

２

４

歳

２

５
～

２

９

歳

３

０
～

３

４

歳

３

５
～

３

９

歳

４

０
～

４

４

歳

４

５
～

４

９

歳

５

０
～

５

４

歳

５

５
～

５

９

歳

６

０
～

６

４

歳

６

５
～

６

９

歳

７

０

歳

以

上

無

回

答

合計

合

計

い

る

い

な

い

無

回

答

合計

合

計

無

職

有

職

無

回

答

合計

合

計

正

社

員

非

正

社

員

そ

れ

以

外

（

自

営

業

等
）

無

回

答

合計

合

計

３

歳

未

満

３

歳

以

上
、

小

学

校

就

学

前 小

学

生

中

学

生

高

校

生

以

上

子

供

は

い

な

い 無

回

答

合計

合

計

い

る
（

同

居

し

て

い

る
）

い

る
（

別

居

し

て

い

る
）

い

な

い

無

回

答

合計

問５．現在一緒に住んでいるご家族のなかに、次のようなお子さんがいますか。（ＭＡ）

問６．ご家族の中に、現在介護・介助が必要な方がいますか。（ＭＡ）

問４－付問２．配偶者の就業形態は何ですか。

問４．配偶者はいますか。

問４－付問１．配偶者の方は仕事をしていますか。

問１．あなたの性別は何ですか。

問２．あなたの国籍はどこですか。

問３．ご自身の満年齢をご記入ください。
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査）』  集計結果表

合

計

中

学

校

卒

高

等

学

校

卒

専

修

・

各

種

学

校

卒 短

大

・

高

専

卒

四

年

制

大

学

卒

大

学

院
（

修

士

課

程

修

了
）

大

学

院
（

博

士

課

程

修

了
）

大

学

院
（

専

門

職

学

位

課

程

修

了
）

無

回

答

合計

合

計

罹

患

し

て

い

る

罹

患

し

て

い

な

い

無

回

答

合計

合

計

９

９

人

以

下

１

０

０
～

２

９

９

人

３

０

０
～

９

９

９

人

１

，

０

０

０
～

９

，

９

９

９

人

１

万

人

以

上

無

回

答

合計

合

計

鉱

業
、

採

石

業
、

砂

利

採

取

業

建

設

業

製

造

業

電

気

・

ガ

ス

・

熱

供

給

・

水

道

業

情

報

通

信

業

運

輸

業
、

郵

便

業

卸

売

業
、

小

売

業

金

融

業
、

保

険

業

不

動

産

業
、

物

品

賃

貸

業

学

術

研

究
、

専

門

・

技

術

サ
ー

ビ

ス

業

宿

泊

業
、

飲

食

サ
ー

ビ

ス

業

生

活

関

連

サ
ー

ビ

ス

業
、

娯

楽

業

教

育
、

学

習

支

援

業

医

療
、

福

祉

複

合

サ
ー

ビ

ス

事

業

（

郵

便

局
、

協

同

組

合

な

ど
）

サ
ー

ビ

ス

業
（

他

に

分

類

さ

れ

な

い

も

の
）

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

管

理

職
（

リ
ー

ダ
ー

職

を

含

む
）

事

務

職
（

一

般

事

務

等
）

事

務

系

専

門

職

（

市

場

調

査
、

財

務
、

貿

易

・

翻

訳

等
）

技

術

系

専

門

職

（

研

究

開

発
、

設

計
、

Ｓ

Ｅ

等
）

医

療

・

福

祉

関

係

専

門

職

教

育

関

係

専

門

職

営

業

職

販

売

職

接

客

・

サ
ー

ビ

ス

職 保

安

職

製

造

・

生

産

工

程

職 輸

送

・

機

械

運

転

職 建

設

・

採

掘

職

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

役

職

な

し
（

一

般

社

員
）

係

長

・

主

任

相

当

職

課

長

・

課

長

相

当

職

部

長

・

部

長

相

当

職

以

上

無

回

答

合計

合

計

あ

る
（

登

用

さ

れ

た

経

験

が

あ

る
）

な

い

無

回

答

合計

問７．あなたの最終学歴をお答え下さい（在学中及び中退は卒業に含みません）。

問８．働きながら定期的に医療機関への通院を要するような病気（経過観察を含む。）を罹患していますか。

問９．勤め先企業の従業員規模（会社全体）は、どのくらいですか。

問１０．勤め先企業の業種は何ですか。

問１１．勤め先企業でのあなたの仕事・職種は、次のどれにあたりますか。

問１２．勤め先企業でのあなたの役職は、次のどれに当たりますか。

問１３．勤め先企業で非正社員から正社員に登用された経験はありますか。
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査）』  集計結果表

合

計

中

学

校

卒

高

等

学

校

卒

専

修

・

各

種

学

校

卒 短

大

・

高

専

卒

四

年

制

大

学

卒

大

学

院
（

修

士

課

程

修

了
）

大

学

院
（

博

士

課

程

修

了
）

大

学

院
（

専

門

職

学

位

課

程

修

了
）

無

回

答

合計

合

計

罹

患

し

て

い

る

罹

患

し

て

い

な

い

無

回

答

合計

合

計

９

９

人

以

下

１

０

０
～

２

９

９

人

３

０

０
～

９

９

９

人

１

，

０

０

０
～

９

，

９

９

９

人

１

万

人

以

上

無

回

答

合計

合

計

鉱

業
、

採

石

業
、

砂

利

採

取

業

建

設

業

製

造

業

電

気

・

ガ

ス

・

熱

供

給

・

水

道

業

情

報

通

信

業

運

輸

業
、

郵

便

業

卸

売

業
、

小

売

業

金

融

業
、

保

険

業

不

動

産

業
、

物

品

賃

貸

業

学

術

研

究
、

専

門

・

技

術

サ
ー

ビ

ス

業

宿

泊

業
、

飲

食

サ
ー

ビ

ス

業

生

活

関

連

サ
ー

ビ

ス

業
、

娯

楽

業

教

育
、

学

習

支

援

業

医

療
、

福

祉

複

合

サ
ー

ビ

ス

事

業

（

郵

便

局
、

協

同

組

合

な

ど
）

サ
ー

ビ

ス

業
（

他

に

分

類

さ

れ

な

い

も

の
）

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

管

理

職
（

リ
ー

ダ
ー

職

を

含

む
）

事

務

職
（

一

般

事

務

等
）

事

務

系

専

門

職

（

市

場

調

査
、

財

務
、

貿

易

・

翻

訳

等
）

技

術

系

専

門

職

（

研

究

開

発
、

設

計
、

Ｓ

Ｅ

等
）

医

療

・

福

祉

関

係

専

門

職

教

育

関

係

専

門

職

営

業

職

販

売

職

接

客

・

サ
ー

ビ

ス

職 保

安

職

製

造

・

生

産

工

程

職 輸

送

・

機

械

運

転

職 建

設

・

採

掘

職

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

役

職

な

し
（

一

般

社

員
）

係

長

・

主

任

相

当

職

課

長

・

課

長

相

当

職

部

長

・

部

長

相

当

職

以

上

無

回

答

合計

合

計

あ

る
（

登

用

さ

れ

た

経

験

が

あ

る
）

な

い

無

回

答

合計

問７．あなたの最終学歴をお答え下さい（在学中及び中退は卒業に含みません）。

問８．働きながら定期的に医療機関への通院を要するような病気（経過観察を含む。）を罹患していますか。

問９．勤め先企業の従業員規模（会社全体）は、どのくらいですか。

問１０．勤め先企業の業種は何ですか。

問１１．勤め先企業でのあなたの仕事・職種は、次のどれにあたりますか。

問１２．勤め先企業でのあなたの役職は、次のどれに当たりますか。

問１３．勤め先企業で非正社員から正社員に登用された経験はありますか。

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査）』  集計結果表

合

計

現

在
～

１

年

前

１

年

超
～

３

年

前

３

年

超
～

６

年

前

６

年

超
～

１

０

年

前

１

０

年

超

前

無

回

答

合計

合

計

変

わ

ら

な

い

登

用

前

の

業

務

に
、

新

し

い

業

務

が

加

わ
っ

た

登

用

前

と

全

く

異

な

る

業

務

に

従

事

し

て

い

る

無

回

答

合計

合

計

勤

続

期

間

職

場

の

上

司

の

推

薦

人

事

評

価

に

お

け

る

一

定

以

上

の

評

価

実

績 職

務

遂

行

能

力

・

ス

キ

ル

特

定

の

資

格

の

保

有

登

用

試

験

の

結

果

能

力

開

発

に

対

す

る

積

極

性

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

３

割

以

上

増

加

し

た

１

割

以

上
～

３

割

未

満

増

加

し

た

１

割

未

満

増

加

し

た

変

わ

ら

な

い

減

少

し

た

無

回

答

合計

合

計

い

わ

ゆ

る

正

社

員
（

勤

務

地
、

職

務
、

勤

務

時

間

が

い

ず

れ

も

限

定

さ

れ

て

い

な

い

正

社

員
）

限

定

正

社

員
（

い

わ

ゆ

る

正

社

員

と

比

較

す

る

と
、

勤

務

地
、

職

務
、

労

働

時

間

等

が

限

定

さ

れ

て

い

る

正

社

員
）

無

回

答

合計

合

計

職

務

が

限

定

さ

れ

て

い

る

勤

務

地

が

限

定

さ

れ

て

い

る

（

転

勤

が

制

限

さ

れ

て

い

る
）

所

定

内

労

働

時

間

が

短

縮

さ

れ

て

い

る

残

業

が

制

限

さ

れ

て

い

る

出

勤

日

数

が

短

縮

さ

れ

て

い

る そ

の

他

無

回

答

合計

問１３－付問１．正社員に登用されたのは、いつ頃ですか。

問１３－付問２．正社員に登用された前後を比較した場合、仕事内容に変化はありましたか。

問１３－付問３．正社員に登用される際に、あなたが勤め先企業より評価されたと思う事柄はなんですか。（ＭＡ）

問１３－付問４．正社員への転換前と転換後の年収（賞与を含む。）を比較した際の増減について、お答えください。

問１４．勤め先企業での働き方は、次のどれに当たりますか。

問１４－付問１．（限定正社員の方のみにお伺いします）具体的に、限定正社員としてあなたが「限定されている事柄」は、以下のどれに当たりますか。（ＭＡ）
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査）』  集計結果表

合

計

新

卒

採

用

中

途

採

用

無

回

答

合計

合

計

１

年

未

満

１
～

５

年

未

満

５
～

１

０

年

未

満

１

０
～

２

０

年

未

満

２

０
～

３

０

年

未

満

３

０
～

４

０

年

未

満

４

０

年

以

上

無

回

答

合計

合

計

通

常

の

勤

務

時

間

制

度

フ

レ
ッ

ク

ス

タ

イ

ム
（

一

定

の

時

間

内

で

始

業

・

終

業

時

刻

を

自

分

で

調

整

で

き

る

も

の

で

す
）

変

形

労

働

時

間

制
（

一

定

の

期

間

だ

け

勤

務

時

間

が

異

な

る

も

の

で

す
）

交

替

制
（

昼

シ

フ

ト
、

夜

シ

フ

ト

な

ど
）

裁

量

労

働

制

事

業

場

外

労

働

の

み

な

し

労

働

時

間

制
（

営

業

職

な

ど

会

社

の

外

で

仕

事

を

し
、

働

い

た

時

間

を

は
っ

き

り

計

算

で

き

な

い

場

合

に

使

わ

れ

る

も

の

で

す
）

時

間

管

理

な

し
（

裁

量

労

働

制

・

み

な

し

労

働

時

間

以

外

で
、

管

理

職

な

ど

の

場

合
）

無

回

答

合計

合

計

実

施

し

た

実

施

し

て

い

な

い

企

業

に

実

施

が

認

め

ら

れ

て

い

な

い

無

回

答

①副業・兼業

②テレワーク

合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

①現行の処遇制度

②希望する処遇制度

合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

①労働生産性（時間あたりの成果）

②仕事に対するモチベーション

③仕事に対するストレス

④あなた自身の能力開発への意欲

⑤あなたの職場における能力開発への取組・支援体制

合

計

１

０

０

万

円

未

満

１

０

０
～

２

０

０

万

円

未

満

２

０

０
～

３

０

０

万

円

未

満

３

０

０
～

４

０

０

万

円

未

満

４

０

０
～

５

０

０

万

円

未

満

５

０

０
～

６

０

０

万

円

未

満

６

０

０
～

７

０

０

万

円

未

満

７

０

０
～

８

０

０

万

円

未

満

８

０

０
～

９

０

０

万

円

未

満

９

０

０
～

１

０

０

０

万

円

未

満

１

０

０

０

万

円

以

上 無

回

答

合計

問１８．昨年１年間において、主な仕事以外に収入を伴う労働（副業・兼業）や、テレワーク（在宅勤務やモバイルワーク等）をしましたか。

問１９．勤め先企業の処遇制度は、どれに近いと思いますか。また、今後あなたが希望する処遇制度についても教えてください。

問２０．あなたは、以下の事項について、５年前と現在を比較すると、次のどれに当たりますか。

問２１．あなた御自身の仕事から得られる年収（税引前の数値）について、お答えください。

問１５．勤め先企業に就職する際の採用は以下のどちらに該当しますか。

問１６．勤め先企業での勤続年数は何年ですか。

問１７．勤め先企業でのあなたの勤務時間制度は、次のどれに当たりますか。
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査）』  集計結果表

合

計

新

卒

採

用

中

途

採

用

無

回

答

合計

合

計

１

年

未

満

１
～

５

年

未

満

５
～

１

０

年

未

満

１

０
～

２

０

年

未

満

２

０
～

３

０

年

未

満

３

０
～

４

０

年

未

満

４

０

年

以

上

無

回

答

合計

合

計

通

常

の

勤

務

時

間

制

度

フ

レ
ッ

ク

ス

タ

イ

ム
（

一

定

の

時

間

内

で

始

業

・

終

業

時

刻

を

自

分

で

調

整

で

き

る

も

の

で

す
）

変

形

労

働

時

間

制
（

一

定

の

期

間

だ

け

勤

務

時

間

が

異

な

る

も

の

で

す
）

交

替

制
（

昼

シ

フ

ト
、

夜

シ

フ

ト

な

ど
）

裁

量

労

働

制

事

業

場

外

労

働

の

み

な

し

労

働

時

間

制
（

営

業

職

な

ど

会

社

の

外

で

仕

事

を

し
、

働

い

た

時

間

を

は
っ

き

り

計

算

で

き

な

い

場

合

に

使

わ

れ

る

も

の

で

す
）

時

間

管

理

な

し
（

裁

量

労

働

制

・

み

な

し

労

働

時

間

以

外

で
、

管

理

職

な

ど

の

場

合
）

無

回

答

合計

合

計

実

施

し

た

実

施

し

て

い

な

い

企

業

に

実

施

が

認

め

ら

れ

て

い

な

い

無

回

答

①副業・兼業

②テレワーク

合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

①現行の処遇制度

②希望する処遇制度

合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

①労働生産性（時間あたりの成果）

②仕事に対するモチベーション

③仕事に対するストレス

④あなた自身の能力開発への意欲

⑤あなたの職場における能力開発への取組・支援体制

合

計

１

０

０

万

円

未

満

１

０

０
～

２

０

０

万

円

未

満

２

０

０
～

３

０

０

万

円

未

満

３

０

０
～

４

０

０

万

円

未

満

４

０

０
～

５

０

０

万

円

未

満

５

０

０
～

６

０

０

万

円

未

満

６

０

０
～

７

０

０

万

円

未

満

７

０

０
～

８

０

０

万

円

未

満

８

０

０
～

９

０

０

万

円

未

満

９

０

０
～

１

０

０

０

万

円

未

満

１

０

０

０

万

円

以

上 無

回

答

合計

問１８．昨年１年間において、主な仕事以外に収入を伴う労働（副業・兼業）や、テレワーク（在宅勤務やモバイルワーク等）をしましたか。

問１９．勤め先企業の処遇制度は、どれに近いと思いますか。また、今後あなたが希望する処遇制度についても教えてください。

問２０．あなたは、以下の事項について、５年前と現在を比較すると、次のどれに当たりますか。

問２１．あなた御自身の仕事から得られる年収（税引前の数値）について、お答えください。

問１５．勤め先企業に就職する際の採用は以下のどちらに該当しますか。

問１６．勤め先企業での勤続年数は何年ですか。

問１７．勤め先企業でのあなたの勤務時間制度は、次のどれに当たりますか。

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査）』  集計結果表

合

計

満

足

し

て

い

る ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

①仕事全体

②労働時間

③賃金

④休日・休暇

⑤仕事の内容

⑥仕事の量

⑦職場でのコミュニケーション

⑧能力開発の機会

合

計

現

在

の

会

社

で

働

き

続

け

た

い

転

職

し

た

い

起

業

し

た

い

専

業

主

婦

・

主

夫

に

な

り

た

い

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

管

理

職

に

昇

進

し

た

い

と

思

わ

な

い

管

理

職

以

上
（

役

員

含

む
）

に

昇

進

し

た

い
（

す

で

に

現

在
、

管

理

職

の

方

は

そ

れ

以

上

の

ポ

ス

ト

へ

の

昇

進
）

無

回

答

合計

合

計

責

任

が

重

く

な

る

や

る

べ

き

仕

事

が

増

え
、

長

時

間

労

働

に

な

る

部

下

を

管

理

・

指

導

で

き

る

自

信

が

な

い

現

在

の

職

務

内

容

で

働

き

続

け

た

い

仕

事

と

育

児

の

両

立

が

困

難

に

な

る

仕

事

と

介

護

の

両

立

が

困

難

に

な

る

仕

事

と

病

気

治

療

の

両

立

が

困

難

に

な

る

賃

金

が

減

少

す

る

賃

金

が

上

が

る

が
、

職

責

に

見

合
っ

た

金

額

が

払

わ

れ

な

い 周

り

に

同

性

の

管

理

職

が

い

な

い
（

例

：

回

答

者

が

女

性

で
、

周

り

に

女

性

管

理

職

が

い

な

い

等
）

自

分

の

雇

用

区

分
（

例

：

一

般

職

等
）

で

は

昇

進

可

能

性

が

な

い

定

年

が

近

い

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

や

り

が

い

の

あ

る

仕

事

が

で

き

る

仕

事

の

裁

量

度

が

高

ま

る

部

下

を

管

理

・

指

導

す

る

能

力

を

向

上

さ

せ

た

い

賃

金

が

上

が

る

こ

れ

ま

で

十

分

会

社

に

貢

献

し

た

自

分

の

年

齢

・

勤

続

で

は

昇

進

す

る

の

が

当

然

だ

か

ら 家

族

か

ら

昇

進

を

期

待

さ

れ

て

い

る

自

分

の

雇

用

区

分
（

例

：

総

合

職

採

用
）

で

は

昇

進

す

る

の

が

普

通

そ

の

ポ

ス

ト

の

ス

テ
ー

タ

ス

に

魅

力

が

あ

る

そ

の

ポ

ス

ト

に

目

標

と

な

る

者

が

い

る

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

多

様

な

経

験

を

積

ま

せ

る

た

め

の

優

先

的

な

配

置

転

換

（

国

内

転

勤

含

む
）

を

す

る

海

外

で

の

勤

務

経

験

を

優

先

的

に

積

ま

せ

る

経

営

実

務

に

関

す

る

知

識

を

積

極

的

に

習

得

さ

せ

る

国

外

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

優

先

的

に

自

己

啓

発

の

費

用

負

担

を

す

る

特

別

な

プ

ロ

ジ
ェ

ク

ト

や

中

枢

部

門

へ

の

配

置

な

ど

重

要

な

仕

事

の

経

験

を

積

ま

せ

る

選

抜

型

研

修

に

優

先

的

に

参

加

さ

せ

る

他

社

と

の

人

材

交

流

の

機

会

を

積

極

的

に

提

供

す

る

国

内

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

そ

の

他

無

回

答

合計

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

問２３－付問３．管理職以上（役員含む）の昇進を希望する理由は何ですか。（上位５つ）

問２３－付問４．管理職を希望する人材の能力開発という観点から、あなたが重要だと思う企業側の取組は何ですか。（上位３つ）

問２３．今後、どのような職業生活をおくりたいと思いますか。

問２３－付問１．現在勤め先企業で、今後とも働き続けると仮定した場合、以下のどこまで昇進したいと思っていますか。

問２３－付問２．管理職への昇進を望まない理由は何ですか。（上位５つ）
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査）』  集計結果表

合

計

希

望

す

る

可

能

性

が

あ

る

希

望

す

る

こ

と

は

な

い

無

回

答

合計

合

計

仕

事

と

育

児

の

両

立

仕

事

と

介

護

の

両

立

仕

事

と

病

気

治

療

の

両

立

余

暇

時

間

を

大

切

に

し

た

い

職

務

を

限

定

し

て

専

門

性

を

高

め

た

い

職

務

を

限

定

し

た

方

が

今

後

の

キ
ャ

リ

ア

設

計

を

し

や

す

い

賃

金

が

上

が

る

定

年

が

近

い

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

賃

金

が

低

下

す

る

昇

進

が

遅

れ

る

多

様

な

経

験

を

通

じ

て
、

能

力

を

向

上

さ

せ

た

い

結

婚

し

て

子

供

が

い

る

蓋

然

性

が

低

い

親

が

介

護

を

要

す

る

よ

う

に

な
っ

て

い

る

蓋

然

性

が

低

い

職

務

を

限

定

し

専

門

性

を

向

上

さ

せ

て

も
、

そ

れ

に

見

合
っ

た

額

の

賃

金

が

払

わ

れ

な

い

職

務

を

限

定

す

る

と
、

キ
ャ

リ

ア

設

計

も

限

定

さ

れ

る

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

な

い

あ

る

限

定

正

社

員

が

い

な

い

無

回

答

合計

合

計

合

理

的

な

賃

金

差

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

合

理

的

な

昇

進

ス

ピ
ー

ド

の

差

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い 限

定

正

社

員

の

就

労

状

況

に

配

慮

す

る

た

め
、

自

身

の

計

画

的

な

休

暇

が

取

得

し

づ

ら

く

な
っ

た

労

働

時

間

と

比

較

し

て
、

業

務

量

が

過

大

に

な
っ

た

限

定

正

社

員

以

外

の

社

員

の

転

勤

が

増

え

た

限

定

正

社

員

以

外

の

社

員

の

望

ま

な

い

配

置

転

換

が

増

え

た

職

務

内

容

が

限

定

さ

れ

た

従

業

員

に

対

す

る

仕

事

の

割

振

り

や

調

整

が

難

し

く

な
っ

た

い

わ

ゆ

る

正

社

員

と

限

定

正

社

員

と

の

間

の

転

換

制

度

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

な

い

あ

る

無

回

答

合計

問２４－付問１．限定正社員を希望する可能性がある理由は何ですか。（上位３つ）

問２４－付問２．限定正社員を希望しない理由は何ですか。（上位３つ）

問２５．勤め先企業における限定正社員と、御自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたことがありますか。

問２４．今後、５年先を見据えて、限定正社員といった働き方を希望する可能性があると思いますか。現在の勤め先企業における限定正社員といった働き方の導入の有無に
かかわらず、今後の意向を教えてください。

問２５－付問１．不満を感じた具体的な事柄について、教えてください。（ＭＡ）

問２６．勤め先企業における、いわゆる正社員と御自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたことがあります。
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合

計

不

合

理

な

賃

金

差

が

あ

る

不

合

理

な

昇

進

ス

ピ
ー

ド

の

差

が

あ

る

短

時

間

労

働

し

か

で

き

な

い

中
、

締

切

ま

で

に

十

分

な

余

裕

の

な

い

仕

事

発

注

が

多

い

労

働

時

間

と

比

較

し

て
、

業

務

量

が

過

大

に

な
っ

た

共

有

が

し
っ

か

り

と

な

さ

れ

な

い

情

報

が

多

い

い

わ

ゆ

る

正

社

員

と

限

定

正

社

員

と

の

間

の

転

換

制

度

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

限

定

し

た

職

務

内

容

以

外

の

業

務

を

手

伝

う

よ

う

に

発

注

・

指

示

さ

れ

る

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

６

０

歳

未

満

６

０

歳
～

６

５

歳

未

満

６

５

歳
～

７

０

歳

未

満

７

０

歳
～

７

５

歳

未

満

健

康

で

あ

る

限

り
、

で

き

る

だ

け

長

く

無

回

答

合計

合

計

新

し

く

は

じ

め

た

い

機

会

・

時

間

を

増

や

し

た

い

機

会

・

時

間

を

減

ら

し

た

い

す

る

つ

も

り

は

な

い

無

回

答

合計

合

計

収

入

を

増

や

し

た

い

か

ら

組

織

外

の

知

識

や

技

術

を

積

極

的

に

取

り

込

む

た

め
（

オ
ー

プ

ン

・

イ

ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン

を

重

視
）

様

々

な

分

野

に

お

け

る

人

脈

を

構

築

し

た

い

か

ら

自

分

が

活

躍

で

き

る

場

を

広

げ

た

い

か

ら

起

業

し

た

い

か

ら

転

職

し

た

い

か

ら

時

間

に

ゆ

と

り

が

で

き

た

か

ら

仕

事

を

頼

ま

れ
、

断

り

切

れ

な

か
っ

た

か

ら

職

場

の

上

司

や

同

僚

が

副

業

・

兼

業

を

は

じ

め

た

か

ら

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

現

在

の

収

入

で

十

分

生

活

で

き

る

か

ら

組

織

内

の

知

識

や

技

術

の

漏

え

い

が

懸

念

さ

れ

る

た

め
（

ク

ロ
ー

ズ

ド

・

イ

ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン

を

重

視
）

過

重

労

働

と

な

り
、

本

業

に

支

障

を

き

た

す

た

め

家

族

や

友

人

と

過

ご

す

時

間

を

重

視

す

る

た

め

勤

め

先

企

業

で

禁

止

さ

れ

て

い

る

か

ら

勤

め

先

企

業

に

お

け

る

諸

手

続

が

煩

雑

だ

か

ら

従

業

員

が

副

業

・

兼

業

を

す

る

社

風

が

醸

成

さ

れ

て

い

な

い

職

場

の

他

の

従

業

員

の

業

務

負

担

が

増

大

す

る

懸

念

が

あ

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

合計

問２６－付問１．不満を感じた具体的な事柄について、教えてください。（ＭＡ）

問２８－付問２．副業・兼業を望まない理由はなんですか。（上位３つ）

問２７．あなたは、何歳まで就労を続けたいと考えていますか。現在の勤め先企業における定年制度の有無や内容にかかわらず、ご自身の意向について教えてください。

問２８．今後、５年先を見据えた際、主な仕事以外に収入を伴う労働（副業・兼業）をしたいと思いますか。また、すでに副業・兼業をされている方は、その機会や割く時間を増やしたいと思い
ますか。

問２８－付問１．副業・兼業を望む理由はなんですか。（上位３つ）

『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査）』  集計結果表

合

計

希

望

す

る

可

能

性

が

あ

る

希

望

す

る

こ

と

は

な

い

無

回

答

合計

合

計

仕

事

と

育

児

の

両

立

仕

事

と

介

護

の

両

立

仕

事

と

病

気

治

療

の

両

立

余

暇

時

間

を

大

切

に

し

た

い

職

務

を

限

定

し

て

専

門

性

を

高

め

た

い

職

務

を

限

定

し

た

方

が

今

後

の

キ
ャ

リ

ア

設

計

を

し

や

す

い

賃

金

が

上

が

る

定

年

が

近

い

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

賃

金

が

低

下

す

る

昇

進

が

遅

れ

る

多

様

な

経

験

を

通

じ

て
、

能

力

を

向

上

さ

せ

た

い

結

婚

し

て

子

供

が

い

る

蓋

然

性

が

低

い

親

が

介

護

を

要

す

る

よ

う

に

な
っ

て

い

る

蓋

然

性

が

低

い

職

務

を

限

定

し

専

門

性

を

向

上

さ

せ

て

も
、

そ

れ

に

見

合
っ

た

額

の

賃

金

が

払

わ

れ

な

い

職

務

を

限

定

す

る

と
、

キ
ャ

リ

ア

設

計

も

限

定

さ

れ

る

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

な

い

あ

る

限

定

正

社

員

が

い

な

い

無

回

答

合計

合

計

合

理

的

な

賃

金

差

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

合

理

的

な

昇

進

ス

ピ
ー

ド

の

差

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い 限

定

正

社

員

の

就

労

状

況

に

配

慮

す

る

た

め
、

自

身

の

計

画

的

な

休

暇

が

取

得

し

づ

ら

く

な
っ

た

労

働

時

間

と

比

較

し

て
、

業

務

量

が

過

大

に

な
っ

た

限

定

正

社

員

以

外

の

社

員

の

転

勤

が

増

え

た

限

定

正

社

員

以

外

の

社

員

の

望

ま

な

い

配

置

転

換

が

増

え

た

職

務

内

容

が

限

定

さ

れ

た

従

業

員

に

対

す

る

仕

事

の

割

振

り

や

調

整

が

難

し

く

な
っ

た

い

わ

ゆ

る

正

社

員

と

限

定

正

社

員

と

の

間

の

転

換

制

度

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

な

い

あ

る

無

回

答

合計

問２４－付問１．限定正社員を希望する可能性がある理由は何ですか。（上位３つ）

問２４－付問２．限定正社員を希望しない理由は何ですか。（上位３つ）

問２５．勤め先企業における限定正社員と、御自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたことがありますか。

問２４．今後、５年先を見据えて、限定正社員といった働き方を希望する可能性があると思いますか。現在の勤め先企業における限定正社員といった働き方の導入の有無に
かかわらず、今後の意向を教えてください。

問２５－付問１．不満を感じた具体的な事柄について、教えてください。（ＭＡ）

問２６．勤め先企業における、いわゆる正社員と御自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたことがあります。
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計

合

計

専

門

的

な

知

識

・

技

能

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

能

力

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

能

力

分

析

力

・

思

考

力 創

造

力
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問３４．あなたの職場では、設定した目標の達成に向けて、管理職等からの指導・管理がどの程度の頻度で実施されていますか。

※問33の選択肢「5．目標設定していない」回答者以外が集計対象。

問３０．５年先を見据えた際、どの能力を向上させることが、あなたにとって重要ですか。（上位５つ）

問３１．性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等といった様々な観点から５年前と比較し、勤め先企業における社内人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年
先の社内人材の多様化は、現在と比較し進むと思いますか。

問３２．従業員の労働生産性やモチベーションを高めるため、あなたが重要だと考える企業側の雇用管理の取組は何ですか。（上位５つ）

問３３．あなたの職場では、どのような業務上の目標設定がなされていますか。（ＭＡ）

問２９．現在のあなたの仕事内容について当てはまるものをお答えください。また、５年先を見据えた際、今後目指す職業観として、御自身の希望はどちらが近い
かお答えください。

①現在　Ａ．様々な業務に対応できるゼネラリスト　／　Ｂ．ある分野に特化したスペシャリスト

問２９．現在のあなたの仕事内容について当てはまるものをお答えください。また、５年先を見据えた際、今後目指す職業観として、御自身の希望はどちらが近い
かお答えください。

②５年先　Ａ．様々な業務に対応できるゼネラリストとして働きたい　／　Ｂ．ある分野に特化したスペシャリストとして働きたい
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備

イ

ベ

ン

ト

等

を

開

催

し
、

社

員

同

士

の

交

流

を

促

進

す

る

こ

と

で
、

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

を

向

上

さ

せ

る

仕

事

の

進

め

方

等

に

つ

い

て

気

軽

に

相

談

で

き

る

メ

ン

タ
ー

を

配

置

セ

ミ

ナ
ー

等

を

実

施

し
、

働

き

方

に

関

す

る

従

業

員

の

視

野

を

広

げ

る ３

６

０

度

評

価

の

実

施

等
、

多

様

な

立

場

に

あ

る

評

価

者

の

意

見

が

人

事

評

価

に

盛

り

込

ま

れ

る

よ

う

に

す

る

そ

の

他

特

に

実

施

し

て

い

る

こ

と

は

な

い

無

回

答

合計

合

計

計

画

的

・

系

統

的

な

Ｏ

Ｊ

Ｔ

入

社

・

入

職

時

の

研

修 職

種

・

職

務

別

の

研

修 役

職

別

研

修

資

格

取

得

の

た

め

の

研

修

今

後

の

キ
ャ

リ

ア

形

成

に

関

す

る

研

修

法

令

遵

守
（

コ

ン

プ

ラ

イ

ア

ン

ス
）

の

研

修 そ

の

他

教

育

訓

練

は

特

に

実

施

さ

れ

て

い

な

い

無

回

答

合計

問３７．女性、高齢者、外国人、限定正社員等、職場における人材の多様性が高まる中、多様な人材が活躍するため、あなたが重要だと思う働き方の工夫は何ですか。（上位５つ）

問３８．勤め先企業では、あなたに以下のような教育訓練の適用がありますか。（ＭＡ）

問３６－付問２．テレワークの減少を望む理由はなんですか。（上位３つ）

問３５．あなたの職場における人事評価制度について満足していますか。

問３５－付問．あなたが満足していない理由について、お答えください。（ＭＡ）

問３６．テレワークに関する今後の意向を教えてください。

問３６－付問１．テレワークの増加を望む理由はなんですか。（上位３つ）
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『多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査）』  集計結果表

合

計

積

極

的

に

な
っ

た

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

積

極

的

に

な
っ

た

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

消

極

的

に

な
っ

た

消

極

的

に

な
っ

た

無

回

答

合計

合

計

支

援

が

あ

る 支

援

は

な

い わ

か

ら

な

い 無

回

答

合計

合

計

講

習

会

の

受

講

料

な

ど

の

金

銭

的

な

援

助

就

業

時

間

の

配

慮

社

内

で

の

自

主

的

な

勉

強

会

等

に

対

す

る

援

助

教

育

訓

練

機

関
、

通

信

教

育

等

に

関

す

る

情

報

提

供

教

育

訓

練

休

暇
（

有

給

・

無

給

の

両

方

を

含

む
）

の

付

与

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計

合

計

経

営

ト
ッ

プ

か

ら

の

呼

び

か

け

等

に

よ

り
、

従

業

員

の

能

力

開

発

へ

の

意

欲

を

向

上

さ

せ

る

上

長

等

の

育

成

能

力

や

指

導

意

識

の

向

上 事

業

展

開

の

方

向

性

や

従

業

員

の

Ｋ

Ｐ

Ｉ

に

つ

い

て

認

識

共

有

を

図

り
、

従

業

員

が

今

後

を

見

据

え

て
、

自

主

的

に

能

力

開

発

に

取

り

組

み

や

す

い

環

境

を

整

備 多

様

な

キ
ャ

リ

ア

パ

ス

の

明

確

化

と
、

各

キ
ャ

リ

ア

パ

ス

を

辿

る

た

め

に

求

め

ら

れ

る

資

格

や

能

力

の

明

確

化

人

材

育

成

に

係

る

予

算

を

拡

充

人

事

考

課
（

賃

金
、

昇

進

等

を

含

む
。

）

に

お

い

て
、

従

業

員

の

能

力

開

発

へ

の

取

組

状

況

を

よ

り

評

価

人

事

考

課
（

賃

金
、

昇

進

等

を

含

む
。

）

に

お

い

て
、

部

下

の

育

成

に

積

極

的

な

上

司

を

よ

り

評

価

就

業

時

間

へ

の

配

慮

教

育

訓

練

休

暇
（

有

給
、

無

給

の

両

方

を

含

む
）

の

創

設

・

拡

充

担

当

が

能

力

開

発

に

取

り

組

む

た

め

不

在

に

し

て

も
、

そ

の

間
、

他

の

人

が

仕

事

を

代

替

で

き

る

体

制

づ

く

り

社

員

同

士

の

自

主

的

な

勉

強

会

に

対

す

る

支

援

の

拡

充

国

内

大

学

で

の

学

び

に

対

す

る

支

援

の

拡

充

海

外

大

学

へ

の

留

学

に

対

す

る

支

援

の

拡

充

無

回

答

合計

合

計

行
っ

て

い

る

行
っ

て

い

な

い

無

回

答

合計

Ａ．人事部局が主導する育成の機会を増加させた方がよい　／　Ｂ．現場や社員が主導する育成の機会を増加させた方がよい

問４１．能力開発に関するあなたの考え方は、ＡとＢのどちらに近いですか。

Ａ．ｅラーニング等といったＩＴを活用した育成の機会を増やして欲しい　／　Ｂ．集合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を増やして欲しい

問４２．今後、能力開発を活発に進めていくため、あなたが重要だと考える企業側の支援はなんですか。（上位５つ）

問４３．現在、あなたは自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を行っていますか。

問４１．能力開発に関するあなたの考え方は、ＡとＢのどちらに近いですか。

問３９．あなたの勤め先企業における従業員への能力開発に対する姿勢は、５年前と現在を比較すると、どのように変化しましたか。

問４０．あなたの勤め先企業には、従業員の能力開発に関する何らかの支援がありますか。

問４０－付問１．あなたの勤め先企業における具体的な支援の内容についてお答えください。（ＭＡ）

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 147 －
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合

計

積

極

的

に

な
っ

た

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

積

極

的

に
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っ

た

ど

ち

ら

か

と
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え

ば

消

極

的

に
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っ

た

消

極

的

に

な
っ

た

無

回

答

合計

合

計

支

援

が

あ

る 支

援

は

な

い わ

か

ら

な

い 無

回

答

合計

合

計

講

習

会

の

受

講

料

な

ど

の

金

銭

的

な

援

助

就

業

時

間

の

配

慮

社

内

で

の

自

主

的

な

勉

強

会

等

に

対

す

る

援

助

教

育

訓

練

機

関
、

通

信

教

育

等

に

関

す

る

情

報

提

供

教

育

訓

練

休

暇
（

有

給

・

無

給

の

両

方

を

含

む
）

の

付

与

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合計

合

計

経

営

ト
ッ

プ

か

ら

の

呼

び

か

け

等

に

よ

り
、

従

業

員

の

能

力

開

発

へ

の

意

欲

を

向

上

さ

せ

る

上

長

等

の

育

成

能

力

や

指

導

意

識

の

向

上 事

業

展

開

の

方

向

性

や

従

業

員

の

Ｋ

Ｐ

Ｉ

に

つ

い

て

認

識

共

有

を

図

り
、

従

業

員

が

今

後

を

見

据

え

て
、

自

主

的

に

能

力

開

発

に

取

り

組

み

や

す

い

環

境

を

整

備 多

様

な

キ
ャ

リ

ア

パ

ス

の

明

確

化

と
、

各

キ
ャ

リ

ア

パ

ス

を

辿

る

た

め

に

求

め

ら

れ

る

資

格

や

能

力

の

明

確

化

人

材

育

成

に

係

る

予

算

を

拡

充

人

事

考

課
（

賃

金
、

昇

進

等

を

含

む
。

）

に

お

い

て
、

従

業

員

の

能

力

開

発

へ

の

取

組

状

況

を

よ

り

評

価

人

事

考

課
（

賃

金
、

昇

進

等

を

含

む
。

）

に

お

い

て
、

部

下

の

育

成

に

積

極

的

な

上

司

を

よ

り

評

価

就

業

時

間

へ

の

配

慮

教

育

訓

練

休

暇
（

有

給
、

無

給

の

両

方

を

含

む
）

の

創

設

・

拡

充

担

当

が

能

力

開

発

に

取

り

組

む

た

め

不

在

に

し

て

も
、

そ

の

間
、

他

の

人

が

仕

事

を

代

替

で

き

る

体

制

づ

く

り

社

員

同

士

の

自

主

的

な

勉

強

会

に

対

す

る

支

援

の

拡

充

国

内

大

学

で

の

学

び

に

対

す

る

支

援

の

拡

充

海

外

大

学

へ

の

留

学

に

対

す

る

支

援

の

拡

充

無

回

答

合計

合

計

行
っ

て

い

る

行
っ

て

い

な

い

無

回

答

合計

Ａ．人事部局が主導する育成の機会を増加させた方がよい　／　Ｂ．現場や社員が主導する育成の機会を増加させた方がよい

問４１．能力開発に関するあなたの考え方は、ＡとＢのどちらに近いですか。

Ａ．ｅラーニング等といったＩＴを活用した育成の機会を増やして欲しい　／　Ｂ．集合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を増やして欲しい

問４２．今後、能力開発を活発に進めていくため、あなたが重要だと考える企業側の支援はなんですか。（上位５つ）

問４３．現在、あなたは自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を行っていますか。

問４１．能力開発に関するあなたの考え方は、ＡとＢのどちらに近いですか。

問３９．あなたの勤め先企業における従業員への能力開発に対する姿勢は、５年前と現在を比較すると、どのように変化しましたか。

問４０．あなたの勤め先企業には、従業員の能力開発に関する何らかの支援がありますか。

問４０－付問１．あなたの勤め先企業における具体的な支援の内容についてお答えください。（ＭＡ）
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合

計

昇

進

し

た

仕

事

の

難

易

度

が

上

が
っ

た

こ

と

に

対

応

す

る

た

め

上

司

・

同

僚

が

始

め

た

経

営

ト
ッ

プ

等

か

ら

取

り

組

む

よ

う
、

呼

び

掛

け

が

あ
っ

た

転

職

に

向

け

た

準

備

開

業

に

向

け

た

準

備

仕

事

に

は

関

係

な

い

が
、

一

般

教

養

を

高

め

る

た

め

勤

め

先

企

業

に

お

け

る

キ
ャ

リ

ア

ア
ッ

プ
（

昇

進

・

昇

格

含

む
）

の

た

め

配

置

転

換

し

た

最

新

の

知

識

・

技

能

に

ア
ッ

プ

デ
ー

ト

す

る

た

め 昇

進

試

験

や

資

格

取

得

試

験

に

備

え

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

支

援

を

受

け

て

い

る

勤

め

先

企

業

に

支

援

制

度

は

あ

る

が
、

自

分

は

活

用

し

て

い

な

い 勤

め

先

企

業

に

支

援

制

度

が

な

い 無

回

答

合計

合

計

講

習

会

の

受

講

料

な

ど

の

金

銭

的

な

援

助

就

業

時

間

の

配

慮 社

内

で

の

自

主

的

な

勉

強

会

等

に

対

す

る

援

助

教

育

訓

練

機

関
、

通

信

教

育

等

に

関

す

る

情

報

提

供

教

育

訓

練

休

暇

（

有

給

・

無

給

の

両

方

を

含

む
）

の

付

与

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

支

援

を

受

け

る

た

め

の

手

続

き

が

煩

雑

支

援

は

一

部

の

従

業

員

の

み

が

対

象

と

な
っ

て

い

る

た

め

教

育

訓

練

機

関
、

通

信

教

育

等

に

関

す

る

情

報

提

供

の

内

容

が
、

自

分

の

ニ
ー

ズ

に

合

致

し

な

い

た

め

起

業

や

転

職

の

た

め

の

準

備

を

し

て

い

る

と

認

識

さ

れ

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

大

学

・

大

学

院

の

講

座

の

受

講

専

修

・

専

門
、

各

種

学

校

の

講

座

の

受

講

公

的

な

職

業

能

力

開

発

講

座

の

受

講

そ

の

他

の

講

習

会

や

セ

ミ

ナ
ー

の

参

加

自

主

的

な

勉

強

会

や

研

修

会

へ

の

参

加

通

信

教

育

の

受

講

自

学

・

自

習

そ

の

他

無

回

答

合計

合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

合

計

大

幅

に

意

欲

上

昇

や

や

意

欲

上

昇

変

わ

ら

な

い や

や

意

欲

低

下

大

幅

に

意

欲

低

下

無

回

答

合計

合

計

開

始

す

る

た

め

の

費

用

負

担

が

大

き

い

継

続

す

る

た

め

の

費

用

負

担

が

大

き

い

仕

事

が

忙

し

く
、

時

間

の

確

保

が

難

し

い

大

学

な

ど

の

自

己

啓

発

が

で

き

る

場

所

が

近

く

に

な

い

又

は

少

な

い

勤

め

先

企

業

が

従

業

員

に

求

め

る

能

力

を

提

示

し

て

い

な

い

効

果

的

な

自

己

啓

発

の

方

法

が

分

か

ら

な

い

自

己

啓

発

を

し

て

い

る

こ

と

が
、

職

場

で

評

価

さ

れ

な

い

モ

チ

ベ
ー

シ
ョ

ン

が

続

か

な

い

そ

の

他

特

に

課

題
（

理

由
）

は

な

い

無

回

答

合計

①仕事の処理能力・処理
スピードが向上した

②就労に対するモチベー
ションが向上した

③仕事に要する専門的な
知識・技術が向上した

問４８．現在と５年前を比較した際、自己啓発に対するあなたの意欲に変化があったか教えてください。

問４９．自己啓発を行う上での課題は何ですか。　また、現在、自己啓発を行っていない方は、自己啓発を行わない理由をお答えください。（ＭＡ）

問４５－付問２．支援を活用していない理由はなんですか。（ＭＡ）

問４６．自己啓発はどのように行っていますか。（ＭＡ）

問４７．過去５年を振り返って、自己啓発により以下の効果がありましたか。

問４４．自己啓発を始めたきっかけは何ですか。（ＭＡ）

問４５．勤め先企業から何らかの支援を受けていますか。

問４５－付問１．具体的な支援内容についてお答えください。（ＭＡ）
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付属統計表 
【企業調査】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

統計利用上の注意

１．調査結果の合計には業種、規模等が不明の企業を含む。

２．上段には実数、下段には構成比を掲載した。

３．―は回答者がないもの。

４．構成比は、表章単位未満を四捨五入してあるので、内容の合計が総計に一致しないこと

もある。
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合

計

鉱

業
、

採

石

業
、

砂

利

採

取

業 建

設

業

製

造

業

電

気

・

ガ

ス

・

熱

供

給

・

水

道

業

情

報

通

信

業

運

輸

業
、

郵

便

業

卸

売

業
、

小

売

業

金

融

業
、

保

険

業

不

動

産

業
、

物

品

賃

貸

業

学

術

研

究
、

専

門

・

技

術

サ
ー

ビ

ス

業

宿

泊

業
、

飲

食

サ
ー

ビ

ス

業

生

活

関

連

サ
ー

ビ

ス

業
、

娯

楽

業

教

育
、

学

習

支

援

業

医

療
、

福

祉

複

合

サ
ー

ビ

ス

事

業
（

郵

便

局
、

協

同

組

合

な

ど
）

サ
ー

ビ

ス

業
（

他

に

分

類

さ

れ

な

い

も

の
）

そ

の

他

無

回

答

合

計

正

社

員

を

雇

用

し

て

い

る

非

正

社

員

が

い

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１．貴社について教えてください。

貴社に１名以上在籍する従業員について（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１．貴社について教えてください。

主たる業種（もっとも売上高が大きいもの）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

男

性

女

性

６

０

歳

以

上

の

高

齢

者

高

度

外

国

人

材

無

回

答

合

計

男

性

女

性

６

０

歳

以

上

の

高

齢

者

高

度

外

国

人

材

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１．貴社について教えてください。

貴社に１名以上在籍する従業員（ＭＡ）　【非正社員】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１．貴社について教えてください。

貴社に１名以上在籍する従業員（ＭＡ）　【正社員】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

男

性

女

性

６

０

歳

以

上

の

高

齢

者

高

度

外

国

人

材

無

回

答

合

計

男

性

女

性

６

０

歳

以

上

の

高

齢

者

高

度

外

国

人

材

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１．貴社について教えてください。

貴社に１名以上在籍する従業員（ＭＡ）　【非正社員】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１．貴社について教えてください。

貴社に１名以上在籍する従業員（ＭＡ）　【正社員】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

９

９

人

以

下

１

０

０
～

２

９

９

人

３

０

０
～

９

９

９

人

１

，

０

０

０
～

９

，

９

９

９

人 １

万

人

以

上

無

回

答

合

計

３

割

以

下

４

割

程

度

５

割

程

度

６

割

程

度

７

割

程

度

８

割

程

度

９

割

程

度

１

０

割

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１．貴社について教えてください。

従業員に占める正社員比率

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１．貴社について教えてください。

従業員規模

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

０

超
～

５

％

１

割

程

度

２

割

程

度

３

割

程

度

４

割

程

度

５

割

程

度

６

割

以

上

無

回

答

合

計

０

超
～

５

％

１

割

程

度

２

割

程

度

３

割

程

度

４

割

程

度

５

割

程

度

６

割

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１．貴社について教えてください。

正社員に占める高度外国人正社員比率

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１．貴社について教えてください。

正社員に占める女性正社員比率

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 155 －

合

計

０

超
～

５

％

１

割

程

度

２

割

程

度

３

割

程

度

４

割

程

度

５

割

程

度

６

割

以

上

無

回

答

合

計

０

超
～

５

％

１

割

程

度

２

割

程

度

３

割

程

度

４

割

程

度

５

割

程

度

６

割

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１．貴社について教えてください。

正社員に占める高度外国人正社員比率

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１．貴社について教えてください。

正社員に占める女性正社員比率

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

６

０

歳

以

上

は

い

な

い

０

超
～

５

％

１

割

程

度

２

割

程

度

３

割

程

度

４

割

程

度

５

割

程

度

６

割

以

上

無

回

答

合

計

１

億

円

以

下

１

億

円

超

３

億

円

以

下

３

億

円

超

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１．貴社について教えてください。

資本金

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１．貴社について教えてください。

従業員に占める６０歳以上（高齢者）比率

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

展

開

し

て

い

る

展

開

し

て

い

な

い

無

回

答

合

計

国

内

資

本

の

み

い

わ

ゆ

る

外

資

系

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１．貴社について教えてください。

資本関係

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１．貴社について教えてください。

海外事業所展開

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

展

開

し

て

い

る

展

開

し

て

い

な

い

無

回

答

合

計

国

内

資

本

の

み

い

わ

ゆ

る

外

資

系

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１．貴社について教えてください。

資本関係

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１．貴社について教えてください。

海外事業所展開

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

２

年

以

内

２

年

超

５

年

以

内

５

年

超

１

０

年

以

内

１

０

年

超
（

経

過
）

無

回

答

合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

（ａ）正社員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１．貴社について教えてください。

創業（現在から）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

②研究開発等を支える高度人材

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

①海外展開に必要な国際人材

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

②研究開発等を支える高度人材

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

①海外展開に必要な国際人材

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

④財務や法務の専門人材

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

③現場の技能労働者

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

⑥社内の人材マネジメントを担う中核的な管理職

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

⑤マーケティングや営業の専門人材

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

⑥社内の人材マネジメントを担う中核的な管理職

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

⑤マーケティングや営業の専門人材

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

合

計

大

い

に

不

足

や

や

不

足

適

当

や

や

過

剰

大

い

に

過

剰

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

（ｂ）非正社員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２．貴社の雇用人員（人手）の過不足の状況についてお答えください。

⑦社内のＩＴ化を推進する人材

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

取

り

組

ん

で

い

る

未

だ

取

り

組

ん

で

い

な

い

が
、

今

後

取

り

組

む

予

定

取

り

組

む

予

定

は

な

い

無

回

答

合

計

募

集

時

の

賃

金

を

引

き

上

げ

る 募

集

時

の

賃

金

以

外

の

処

遇

・

労

働

条

件

を

改

善

す

る

新

卒

採

用

を

強

化

す

る
（

通

年

採

用

化
、

新

卒

定

義

の

拡

大
、

イ

ン

タ
ー

ン

シ
ッ

プ

の

受

入

強

化

等

含

む
）

中

途

採

用

を

強

化

す

る
（

採

用

チ
ャ

ネ

ル

の

多

様

化
、

応

募

要

件

の

緩

和

等

含

む
）

出

産

・

育

児

等

に

よ

る

離

職

者

の

呼

び

戻

し

・

優

先

採

用

を

行

う

出

向

・

転

籍

者

を

受

け

入

れ

る 非

正

社

員

の

活

用

を

進

め

る

（

非

正

社

員

の

量

的

な

拡

大

や

業

務

の

高

度

化
）

既

存

人

材

の

時

間

外

労

働

（

残

業

や

休

日

出

勤
）

を

増

加

さ

せ

る

既

存

人

材

の

配

置

転

換

教

育

訓

練

・

能

力

開

発

に

よ

る

既

存

人

材

の

業

務

可

能

範

囲

の

拡

大

教

育

訓

練

・

能

力

開

発

に

よ

る

生

産

性

等

の

向

上

離

職

率

を

低

下

さ

せ

る

た

め

の

雇

用

管

理

の

改

善

定

年

の

延

長

や

再

雇

用

等

に

よ

る

雇

用

継

続

を

行

う

非

正

社

員

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

を

進

め

る

周

辺

業

務

の

外

部

委

託

化

（

ア

ウ

ト

ソ
ー

シ

ン

グ
）

を

進

め

る

省

力

化

投

資
（

機

械

化

・

自

動

化
、

Ｉ

Ｔ

化
）

を

行

う

業

務

の

効

率

化

を

進

め

る

（

無

駄

な

業

務

の

削

減
、

業

務

の

標

準

化
、

仕

事

の

分

担

・

進

め

方

の

見

直

し

等
）

事

業

の

縮

小

・

見

直

し
（

営

業

時

間

の

短

縮
、

製

品

・

サ
ー

ビ

ス

の

絞

込

み

等
）

を

行

う

人

材

確

保

を

主

目

的

と

し

た

Ｍ

＆

Ａ

の

実

施

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問３－付問１．貴社では、どのような対策を重要視していますか。

上位５つに該当

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問３．貴社では、人材（人手）不足を緩和するための対策に取り組んでいますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

募

集

時

の

賃

金

を

引

き

上

げ

る 募

集

時

の

賃

金

以

外

の

処

遇

・

労

働

条

件

を

改

善

す

る

新

卒

採

用

を

強

化

す

る
（

通

年

採

用

化
、

新

卒

定

義

の

拡

大
、

イ

ン

タ
ー

ン

シ
ッ

プ

の

受

入

強

化

等

含

む
）

中

途

採

用

を

強

化

す

る
（

採

用

チ
ャ

ネ

ル

の

多

様

化
、

応

募

要

件

の

緩

和

等

含

む
）

出

産

・

育

児

等

に

よ

る

離

職

者

の

呼

び

戻

し

・

優

先

採

用

を

行

う

出

向

・

転

籍

者

を

受

け

入

れ

る 非

正

社

員

の

活

用

を

進

め

る

（

非

正

社

員

の

量

的

な

拡

大

や

業

務

の

高

度

化
）

既

存

人

材

の

時

間

外

労

働

（

残

業

や

休

日

出

勤
）

を

増

加

さ

せ

る

既

存

人

材

の

配

置

転

換

教

育

訓

練

・

能

力

開

発

に

よ

る

既

存

人

材

の

業

務

可

能

範

囲

の

拡

大

教

育

訓

練

・

能

力

開

発

に

よ

る

生

産

性

等

の

向

上

離

職

率

を

低

下

さ

せ

る

た

め

の

雇

用

管

理

の

改

善

定

年

の

延

長

や

再

雇

用

等

に

よ

る

雇

用

継

続

を

行

う

非

正

社

員

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

を

進

め

る

周

辺

業

務

の

外

部

委

託

化

（

ア

ウ

ト

ソ
ー

シ

ン

グ
）

を

進

め

る

省

力

化

投

資
（

機

械

化

・

自

動

化
、

Ｉ

Ｔ

化
）

を

行

う

業

務

の

効

率

化

を

進

め

る

（

無

駄

な

業

務

の

削

減
、

業

務

の

標

準

化
、

仕

事

の

分

担

・

進

め

方

の

見

直

し

等
）

事

業

の

縮

小

・

見

直

し
（

営

業

時

間

の

短

縮
、

製

品

・

サ
ー

ビ

ス

の

絞

込

み

等
）

を

行

う

人

材

確

保

を

主

目

的

と

し

た

Ｍ

＆

Ａ

の

実

施

そ

の

他

無

回

答

合

計

多

様

化

が

大

幅

に

推

進

多

様

化

が

や

や

推

進

変

わ

ら

な

い

一

様

化

が

や

や

推

進

一

様

化

が

大

幅

に

推

進

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問４．性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等といった様々な観点から５年前と現在を比較し、貴社の社内人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年先の社内人材の多様
化は、現在と比較し進むと思いますか。

①５年前と現在を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問３－付問１．貴社では、どのような対策を重要視していますか。

最も重要視

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

多

様

化

が

大

幅

に

推

進

多

様

化

が

や

や

推

進

変

わ

ら

な

い

一

様

化

が

や

や

推

進

一

様

化

が

大

幅

に

推

進

無

回

答

合

計

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問４－付問１．社内人材の多様化が進んできた中で、以下の人材のこれまでの増減の状況についてお答えください。

①女性社員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問４．性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等といった様々な観点から５年前と現在を比較し、貴社の社内人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年先の社内人材の
多様化は、現在と比較し進むと思いますか。

②現在と５年先を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 165 －

合

計

多

様

化

が

大

幅

に

推

進

多

様

化

が

や

や

推

進

変

わ

ら

な

い

一

様

化

が

や

や

推

進

一

様

化

が

大

幅

に

推

進

無

回

答

合

計

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問４－付問１．社内人材の多様化が進んできた中で、以下の人材のこれまでの増減の状況についてお答えください。

①女性社員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問４．性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等といった様々な観点から５年前と現在を比較し、貴社の社内人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年先の社内人材の
多様化は、現在と比較し進むと思いますか。

②現在と５年先を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

無

回

答

合

計

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問４－付問１．社内人材の多様化が進んできた中で、以下の人材のこれまでの増減の状況についてお答えください。

③高度外国人社員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問４－付問１．社内人材の多様化が進んできた中で、以下の人材のこれまでの増減の状況についてお答えください。

②６０歳以上の高齢社員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問４－付問２．以下の人材に対する将来的な採用意欲をお答えください。

②６０歳以上の高齢社員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問４－付問２．以下の人材に対する将来的な採用意欲をお答えください。

①女性社員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問４－付問２．以下の人材に対する将来的な採用意欲をお答えください。

②６０歳以上の高齢社員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問４－付問２．以下の人材に対する将来的な採用意欲をお答えください。

①女性社員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

①　Ａ．人事評価において、転勤・配置転換の経験を積極的に評価　／　Ｂ．人事評価において、転勤・配置転換の経験の有無を勘案しない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問４－付問２．以下の人材に対する将来的な採用意欲をお答えください。

③高度外国人社員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

③　Ａ．従業員が教育訓練を受けることについて、積極的に支援を実施　／　Ｂ．従業員が教育訓練を受けることについて、個人の判断に委ねる

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

②　Ａ．将来の幹部候補を早期選抜し、重点的に育成していくことを重視　／　Ｂ．ある程度のポストまでは、入社同期を一律に育成していくことを重視

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

③　Ａ．従業員が教育訓練を受けることについて、積極的に支援を実施　／　Ｂ．従業員が教育訓練を受けることについて、個人の判断に委ねる

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

②　Ａ．将来の幹部候補を早期選抜し、重点的に育成していくことを重視　／　Ｂ．ある程度のポストまでは、入社同期を一律に育成していくことを重視

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑤　Ａ．教育訓練投資は、対象者を絞り込んで重点的に配分する　／　Ｂ．教育訓練投資は、できるだけ平等に一律的に配分する

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

④　Ａ．教育訓練はОＪＴ　を重視　／　Ｂ．教育訓練はОｆｆ－ＪＴ　を重視

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑦　Ａ．社内人材の多様性を重視　／　Ｂ．社内人材の同質性を重視

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑥　Ａ．従業員の自己啓発に対して、広報や金銭的な支援を実施　／　Ｂ．従業員の自己啓発については、個人の判断・金銭負担に委ねる

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑦　Ａ．社内人材の多様性を重視　／　Ｂ．社内人材の同質性を重視

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑥　Ａ．従業員の自己啓発に対して、広報や金銭的な支援を実施　／　Ｂ．従業員の自己啓発については、個人の判断・金銭負担に委ねる

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

何

と

も

言

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑨　Ａ．非正社員にも、正社員と同様の基幹的な職務を任せる　／　Ｂ．非正社員と正社員の職務は、明確に分離する

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問５．貴社の基本的な雇用方針、採用・配置・人材育成方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

⑧　Ａ．非正社員に対しても、企業が積極的に能力開発を行うべき　／　Ｂ．非正社員の能力開発は、非正社員自身が行うべきであり、企業は支援しない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

②売上高

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

①経常利益

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

②売上高

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

①経常利益

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

④総人件費

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

③労働生産性

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

⑥非正社員１人当たりの時給

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

⑤正社員１人当たりの賃金

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

⑥非正社員１人当たりの時給

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

⑤正社員１人当たりの賃金

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

⑦－１うち、正社員の人数

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

⑦全従業員

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

合

計

大

幅

に

高

ま

る

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

高

ま

る

変

わ

ら

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

低

く

な

る 大

幅

に

低

く

な

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問７．５年先を見据えた際、貴社において、海外現地法人の設立や外国企業との商取引等といった、グローバルな経済活動の重要度はどうなると思いますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

⑦－２うち、非正社員の人数

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

増

加

・

上

昇

増

加

・

上

昇

ほ

ぼ

横

ば

い

減

少

・

低

下

大

幅

に

減

少

・

低

下

無

回

答

合

計

大

幅

に

高

ま

る

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

高

ま

る

変

わ

ら

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

低

く

な

る 大

幅

に

低

く

な

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問７．５年先を見据えた際、貴社において、海外現地法人の設立や外国企業との商取引等といった、グローバルな経済活動の重要度はどうなると思いますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問６．以下の事項について、現在と５年前を比較した変化を教えてください。

⑦－２うち、非正社員の人数

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

幅

に

高

ま

る

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

高

ま

る

変

わ

ら

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

低

く

な

る 大

幅

に

低

く

な

る

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問９．従業員の能力に関する貴社の考え方は、現在ＡとＢのどちらに近いですか。また、５年先の見据えた際、その考え方はＡとＢのどちらに近いと思いますか。

①現在　Ａ．様々な業務に対応できるゼネラリストを重要視する　／　Ｂ．ある分野に特化したスペシャリストを重要視する

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問８．５年先を見据えた際、貴社において、新製品の開発、大幅に改善された生産工程、新しいマーケティング方法、新たな業務慣行の導入等、イノベーション活動の重
要度はどうなると思いますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１０．今後、貴社の事業を推進していく上で、ＡＩによる技術革新等といった様々な変化が生じる可能性がありますが、貴社の人材マネジメントの考え方としては、Ａ
とＢのどちらに近いですか。

Ａ．数年先の変化を出来るだけ予測し、必要となる能力を備えた自社内部の人材を育成していくことを重視　／　Ｂ．数年先の変化の予測は困難であることから、必要と
なる能力を備えた自社外部の人材を適時採り入れることを重視

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問９．従業員の能力に関する貴社の考え方は、現在ＡとＢのどちらに近いですか。また、５年先の見据えた際、その考え方はＡとＢのどちらに近いと思いますか。

②５年先　Ａ．様々な業務に対応できるゼネラリストの重要性が高まる　／　Ｂ．ある分野に特化したスペシャリストの重要性が高まる

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 179 －

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１０．今後、貴社の事業を推進していく上で、ＡＩによる技術革新等といった様々な変化が生じる可能性がありますが、貴社の人材マネジメントの考え方としては、Ａ
とＢのどちらに近いですか。

Ａ．数年先の変化を出来るだけ予測し、必要となる能力を備えた自社内部の人材を育成していくことを重視　／　Ｂ．数年先の変化の予測は困難であることから、必要と
なる能力を備えた自社外部の人材を適時採り入れることを重視

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問９．従業員の能力に関する貴社の考え方は、現在ＡとＢのどちらに近いですか。また、５年先の見据えた際、その考え方はＡとＢのどちらに近いと思いますか。

②５年先　Ａ．様々な業務に対応できるゼネラリストの重要性が高まる　／　Ｂ．ある分野に特化したスペシャリストの重要性が高まる

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

限

定

正

社

員

が

い

る

限

定

正

社

員

は

い

な

い

無

回

答

合

計

職

務

が

限

定

さ

れ

て

い

る

勤

務

地

が

限

定

さ

れ

て

い

る

（

転

勤

が

制

限

さ

れ

て

い

る
）

所

定

内

労

働

時

間

が

短

縮

さ

れ

て

い

る

残

業

が

制

限

さ

れ

て

い

る

出

勤

日

数

が

短

縮

さ

れ

て

い

る そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問１．具体的に、限定正社員として「限定されている事柄」は、以下のどれに当たりますか。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１．貴社では、正社員であるが、いわゆる正社員（勤務地、職務、勤務時間がいずれも限定されていない正社員。以下同じ。）と比較すると、勤務地、職務、労働時
間等が限定されている「限定正社員」がいますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

現

在
～

１

年

前

１

年

超
～

３

年

前

３

年

超
～

６

年

前

６

年

超
～

１

０

年

前

１

０

年

超

前

無

回

答

合

計

１

割

以

下

２
～

３

割

４
～

６

割

７
～

８

割

９

割

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

①合計

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問２．いつ頃から限定正社員という働き方が活用され始めましたか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

現

在
～

１

年

前

１

年

超
～

３

年

前

３

年

超
～

６

年

前

６

年

超
～

１

０

年

前

１

０

年

超

前

無

回

答

合

計

１

割

以

下

２
～

３

割

４
～

６

割

７
～

８

割

９

割

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

①合計

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問２．いつ頃から限定正社員という働き方が活用され始めましたか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

１

割

以

下

２
～

３

割

４
～

６

割

７
～

８

割

９

割

以

上

無

回

答

合

計

１

割

以

下

２
～

３

割

４
～

６

割

７
～

８

割

９

割

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

③男性

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

②女性

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

１

割

以

下

２
～

３

割

４
～

６

割

７
～

８

割

９

割

以

上

無

回

答

合

計

１

割

以

下

２
～

３

割

４
～

６

割

７
～

８

割

９

割

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

⑤壮年社員（３０～４４歳）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

④若年社員（１５～２９歳）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

１

割

以

下

２
～

３

割

４
～

６

割

７
～

８

割

９

割

以

上

無

回

答

合

計

１

割

以

下

２
～

３

割

４
～

６

割

７
～

８

割

９

割

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

⑤壮年社員（３０～４４歳）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

④若年社員（１５～２９歳）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

１

割

以

下

２
～

３

割

４
～

６

割

７
～

８

割

９

割

以

上

無

回

答

合

計

１

割

以

下

２
～

３

割

４
～

６

割

７
～

８

割

９

割

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

⑦高齢社員（６０歳～）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問３．以下について、正社員全体に占める限定正社員の割合をお答えください。

⑥中年社員（４５～５９歳）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

管

理

職

専

門

・

技

術

職

事

務

職

営

業

職

販

売

職

サ
ー

ビ

ス

職

保

安

職

製

造

・

生

産

工

程

職

輸

送

・

機

械

運

転

職

運

搬

・

清

掃

等

労

務

職

そ

の

他

無

回

答

合

計

相

互

に

転

換

す

る

こ

と

が

で

き

る

正

社

員

か

ら

限

定

正

社

員

へ

の

転

換

の

み

可

能

限

定

正

社

員

か

ら

正

社

員

へ

の

転

換

の

み

可

能

転

換

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問５．限定正社員といわゆる正社員の間で、お互いに転換することはできますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問４．貴社で限定正社員が配属されている割合が高い職種を選んで下さい。（上位３つ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

管

理

職

専

門

・

技

術

職

事

務

職

営

業

職

販

売

職

サ
ー

ビ

ス

職

保

安

職

製

造

・

生

産

工

程

職

輸

送

・

機

械

運

転

職

運

搬

・

清

掃

等

労

務

職

そ

の

他

無

回

答

合

計

相

互

に

転

換

す

る

こ

と

が

で

き

る

正

社

員

か

ら

限

定

正

社

員

へ

の

転

換

の

み

可

能

限

定

正

社

員

か

ら

正

社

員

へ

の

転

換

の

み

可

能

転

換

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問５．限定正社員といわゆる正社員の間で、お互いに転換することはできますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問４．貴社で限定正社員が配属されている割合が高い職種を選んで下さい。（上位３つ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

い

わ

ゆ

る

正

社

員

の

方

が

高

い 限

定

正

社

員

の

方

が

高

い

差

は

な

い

無

回

答

合

計

い

わ

ゆ

る

正

社

員

の

方

が

は

や

い

限

定

正

社

員

の

方

が

は

や

い

差

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問６．限定正社員といわゆる正社員との間で、基本給や昇進スピードに差を設けていますか。

②昇進スピード

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問６．限定正社員といわゆる正社員との間で、基本給や昇進スピードに差を設けていますか。

①基本給

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

９

割

超

８

割

超
～

９

割

以

下

７

割

超
～

８

割

以

下

７

割

以

下

無

回

答

合

計

対

象

と

な

る

対

象

と

し

て

い

な

い

早

期

選

抜

制

度

が

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問８．将来の幹部候補を早期選抜する制度がある場合、限定正社員はその選抜の対象となりますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問７．（付問６の基本給で１と回答された方に伺います。）限定正社員の基本給は、いわゆる正社員の基本給の何割程度かお答えください。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

９

割

超

８

割

超
～

９

割

以

下

７

割

超
～

８

割

以

下

７

割

以

下

無

回

答

合

計

対

象

と

な

る

対

象

と

し

て

い

な

い

早

期

選

抜

制

度

が

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問８．将来の幹部候補を早期選抜する制度がある場合、限定正社員はその選抜の対象となりますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問７．（付問６の基本給で１と回答された方に伺います。）限定正社員の基本給は、いわゆる正社員の基本給の何割程度かお答えください。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

優

秀

な

人

材

を

採

用

す

る

た

め 仕

事

と

育

児

・

介

護

・

病

気

治

療

の

両

立
（

ワ
ー

ク

・

ラ

イ

フ

・

バ

ラ

ン

ス
）

を

支

援

す

る

た

め

非

正

社

員

か

ら

正

社

員

へ

の

転

換

を

円

滑

化

さ

せ

る

た

め

人

材

の

特

性

に

合

わ

せ

た

多

様

な

雇

用

管

理

を

行

う

た

め

１

日

や

週

の

中

の

仕

事

の

繁

閑

な

ど

業

務

量

の

変

化

に

対

応

す

る

た

め

職

務

を

限

定

す

る

こ

と

で
、

専

門

性

や

生

産

性

の

向

上

を

よ

り

促

す

た

め

人

件

費

の

節

約

の

た

め

同

業

他

社

が

限

定

正

社

員

を

導

入

し

て

い

る

た

め

従

業

員

や

労

働

組

合

等

か

ら

の

要

望

が

あ
っ

た

た

め

そ

の

他

無

回

答

合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問１０．過去５年間において、限定正社員という働き方を導入したことにより、以下の効果がありましたか。

①　人材の採用がしやすくなった

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問９．限定正社員という働き方を導入している理由は何ですか。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問１０．過去５年間において、限定正社員という働き方を導入したことにより、以下の効果がありましたか。

③　社員のワーク・ライフ・バランスが向上した

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問１０．過去５年間において、限定正社員という働き方を導入したことにより、以下の効果がありましたか。

②　人材の定着率が高まった

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 189 －

合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問１０．過去５年間において、限定正社員という働き方を導入したことにより、以下の効果がありましたか。

③　社員のワーク・ライフ・バランスが向上した

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問１０．過去５年間において、限定正社員という働き方を導入したことにより、以下の効果がありましたか。

②　人材の定着率が高まった

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１１－付問１０．過去５年間において、限定正社員という働き方を導入したことにより、以下の効果がありましたか。

⑤　社員の専門性が向上した

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問１０．過去５年間において、限定正社員という働き方を導入したことにより、以下の効果がありましたか。

④　社員のモチベーションが上がった

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１２．貴社における社内人材の状況変化を踏まえ、５年前と現在を比較し、従業員の雇用管理の多様性が必要になっていると感じますか。５年先の見通しも教えてくだ
さい。

①５年前と現在を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問１０．過去５年間において、限定正社員という働き方を導入したことにより、以下の効果がありましたか。

⑥　社員の労働生産性が向上した

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１２．貴社における社内人材の状況変化を踏まえ、５年前と現在を比較し、従業員の雇用管理の多様性が必要になっていると感じますか。５年先の見通しも教えてくだ
さい。

①５年前と現在を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１１－付問１０．過去５年間において、限定正社員という働き方を導入したことにより、以下の効果がありましたか。

⑥　社員の労働生産性が向上した

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

合

計

見

直

し

た

見

直

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１３．貴社における社内人材の状況変化を踏まえ、５年以内に従業員の雇用管理を見直しましたか。従業員を一律に対象とした雇用管理に加えて、以下の雇用区分につ
いて特別な対応をしたかお答えください。

①従業員一律の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１２．貴社における社内人材の状況変化を踏まえ、５年前と現在を比較し、従業員の雇用管理の多様性が必要になっていると感じますか。５年先の見通しも教えてくだ
さい。

②現在と５年先を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

見

直

し

た

見

直

し

て

い

な

い

無

回

答

合

計

見

直

し

た

見

直

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１３．貴社における社内人材の状況変化を踏まえ、５年以内に従業員の雇用管理を見直しましたか。従業員を一律に対象とした雇用管理に加えて、以下の雇用区分につ
いて特別な対応をしたかお答えください。

③６０歳以上高齢者の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１３．貴社における社内人材の状況変化を踏まえ、５年以内に従業員の雇用管理を見直しましたか。従業員を一律に対象とした雇用管理に加えて、以下の雇用区分につ
いて特別な対応をしたかお答えください。

②女性の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

見

直

し

た

見

直

し

て

い

な

い

無

回

答

合

計

見

直

し

た

見

直

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１３．貴社における社内人材の状況変化を踏まえ、５年以内に従業員の雇用管理を見直しましたか。従業員を一律に対象とした雇用管理に加えて、以下の雇用区分につ
いて特別な対応をしたかお答えください。

③６０歳以上高齢者の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１３．貴社における社内人材の状況変化を踏まえ、５年以内に従業員の雇用管理を見直しましたか。従業員を一律に対象とした雇用管理に加えて、以下の雇用区分につ
いて特別な対応をしたかお答えください。

②女性の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

見

直

し

た

見

直

し

て

い

な

い

無

回

答

合

計

見

直

す

必

要

が

あ

る

見

直

す

必

要

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１４．貴社における社内人材の今後の状況変化を見据えて、今後５年以内に従業員の雇用管理を見直す必要があると感じますか。以下の雇用区分ごとにお答えくださ
い。

①従業員一律の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１３．貴社における社内人材の状況変化を踏まえ、５年以内に従業員の雇用管理を見直しましたか。従業員を一律に対象とした雇用管理に加えて、以下の雇用区分につ
いて特別な対応をしたかお答えください。

④高度外国人材の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

見

直

す

必

要

が

あ

る

見

直

す

必

要

は

な

い

無

回

答

合

計

見

直

す

必

要

が

あ

る

見

直

す

必

要

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１４．貴社における社内人材の今後の状況変化を見据えて、今後５年以内に従業員の雇用管理を見直す必要があると感じますか。以下の雇用区分ごとにお答えくださ
い。

③６０歳以上高齢者の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１４．貴社における社内人材の今後の状況変化を見据えて、今後５年以内に従業員の雇用管理を見直す必要があると感じますか。以下の雇用区分ごとにお答えくださ
い。

②女性の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

見

直

す

必

要

が

あ

る

見

直

す

必

要

は

な

い

無

回

答

合

計

見

直

す

必

要

が

あ

る

見

直

す

必

要

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１４．貴社における社内人材の今後の状況変化を見据えて、今後５年以内に従業員の雇用管理を見直す必要があると感じますか。以下の雇用区分ごとにお答えくださ
い。

③６０歳以上高齢者の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１４．貴社における社内人材の今後の状況変化を見据えて、今後５年以内に従業員の雇用管理を見直す必要があると感じますか。以下の雇用区分ごとにお答えくださ
い。

②女性の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

見

直

す

必

要

が

あ

る

見

直

す

必

要

は

な

い

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

①人事評価に関する公正性・納得性の向上

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１４．貴社における社内人材の今後の状況変化を見据えて、今後５年以内に従業員の雇用管理を見直す必要があると感じますか。以下の雇用区分ごとにお答えくださ
い。

④高度外国人材の雇用管理

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

③業務遂行に伴う裁量権の拡大

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

③業務遂行に伴う裁量権の拡大

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

④優秀な人材の抜擢・登用

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑥能力開発機会の充実

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑥能力開発機会の充実

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑨長時間労働対策やメンタルヘルス対策

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑧採用時に職務内容を文書で明確化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑩有給休暇の取得促進

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑩有給休暇の取得促進

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑬仕事と介護との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑫仕事と育児との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑭仕事と病気治療との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑭仕事と病気治療との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑰経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑯従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

①人事評価に関する公正性・納得性の向上

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑱副業・兼業の推進

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

①人事評価に関する公正性・納得性の向上

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑱副業・兼業の推進

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

③能力開発機会の充実

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

②優秀な人材を正社員へ登用

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

⑤仕事と育児との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

④職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

⑤仕事と育児との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

④職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

⑦仕事と病気治療との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

⑥仕事と介護との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

⑨経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

⑧従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

⑨経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【非正社員】

⑧従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

①人事評価に関する公正性・納得性の向上

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

④優秀な人材の抜擢・登用

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

③業務遂行に伴う裁量権の拡大

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

④優秀な人材の抜擢・登用

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

③業務遂行に伴う裁量権の拡大

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑥能力開発機会の充実

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑤能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 212 －

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑧採用時に職務内容を文書で明確化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 213 －

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑧採用時に職務内容を文書で明確化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑦労働時間の短縮や働き方の柔軟化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑩有給休暇の取得促進

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑨長時間労働対策やメンタルヘルス対策

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑫仕事と育児との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑫仕事と育児との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑪職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑭仕事と病気治療との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑬仕事と介護との両立支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑯従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑯従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑮育児・介護・病気治療等により離職・休職された方への復職支援

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑱副業・兼業の推進

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１５．貴社において、現在取り組んでいる雇用管理は何ですか。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑰経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１６．貴社の処遇制度はどれに近いと思いますか。今後の見通しも教えてください。

①非管理職層　【今後の見通し】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１６．貴社の処遇制度はどれに近いと思いますか。今後の見通しも教えてください。

①非管理職層　【現状】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１６．貴社の処遇制度はどれに近いと思いますか。今後の見通しも教えてください。

①非管理職層　【今後の見通し】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１６．貴社の処遇制度はどれに近いと思いますか。今後の見通しも教えてください。

①非管理職層　【現状】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１６．貴社の処遇制度はどれに近いと思いますか。今後の見通しも教えてください。

②管理職層　【今後の見通し】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１６．貴社の処遇制度はどれに近いと思いますか。今後の見通しも教えてください。

②管理職層　【現状】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

個

人

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の

チ
ー

ム

や

グ

ル
ー

プ

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の

事

業

所

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の

会

社

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

て

い

た

も

の

目

標

設

定

し

て

い

な

い

そ

の

他

無

回

答

※問17の選択肢「5．目標設定していない」回答企業以外が集計対象。

合

計

毎

日

週

に

１

度

月

に

１

度

四

半

期

に

１

度

半

年

に

１

度

年

に

１

度

指

導

・

管

理

さ

れ

な

い

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１８．貴社では、従業員が設定した目標の達成に向けて、管理職等からの指導・管理をどの程度の頻度で実施していますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１７．貴社では、従業員の業務上の目標設定をどのようにされていますか。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

個

人

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の

チ
ー

ム

や

グ

ル
ー

プ

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の

事

業

所

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の

会

社

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

て

い

た

も

の

目

標

設

定

し

て

い

な

い

そ

の

他

無

回

答

※問17の選択肢「5．目標設定していない」回答企業以外が集計対象。

合

計

毎

日

週

に

１

度

月

に

１

度

四

半

期

に

１

度

半

年

に

１

度

年

に

１

度

指

導

・

管

理

さ

れ

な

い

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１８．貴社では、従業員が設定した目標の達成に向けて、管理職等からの指導・管理をどの程度の頻度で実施していますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１７．貴社では、従業員の業務上の目標設定をどのようにされていますか。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

あ

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

あ

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

な

い

な

い

無

回

答

合

計

過

去

話

し

合
っ

た

現

在

話

し

合

い

を

し

て

い

る

話

し

合
っ

た

こ

と

が

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問１９－付問．人事評価制度の改善に向けて、労働組合や従業員と話し合いをしたことがありますか、あるいは、現在話し合いをしていますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問１９．貴社における人事評価制度について、改善すべき点があると思いますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

副

業

・

兼

業

を

許

可

し

て

い

る 副

業

・

兼

業

の

許

可

を

検

討

し

て

い

る

副

業

・

兼

業

の

許

可

す

る

予

定

は

な

い

無

回

答

2,260 252 190 1,714 104
100.0 11.2 8.4 75.8 4.6

4 - - 4 -
100.0 - - 100.0 -

164 8 9 143 4
100.0 4.9 5.5 87.2 2.4

624 50 45 504 25
100.0 8.0 7.2 80.8 4.0

13 1 - 12 -
100.0 7.7 - 92.3 -

81 6 9 58 8
100.0 7.4 11.1 71.6 9.9

208 18 21 162 7
100.0 8.7 10.1 77.9 3.4

356 25 26 291 14
100.0 7.0 7.3 81.7 3.9

50 2 2 45 1
100.0 4.0 4.0 90.0 2.0

28 5 4 19 -
100.0 17.9 14.3 67.9 -

52 10 6 32 4
100.0 19.2 11.5 61.5 7.7

111 9 14 83 5
100.0 8.1 12.6 74.8 4.5

60 6 5 46 3
100.0 10.0 8.3 76.7 5.0

48 21 2 21 4
100.0 43.8 4.2 43.8 8.3

134 33 13 81 7
100.0 24.6 9.7 60.4 5.2

4 1 - 3 -
100.0 25.0 - 75.0 -

284 49 31 185 19
100.0 17.3 10.9 65.1 6.7

28 6 2 20 -
100.0 21.4 7.1 71.4 -

11 2 1 5 3
100.0 18.2 9.1 45.5 27.3

99 16 9 70 4
100.0 16.2 9.1 70.7 4.0
1,380 136 108 1,073 63
100.0 9.9 7.8 77.8 4.6

569 67 54 425 23
100.0 11.8 9.5 74.7 4.0

204 32 18 142 12
100.0 15.7 8.8 69.6 5.9

8 1 1 4 2
100.0 12.5 12.5 50.0 25.0

合

計

組

織

外

の

知

識

や

技

術

を

積

極

的

に

取

り

込

む

た

め

企

業

と

し

て

オ

プ

ン

・

イ

ノ

ベ

シ

ン

を

重

視

様

々

な

分

野

に

お

け

る

人

脈

を

構

築

す

る

た

め

従

業

員

が

活

躍

で

き

る

場

を

広

げ

る

た

め

同

業

他

社

が

副

業

・

兼

業

の

許

可

を

は

じ

め

た

か

ら

従

業

員

の

収

入

増

加

に

つ

な

が

る

た

め

従

業

員

の

視

野

の

拡

大

や

能

力

開

発

に

つ

な

が

る

た

め

従

業

員

の

モ

チ

ベ

シ

ン

の

維

持

・

向

上

に

つ

な

が

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

442 70 65 140 19 237 122 139 56 18
100.0 15.8 14.7 31.7 4.3 53.6 27.6 31.4 12.7 4.1

- - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

17 3 2 4 1 10 1 6 2 1
100.0 17.6 11.8 23.5 5.9 58.8 5.9 35.3 11.8 5.9

95 9 9 25 6 65 24 28 4 3
100.0 9.5 9.5 26.3 6.3 68.4 25.3 29.5 4.2 3.2

1 - - 1 - 1 - - - -
100.0 - - 100.0 - 100.0 - - - -

15 5 4 7 1 7 10 10 3 -
100.0 33.3 26.7 46.7 6.7 46.7 66.7 66.7 20.0 -

39 1 2 10 2 28 8 12 1 2
100.0 2.6 5.1 25.6 5.1 71.8 20.5 30.8 2.6 5.1

51 10 9 10 2 29 14 12 11 1
100.0 19.6 17.6 19.6 3.9 56.9 27.5 23.5 21.6 2.0

4 1 - 2 1 - 2 2 1 -
100.0 25.0 - 50.0 25.0 - 50.0 50.0 25.0 -

9 2 2 5 - 4 6 4 1 -
100.0 22.2 22.2 55.6 - 44.4 66.7 44.4 11.1 -

16 7 4 8 - 4 5 8 - -
100.0 43.8 25.0 50.0 - 25.0 31.3 50.0 - -

23 5 4 7 2 19 6 7 2 -
100.0 21.7 17.4 30.4 8.7 82.6 26.1 30.4 8.7 -

11 1 2 2 - 7 3 3 2 1
100.0 9.1 18.2 18.2 - 63.6 27.3 27.3 18.2 9.1

23 5 5 11 1 3 7 6 8 1
100.0 21.7 21.7 47.8 4.3 13.0 30.4 26.1 34.8 4.3

46 10 11 17 - 17 9 12 9 3
100.0 21.7 23.9 37.0 - 37.0 19.6 26.1 19.6 6.5

1 - - - - - - - 1 -
100.0 - - - - - - - 100.0 -

80 9 9 26 3 35 20 25 11 6
100.0 11.3 11.3 32.5 3.8 43.8 25.0 31.3 13.8 7.5

8 1 2 5 - 5 5 3 - -
100.0 12.5 25.0 62.5 - 62.5 62.5 37.5 - -

3 1 - - - 3 2 1 - -
100.0 33.3 - - - 100.0 66.7 33.3 - -

25 4 5 4 - 15 5 5 3 2
100.0 16.0 20.0 16.0 - 60.0 20.0 20.0 12.0 8.0

244 38 33 75 14 145 65 79 23 11
100.0 15.6 13.5 30.7 5.7 59.4 26.6 32.4 9.4 4.5

121 20 19 36 4 58 37 36 17 5
100.0 16.5 15.7 29.8 3.3 47.9 30.6 29.8 14.0 4.1

50 8 8 25 1 17 14 18 13 -
100.0 16.0 16.0 50.0 2.0 34.0 28.0 36.0 26.0 -

2 - - - - 2 1 1 - -
100.0 - - - - 100.0 50.0 50.0 - -

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模

Ｓ

Ａ

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種

Ｓ

Ａ

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２０－付問１　副業・兼業を許可している理由はなんですか。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模

Ｓ

Ａ

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種

Ｓ

Ａ

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２０．従業員の副業・兼業に関する貴社の意向を教えてください。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

副

業

・

兼

業

を

許

可

し

て

い

る 副

業

・

兼

業

の

許

可

を

検

討

し

て

い

る

副

業

・

兼

業

の

許

可

す

る

予

定

は

な

い

無

回

答

2,260 252 190 1,714 104
100.0 11.2 8.4 75.8 4.6

4 - - 4 -
100.0 - - 100.0 -

164 8 9 143 4
100.0 4.9 5.5 87.2 2.4

624 50 45 504 25
100.0 8.0 7.2 80.8 4.0

13 1 - 12 -
100.0 7.7 - 92.3 -

81 6 9 58 8
100.0 7.4 11.1 71.6 9.9

208 18 21 162 7
100.0 8.7 10.1 77.9 3.4

356 25 26 291 14
100.0 7.0 7.3 81.7 3.9

50 2 2 45 1
100.0 4.0 4.0 90.0 2.0

28 5 4 19 -
100.0 17.9 14.3 67.9 -

52 10 6 32 4
100.0 19.2 11.5 61.5 7.7

111 9 14 83 5
100.0 8.1 12.6 74.8 4.5

60 6 5 46 3
100.0 10.0 8.3 76.7 5.0

48 21 2 21 4
100.0 43.8 4.2 43.8 8.3

134 33 13 81 7
100.0 24.6 9.7 60.4 5.2

4 1 - 3 -
100.0 25.0 - 75.0 -

284 49 31 185 19
100.0 17.3 10.9 65.1 6.7

28 6 2 20 -
100.0 21.4 7.1 71.4 -

11 2 1 5 3
100.0 18.2 9.1 45.5 27.3

99 16 9 70 4
100.0 16.2 9.1 70.7 4.0
1,380 136 108 1,073 63
100.0 9.9 7.8 77.8 4.6

569 67 54 425 23
100.0 11.8 9.5 74.7 4.0

204 32 18 142 12
100.0 15.7 8.8 69.6 5.9

8 1 1 4 2
100.0 12.5 12.5 50.0 25.0

合

計

組

織

外

の

知

識

や

技

術

を

積

極

的

に

取

り

込

む

た

め

企

業

と

し

て

オ

プ

ン

・

イ

ノ

ベ

シ

ン

を

重

視

様

々

な

分

野

に

お

け

る

人

脈

を

構

築

す

る

た

め

従

業

員

が

活

躍

で

き

る

場

を

広

げ

る

た

め

同

業

他

社

が

副

業

・

兼

業

の

許

可

を

は

じ

め

た

か

ら

従

業

員

の

収

入

増

加

に

つ

な

が

る

た

め

従

業

員

の

視

野

の

拡

大

や

能

力

開

発

に

つ

な

が

る

た

め

従

業

員

の

モ

チ

ベ

シ

ン

の

維

持

・

向

上

に

つ

な

が

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

442 70 65 140 19 237 122 139 56 18
100.0 15.8 14.7 31.7 4.3 53.6 27.6 31.4 12.7 4.1

- - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

17 3 2 4 1 10 1 6 2 1
100.0 17.6 11.8 23.5 5.9 58.8 5.9 35.3 11.8 5.9

95 9 9 25 6 65 24 28 4 3
100.0 9.5 9.5 26.3 6.3 68.4 25.3 29.5 4.2 3.2

1 - - 1 - 1 - - - -
100.0 - - 100.0 - 100.0 - - - -

15 5 4 7 1 7 10 10 3 -
100.0 33.3 26.7 46.7 6.7 46.7 66.7 66.7 20.0 -

39 1 2 10 2 28 8 12 1 2
100.0 2.6 5.1 25.6 5.1 71.8 20.5 30.8 2.6 5.1

51 10 9 10 2 29 14 12 11 1
100.0 19.6 17.6 19.6 3.9 56.9 27.5 23.5 21.6 2.0

4 1 - 2 1 - 2 2 1 -
100.0 25.0 - 50.0 25.0 - 50.0 50.0 25.0 -

9 2 2 5 - 4 6 4 1 -
100.0 22.2 22.2 55.6 - 44.4 66.7 44.4 11.1 -

16 7 4 8 - 4 5 8 - -
100.0 43.8 25.0 50.0 - 25.0 31.3 50.0 - -

23 5 4 7 2 19 6 7 2 -
100.0 21.7 17.4 30.4 8.7 82.6 26.1 30.4 8.7 -

11 1 2 2 - 7 3 3 2 1
100.0 9.1 18.2 18.2 - 63.6 27.3 27.3 18.2 9.1

23 5 5 11 1 3 7 6 8 1
100.0 21.7 21.7 47.8 4.3 13.0 30.4 26.1 34.8 4.3

46 10 11 17 - 17 9 12 9 3
100.0 21.7 23.9 37.0 - 37.0 19.6 26.1 19.6 6.5

1 - - - - - - - 1 -
100.0 - - - - - - - 100.0 -

80 9 9 26 3 35 20 25 11 6
100.0 11.3 11.3 32.5 3.8 43.8 25.0 31.3 13.8 7.5

8 1 2 5 - 5 5 3 - -
100.0 12.5 25.0 62.5 - 62.5 62.5 37.5 - -

3 1 - - - 3 2 1 - -
100.0 33.3 - - - 100.0 66.7 33.3 - -

25 4 5 4 - 15 5 5 3 2
100.0 16.0 20.0 16.0 - 60.0 20.0 20.0 12.0 8.0

244 38 33 75 14 145 65 79 23 11
100.0 15.6 13.5 30.7 5.7 59.4 26.6 32.4 9.4 4.5

121 20 19 36 4 58 37 36 17 5
100.0 16.5 15.7 29.8 3.3 47.9 30.6 29.8 14.0 4.1

50 8 8 25 1 17 14 18 13 -
100.0 16.0 16.0 50.0 2.0 34.0 28.0 36.0 26.0 -

2 - - - - 2 1 1 - -
100.0 - - - - 100.0 50.0 50.0 - -

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模

Ｓ

Ａ

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種

Ｓ

Ａ

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２０－付問１　副業・兼業を許可している理由はなんですか。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模

Ｓ

Ａ

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種

Ｓ

Ａ

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２０．従業員の副業・兼業に関する貴社の意向を教えてください。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

過

重

労

働

と

な

り

本

業

支

障

を

き

た

す

た

め

経

営

ト

プ

の

理

解

が

得

ら

れ

な

い

職

場

の

他

の

従

業

員

の

業

務

負

担

が

増

大

す

る

懸

念

が

あ

る

た

め

労

働

時

間

の

管

理

・

把

握

が

困

難

に

な

る

組

織

と

し

て

の

統

制

力

が

弱

ま

る

懸

念

が

あ

る

人

材

の

流

出

に

つ

な

が

る

懸

念

が

あ

る

そ

の

他

無

回

答

1,714 538 1,417 183 603 776 347 486 47 107
100.0 31.4 82.7 10.7 35.2 45.3 20.2 28.4 2.7 6.2

4 - 1 - - 1 1 1 - 1
100.0 - 25.0 - - 25.0 25.0 25.0 - 25.0

143 46 115 22 52 72 37 48 1 12
100.0 32.2 80.4 15.4 36.4 50.3 25.9 33.6 0.7 8.4

504 179 433 57 186 224 120 154 11 27
100.0 35.5 85.9 11.3 36.9 44.4 23.8 30.6 2.2 5.4

12 4 9 2 5 6 3 1 2 -
100.0 33.3 75.0 16.7 41.7 50.0 25.0 8.3 16.7 -

58 23 41 6 18 25 8 17 5 3
100.0 39.7 70.7 10.3 31.0 43.1 13.8 29.3 8.6 5.2

162 21 142 17 46 87 20 43 - 10
100.0 13.0 87.7 10.5 28.4 53.7 12.3 26.5 - 6.2

291 96 247 32 114 136 67 87 8 14
100.0 33.0 84.9 11.0 39.2 46.7 23.0 29.9 2.7 4.8

45 29 34 4 14 22 12 14 4 3
100.0 64.4 75.6 8.9 31.1 48.9 26.7 31.1 8.9 6.7

19 5 15 1 1 8 1 4 2 1
100.0 26.3 78.9 5.3 5.3 42.1 5.3 21.1 10.5 5.3

32 16 26 6 12 14 8 10 1 1
100.0 50.0 81.3 18.8 37.5 43.8 25.0 31.3 3.1 3.1

83 19 76 8 31 39 17 24 - 5
100.0 22.9 91.6 9.6 37.3 47.0 20.5 28.9 - 6.0

46 15 34 1 14 15 4 13 1 4
100.0 32.6 73.9 2.2 30.4 32.6 8.7 28.3 2.2 8.7

21 5 15 1 9 11 2 2 - 1
100.0 23.8 71.4 4.8 42.9 52.4 9.5 9.5 - 4.8

81 11 60 6 30 19 11 16 4 7
100.0 13.6 74.1 7.4 37.0 23.5 13.6 19.8 4.9 8.6

3 2 2 - - 1 - 1 - 1
100.0 66.7 66.7 - - 33.3 - 33.3 - 33.3

185 58 148 17 61 87 33 46 7 16
100.0 31.4 80.0 9.2 33.0 47.0 17.8 24.9 3.8 8.6

20 6 15 2 7 6 1 2 1 1
100.0 30.0 75.0 10.0 35.0 30.0 5.0 10.0 5.0 5.0

5 3 4 1 3 3 2 3 - -
100.0 60.0 80.0 20.0 60.0 60.0 40.0 60.0 - -

70 22 59 4 24 30 15 19 1 3
100.0 31.4 84.3 5.7 34.3 42.9 21.4 27.1 1.4 4.3
1,073 331 889 134 387 447 236 311 23 65
100.0 30.8 82.9 12.5 36.1 41.7 22.0 29.0 2.1 6.1

425 134 347 42 153 208 72 126 18 28
100.0 31.5 81.6 9.9 36.0 48.9 16.9 29.6 4.2 6.6

142 49 119 3 37 88 23 29 5 11
100.0 34.5 83.8 2.1 26.1 62.0 16.2 20.4 3.5 7.7

4 2 3 - 2 3 1 1 - -
100.0 50.0 75.0 - 50.0 75.0 25.0 25.0 - -

合

計

数

年

先

の

事

業

展

開

を

考

慮

し

て

今

後

必

要

と

な

る

人

材

を

育

成

す

る

数

年

先

の

技

術

革

新

に

備

え

て

今

後

必

要

と

な

る

人

材

を

育

成

す

る

今

い

る

従

業

員

の

能

力

を

も

う

一

段

ア

プ

さ

せ

労

働

生

産

性

を

向

上

さ

せ

る

今

い

る

従

業

員

が

当

面

の

仕

事

を

こ

な

す

た

め

に

必

要

な

能

力

を

身

に

つ

け

さ

せ

る

親

会

社

の

事

業

方

針

の

変

更

に

合

わ

せ

て

新

た

に

必

要

と

な

た

能

力

を

身

に

つ

け

さ

せ

る

同

業

他

社

の

取

組

に

遅

れ

な

い

よ

う

に

す

る

従

業

員

の

モ

チ

ベ

シ

ン

を

維

持

・

向

上

さ

せ

る

そ

の

他

無

回

答

2,260 1,265 514 1,761 993 167 244 1,384 8 60
100.0 56.0 22.7 77.9 43.9 7.4 10.8 61.2 0.4 2.7

4 2 2 3 2 - 1 - - -
100.0 50.0 50.0 75.0 50.0 - 25.0 - - -

164 105 49 128 68 12 18 83 1 2
100.0 64.0 29.9 78.0 41.5 7.3 11.0 50.6 0.6 1.2

624 364 199 506 251 41 50 366 - 14
100.0 58.3 31.9 81.1 40.2 6.6 8.0 58.7 - 2.2

13 8 3 9 6 2 1 5 - 1
100.0 61.5 23.1 69.2 46.2 15.4 7.7 38.5 - 7.7

81 42 37 63 29 10 4 43 1 2
100.0 51.9 45.7 77.8 35.8 12.3 4.9 53.1 1.2 2.5

208 108 27 149 98 25 37 121 1 7
100.0 51.9 13.0 71.6 47.1 12.0 17.8 58.2 0.5 3.4

356 194 53 289 165 19 37 244 2 8
100.0 54.5 14.9 81.2 46.3 5.3 10.4 68.5 0.6 2.2

50 32 9 41 20 3 8 33 - -
100.0 64.0 18.0 82.0 40.0 6.0 16.0 66.0 - -

28 17 6 20 12 5 - 18 - 1
100.0 60.7 21.4 71.4 42.9 17.9 - 64.3 - 3.6

52 27 20 43 22 3 5 24 - 3
100.0 51.9 38.5 82.7 42.3 5.8 9.6 46.2 - 5.8

111 59 8 93 57 7 15 82 1 1
100.0 53.2 7.2 83.8 51.4 6.3 13.5 73.9 0.9 0.9

60 33 5 48 28 2 10 38 - 1
100.0 55.0 8.3 80.0 46.7 3.3 16.7 63.3 - 1.7

48 24 6 34 30 - 7 33 2 -
100.0 50.0 12.5 70.8 62.5 - 14.6 68.8 4.2 -

134 72 16 101 64 1 16 103 - 5
100.0 53.7 11.9 75.4 47.8 0.7 11.9 76.9 - 3.7

4 3 - 2 2 2 - 3 - -
100.0 75.0 - 50.0 50.0 50.0 - 75.0 - -

284 157 71 204 123 31 33 167 - 10
100.0 55.3 25.0 71.8 43.3 10.9 11.6 58.8 - 3.5

28 13 2 21 13 3 2 15 - 2
100.0 46.4 7.1 75.0 46.4 10.7 7.1 53.6 - 7.1

11 5 1 7 3 1 - 6 - 3
100.0 45.5 9.1 63.6 27.3 9.1 - 54.5 - 27.3

99 48 19 73 43 10 11 59 1 6
100.0 48.5 19.2 73.7 43.4 10.1 11.1 59.6 1.0 6.1
1,380 766 332 1,065 621 91 159 812 5 37
100.0 55.5 24.1 77.2 45.0 6.6 11.5 58.8 0.4 2.7

569 317 117 446 241 52 57 379 1 13
100.0 55.7 20.6 78.4 42.4 9.1 10.0 66.6 0.2 2.3

204 128 45 171 87 14 16 128 1 3
100.0 62.7 22.1 83.8 42.6 6.9 7.8 62.7 0.5 1.5

8 6 1 6 1 - 1 6 - 1
100.0 75.0 12.5 75.0 12.5 - 12.5 75.0 - 12.5

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模

Ｓ

Ａ

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種

Ｓ

Ａ

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２１．貴社で人材育成に取り組む際に重視している事項をお答えください。（上位３つ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模

Ｓ

Ａ

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種

Ｓ

Ａ

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２０－付問２　副業・兼業を許可しない理由はなんですか。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

に

組

織

内

の

知

識

や

技

術

の

漏

え

い

が

懸

念

さ

れ

る

た

め

企

業

と

し

て

ク

ロ

ズ

ド

・

イ

ノ

ベ

シ

ン

を

重

視
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合

計

専

門

的

な

知

識

・

技

能

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

能

力

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

能

力

分

析

力

・

思

考

力

創

造

力
、

企

画

・

立

案

力

Ｉ

Ｔ

等

の

情

報

技

術

を

使

い

こ

な

す

能

力

好

奇

心

・

積

極

性

語

学

力

・

国

際

感

覚

忍

耐

力

・

継

続

力

協

調

性

そ

の

他

無

回

答

合

計

専

門

的

な

知

識

・

技

能

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

能

力

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

能

力

分

析

力

・

思

考

力

創

造

力
、

企

画

・

立

案

力

Ｉ

Ｔ

等

の

情

報

技

術

を

使

い

こ

な

す

能

力

好

奇

心

・

積

極

性

語

学

力

・

国

際

感

覚

忍

耐

力

・

継

続

力

協

調

性

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２３．貴社で人材育成に取り組む際、将来に管理職や経営幹部となる可能性のある中核的人材にはどのような能力の向上を求めますか。（上位５つ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２２．貴社で人材育成に取り組む際、いわゆる正社員にはどのような能力の向上を求めますか。（上位５つ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

専

門

的

な

知

識

・

技

能

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

能

力

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

能

力

分

析

力

・

思

考

力

創

造

力
、

企

画

・

立

案

力

Ｉ

Ｔ

等

の

情

報

技

術

を

使

い

こ

な

す

能

力

好

奇

心

・

積

極

性

語

学

力

・

国

際

感

覚

忍

耐

力

・

継

続

力

協

調

性

そ

の

他

無

回

答

合

計

専

門

的

な

知

識

・

技

能

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

能

力

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

能

力

分

析

力

・

思

考

力

創

造

力
、

企

画

・

立

案

力

Ｉ

Ｔ

等

の

情

報

技

術

を

使

い

こ

な

す

能

力

好

奇

心

・

積

極

性

語

学

力

・

国

際

感

覚

忍

耐

力

・

継

続

力

協

調

性

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２３．貴社で人材育成に取り組む際、将来に管理職や経営幹部となる可能性のある中核的人材にはどのような能力の向上を求めますか。（上位５つ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２２．貴社で人材育成に取り組む際、いわゆる正社員にはどのような能力の向上を求めますか。（上位５つ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

②目標管理制度による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

①計画的・系統的なＯＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

④表彰による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

③社内資格・技能評価制度の創設による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

④表彰による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

③社内資格・技能評価制度の創設による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑥指導役や教育係の配置（メンター制度等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑤定期的な面談（個別評価・考課）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

（キャリア形成を目的とした）⑧転勤（事業所間の移動）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

（キャリア形成を目的とした）⑦配置転換（事業所内の移動）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

（キャリア形成を目的とした）⑧転勤（事業所間の移動）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

（キャリア形成を目的とした）⑦配置転換（事業所内の移動）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑩企業内で行う一律型のＯｆｆ－ＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

（キャリア形成を目的とした）⑨他企業との人材交流（出向等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑫企業が費用を負担する社外教育

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑪企業内で行う選択型のＯｆｆ－ＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑫企業が費用を負担する社外教育

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑪企業内で行う選択型のＯｆｆ－ＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑭企業としての人材育成方針・計画の策定

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑬本人負担の社外教育に対する支援・配慮

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

②目標管理制度による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

①計画的・系統的なＯＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

②目標管理制度による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

①計画的・系統的なＯＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

④表彰による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

③社内資格・技能評価制度の創設による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑥指導役や教育係の配置（メンター制度等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑤定期的な面談（個別評価・考課）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑥指導役や教育係の配置（メンター制度等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑤定期的な面談（個別評価・考課）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

（キャリア形成を目的とした）⑧転勤（事業所間の移動）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

（キャリア形成を目的とした）⑦配置転換（事業所内の移動）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑩企業内で行う一律型のＯｆｆ－ＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

（キャリア形成を目的とした）⑨他企業との人材交流（出向等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑩企業内で行う一律型のＯｆｆ－ＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

（キャリア形成を目的とした）⑨他企業との人材交流（出向等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑫企業が費用を負担する社外教育

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑪企業内で行う選択型のＯｆｆ－ＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑭企業としての人材育成方針・計画の策定

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑬本人負担の社外教育に対する支援・配慮

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑭企業としての人材育成方針・計画の策定

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑬本人負担の社外教育に対する支援・配慮

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

②目標管理制度による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

①計画的・系統的なＯＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

④表彰による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

③社内資格・技能評価制度の創設による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

④表彰による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

③社内資格・技能評価制度の創設による動機づけ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑥指導役や教育係の配置（メンター制度等）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑤定期的な面談（個別評価・考課）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑧企業内で行う選択型のＯｆｆ－ＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑦企業内で行う一律型のＯｆｆ－ＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 243 －

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑧企業内で行う選択型のＯｆｆ－ＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑦企業内で行う一律型のＯｆｆ－ＪＴ

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑩本人負担の社外教育に対する支援・配慮

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑨企業が費用を負担する社外教育

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

①人材育成を受ける従業員側の意欲が低い

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑪企業としての人材育成方針・計画の策定

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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限定実施のうち

合

計

一

律

実

施

限

定

実

施

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

未

実

施

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

①人材育成を受ける従業員側の意欲が低い

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２４．貴社において取り組んでいる人材育成の内容について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑪企業としての人材育成方針・計画の策定

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

③人材育成に係る予算が限定される中で、他の雇用区分と比較し、優先順位が低い

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

②社内で人材育成を積極的に行う雰囲気がない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑤事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

④他の雇用区分と比較し、人材育成の有効性が感じられない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑤事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

④他の雇用区分と比較し、人材育成の有効性が感じられない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑦転職・離職等で人材育成投資の成果が回収できない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑥上長等の育成能力や指導意識が不足している

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑨従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑧配置転換等によるＯＪＴが硬直化している

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑨従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑧配置転換等によるＯＪＴが硬直化している

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑪その他

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【いわゆる正社員】

⑩従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が業務を代替できる体制が構築できていない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

②社内で人材育成を積極的に行う雰囲気がない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

①人材育成を受ける従業員側の意欲が低い

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

②社内で人材育成を積極的に行う雰囲気がない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

①人材育成を受ける従業員側の意欲が低い

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

④他の雇用区分と比較し、人材育成の有効性が感じられない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

③人材育成に係る予算が限定される中で、他の雇用区分と比較し、優先順位が低い

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑥上長等の育成能力や指導意識が不足している

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑤事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑥上長等の育成能力や指導意識が不足している

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑤事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑧配置転換等によるＯＪＴが硬直化している

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑦転職・離職等で人材育成投資の成果が回収できない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑩従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が業務を代替できる体制が構築できていない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑨従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑩従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が業務を代替できる体制が構築できていない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑨従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

①人材育成を受ける従業員側の意欲が低い

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【限定正社員】

⑪その他

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

③人材育成に係る予算が限定される中で、他の雇用区分と比較し、優先順位が低い

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

②社内で人材育成を積極的に行う雰囲気がない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

③人材育成に係る予算が限定される中で、他の雇用区分と比較し、優先順位が低い

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

②社内で人材育成を積極的に行う雰囲気がない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑤事業の不確実性や技術革新等による専門性の高まりに伴い、人事部門では必要になる育成内容が見極めにくい

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

④他の雇用区分と比較し、人材育成の有効性が感じられない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑦転職・離職等で人材育成投資の成果が回収できない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑥上長等の育成能力や指導意識が不足している

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑦転職・離職等で人材育成投資の成果が回収できない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑥上長等の育成能力や指導意識が不足している

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑨従業員が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が業務を代替できる体制が構築できていない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑧従業員の業務が多忙で、人材育成に充てる時間を確保できない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

大

幅

に

強

化

や

や

強

化

変

わ

ら

な

い

や

や

抑

制

大

幅

に

抑

制

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６．５年前と現在を比較し、貴社では従業員の人材育成が強化されたと思いますか。また、人材育成に関する５年先の見通しも教えてください。

①５年前と現在を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑩その他

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

全

体

女

性

６

０

歳

以

上

高

齢

者

高

度

外

国

人

無

回

答

合

計

大

幅

に

強

化

や

や

強

化

変

わ

ら

な

い

や

や

抑

制

大

幅

に

抑

制

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６．５年前と現在を比較し、貴社では従業員の人材育成が強化されたと思いますか。また、人材育成に関する５年先の見通しも教えてください。

①５年前と現在を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２５．貴社における人材育成の課題について。（ＭＡ）　【非正社員】

⑩その他

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

幅

に

強

化

や

や

強

化

変

わ

ら

な

い

や

や

抑

制

大

幅

に

抑

制

無

回

答

2,260 266 1,264 678 8 - 44
100.0 11.8 55.9 30.0 0.4 - 1.9

4 - 1 3 - - -
100.0 - 25.0 75.0 - - -

164 21 103 39 - - 1
100.0 12.8 62.8 23.8 - - 0.6

624 65 359 191 3 - 6
100.0 10.4 57.5 30.6 0.5 - 1.0

13 2 6 5 - - -
100.0 15.4 46.2 38.5 - - -

81 15 48 14 - - 4
100.0 18.5 59.3 17.3 - - 4.9

208 17 113 72 1 - 5
100.0 8.2 54.3 34.6 0.5 - 2.4

356 39 223 83 1 - 10
100.0 11.0 62.6 23.3 0.3 - 2.8

50 7 29 14 - - -
100.0 14.0 58.0 28.0 - - -

28 5 17 6 - - -
100.0 17.9 60.7 21.4 - - -

52 9 26 16 - - 1
100.0 17.3 50.0 30.8 - - 1.9

111 24 55 31 - - 1
100.0 21.6 49.5 27.9 - - 0.9

60 6 29 23 - - 2
100.0 10.0 48.3 38.3 - - 3.3

48 3 19 26 - - -
100.0 6.3 39.6 54.2 - - -

134 19 62 47 1 - 5
100.0 14.2 46.3 35.1 0.7 - 3.7

4 - 4 - - - -
100.0 - 100.0 - - - -

284 32 151 93 2 - 6
100.0 11.3 53.2 32.7 0.7 - 2.1

28 2 13 13 - - -
100.0 7.1 46.4 46.4 - - -

11 - 6 2 - - 3
100.0 - 54.5 18.2 - - 27.3

99 11 50 36 - - 2
100.0 11.1 50.5 36.4 - - 2.0
1,380 148 762 433 6 - 31
100.0 10.7 55.2 31.4 0.4 - 2.2

569 70 332 157 2 - 8
100.0 12.3 58.3 27.6 0.4 - 1.4

204 36 114 52 - - 2
100.0 17.6 55.9 25.5 - - 1.0

8 1 6 - - - 1
100.0 12.5 75.0 - - - 12.5

合

計

Ｏ

Ｊ

Ｔ

Ｏ

ｆ

ｆ

Ｊ

Ｔ

自

己

啓

発

へ

の

支

援

無

回

答

1,530 694 455 282 99
100.0 45.4 29.7 18.4 6.5

1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

124 48 36 31 9
100.0 38.7 29.0 25.0 7.3

424 206 127 69 22
100.0 48.6 30.0 16.3 5.2

8 4 2 1 1
100.0 50.0 25.0 12.5 12.5

63 29 23 10 1
100.0 46.0 36.5 15.9 1.6

130 50 43 29 8
100.0 38.5 33.1 22.3 6.2

262 126 85 35 16
100.0 48.1 32.4 13.4 6.1

36 19 5 6 6
100.0 52.8 13.9 16.7 16.7

22 9 8 5 -
100.0 40.9 36.4 22.7 -

35 11 13 7 4
100.0 31.4 37.1 20.0 11.4

79 34 21 18 6
100.0 43.0 26.6 22.8 7.6

35 17 7 7 4
100.0 48.6 20.0 20.0 11.4

22 13 7 2 -
100.0 59.1 31.8 9.1 -

81 31 23 21 6
100.0 38.3 28.4 25.9 7.4

4 2 2 - -
100.0 50.0 50.0 - -

183 83 47 40 13
100.0 45.4 25.7 21.9 7.1

15 7 4 1 3
100.0 46.7 26.7 6.7 20.0

6 4 2 - -
100.0 66.7 33.3 - -

61 27 10 15 9
100.0 44.3 16.4 24.6 14.8

910 389 278 191 52
100.0 42.7 30.5 21.0 5.7

402 195 123 58 26
100.0 48.5 30.6 14.4 6.5

150 80 42 17 11
100.0 53.3 28.0 11.3 7.3

7 3 2 1 1
100.0 42.9 28.6 14.3 14.3

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模

Ｓ

Ａ

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種

Ｓ

Ａ

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問１．今後、人材育成を強化していく上で、貴社が最も重要視するものをお答えください。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模

Ｓ

Ａ

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種

Ｓ

Ａ

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６．５年前と現在を比較し、貴社では従業員の人材育成が強化されたと思いますか。また、人材育成に関する５年先の見通しも教えてください。

②現在と５年先を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

－

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 262 －

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

②上長等の育成能力や指導意識の向上

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

①経営トップからの呼びかけ等により、従業員の能力開発への意欲を向上させる

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

②上長等の育成能力や指導意識の向上

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

①経営トップからの呼びかけ等により、従業員の能力開発への意欲を向上させる

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

④多様なキャリアパスの明確化と、各キャリアパスを辿るために求められる資格や能力の明確化

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

③事業展開の方向性や従業員のＫＰＩについて認識共有を図り、従業員が今後を見据えて、自主的に能力開発に取り組みやすい環境を整備

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑥人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、従業員の能力開発への取組状況をより評価

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑤人材育成に係る予算を拡充

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑥人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、従業員の能力開発への取組状況をより評価

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑤人材育成に係る予算を拡充

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑧就業時間への配慮

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑦人事考課（賃金、昇進等を含む。）において、部下の育成に積極的な上司をより評価

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑩担当が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が仕事を代替できる体制づくり

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑨教育訓練休暇（有給、無給の両方を含む）の創設・拡充

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑩担当が能力開発に取り組むため不在にしても、その間、他の人が仕事を代替できる体制づくり

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑨教育訓練休暇（有給、無給の両方を含む）の創設・拡充

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑫国内大学での学びに対する支援の拡充

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑪社員同士の自主的な勉強会に対する支援の拡充

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問３．人材育成の強化に向けた取組方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

①　Ａ．人事部局の体制を強化する　／　Ｂ．人事部局の体制を縮小する

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑬海外大学への留学に対する支援の拡充

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

実

施

予

定

実

施

予

定

な

し

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問３．人材育成の強化に向けた取組方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

①　Ａ．人事部局の体制を強化する　／　Ｂ．人事部局の体制を縮小する

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問２．今後、人材育成を強化していく中で、企業として具体的にどのような支援に力を入れていく予定かお答えください。

⑬海外大学への留学に対する支援の拡充

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２６－付問３．人材育成の強化に向けた取組方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

③　Ａ．人事部局が主導する人材育成の機会を増加させる　／　Ｂ．現場や社員が主導する人材育成の機会を増加させる

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問３．人材育成の強化に向けた取組方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

②　Ａ．人材育成を専門とする外部のコンサルタント会社への委託を強化する　／　Ｂ．外部への委託を縮小する又はしない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合

計

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

社

内

に

い

る

が
、

人

数

は

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

５

年

前

か

ら

現

在

ま

で
、

高

度

専

門

人

材

を

採

用

し

た

こ

と

が

な

く
、

今

後

と

も

採

用

す

る

予

定

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７．貴社における高度専門人材　について、５年前と比較した状況をお答えください。また、高度専門人材に関する５年先の見通しも教えてください。

①５年前と現在を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問３．人材育成の強化に向けた取組方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

④　Ａ．ｅラーニング等といったＩＴを活用した人材育成の機会を重視　／　Ｂ．集合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を重視

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

合

計

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

社

内

に

い

る

が
、

人

数

は

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

５

年

前

か

ら

現

在

ま

で
、

高

度

専

門

人

材

を

採

用

し

た

こ

と

が

な

く
、

今

後

と

も

採

用

す

る

予

定

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７．貴社における高度専門人材　について、５年前と比較した状況をお答えください。また、高度専門人材に関する５年先の見通しも教えてください。

①５年前と現在を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２６－付問３．人材育成の強化に向けた取組方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。

④　Ａ．ｅラーニング等といったＩＴを活用した人材育成の機会を重視　／　Ｂ．集合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を重視

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

幅

に

増

加

や

や

増

加

社

内

に

い

る

が
、

人

数

は

変

わ

ら

な

い

や

や

減

少

大

幅

に

減

少

５

年

前

か

ら

現

在

ま

で
、

高

度

専

門

人

材

を

採

用

し

た

こ

と

が

な

く
、

今

後

と

も

採

用

す

る

予

定

は

な

い

無

回

答

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

経

営
、

管

理

総

務

・

人

事

・

経

理

・

広

報

関

係

法

務

販

売

・

営

業

市

場

調

査
（

マ
ー

ケ

テ
ィ

ン

グ
）

国

際

貿

易

金

融

・

デ
ィ

ー

リ

ン

グ

関

係

研

究

開

発

コ

ン

サ

ル

テ
ィ

ン

グ

生

産

・

製

造

シ

ス

テ

ム

開

発

・

設

計

Ｗ

ｅ

ｂ

デ

ザ

イ

ン

デ
ー

タ

サ

イ

エ

ン

テ
ィ

ス

ト

情

報

セ

キ
ュ

リ

テ
ィ

通

訳

・

翻

訳

医

療

・

福

祉

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問１．現在、貴社における高度専門人材は、どのような仕事をしていますか。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７．貴社における高度専門人材　について、５年前と比較した状況をお答えください。また、高度専門人材に関する５年先の見通しも教えてください。

②現在と５年先を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

そ

う

思

う

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

う ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

そ

う

思

う

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

う ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問２．５年前と現在を比較し、貴社における高度専門人材の活用により、以下のような効果がありましたか。

②　海外市場で稼ぐ力が向上した

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問２．５年前と現在を比較し、貴社における高度専門人材の活用により、以下のような効果がありましたか。

①　イノベーションが促進された（新製品の開発、大幅に改善された生産工程、新しいマーケティング方法、新たな業務慣行の導入等

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

そ

う

思

う

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

う ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

そ

う

思

う

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

う ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問２．５年前と現在を比較し、貴社における高度専門人材の活用により、以下のような効果がありましたか。

②　海外市場で稼ぐ力が向上した

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問２．５年前と現在を比較し、貴社における高度専門人材の活用により、以下のような効果がありましたか。

①　イノベーションが促進された（新製品の開発、大幅に改善された生産工程、新しいマーケティング方法、新たな業務慣行の導入等

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

そ

う

思

う

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

う ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

そ

う

思

う

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

う ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問２．５年前と現在を比較し、貴社における高度専門人材の活用により、以下のような効果がありましたか。

④　社員のモチベーションが向上した

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問２．５年前と現在を比較し、貴社における高度専門人材の活用により、以下のような効果がありましたか。

③　労働生産性が向上した

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

そ

う

思

う

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

う ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

合

計

企

業

内

部

で

育

成

企

業

外

部

か

ら

獲

得

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問３．高度専門人材について、企業内部で長期的に育成したか、企業外部から獲得したかお答えください。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問２．５年前と現在を比較し、貴社における高度専門人材の活用により、以下のような効果がありましたか。

⑤　企業収益が改善した

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

そ

う

思

う

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

う ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

合

計

企

業

内

部

で

育

成

企

業

外

部

か

ら

獲

得

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問３．高度専門人材について、企業内部で長期的に育成したか、企業外部から獲得したかお答えください。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問２．５年前と現在を比較し、貴社における高度専門人材の活用により、以下のような効果がありましたか。

⑤　企業収益が改善した

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問４．性別、年齢、国籍、専門分野、職種等といった様々な観点から５年前と比較し、貴社の高度専門人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年先の社
内人材の多様化は、現在と比較し進むと思いますか。

②現在と５年先を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問４．性別、年齢、国籍、専門分野、職種等といった様々な観点から５年前と比較し、貴社の高度専門人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年先の社
内人材の多様化は、現在と比較し進むと思いますか。

①５年前と現在を比較

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問５．高度専門人材において多様化が進んだ事項について、当てはまるものをお答えください。

②年齢

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問５．高度専門人材において多様化が進んだ事項について、当てはまるものをお答えください。

①性別

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問５．高度専門人材において多様化が進んだ事項について、当てはまるものをお答えください。

②年齢

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問５．高度専門人材において多様化が進んだ事項について、当てはまるものをお答えください。

①性別

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問５．高度専門人材において多様化が進んだ事項について、当てはまるものをお答えください。

④専門分野

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問５．高度専門人材において多様化が進んだ事項について、当てはまるものをお答えください。

③国籍

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問６．高度専門人材の多様化が進んだことで生じた変化は、ＡとＢのどちらが近いですか。

①　Ａ．新たな価値観やアイデアが生まれるきっかけとなった　／　Ｂ．新たな価値観やアイデアが生まれるきっかけになったとはいえない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問５．高度専門人材において多様化が進んだ事項について、当てはまるものをお答えください。

⑤職種

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２７－付問６．高度専門人材の多様化が進んだことで生じた変化は、ＡとＢのどちらが近いですか。

①　Ａ．新たな価値観やアイデアが生まれるきっかけとなった　／　Ｂ．新たな価値観やアイデアが生まれるきっかけになったとはいえない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問５．高度専門人材において多様化が進んだ事項について、当てはまるものをお答えください。

⑤職種

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２８．高度専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。日本人と高度外国人に峻別して、それぞれお答えください。

【高度日本人】　Ａ．高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用管理を別途している　／　Ｂ．通常の従業員と同様の雇用管理をしており、別途特別な対応はしていない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２７－付問６．高度専門人材の多様化が進んだことで生じた変化は、ＡとＢのどちらが近いですか。

②　Ａ．異なる価値観等により、社員間の衝突が増えた　／　Ｂ．異なる価値観等により、社員間の衝突が増えたとはいえない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

採

用

時

に

職

務

内

容

を

文

書

で

明

確

化

職

務

内

容

を

特

定

の

分

野

に

限

定

キ
ャ

リ

ア

の

設

計

・

相

談

支

援

の

充

実

転

居

を

伴

う

転

勤

を

さ

せ

な

い 希

望

を

踏

ま

え

た

配

属
、

配

置

転

換

優

先

的

な

能

力

開

発

機

会

の

提

供

業

務

遂

行

に

伴

う

裁

量

権

の

拡

大

優

先

的

な

抜

擢

・

登

用

・

昇

進 能

力

・

成

果

に

見

合
っ

た

賃

金

水

準

の

提

示

労

働

時

間

の

短

縮

や

働

き

方

の

柔

軟

化

有

給

休

暇

の

取

得

促

進

経

営

戦

略

情

報
、

部

門

・

職

場

で

の

目

標

の

共

有

化
、

浸

透

促

進

兼

業

・

副

業

の

許

可

他

の

職

員

と

は

異

な

る

処

遇

を

提

示

す

る

た

め

の

有

期

契

約

の

提

示

そ

の

他

無

回

答

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２８．高度専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。日本人と高度外国人に峻別して、それぞれお答えください。

【高度外国人】　Ａ．高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用管理を別途している　／　Ｂ．通常の従業員と同様の雇用管理をしており、別途特別な対応はしていない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２８－付問１．高度専門人材の特性を勘案し、通常の従業員とは異なる雇用管理として、別途実施している内容についてお答えください。（ＭＡ）

【高度日本人】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

採

用

時

に

職

務

内

容

を

文

書

で

明

確

化

職

務

内

容

を

特

定

の

分

野

に

限

定

キ
ャ

リ

ア

の

設

計

・

相

談

支

援

の

充

実

転

居

を

伴

う

転

勤

を

さ

せ

な

い 希

望

を

踏

ま

え

た

配

属
、

配

置

転

換

優

先

的

な

能

力

開

発

機

会

の

提

供

業

務

遂

行

に

伴

う

裁

量

権

の

拡

大

優

先

的

な

抜

擢

・

登

用

・

昇

進 能

力

・

成

果

に

見

合
っ

た

賃

金

水

準

の

提

示

労

働

時

間

の

短

縮

や

働

き

方

の

柔

軟

化

有

給

休

暇

の

取

得

促

進

経

営

戦

略

情

報
、

部

門

・

職

場

で

の

目

標

の

共

有

化
、

浸

透

促

進

兼

業

・

副

業

の

許

可

他

の

職

員

と

は

異

な

る

処

遇

を

提

示

す

る

た

め

の

有

期

契

約

の

提

示

そ

の

他

無

回

答

※問27の選択肢「6．５年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」以外を対象に集計。

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２８．高度専門人材の特性を勘案した雇用管理に関する方針は、ＡとＢのどちらに近いですか。日本人と高度外国人に峻別して、それぞれお答えください。

【高度外国人】　Ａ．高度専門人材の特性を勘案した特別な雇用管理を別途している　／　Ｂ．通常の従業員と同様の雇用管理をしており、別途特別な対応はしていない

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２８－付問１．高度専門人材の特性を勘案し、通常の従業員とは異なる雇用管理として、別途実施している内容についてお答えください。（ＭＡ）

【高度日本人】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

採

用

時

に

職

務

内

容

を

文

書

で

明

確

化

職

務

内

容

を

特

定

の

分

野

に

限

定

キ
ャ

リ

ア

の

設

計

・

相

談

支

援

の

充

実

転

居

を

伴

う

転

勤

を

さ

せ

な

い 希

望

を

踏

ま

え

た

配

属
、

配

置

転

換

優

先

的

な

能

力

開

発

機

会

の

提

供

業

務

遂

行

に

伴

う

裁

量

権

の

拡

大

優

先

的

な

抜

擢

・

登

用

・

昇

進 能

力

・

成

果

に

見

合
っ

た

賃

金

水

準

の

提

示

労

働

時

間

の

短

縮

や

働

き

方

の

柔

軟

化

有

給

休

暇

の

取

得

促

進

経

営

戦

略

情

報
、

部

門

・

職

場

で

の

目

標

の

共

有

化
、

浸

透

促

進

兼

業

・

副

業

の

許

可

他

の

職

員

と

は

異

な

る

処

遇

を

提

示

す

る

た

め

の

有

期

契

約

の

提

示

そ

の

他

無

回

答

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問２９．貴社の業務遂行に当たって、いわゆる正社員、限定正社員、非正社員といった多様な人材の能力が、十分に発揮されていると感じますか。

Ａ．十分な能力が発揮されている　／　Ｂ．十分な能力の発揮に向けて課題がある

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２８－付問１．高度専門人材の特性を勘案し、通常の従業員とは異なる雇用管理として、別途実施している内容についてお答えください。（ＭＡ）

【高度外国人】

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

Ｉ

Ｔ

等

を

活

用

し

た

業

務

の

標

準

化

Ｉ

Ｔ

等

を

活

用

し

た

情

報

共

有

の

徹

底

チ
ー

ム

内

の

意

思

決

定

方

法

・

意

思

決

定

権

者

の

明

確

化 多

様

な

人

材

が

相

互

に

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

で

き

る

場

所

の

整

備

イ

ベ

ン

ト

等

を

開

催

し
、

社

員

同

士

の

交

流

を

促

進

す

る

こ

と

で
、

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

を

向

上

さ

せ

る

仕

事

の

進

め

方

等

に

つ

い

て

気

軽

に

相

談

で

き

る

メ

ン

タ
ー

を

配

置

セ

ミ

ナ
ー

等

を

実

施

し
、

働

き

方

に

関

す

る

従

業

員

の

視

野

を

広

げ

る

３

６

０

度

評

価

の

実

施

等
、

多

様

な

立

場

に

あ

る

評

価

者

の

意

見

が

人

事

評

価

に

盛

り

込

ま

れ

る

よ

う

に

す

る

そ

の

他

特

に

実

施

し

て

い

る

こ

と

は

な

い

無

回

答

合

計

５

％

未

満

５
～

１

０

％

未

満

１

０
～

２

０

％

未

満

２

０
～

３

０

％

未

満

３

０

％

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問３０．正社員に占める管理職比率はどれくらいですか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２９－付問１．多様な人材の能力を十分に発揮させるための働き方の工夫として重要だと考える取組をお答えください。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

Ｉ

Ｔ

等

を

活

用

し

た

業

務

の

標

準

化

Ｉ

Ｔ

等

を

活

用

し

た

情

報

共

有

の

徹

底

チ
ー

ム

内

の

意

思

決

定

方

法

・

意

思

決

定

権

者

の

明

確

化 多

様

な

人

材

が

相

互

に

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

で

き

る

場

所

の

整

備

イ

ベ

ン

ト

等

を

開

催

し
、

社

員

同

士

の

交

流

を

促

進

す

る

こ

と

で
、

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

を

向

上

さ

せ

る

仕

事

の

進

め

方

等

に

つ

い

て

気

軽

に

相

談

で

き

る

メ

ン

タ
ー

を

配

置

セ

ミ

ナ
ー

等

を

実

施

し
、

働

き

方

に

関

す

る

従

業

員

の

視

野

を

広

げ

る

３

６

０

度

評

価

の

実

施

等
、

多

様

な

立

場

に

あ

る

評

価

者

の

意

見

が

人

事

評

価

に

盛

り

込

ま

れ

る

よ

う

に

す

る

そ

の

他

特

に

実

施

し

て

い

る

こ

と

は

な

い

無

回

答

合

計

５

％

未

満

５
～

１

０

％

未

満

１

０
～

２

０

％

未

満

２

０
～

３

０

％

未

満

３

０

％

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問３０．正社員に占める管理職比率はどれくらいですか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問２９－付問１．多様な人材の能力を十分に発揮させるための働き方の工夫として重要だと考える取組をお答えください。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

早

ま
っ

て

い

る

変

化

は

な

い

遅

く

な
っ

て

い

る

無

回

答

合

計

早

ま
っ

て

い

る

変

化

は

な

い

遅

く

な
っ

て

い

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問３１．管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピード）は、５年前と現在を比較し、どのような傾向にありますか。

②部長（相当）職

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問３１．管理職への登用までに要する標準的な期間（昇進スピード）は、５年前と現在を比較し、どのような傾向にありますか。

①課長（相当）職

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

総

人

件

費

の

抑

制

の

た

め

十

分

な

管

理

能

力

を

備

え

た

人

材

が

い

な

い

管

理

職

を

担

う

世

代

の

社

員

数

が

多

く
、

選

定

が

困

難

に

な
っ

て

い

る

管

理

職

に

就

く

こ

と

を

希

望

し

な

い

社

員

が

増

加

し

て

い

る 親

の

介

護

等
、

管

理

職

に

就

け

な

い

事

情

を

抱

え

る

社

員

が

増

加

し

て

い

る

そ

の

他

無

回

答

合

計

行
っ

て

い

る

導

入

を

検

討

中

行
っ

て

お

ら

ず

導

入

予

定

も

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問３２．将来の管理職や経営幹部の育成を目的にした「早期選抜」を行っていますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問３１－付問１．昇進が遅くなっている理由として、当てはまるものをお答えください。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

総

人

件

費

の

抑

制

の

た

め

十

分

な

管

理

能

力

を

備

え

た

人

材

が

い

な

い

管

理

職

を

担

う

世

代

の

社

員

数

が

多

く
、

選

定

が

困

難

に

な
っ

て

い

る

管

理

職

に

就

く

こ

と

を

希

望

し

な

い

社

員

が

増

加

し

て

い

る 親

の

介

護

等
、

管

理

職

に

就

け

な

い

事

情

を

抱

え

る

社

員

が

増

加

し

て

い

る

そ

の

他

無

回

答

合

計

行
っ

て

い

る

導

入

を

検

討

中

行
っ

て

お

ら

ず

導

入

予

定

も

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問３２．将来の管理職や経営幹部の育成を目的にした「早期選抜」を行っていますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問３１－付問１．昇進が遅くなっている理由として、当てはまるものをお答えください。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

採

用

時

点

入

社

か

ら

５

年

未

満

入

社

か

ら

５

年

以

上

１

０

年

未

満

入

社

か

ら

１

０

年

以

上

無

回

答

合

計

多

様

な

経

験

を

積

ま

せ

る

た

め

の

優

先

的

な

配

置

転

換

（

国

内

転

勤

含

む
）

を

す

る

特

別

な

プ

ロ

ジ
ェ

ク

ト

や

中

枢

部

門

へ

の

配

置

な

ど

重

要

な

仕

事

の

経

験

を

積

ま

せ

る

海

外

で

の

勤

務

経

験

を

優

先

的

に

積

ま

せ

る

選

抜

型

研

修

に

優

先

的

に

参

加

さ

せ

る

経

営

実

務

に

関

す

る

知

識

を

積

極

的

に

習

得

さ

せ

る

他

社

と

の

人

材

交

流

の

機

会

を

積

極

的

に

提

供

す

る

国

外

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

国

内

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

優

先

的

に

自

己

啓

発

の

費

用

負

担

を

す

る

そ

の

他

（

左

記

の

中

で
）

実

施

し

て

い

る

も

の

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問３２－付問２．早期選抜者に実施している育成メニューは何ですか。一般的な管理職（候補者含む）を対象に行っているものと合わせて教えてください。（ＭＡ）

早期選抜者

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問３２－付問１．対象者をいつ頃、選定していますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

多

様

な

経

験

を

積

ま

せ

る

た

め

の

優

先

的

な

配

置

転

換

（

国

内

転

勤

含

む
）

を

す

る

特

別

な

プ

ロ

ジ
ェ

ク

ト

や

中

枢

部

門

へ

の

配

置

な

ど

重

要

な

仕

事

の

経

験

を

積

ま

せ

る

海

外

で

の

勤

務

経

験

を

優

先

的

に

積

ま

せ

る

選

抜

型

研

修

に

優

先

的

に

参

加

さ

せ

る

経

営

実

務

に

関

す

る

知

識

を

積

極

的

に

習

得

さ

せ

る

他

社

と

の

人

材

交

流

の

機

会

を

積

極

的

に

提

供

す

る

国

外

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

国

内

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

優

先

的

に

自

己

啓

発

の

費

用

負

担

を

す

る

そ

の

他

（

左

記

の

中

で
）

実

施

し

て

い

る

も

の

は

な

い

無

回

答

合

計

従

業

員

間

の

差

異
（

ば

ら

つ

き
）

が

大

き

く

な
っ

た

変

わ

ら

な

い

従

業

員

間

で

均

質

化

し

た

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問３３．５年前と現在を比較し、管理職への登用のタイミングに関する従業員間の差異について、どのような傾向にありますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問３２－付問２．早期選抜者に実施している育成メニューは何ですか。一般的な管理職（候補者含む）を対象に行っているものと合わせて教えてください。（ＭＡ）

一般的な管理職

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
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合

計

多

様

な

経

験

を

積

ま

せ

る

た

め

の

優

先

的

な

配

置

転

換

（

国

内

転

勤

含

む
）

を

す

る

特

別

な

プ

ロ

ジ
ェ

ク

ト

や

中

枢

部

門

へ

の

配

置

な

ど

重

要

な

仕

事

の

経

験

を

積

ま

せ

る

海

外

で

の

勤

務

経

験

を

優

先

的

に

積

ま

せ

る

選

抜

型

研

修

に

優

先

的

に

参

加

さ

せ

る

経

営

実

務

に

関

す

る

知

識

を

積

極

的

に

習

得

さ

せ

る

他

社

と

の

人

材

交

流

の

機

会

を

積

極

的

に

提

供

す

る

国

外

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

国

内

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

優

先

的

に

自

己

啓

発

の

費

用

負

担

を

す

る

そ

の

他

（

左

記

の

中

で
）

実

施

し

て

い

る

も

の

は

な

い

無

回

答

合

計

従

業

員

間

の

差

異
（

ば

ら

つ

き
）

が

大

き

く

な
っ

た

変

わ

ら

な

い

従

業

員

間

で

均

質

化

し

た

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

無回答

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

問３３．５年前と現在を比較し、管理職への登用のタイミングに関する従業員間の差異について、どのような傾向にありますか。

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問３２－付問２．早期選抜者に実施している育成メニューは何ですか。一般的な管理職（候補者含む）を対象に行っているものと合わせて教えてください。（ＭＡ）

一般的な管理職

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

合

計

事

業

展

開

の

不

確

実

性

の

高

ま

り

に

伴

い
、

管

理

職

の

計

画

的

・

系

統

的

育

成

が

困

難

に

な
っ

て

い

る

バ

ブ

ル

期

入

社

世

代

に

お

い

て
、

管

理

職

の

ポ

ス

ト

数

が

不

足

し

て

い

る

ラ

イ

ン

管

理

職

に

な

れ

な

か
っ

た

人

材

の

有

効

活

用

や

モ

チ

ベ
ー

シ
ョ

ン

維

持

が

難

し

い

組

織

の

フ

ラ
ッ

ト

化
（

昇

進

階

段

の

減

少
）

に

伴

い
、

就

労

意

欲

や

帰

属

意

識

が

維

持

し

に

く

い

過

去

に

行
っ

た

採

用

抑

制

に

伴

い
、

管

理

職

の

人

数

確

保

が

困

難

な

世

代

が

あ

る

世

代

等

に

よ

り

管

理

職

候

補

者

の

能

力

・

資

質

に

ム

ラ

が

あ

る
（

質

的

確

保

が

困

難

な

世

代

が

あ

る
）

管

理

職

に

就

く

こ

と

を

希

望

し

な

い

若

年

者

が

増

え

て

い

る 転

勤

の

敬

遠

等

で

管

理

職

要

件

を

満

た

せ

な

い

者

が

増

え

て

い

る

メ

ン

タ

ル

ヘ

ル

ス

上

や

健

康

上
、

あ

る

い

は

親

の

介

護

等

の

問

題

を

抱

え

る

管

理

職

が

増

え

て

い

る

社

内

人

材

の

多

様

性

が

進

み
、

管

理

職

に

求

め

ら

れ

る

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

能

力

の

水

準

が

高

ま
っ

た

結

果
、

管

理

職

の

業

務

負

担

が

増

え

て

い

る

そ

の

他

無

回

答

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

問

１

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

無回答

問

１

主

た

る

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

問３４．管理職の育成・登用上、近年感じている課題は何ですか。（ＭＡ）

合計

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業
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付属統計表 
【労働者調査】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

統計利用上の注意 

１．調査結果の合計には性、年齢、業種、規模等が不明の者を含む。 

２．上段には実数、下段には構成比を掲載した。 

３．―は回答者がないもの。 

４．構成比は、表章単位未満を四捨五入してあるので、内容の合計が総計に一致しないこと

もある。 
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合

計

男

性

女

性

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１．あなたの性別は何ですか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

日

本

日

本

以

外

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２．あなたの国籍はどこですか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

日

本

日

本

以

外

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２．あなたの国籍はどこですか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

１

５
～

２

４

歳

２

５
～

２

９

歳

３

０
～

３

４

歳

３

５
～

３

９

歳

４

０
～

４

４

歳

４

５
～

４

９

歳

５

０
～

５

４

歳

５

５
～

５

９

歳

６

０
～

６

４

歳

６

５
～

６

９

歳

７

０

歳

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３．ご自身の満年齢をご記入ください。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

い

る

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４．配偶者はいますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

い

る

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４．配偶者はいますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

無

職

有

職

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４－付問１．配偶者の方は仕事をしていますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

正

社

員

非

正

社

員

そ

れ

以

外
（

自

営

業

等
）

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４－付問２．配偶者の就業形態は何ですか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

正

社

員

非

正

社

員

そ

れ

以

外
（

自

営

業

等
）

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４－付問２．配偶者の就業形態は何ですか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

３

歳

未

満

３

歳

以

上
、

小

学

校

就

学

前

小

学

生

中

学

生

高

校

生

以

上

子

供

は

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問５．現在一緒に住んでいるご家族のなかに、次のようなお子さんがいますか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

い

る
（

同

居

し

て

い

る
）

い

る
（

別

居

し

て

い

る
）

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問６．ご家族の中に、現在介護・介助が必要な方がいますか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

い

る
（

同

居

し

て

い

る
）

い

る
（

別

居

し

て

い

る
）

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問６．ご家族の中に、現在介護・介助が必要な方がいますか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

中

学

校

卒

高

等

学

校

卒

専

修

・

各

種

学

校

卒

短

大

・

高

専

卒

四

年

制

大

学

卒

大

学

院
（

修

士

課

程

修

了
）

大

学

院
（

博

士

課

程

修

了
）

大

学

院
（

専

門

職

学

位

課

程

修

了
）

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問７．あなたの最終学歴をお答え下さい（在学中及び中退は卒業に含みません）。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

罹

患

し

て

い

る

罹

患

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問８．働きながら定期的に医療機関への通院を要するような病気（経過観察を含む。）を罹患していますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

罹

患

し

て

い

る

罹

患

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問８．働きながら定期的に医療機関への通院を要するような病気（経過観察を含む。）を罹患していますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

９

９

人

以

下

１

０

０
～

２

９

９

人

３

０

０
～

９

９

９

人

１

，

０

０

０
～

９

，

９

９

９

人 １

万

人

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問９．勤め先企業の従業員規模（会社全体）は、どのくらいですか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

鉱

業
、

採

石

業
、

砂

利

採

取

業 建

設

業

製

造

業

電

気

・

ガ

ス

・

熱

供

給

・

水

道

業

情

報

通

信

業

運

輸

業
、

郵

便

業

卸

売

業
、

小

売

業

金

融

業
、

保

険

業

不

動

産

業
、

物

品

賃

貸

業

学

術

研

究
、

専

門

・

技

術

サ
ー

ビ

ス

業

宿

泊

業
、

飲

食

サ
ー

ビ

ス

業

生

活

関

連

サ
ー

ビ

ス

業
、

娯

楽

業

教

育
、

学

習

支

援

業

医

療
、

福

祉

複

合

サ
ー

ビ

ス

事

業
（

郵

便

局
、

協

同

組

合

な

ど
）

サ
ー

ビ

ス

業
（

他

に

分

類

さ

れ

な

い

も

の
）

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１０．勤め先企業の業種は何ですか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

鉱

業
、

採

石

業
、

砂

利

採

取

業 建

設

業

製

造

業

電

気

・

ガ

ス

・

熱

供

給

・

水

道

業

情

報

通

信

業

運

輸

業
、

郵

便

業

卸

売

業
、

小

売

業

金

融

業
、

保

険

業

不

動

産

業
、

物

品

賃

貸

業

学

術

研

究
、

専

門

・

技

術

サ
ー

ビ

ス

業

宿

泊

業
、

飲

食

サ
ー

ビ

ス

業

生

活

関

連

サ
ー

ビ

ス

業
、

娯

楽

業

教

育
、

学

習

支

援

業

医

療
、

福

祉

複

合

サ
ー

ビ

ス

事

業
（

郵

便

局
、

協

同

組

合

な

ど
）

サ
ー

ビ

ス

業
（

他

に

分

類

さ

れ

な

い

も

の
）

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１０．勤め先企業の業種は何ですか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

管

理

職
（

リ
ー

ダ
ー

職

を

含

む
）

事

務

職
（

一

般

事

務

等
）

事

務

系

専

門

職
（

市

場

調

査
、

財

務
、

貿

易

・

翻

訳

等
）

技

術

系

専

門

職
（

研

究

開

発
、

設

計
、

Ｓ

Ｅ

等
）

医

療

・

福

祉

関

係

専

門

職

教

育

関

係

専

門

職

営

業

職

販

売

職

接

客

・

サ
ー

ビ

ス

職

保

安

職

製

造

・

生

産

工

程

職

輸

送

・

機

械

運

転

職

建

設

・

採

掘

職

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１１．勤め先企業でのあなたの仕事・職種は、次のどれにあたりますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

役

職

な

し
（

一

般

社

員
）

係

長

・

主

任

相

当

職

課

長

・

課

長

相

当

職

部

長

・

部

長

相

当

職

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１２．勤め先企業でのあなたの役職は、次のどれに当たりますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

役

職

な

し
（

一

般

社

員
）

係

長

・

主

任

相

当

職

課

長

・

課

長

相

当

職

部

長

・

部

長

相

当

職

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１２．勤め先企業でのあなたの役職は、次のどれに当たりますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

あ

る
（

登

用

さ

れ

た

経

験

が

あ

る
）

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１３．勤め先企業で非正社員から正社員に登用された経験はありますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

現

在
～

１

年

前

１

年

超
～

３

年

前

３

年

超
～

６

年

前

６

年

超
～

１

０

年

前

１

０

年

超

前

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１３－付問１．正社員に登用されたのは、いつ頃ですか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

現

在
～

１

年

前

１

年

超
～

３

年

前

３

年

超
～

６

年

前

６

年

超
～

１

０

年

前

１

０

年

超

前

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１３－付問１．正社員に登用されたのは、いつ頃ですか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

変

わ

ら

な

い

登

用

前

の

業

務

に
、

新

し

い

業

務

が

加

わ
っ

た

登

用

前

と

全

く

異

な

る

業

務

に

従

事

し

て

い

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１３－付問２．正社員に登用された前後を比較した場合、仕事内容に変化はありましたか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

勤

続

期

間

職

場

の

上

司

の

推

薦

人

事

評

価

に

お

け

る

一

定

以

上

の

評

価

実

績

職

務

遂

行

能

力

・

ス

キ

ル

特

定

の

資

格

の

保

有

登

用

試

験

の

結

果

能

力

開

発

に

対

す

る

積

極

性

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１３－付問３．正社員に登用される際に、あなたが勤め先企業より評価されたと思う事柄はなんですか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

勤

続

期

間

職

場

の

上

司

の

推

薦

人

事

評

価

に

お

け

る

一

定

以

上

の

評

価

実

績

職

務

遂

行

能

力

・

ス

キ

ル

特

定

の

資

格

の

保

有

登

用

試

験

の

結

果

能

力

開

発

に

対

す

る

積

極

性

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１３－付問３．正社員に登用される際に、あなたが勤め先企業より評価されたと思う事柄はなんですか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

３

割

以

上

増

加

し

た

１

割

以

上
～

３

割

未

満

増

加

し

た

１

割

未

満

増

加

し

た

変

わ

ら

な

い

減

少

し

た

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１３－付問４．正社員への転換前と転換後の年収（賞与を含む。）を比較した際の増減について、お答えください。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

い

わ

ゆ

る

正

社

員
（

勤

務

地
、

職

務
、

勤

務

時

間

が

い

ず

れ

も

限

定

さ

れ

て

い

な

い

正

社

員
）

限

定

正

社

員
（

い

わ

ゆ

る

正

社

員

と

比

較

す

る

と
、

勤

務

地
、

職

務
、

労

働

時

間

等

が

限

定

さ

れ

て

い

る

正

社

員
）

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１４．勤め先企業での働き方は、次のどれに当たりますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 311 －

合

計

い

わ

ゆ

る

正

社

員
（

勤

務

地
、

職

務
、

勤

務

時

間

が

い

ず

れ

も

限

定

さ

れ

て

い

な

い

正

社

員
）

限

定

正

社

員
（

い

わ

ゆ

る

正

社

員

と

比

較

す

る

と
、

勤

務

地
、

職

務
、

労

働

時

間

等

が

限

定

さ

れ

て

い

る

正

社

員
）

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１４．勤め先企業での働き方は、次のどれに当たりますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

職

務

が

限

定

さ

れ

て

い

る

勤

務

地

が

限

定

さ

れ

て

い

る

（

転

勤

が

制

限

さ

れ

て

い

る
）

所

定

内

労

働

時

間

が

短

縮

さ

れ

て

い

る

残

業

が

制

限

さ

れ

て

い

る

出

勤

日

数

が

短

縮

さ

れ

て

い

る そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１４－付問１．（限定正社員の方のみにお伺いします）具体的に、限定正社員としてあなたが「限定されている事柄」は、以下のどれに当たりますか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

新

卒

採

用

中

途

採

用

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１５．勤め先企業に就職する際の採用は以下のどちらに該当しますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

新

卒

採

用

中

途

採

用

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１５．勤め先企業に就職する際の採用は以下のどちらに該当しますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

１

年

未

満

１
～

５

年

未

満

５
～

１

０

年

未

満

１

０
～

２

０

年

未

満

２

０
～

３

０

年

未

満

３

０
～

４

０

年

未

満

４

０

年

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１６．勤め先企業での勤続年数は何年ですか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

通

常

の

勤

務

時

間

制

度

フ

レ
ッ

ク

ス

タ

イ

ム
（

一

定

の

時

間

内

で

始

業

・

終

業

時

刻

を

自

分

で

調

整

で

き

る

も

の

で

す
）

変

形

労

働

時

間

制
（

一

定

の

期

間

だ

け

勤

務

時

間

が

異

な

る

も

の

で

す
）

交

替

制
（

昼

シ

フ

ト
、

夜

シ

フ

ト

な

ど
）

裁

量

労

働

制

事

業

場

外

労

働

の

み

な

し

労

働

時

間

制
（

営

業

職

な

ど

会

社

の

外

で

仕

事

を

し
、

働

い

た

時

間

を

は
っ

き

り

計

算

で

き

な

い

場

合

に

使

わ

れ

る

も

の

で

す
）

時

間

管

理

な

し
（

裁

量

労

働

制

・

み

な

し

労

働

時

間

以

外

で
、

管

理

職

な

ど

の

場

合
）

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１７．勤め先企業でのあなたの勤務時間制度は、次のどれに当たりますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 315 －

合

計

通

常

の

勤

務

時

間

制

度

フ

レ
ッ

ク

ス

タ

イ

ム
（

一

定

の

時

間

内

で

始

業

・

終

業

時

刻

を

自

分

で

調

整

で

き

る

も

の

で

す
）

変

形

労

働

時

間

制
（

一

定

の

期

間

だ

け

勤

務

時

間

が

異

な

る

も

の

で

す
）

交

替

制
（

昼

シ

フ

ト
、

夜

シ

フ

ト

な

ど
）

裁

量

労

働

制

事

業

場

外

労

働

の

み

な

し

労

働

時

間

制
（

営

業

職

な

ど

会

社

の

外

で

仕

事

を

し
、

働

い

た

時

間

を

は
っ

き

り

計

算

で

き

な

い

場

合

に

使

わ

れ

る

も

の

で

す
）

時

間

管

理

な

し
（

裁

量

労

働

制

・

み

な

し

労

働

時

間

以

外

で
、

管

理

職

な

ど

の

場

合
）

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１７．勤め先企業でのあなたの勤務時間制度は、次のどれに当たりますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

実

施

し

た

実

施

し

て

い

な

い

企

業

に

実

施

が

認

め

ら

れ

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１８．昨年１年間において、主な仕事以外に収入を伴う労働（副業・兼業）や、テレワーク（在宅勤務やモバイルワーク等）をしましたか。

①副業・兼業

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

実

施

し

た

実

施

し

て

い

な

い

企

業

に

実

施

が

認

め

ら

れ

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１８．昨年１年間において、主な仕事以外に収入を伴う労働（副業・兼業）や、テレワーク（在宅勤務やモバイルワーク等）をしましたか。

②テレワーク

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

実

施

し

た

実

施

し

て

い

な

い

企

業

に

実

施

が

認

め

ら

れ

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１８．昨年１年間において、主な仕事以外に収入を伴う労働（副業・兼業）や、テレワーク（在宅勤務やモバイルワーク等）をしましたか。

②テレワーク

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１９．勤め先企業の処遇制度は、どれに近いと思いますか。また、今後あなたが希望する処遇制度についても教えてください。

①現行の処遇制度

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１９．勤め先企業の処遇制度は、どれに近いと思いますか。また、今後あなたが希望する処遇制度についても教えてください。

②希望する処遇制度

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

年

功

重

視

能

力

重

視

成

果

・

業

績

重

視

職

務

内

容

重

視

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問１９．勤め先企業の処遇制度は、どれに近いと思いますか。また、今後あなたが希望する処遇制度についても教えてください。

②希望する処遇制度

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２０．あなたは、以下の事項について、５年前と現在を比較すると、次のどれに当たりますか。

①労働生産性（時間あたりの成果）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２０．あなたは、以下の事項について、５年前と現在を比較すると、次のどれに当たりますか。

②仕事に対するモチベーション

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２０．あなたは、以下の事項について、５年前と現在を比較すると、次のどれに当たりますか。

②仕事に対するモチベーション

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２０．あなたは、以下の事項について、５年前と現在を比較すると、次のどれに当たりますか。

③仕事に対するストレス

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２０．あなたは、以下の事項について、５年前と現在を比較すると、次のどれに当たりますか。

④あなた自身の能力開発への意欲

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２０．あなたは、以下の事項について、５年前と現在を比較すると、次のどれに当たりますか。

④あなた自身の能力開発への意欲

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

大

幅

に

上

昇

や

や

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

低

下

大

幅

に

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２０．あなたは、以下の事項について、５年前と現在を比較すると、次のどれに当たりますか。

⑤あなたの職場における能力開発への取組・支援体制

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

１

０

０

万

円

未

満

１

０

０
～

２

０

０

万

円

未

満

２

０

０
～

３

０

０

万

円

未

満

３

０

０
～

４

０

０

万

円

未

満

４

０

０
～

５

０

０

万

円

未

満

５

０

０
～

６

０

０

万

円

未

満

６

０

０
～

７

０

０

万

円

未

満

７

０

０
～

８

０

０

万

円

未

満

８

０

０
～

９

０

０

万

円

未

満

９

０

０
～

１

０

０

０

万

円

未

満 １

０

０

０

万

円

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２１．あなた御自身の仕事から得られる年収（税引前の数値）について、お答えください。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 325 －

合

計

１

０

０

万

円

未

満

１

０

０
～

２

０

０

万

円

未

満

２

０

０
～

３

０

０

万

円

未

満

３

０

０
～

４

０

０

万

円

未

満

４

０

０
～

５

０

０

万

円

未

満

５

０

０
～

６

０

０

万

円

未

満

６

０

０
～

７

０

０

万

円

未

満

７

０

０
～

８

０

０

万

円

未

満

８

０

０
～

９

０

０

万

円

未

満

９

０

０
～

１

０

０

０

万

円

未

満 １

０

０

０

万

円

以

上

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２１．あなた御自身の仕事から得られる年収（税引前の数値）について、お答えください。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

①仕事全体

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

②労働時間

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 327 －

合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

②労働時間

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

③賃金

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

④休日・休暇

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

④休日・休暇

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

⑤仕事の内容

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

⑥仕事の量

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

⑥仕事の量

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

⑦職場でのコミュニケーション

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

⑧能力開発の機会

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

満

足

し

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

満

足

し

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２２現在の仕事に関する以下の事項について、それぞれどの程度満足していますか。

⑧能力開発の機会

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

現

在

の

会

社

で

働

き

続

け

た

い 転

職

し

た

い

起

業

し

た

い

専

業

主

婦

・

主

夫

に

な

り

た

い そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２３．今後、どのような職業生活をおくりたいと思いますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

管

理

職

に

昇

進

し

た

い

と

思

わ

な

い

管

理

職

以

上
（

役

員

含

む
）

に

昇

進

し

た

い
（

す

で

に

現

在
、

管

理

職

の

方

は

そ

れ

以

上

の

ポ

ス

ト

へ

の

昇

進
）

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２３－付問１．現在勤め先企業で、今後とも働き続けると仮定した場合、以下のどこまで昇進したいと思っていますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

管

理

職

に

昇

進

し

た

い

と

思

わ

な

い

管

理

職

以

上
（

役

員

含

む
）

に

昇

進

し

た

い
（

す

で

に

現

在
、

管

理

職

の

方

は

そ

れ

以

上

の

ポ

ス

ト

へ

の

昇

進
）

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２３－付問１．現在勤め先企業で、今後とも働き続けると仮定した場合、以下のどこまで昇進したいと思っていますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

責

任

が

重

く

な

る

や

る

べ

き

仕

事

が

増

え
、

長

時

間

労

働

に

な

る

部

下

を

管

理

・

指

導

で

き

る

自

信

が

な

い

現

在

の

職

務

内

容

で

働

き

続

け

た

い

仕

事

と

育

児

の

両

立

が

困

難

に

な

る

仕

事

と

介

護

の

両

立

が

困

難

に

な

る

仕

事

と

病

気

治

療

の

両

立

が

困

難

に

な

る

賃

金

が

減

少

す

る

賃

金

が

上

が

る

が
、

職

責

に

見

合
っ

た

金

額

が

払

わ

れ

な

い 周

り

に

同

性

の

管

理

職

が

い

な

い
（

例

：

回

答

者

が

女

性

で
、

周

り

に

女

性

管

理

職

が

い

な

い

等
）

自

分

の

雇

用

区

分
（

例

：

一

般

職

等
）

で

は

昇

進

可

能

性

が

な

い

定

年

が

近

い

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２３－付問２．管理職への昇進を望まない理由は何ですか。（上位５つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

や

り

が

い

の

あ

る

仕

事

が

で

き

る

仕

事

の

裁

量

度

が

高

ま

る

部

下

を

管

理

・

指

導

す

る

能

力

を

向

上

さ

せ

た

い

賃

金

が

上

が

る

こ

れ

ま

で

十

分

会

社

に

貢

献

し

た

自

分

の

年

齢

・

勤

続

で

は

昇

進

す

る

の

が

当

然

だ

か

ら

家

族

か

ら

昇

進

を

期

待

さ

れ

て

い

る

自

分

の

雇

用

区

分
（

例

：

総

合

職

採

用
）

で

は

昇

進

す

る

の

が

普

通

そ

の

ポ

ス

ト

の

ス

テ
ー

タ

ス

に

魅

力

が

あ

る

そ

の

ポ

ス

ト

に

目

標

と

な

る

者

が

い

る

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２３－付問３．管理職以上（役員含む）の昇進を希望する理由は何ですか。（上位５つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

や

り

が

い

の

あ

る

仕

事

が

で

き

る

仕

事

の

裁

量

度

が

高

ま

る

部

下

を

管

理

・

指

導

す

る

能

力

を

向

上

さ

せ

た

い

賃

金

が

上

が

る

こ

れ

ま

で

十

分

会

社

に

貢

献

し

た

自

分

の

年

齢

・

勤

続

で

は

昇

進

す

る

の

が

当

然

だ

か

ら

家

族

か

ら

昇

進

を

期

待

さ

れ

て

い

る

自

分

の

雇

用

区

分
（

例

：

総

合

職

採

用
）

で

は

昇

進

す

る

の

が

普

通

そ

の

ポ

ス

ト

の

ス

テ
ー

タ

ス

に

魅

力

が

あ

る

そ

の

ポ

ス

ト

に

目

標

と

な

る

者

が

い

る

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２３－付問３．管理職以上（役員含む）の昇進を希望する理由は何ですか。（上位５つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

多

様

な

経

験

を

積

ま

せ

る

た

め

の

優

先

的

な

配

置

転

換

（

国

内

転

勤

含

む
）

を

す

る

海

外

で

の

勤

務

経

験

を

優

先

的

に

積

ま

せ

る

経

営

実

務

に

関

す

る

知

識

を

積

極

的

に

習

得

さ

せ

る

国

外

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

優

先

的

に

自

己

啓

発

の

費

用

負

担

を

す

る

特

別

な

プ

ロ

ジ
ェ

ク

ト

や

中

枢

部

門

へ

の

配

置

な

ど

重

要

な

仕

事

の

経

験

を

積

ま

せ

る

選

抜

型

研

修

に

優

先

的

に

参

加

さ

せ

る

他

社

と

の

人

材

交

流

の

機

会

を

積

極

的

に

提

供

す

る

国

内

へ

の

留

学

機

会
（

Ｍ

Ｂ

Ａ

等

資

格

取

得

支

援

含

む
）

を

優

先

的

に

与

え

る

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２３－付問４．管理職を希望する人材の能力開発という観点から、あなたが重要だと思う企業側の取組は何ですか。（上位３つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

希

望

す

る

可

能

性

が

あ

る

希

望

す

る

こ

と

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２４．今後、５年先を見据えて、限定正社員といった働き方を希望する可能性があると思いますか。現在の勤め先企業における限定正社員といった働き方の導入の有無
にかかわらず、今後の意向を教えてください。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

希

望

す

る

可

能

性

が

あ

る

希

望

す

る

こ

と

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２４．今後、５年先を見据えて、限定正社員といった働き方を希望する可能性があると思いますか。現在の勤め先企業における限定正社員といった働き方の導入の有無
にかかわらず、今後の意向を教えてください。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

仕

事

と

育

児

の

両

立

仕

事

と

介

護

の

両

立

仕

事

と

病

気

治

療

の

両

立

余

暇

時

間

を

大

切

に

し

た

い

職

務

を

限

定

し

て

専

門

性

を

高

め

た

い

職

務

を

限

定

し

た

方

が

今

後

の

キ
ャ

リ

ア

設

計

を

し

や

す

い 賃

金

が

上

が

る

定

年

が

近

い

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２４－付問１．限定正社員を希望する可能性がある理由は何ですか。（上位３つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

賃

金

が

低

下

す

る

昇

進

が

遅

れ

る

多

様

な

経

験

を

通

じ

て
、

能

力

を

向

上

さ

せ

た

い

結

婚

し

て

子

供

が

い

る

蓋

然

性

が

低

い

親

が

介

護

を

要

す

る

よ

う

に

な
っ

て

い

る

蓋

然

性

が

低

い

職

務

を

限

定

し

専

門

性

を

向

上

さ

せ

て

も
、

そ

れ

に

見

合
っ

た

額

の

賃

金

が

払

わ

れ

な

い

職

務

を

限

定

す

る

と
、

キ
ャ

リ

ア

設

計

も

限

定

さ

れ

る

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２４－付問２．限定正社員を希望しない理由は何ですか。（上位３つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

賃

金

が

低

下

す

る

昇

進

が

遅

れ

る

多

様

な

経

験

を

通

じ

て
、

能

力

を

向

上

さ

せ

た

い

結

婚

し

て

子

供

が

い

る

蓋

然

性

が

低

い

親

が

介

護

を

要

す

る

よ

う

に

な
っ

て

い

る

蓋

然

性

が

低

い

職

務

を

限

定

し

専

門

性

を

向

上

さ

せ

て

も
、

そ

れ

に

見

合
っ

た

額

の

賃

金

が

払

わ

れ

な

い

職

務

を

限

定

す

る

と
、

キ
ャ

リ

ア

設

計

も

限

定

さ

れ

る

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２４－付問２．限定正社員を希望しない理由は何ですか。（上位３つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

な

い

あ

る

限

定

正

社

員

が

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２５．勤め先企業における限定正社員と、御自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたことがありますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

合

理

的

な

賃

金

差

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

合

理

的

な

昇

進

ス

ピ
ー

ド

の

差

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

限

定

正

社

員

の

就

労

状

況

に

配

慮

す

る

た

め
、

自

身

の

計

画

的

な

休

暇

が

取

得

し

づ

ら

く

な
っ

た

労

働

時

間

と

比

較

し

て
、

業

務

量

が

過

大

に

な
っ

た

限

定

正

社

員

以

外

の

社

員

の

転

勤

が

増

え

た

限

定

正

社

員

以

外

の

社

員

の

望

ま

な

い

配

置

転

換

が

増

え

た 職

務

内

容

が

限

定

さ

れ

た

従

業

員

に

対

す

る

仕

事

の

割

振

り

や

調

整

が

難

し

く

な
っ

た

い

わ

ゆ

る

正

社

員

と

限

定

正

社

員

と

の

間

の

転

換

制

度

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２５－付問１．不満を感じた具体的な事柄について、教えてください。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

合

理

的

な

賃

金

差

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

合

理

的

な

昇

進

ス

ピ
ー

ド

の

差

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

限

定

正

社

員

の

就

労

状

況

に

配

慮

す

る

た

め
、

自

身

の

計

画

的

な

休

暇

が

取

得

し

づ

ら

く

な
っ

た

労

働

時

間

と

比

較

し

て
、

業

務

量

が

過

大

に

な
っ

た

限

定

正

社

員

以

外

の

社

員

の

転

勤

が

増

え

た

限

定

正

社

員

以

外

の

社

員

の

望

ま

な

い

配

置

転

換

が

増

え

た 職

務

内

容

が

限

定

さ

れ

た

従

業

員

に

対

す

る

仕

事

の

割

振

り

や

調

整

が

難

し

く

な
っ

た

い

わ

ゆ

る

正

社

員

と

限

定

正

社

員

と

の

間

の

転

換

制

度

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２５－付問１．不満を感じた具体的な事柄について、教えてください。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

な

い

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２６．勤め先企業における、いわゆる正社員と御自身の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたことがあります。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

不

合

理

な

賃

金

差

が

あ

る

不

合

理

な

昇

進

ス

ピ
ー

ド

の

差

が

あ

る

短

時

間

労

働

し

か

で

き

な

い

中
、

締

切

ま

で

に

十

分

な

余

裕

の

な

い

仕

事

発

注

が

多

い

労

働

時

間

と

比

較

し

て
、

業

務

量

が

過

大

に

な
っ

た

共

有

が

し
っ

か

り

と

な

さ

れ

な

い

情

報

が

多

い

い

わ

ゆ

る

正

社

員

と

限

定

正

社

員

と

の

間

の

転

換

制

度

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

限

定

し

た

職

務

内

容

以

外

の

業

務

を

手

伝

う

よ

う

に

発

注

・

指

示

さ

れ

る

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２６－付問１．不満を感じた具体的な事柄について、教えてください。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

不

合

理

な

賃

金

差

が

あ

る

不

合

理

な

昇

進

ス

ピ
ー

ド

の

差

が

あ

る

短

時

間

労

働

し

か

で

き

な

い

中
、

締

切

ま

で

に

十

分

な

余

裕

の

な

い

仕

事

発

注

が

多

い

労

働

時

間

と

比

較

し

て
、

業

務

量

が

過

大

に

な
っ

た

共

有

が

し
っ

か

り

と

な

さ

れ

な

い

情

報

が

多

い

い

わ

ゆ

る

正

社

員

と

限

定

正

社

員

と

の

間

の

転

換

制

度

が

設

け

ら

れ

て

い

な

い

限

定

し

た

職

務

内

容

以

外

の

業

務

を

手

伝

う

よ

う

に

発

注

・

指

示

さ

れ

る

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２６－付問１．不満を感じた具体的な事柄について、教えてください。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

６

０

歳

未

満

６

０

歳
～

６

５

歳

未

満

６

５

歳
～

７

０

歳

未

満

７

０

歳
～

７

５

歳

未

満

健

康

で

あ

る

限

り
、

で

き

る

だ

け

長

く

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２７．あなたは、何歳まで就労を続けたいと考えていますか。現在の勤め先企業における定年制度の有無や内容にかかわらず、ご自身の意向について教えてください。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

新

し

く

は

じ

め

た

い

機

会

・

時

間

を

増

や

し

た

い

機

会

・

時

間

を

減

ら

し

た

い

す

る

つ

も

り

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２８．今後、５年先を見据えた際、主な仕事以外に収入を伴う労働（副業・兼業）をしたいと思いますか。また、すでに副業・兼業をされている方は、その機会や割く
時間を増やしたいと思いますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

新

し

く

は

じ

め

た

い

機

会

・

時

間

を

増

や

し

た

い

機

会

・

時

間

を

減

ら

し

た

い

す

る

つ

も

り

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２８．今後、５年先を見据えた際、主な仕事以外に収入を伴う労働（副業・兼業）をしたいと思いますか。また、すでに副業・兼業をされている方は、その機会や割く
時間を増やしたいと思いますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

収

入

を

増

や

し

た

い

か

ら

組

織

外

の

知

識

や

技

術

を

積

極

的

に

取

り

込

む

た

め

（

オ
ー

プ

ン

・

イ

ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン

を

重

視
）

様

々

な

分

野

に

お

け

る

人

脈

を

構

築

し

た

い

か

ら

自

分

が

活

躍

で

き

る

場

を

広

げ

た

い

か

ら

起

業

し

た

い

か

ら

転

職

し

た

い

か

ら

時

間

に

ゆ

と

り

が

で

き

た

か

ら 仕

事

を

頼

ま

れ
、

断

り

切

れ

な

か
っ

た

か

ら

職

場

の

上

司

や

同

僚

が

副

業

・

兼

業

を

は

じ

め

た

か

ら

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２８－付問１．副業・兼業を望む理由はなんですか。（上位３つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

現

在

の

収

入

で

十

分

生

活

で

き

る

か

ら

組

織

内

の

知

識

や

技

術

の

漏

え

い

が

懸

念

さ

れ

る

た

め

（

ク

ロ
ー

ズ

ド

・

イ

ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン

を

重

視
）

過

重

労

働

と

な

り
、

本

業

に

支

障

を

き

た

す

た

め

家

族

や

友

人

と

過

ご

す

時

間

を

重

視

す

る

た

め

勤

め

先

企

業

で

禁

止

さ

れ

て

い

る

か

ら

勤

め

先

企

業

に

お

け

る

諸

手

続

が

煩

雑

だ

か

ら

従

業

員

が

副

業

・

兼

業

を

す

る

社

風

が

醸

成

さ

れ

て

い

な

い 職

場

の

他

の

従

業

員

の

業

務

負

担

が

増

大

す

る

懸

念

が

あ

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２８－付問２．副業・兼業を望まない理由はなんですか。（上位３つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

現

在

の

収

入

で

十

分

生

活

で

き

る

か

ら

組

織

内

の

知

識

や

技

術

の

漏

え

い

が

懸

念

さ

れ

る

た

め

（

ク

ロ
ー

ズ

ド

・

イ

ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン

を

重

視
）

過

重

労

働

と

な

り
、

本

業

に

支

障

を

き

た

す

た

め

家

族

や

友

人

と

過

ご

す

時

間

を

重

視

す

る

た

め

勤

め

先

企

業

で

禁

止

さ

れ

て

い

る

か

ら

勤

め

先

企

業

に

お

け

る

諸

手

続

が

煩

雑

だ

か

ら

従

業

員

が

副

業

・

兼

業

を

す

る

社

風

が

醸

成

さ

れ

て

い

な

い 職

場

の

他

の

従

業

員

の

業

務

負

担

が

増

大

す

る

懸

念

が

あ

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２８－付問２．副業・兼業を望まない理由はなんですか。（上位３つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２９．現在のあなたの仕事内容について当てはまるものをお答えください。また、５年先を見据えた際、今後目指す職業観として、御自身の希望はどちらが近いかお答
えください。

①現在　Ａ．様々な業務に対応できるゼネラリスト　／　Ｂ．ある分野に特化したスペシャリスト

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２９．現在のあなたの仕事内容について当てはまるものをお答えください。また、５年先を見据えた際、今後目指す職業観として、御自身の希望はどちらが近いかお答
えください。

②５年先　Ａ．様々な業務に対応できるゼネラリストとして働きたい　／　Ｂ．ある分野に特化したスペシャリストとして働きたい

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問２９．現在のあなたの仕事内容について当てはまるものをお答えください。また、５年先を見据えた際、今後目指す職業観として、御自身の希望はどちらが近いかお答
えください。

②５年先　Ａ．様々な業務に対応できるゼネラリストとして働きたい　／　Ｂ．ある分野に特化したスペシャリストとして働きたい

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

専

門

的

な

知

識

・

技

能

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

能

力

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

能

力

分

析

力

・

思

考

力

創

造

力
、

企

画

・

立

案

力

Ｉ

Ｔ

等

の

情

報

技

術

を

使

い

こ

な

す

能

力

好

奇

心

・

積

極

性

語

学

力

・

国

際

感

覚

忍

耐

力

・

継

続

力

協

調

性

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３０．５年先を見据えた際、どの能力を向上させることが、あなたにとって重要ですか。（上位５つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３１．性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等といった様々な観点から５年前と比較し、勤め先企業における社内人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年先の社
内人材の多様化は、現在と比較し進むと思いますか。

①５年前と現在を比較

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３１．性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等といった様々な観点から５年前と比較し、勤め先企業における社内人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年先の社
内人材の多様化は、現在と比較し進むと思いますか。

①５年前と現在を比較

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

大

幅

に

多

様

化

や

や

多

様

化

変

わ

ら

な

い

や

や

同

質

化

大

幅

に

同

質

化

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３１．性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等といった様々な観点から５年前と比較し、勤め先企業における社内人材の多様化が進んだと思いますか。また、５年先の社
内人材の多様化は、現在と比較し進むと思いますか。

②現在と５年先を比較

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

人

事

評

価

に

関

す

る

公

正

性

・

納

得

性

の

向

上

本

人

の

希

望

に

踏

ま

え

た

配

属
、

配

置

転

換

業

務

遂

行

に

伴

う

裁

量

権

の

拡

大

事

業

や

チ
ー

ム

単

位

で

の

業

務

・

処

遇

管

理

優

秀

な

人

材

の

抜

擢

・

登

用

能

力

・

成

果

等

に

見

合
っ

た

昇

進

や

賃

金

ア
ッ

プ

能

力

開

発

機

会

の

充

実

労

働

時

間

の

短

縮

や

働

き

方

の

柔

軟

化

採

用

時

に

職

務

内

容

を

文

書

で

明

確

化

長

時

間

労

働

対

策

や

メ

ン

タ

ル

ヘ

ル

ス

対

策

有

給

休

暇

の

取

得

促

進

職

場

の

人

間

関

係

や

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

の

円

滑

化

仕

事

と

育

児

と

の

両

立

支

援

仕

事

と

介

護

と

の

両

立

支

援

仕

事

と

病

気

治

療

と

の

両

立

支

援

従

業

員

間

の

不

合

理

な

待

遇

格

差

の

解

消
（

男

女

間
、

正

規

・

非

正

規

間

等
）

経

営

戦

略

情

報
、

部

門

・

職

場

で

の

目

標

の

共

有

化
、

浸

透

促

進

副

業

・

兼

業

の

推

進

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３２．従業員の労働生産性やモチベーションを高めるため、あなたが重要だと考える企業側の雇用管理の取組は何ですか。（上位５つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

人

事

評

価

に

関

す

る

公

正

性

・

納

得

性

の

向

上

本

人

の

希

望

に

踏

ま

え

た

配

属
、

配

置

転

換

業

務

遂

行

に

伴

う

裁

量

権

の

拡

大

事

業

や

チ
ー

ム

単

位

で

の

業

務

・

処

遇

管

理

優

秀

な

人

材

の

抜

擢

・

登

用

能

力

・

成

果

等

に

見

合
っ

た

昇

進

や

賃

金

ア
ッ

プ

能

力

開

発

機

会

の

充

実

労

働

時

間

の

短

縮

や

働

き

方

の

柔

軟

化

採

用

時

に

職

務

内

容

を

文

書

で

明

確

化

長

時

間

労

働

対

策

や

メ

ン

タ

ル

ヘ

ル

ス

対

策

有

給

休

暇

の

取

得

促

進

職

場

の

人

間

関

係

や

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

の

円

滑

化

仕

事

と

育

児

と

の

両

立

支

援

仕

事

と

介

護

と

の

両

立

支

援

仕

事

と

病

気

治

療

と

の

両

立

支

援

従

業

員

間

の

不

合

理

な

待

遇

格

差

の

解

消
（

男

女

間
、

正

規

・

非

正

規

間

等
）

経

営

戦

略

情

報
、

部

門

・

職

場

で

の

目

標

の

共

有

化
、

浸

透

促

進

副

業

・

兼

業

の

推

進

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３２．従業員の労働生産性やモチベーションを高めるため、あなたが重要だと考える企業側の雇用管理の取組は何ですか。（上位５つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

個

人

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の

チ
ー

ム

や

グ

ル
ー

プ

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の

事

業

所

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

た

も

の

会

社

の

目

標

の

達

成

度

に

基

づ

い

て

い

た

も

の

目

標

設

定

し

て

い

な

い

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３３．あなたの職場では、どのような業務上の目標設定がなされていますか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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※問33の選択肢「5．目標設定していない」回答者以外が集計対象。

合

計

毎

日

週

に

１

度

月

に

１

度

四

半

期

に

１

度

半

年

に

１

度

年

に

１

度

指

導

・

管

理

さ

れ

な

い

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３４．あなたの職場では、設定した目標の達成に向けて、管理職等からの指導・管理がどの程度の頻度で実施されていますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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※問33の選択肢「5．目標設定していない」回答者以外が集計対象。

合

計

毎

日

週

に

１

度

月

に

１

度

四

半

期

に

１

度

半

年

に

１

度

年

に

１

度

指

導

・

管

理

さ

れ

な

い

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３４．あなたの職場では、設定した目標の達成に向けて、管理職等からの指導・管理がどの程度の頻度で実施されていますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

満

足

し

て

い

な

い

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

な

い

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

満

足

し

て

い

る

満

足

し

て

い

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３５．あなたの職場における人事評価制度について満足していますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

評

価

基

準

が

不

明

瞭

で

恣

意

的

に

な

て

い

る

評

価

者

が

直

属

の

上

司

し

か

お

ら

ず

評

価

が

一

面

的

被

評

価

者

の

仕

事

ぶ

り

が

く

把

握

さ

れ

て

い

な

い

成

果

の

み

が

重

視

さ

れ

調

整

等

の

プ

ロ

セ

ス

面

が

適

切

に

評

価

さ

れ

て

い

な

い

評

価

結

果

に

基

づ

く

評

価

者

か

ら

の

指

導

・

助

言

が

な

い

自

分

に

課

さ

れ

て

い

る

業

務

目

標

が

適

切

で

は

な

い

人

事

評

価

の

結

果

が

給

与

や

昇

進

に

適

切

に

反

映

さ

れ

て

い

な

い

そ

の

他

無

回

答

6,028 4,041 1,766 126 853 2,275 1,269 1,808 667 1,919 246 77

100.0 67.0 29.3 2.1 14.2 37.7 21.1 30.0 11.1 31.8 4.1 1.3

3,600 2,533 1,049 85 483 1,310 811 1,105 447 1,180 120 42

100.0 70.4 29.1 2.4 13.4 36.4 22.5 30.7 12.4 32.8 3.3 1.2

2,428 1,508 717 41 370 965 458 703 220 739 126 35

100.0 62.1 29.5 1.7 15.2 39.7 18.9 29.0 9.1 30.4 5.2 1.4

- - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

441 315 137 13 59 165 78 136 53 147 12 3

100.0 71.4 31.1 2.9 13.4 37.4 17.7 30.8 12.0 33.3 2.7 0.7

982 721 283 29 101 350 184 315 118 311 42 13

100.0 73.4 28.8 3.0 10.3 35.6 18.7 32.1 12.0 31.7 4.3 1.3

1,276 866 364 24 181 489 327 390 155 423 46 12

100.0 67.9 28.5 1.9 14.2 38.3 25.6 30.6 12.1 33.2 3.6 0.9

767 536 224 16 131 263 192 226 104 249 18 11

100.0 69.9 29.2 2.1 17.1 34.3 25.0 29.5 13.6 32.5 2.3 1.4

133 94 40 3 11 42 30 38 17 49 2 3

100.0 70.7 30.1 2.3 8.3 31.6 22.6 28.6 12.8 36.8 1.5 2.3

437 253 136 8 57 182 81 122 51 130 18 5

100.0 57.9 31.1 1.8 13.0 41.6 18.5 27.9 11.7 29.7 4.1 1.1

670 425 216 11 91 271 114 207 52 182 39 13

100.0 63.4 32.2 1.6 13.6 40.4 17.0 30.9 7.8 27.2 5.8 1.9

821 512 221 13 142 335 163 240 70 263 47 7

100.0 62.4 26.9 1.6 17.3 40.8 19.9 29.2 8.5 32.0 5.7 0.9

443 287 129 8 73 154 88 120 40 145 20 7

100.0 64.8 29.1 1.8 16.5 34.8 19.9 27.1 9.0 32.7 4.5 1.6

54 29 14 1 7 23 12 13 7 18 2 3

100.0 53.7 25.9 1.9 13.0 42.6 22.2 24.1 13.0 33.3 3.7 5.6

4 3 2 - - 1 - 1 - 2 - -

100.0 75.0 50.0 - - 25.0 - 25.0 - 50.0 - -

257 159 69 5 33 91 49 75 35 88 12 8

100.0 61.9 26.8 1.9 12.8 35.4 19.1 29.2 13.6 34.2 4.7 3.1

3,685 2,514 1,029 83 553 1,419 779 1,116 397 1,226 140 37

100.0 68.2 27.9 2.3 15.0 38.5 21.1 30.3 10.8 33.3 3.8 1.0

1,466 971 472 29 209 561 317 440 156 445 65 20

100.0 66.2 32.2 2.0 14.3 38.3 21.6 30.0 10.6 30.4 4.4 1.4

576 369 187 9 51 183 116 163 76 147 29 11

100.0 64.1 32.5 1.6 8.9 31.8 20.1 28.3 13.2 25.5 5.0 1.9

44 28 9 - 7 21 8 14 3 13 - 1

100.0 63.6 20.5 - 15.9 47.7 18.2 31.8 6.8 29.5 - 2.3

10 7 4 - 2 2 2 - 1 3 1 -

100.0 70.0 40.0 - 20.0 20.0 20.0 - 10.0 30.0 10.0 -

499 342 162 11 62 182 88 128 52 148 20 4

100.0 68.5 32.5 2.2 12.4 36.5 17.6 25.7 10.4 29.7 4.0 0.8

1,650 1,112 475 26 245 619 344 524 162 527 64 21

100.0 67.4 28.8 1.6 14.8 37.5 20.8 31.8 9.8 31.9 3.9 1.3

79 48 17 1 19 34 23 23 11 25 4 -

100.0 60.8 21.5 1.3 24.1 43.0 29.1 29.1 13.9 31.6 5.1 -

222 153 77 6 17 78 52 71 34 52 11 1

100.0 68.9 34.7 2.7 7.7 35.1 23.4 32.0 15.3 23.4 5.0 0.5

475 326 151 9 74 176 75 129 51 152 15 7

100.0 68.6 31.8 1.9 15.6 37.1 15.8 27.2 10.7 32.0 3.2 1.5

880 595 244 18 139 344 250 275 125 261 22 9

100.0 67.6 27.7 2.0 15.8 39.1 28.4 31.3 14.2 29.7 2.5 1.0

140 89 31 3 20 45 48 39 19 32 2 2

100.0 63.6 22.1 2.1 14.3 32.1 34.3 27.9 13.6 22.9 1.4 1.4

63 38 22 - 4 27 10 20 9 22 6 1

100.0 60.3 34.9 - 6.3 42.9 15.9 31.7 14.3 34.9 9.5 1.6

126 78 43 2 17 52 29 38 22 37 9 2

100.0 61.9 34.1 1.6 13.5 41.3 23.0 30.2 17.5 29.4 7.1 1.6

268 178 82 9 44 99 51 70 25 106 13 4

100.0 66.4 30.6 3.4 16.4 36.9 19.0 26.1 9.3 39.6 4.9 1.5

105 74 31 6 11 36 20 30 7 37 - -

100.0 70.5 29.5 5.7 10.5 34.3 19.0 28.6 6.7 35.2 - -

140 91 37 3 15 55 16 43 13 57 7 -

100.0 65.0 26.4 2.1 10.7 39.3 11.4 30.7 9.3 40.7 5.0 -

418 271 96 9 52 149 77 118 32 163 28 11

100.0 64.8 23.0 2.2 12.4 35.6 18.4 28.2 7.7 39.0 6.7 2.6

15 8 6 - - 8 4 4 - 5 1 -

100.0 53.3 40.0 - - 53.3 26.7 26.7 - 33.3 6.7 -

800 545 251 21 114 311 158 253 90 252 35 9

100.0 68.1 31.4 2.6 14.3 38.9 19.8 31.6 11.3 31.5 4.4 1.1

98 58 28 2 14 41 15 34 11 28 7 5

100.0 59.2 28.6 2.0 14.3 41.8 15.3 34.7 11.2 28.6 7.1 5.1

40 28 9 - 4 17 7 9 3 12 1 1

100.0 70.0 22.5 - 10.0 42.5 17.5 22.5 7.5 30.0 2.5 2.5

1,474 1,010 427 38 203 502 368 439 183 514 52 15

100.0 68.5 29.0 2.6 13.8 34.1 25.0 29.8 12.4 34.9 3.5 1.0

2,459 1,636 780 29 353 967 445 724 226 715 114 32

100.0 66.5 31.7 1.2 14.4 39.3 18.1 29.4 9.2 29.1 4.6 1.3

275 191 78 6 36 104 44 73 24 83 19 3

100.0 69.5 28.4 2.2 13.1 37.8 16.0 26.5 8.7 30.2 6.9 1.1

394 254 120 8 43 154 85 128 58 110 25 4

100.0 64.5 30.5 2.0 10.9 39.1 21.6 32.5 14.7 27.9 6.3 1.0

189 120 42 6 20 67 39 56 12 65 8 8

100.0 63.5 22.2 3.2 10.6 35.4 20.6 29.6 6.3 34.4 4.2 4.2

59 38 13 - 6 24 13 28 5 13 - -

100.0 64.4 22.0 - 10.2 40.7 22.0 47.5 8.5 22.0 - -

392 281 100 16 69 136 112 125 72 127 5 -

100.0 71.7 25.5 4.1 17.6 34.7 28.6 31.9 18.4 32.4 1.3 -

48 31 8 1 5 17 11 14 5 12 2 -

100.0 64.6 16.7 2.1 10.4 35.4 22.9 29.2 10.4 25.0 4.2 -

193 112 53 8 33 80 52 52 24 64 9 5

100.0 58.0 27.5 4.1 17.1 41.5 26.9 26.9 12.4 33.2 4.7 2.6

28 19 4 - 5 12 6 10 2 12 1 -

100.0 67.9 14.3 - 17.9 42.9 21.4 35.7 7.1 42.9 3.6 -

309 215 84 9 47 117 61 106 31 123 2 6

100.0 69.6 27.2 2.9 15.2 37.9 19.7 34.3 10.0 39.8 0.6 1.9

58 38 21 3 8 30 8 17 8 27 3 2

100.0 65.5 36.2 5.2 13.8 51.7 13.8 29.3 13.8 46.6 5.2 3.4

26 20 3 - 4 10 3 3 2 11 - -

100.0 76.9 11.5 - 15.4 38.5 11.5 11.5 7.7 42.3 - -

92 61 24 2 14 39 15 22 13 30 6 -

100.0 66.3 26.1 2.2 15.2 42.4 16.3 23.9 14.1 32.6 6.5 -

32 15 9 - 7 16 7 11 2 13 - 2

100.0 46.9 28.1 - 21.9 50.0 21.9 34.4 6.3 40.6 - 6.3

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種

Ｓ

Ａ

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種

Ｓ

Ａ

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模

Ｓ

Ａ

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

Ｓ

Ａ

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別

問

１

×

年

齢

問

３

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３５－付問．あなたが満足していない理由について、お答えください。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

多

面

的

な

評

価

３

６

０

度

評

価

を

実

施

し

て

い

る

部

下

に

積

極

的

に

指

導

す

る

こ

と

が

で

き

な

く

な

た

多

面

的

な

評

価

３

６

０

度

評

価

を

実

施

し

て

い

る

がが

部

下

の

評

価

が

好

き

嫌

い

で

評

価

さ

れ

て

し

ま

う

よ
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合

計

評

価

基

準

が

不

明

瞭

で

恣

意

的

に

な

て

い

る

評

価

者

が

直

属

の

上

司

し

か

お

ら

ず

評

価

が

一

面

的

被

評

価

者

の

仕

事

ぶ

り

が

く

把

握

さ

れ

て

い

な

い

成

果

の

み

が

重

視

さ

れ

調

整

等

の

プ

ロ

セ

ス

面

が

適

切

に

評

価

さ

れ

て

い

な

い

評

価

結

果

に

基

づ

く

評

価

者

か

ら

の

指

導

・

助

言

が

な

い

自

分

に

課

さ

れ

て

い

る

業

務

目

標

が

適

切

で

は

な

い

人

事

評

価

の

結

果

が

給

与

や

昇

進

に

適

切

に

反

映

さ

れ

て

い

な

い

そ

の

他

無

回

答

6,028 4,041 1,766 126 853 2,275 1,269 1,808 667 1,919 246 77

100.0 67.0 29.3 2.1 14.2 37.7 21.1 30.0 11.1 31.8 4.1 1.3

3,600 2,533 1,049 85 483 1,310 811 1,105 447 1,180 120 42

100.0 70.4 29.1 2.4 13.4 36.4 22.5 30.7 12.4 32.8 3.3 1.2

2,428 1,508 717 41 370 965 458 703 220 739 126 35

100.0 62.1 29.5 1.7 15.2 39.7 18.9 29.0 9.1 30.4 5.2 1.4

- - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

441 315 137 13 59 165 78 136 53 147 12 3

100.0 71.4 31.1 2.9 13.4 37.4 17.7 30.8 12.0 33.3 2.7 0.7

982 721 283 29 101 350 184 315 118 311 42 13

100.0 73.4 28.8 3.0 10.3 35.6 18.7 32.1 12.0 31.7 4.3 1.3

1,276 866 364 24 181 489 327 390 155 423 46 12

100.0 67.9 28.5 1.9 14.2 38.3 25.6 30.6 12.1 33.2 3.6 0.9

767 536 224 16 131 263 192 226 104 249 18 11

100.0 69.9 29.2 2.1 17.1 34.3 25.0 29.5 13.6 32.5 2.3 1.4

133 94 40 3 11 42 30 38 17 49 2 3

100.0 70.7 30.1 2.3 8.3 31.6 22.6 28.6 12.8 36.8 1.5 2.3

437 253 136 8 57 182 81 122 51 130 18 5

100.0 57.9 31.1 1.8 13.0 41.6 18.5 27.9 11.7 29.7 4.1 1.1

670 425 216 11 91 271 114 207 52 182 39 13

100.0 63.4 32.2 1.6 13.6 40.4 17.0 30.9 7.8 27.2 5.8 1.9

821 512 221 13 142 335 163 240 70 263 47 7

100.0 62.4 26.9 1.6 17.3 40.8 19.9 29.2 8.5 32.0 5.7 0.9

443 287 129 8 73 154 88 120 40 145 20 7

100.0 64.8 29.1 1.8 16.5 34.8 19.9 27.1 9.0 32.7 4.5 1.6

54 29 14 1 7 23 12 13 7 18 2 3

100.0 53.7 25.9 1.9 13.0 42.6 22.2 24.1 13.0 33.3 3.7 5.6

4 3 2 - - 1 - 1 - 2 - -

100.0 75.0 50.0 - - 25.0 - 25.0 - 50.0 - -

257 159 69 5 33 91 49 75 35 88 12 8

100.0 61.9 26.8 1.9 12.8 35.4 19.1 29.2 13.6 34.2 4.7 3.1

3,685 2,514 1,029 83 553 1,419 779 1,116 397 1,226 140 37

100.0 68.2 27.9 2.3 15.0 38.5 21.1 30.3 10.8 33.3 3.8 1.0

1,466 971 472 29 209 561 317 440 156 445 65 20

100.0 66.2 32.2 2.0 14.3 38.3 21.6 30.0 10.6 30.4 4.4 1.4

576 369 187 9 51 183 116 163 76 147 29 11

100.0 64.1 32.5 1.6 8.9 31.8 20.1 28.3 13.2 25.5 5.0 1.9

44 28 9 - 7 21 8 14 3 13 - 1

100.0 63.6 20.5 - 15.9 47.7 18.2 31.8 6.8 29.5 - 2.3

10 7 4 - 2 2 2 - 1 3 1 -

100.0 70.0 40.0 - 20.0 20.0 20.0 - 10.0 30.0 10.0 -

499 342 162 11 62 182 88 128 52 148 20 4

100.0 68.5 32.5 2.2 12.4 36.5 17.6 25.7 10.4 29.7 4.0 0.8

1,650 1,112 475 26 245 619 344 524 162 527 64 21

100.0 67.4 28.8 1.6 14.8 37.5 20.8 31.8 9.8 31.9 3.9 1.3

79 48 17 1 19 34 23 23 11 25 4 -

100.0 60.8 21.5 1.3 24.1 43.0 29.1 29.1 13.9 31.6 5.1 -

222 153 77 6 17 78 52 71 34 52 11 1

100.0 68.9 34.7 2.7 7.7 35.1 23.4 32.0 15.3 23.4 5.0 0.5

475 326 151 9 74 176 75 129 51 152 15 7

100.0 68.6 31.8 1.9 15.6 37.1 15.8 27.2 10.7 32.0 3.2 1.5

880 595 244 18 139 344 250 275 125 261 22 9

100.0 67.6 27.7 2.0 15.8 39.1 28.4 31.3 14.2 29.7 2.5 1.0

140 89 31 3 20 45 48 39 19 32 2 2

100.0 63.6 22.1 2.1 14.3 32.1 34.3 27.9 13.6 22.9 1.4 1.4

63 38 22 - 4 27 10 20 9 22 6 1

100.0 60.3 34.9 - 6.3 42.9 15.9 31.7 14.3 34.9 9.5 1.6

126 78 43 2 17 52 29 38 22 37 9 2

100.0 61.9 34.1 1.6 13.5 41.3 23.0 30.2 17.5 29.4 7.1 1.6

268 178 82 9 44 99 51 70 25 106 13 4

100.0 66.4 30.6 3.4 16.4 36.9 19.0 26.1 9.3 39.6 4.9 1.5

105 74 31 6 11 36 20 30 7 37 - -

100.0 70.5 29.5 5.7 10.5 34.3 19.0 28.6 6.7 35.2 - -

140 91 37 3 15 55 16 43 13 57 7 -

100.0 65.0 26.4 2.1 10.7 39.3 11.4 30.7 9.3 40.7 5.0 -

418 271 96 9 52 149 77 118 32 163 28 11

100.0 64.8 23.0 2.2 12.4 35.6 18.4 28.2 7.7 39.0 6.7 2.6

15 8 6 - - 8 4 4 - 5 1 -

100.0 53.3 40.0 - - 53.3 26.7 26.7 - 33.3 6.7 -

800 545 251 21 114 311 158 253 90 252 35 9

100.0 68.1 31.4 2.6 14.3 38.9 19.8 31.6 11.3 31.5 4.4 1.1

98 58 28 2 14 41 15 34 11 28 7 5

100.0 59.2 28.6 2.0 14.3 41.8 15.3 34.7 11.2 28.6 7.1 5.1

40 28 9 - 4 17 7 9 3 12 1 1

100.0 70.0 22.5 - 10.0 42.5 17.5 22.5 7.5 30.0 2.5 2.5

1,474 1,010 427 38 203 502 368 439 183 514 52 15

100.0 68.5 29.0 2.6 13.8 34.1 25.0 29.8 12.4 34.9 3.5 1.0

2,459 1,636 780 29 353 967 445 724 226 715 114 32

100.0 66.5 31.7 1.2 14.4 39.3 18.1 29.4 9.2 29.1 4.6 1.3

275 191 78 6 36 104 44 73 24 83 19 3

100.0 69.5 28.4 2.2 13.1 37.8 16.0 26.5 8.7 30.2 6.9 1.1

394 254 120 8 43 154 85 128 58 110 25 4

100.0 64.5 30.5 2.0 10.9 39.1 21.6 32.5 14.7 27.9 6.3 1.0

189 120 42 6 20 67 39 56 12 65 8 8

100.0 63.5 22.2 3.2 10.6 35.4 20.6 29.6 6.3 34.4 4.2 4.2

59 38 13 - 6 24 13 28 5 13 - -

100.0 64.4 22.0 - 10.2 40.7 22.0 47.5 8.5 22.0 - -

392 281 100 16 69 136 112 125 72 127 5 -

100.0 71.7 25.5 4.1 17.6 34.7 28.6 31.9 18.4 32.4 1.3 -

48 31 8 1 5 17 11 14 5 12 2 -

100.0 64.6 16.7 2.1 10.4 35.4 22.9 29.2 10.4 25.0 4.2 -

193 112 53 8 33 80 52 52 24 64 9 5

100.0 58.0 27.5 4.1 17.1 41.5 26.9 26.9 12.4 33.2 4.7 2.6

28 19 4 - 5 12 6 10 2 12 1 -

100.0 67.9 14.3 - 17.9 42.9 21.4 35.7 7.1 42.9 3.6 -

309 215 84 9 47 117 61 106 31 123 2 6

100.0 69.6 27.2 2.9 15.2 37.9 19.7 34.3 10.0 39.8 0.6 1.9

58 38 21 3 8 30 8 17 8 27 3 2

100.0 65.5 36.2 5.2 13.8 51.7 13.8 29.3 13.8 46.6 5.2 3.4

26 20 3 - 4 10 3 3 2 11 - -

100.0 76.9 11.5 - 15.4 38.5 11.5 11.5 7.7 42.3 - -

92 61 24 2 14 39 15 22 13 30 6 -

100.0 66.3 26.1 2.2 15.2 42.4 16.3 23.9 14.1 32.6 6.5 -

32 15 9 - 7 16 7 11 2 13 - 2

100.0 46.9 28.1 - 21.9 50.0 21.9 34.4 6.3 40.6 - 6.3

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種

Ｓ

Ａ

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種

Ｓ

Ａ

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模

Ｓ

Ａ

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

Ｓ

Ａ

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別

問

１

×

年

齢

問

３

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３５－付問．あなたが満足していない理由について、お答えください。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

多

面

的

な

評

価

３

６

０

度

評

価

を

実

施

し

て

い

る

部

下

に

積

極

的

に

指

導

す

る

こ

と

が

で

き

な

く

な

た

多

面

的

な

評

価

３

６

０

度

評

価

を

実

施

し

て

い

る

がが

部

下

の

評

価

が

好

き

嫌

い

で

評

価

さ

れ

て

し

ま

う

よ

合

計

テ

レ

ワ
ー

ク

を

増

や

し

た

い

・

始

め

た

い

変

わ

ら

な

い

テ

レ

ワ
ー

ク

を

減

ら

し

た

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３６．テレワークに関する今後の意向を教えてください。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

仕

事

の

生

産

性

・

効

率

性

が

向

上

す

る

た

め
（

移

動

時

間

の

縮

減

等
）

通

勤

に

よ

る

ス

ト

レ

ス

が

減

少

す

る

た

め

仕

事

と

育

児

の

両

立

を

図

り

や

す

い

た

め

仕

事

と

介

護

の

両

立

を

図

り

や

す

い

た

め

仕

事

と

病

気

治

療

の

両

立

を

図

り

や

す

い

た

め

家

族

と

の

日

常

的

な

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

の

機

会

が

増

え
、

ス

ト

レ

ス

の

減

少

や

モ

チ

ベ
ー

シ
ョ

ン

の

向

上

に

つ

な

が

る

職

場

の

上

司

や

同

僚

が

増

加

さ

せ

て

い

る

た

め

経

営

ト
ッ

プ

等

が

増

加

さ

せ

る

よ

う
、

呼

び

掛

け

て

い

る

た

め

人

事

評

価

に

お

い

て
、

テ

レ

ワ
ー

ク

の

実

施

を

増

加

さ

せ

る

こ

と

が

目

標

設

定

さ

れ

て

い

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３６－付問１．テレワークの増加を望む理由はなんですか。（上位３つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

仕

事

の

生

産

性

・

効

率

性

が

向

上

す

る

た

め
（

移

動

時

間

の

縮

減

等
）

通

勤

に

よ

る

ス

ト

レ

ス

が

減

少

す

る

た

め

仕

事

と

育

児

の

両

立

を

図

り

や

す

い

た

め

仕

事

と

介

護

の

両

立

を

図

り

や

す

い

た

め

仕

事

と

病

気

治

療

の

両

立

を

図

り

や

す

い

た

め

家

族

と

の

日

常

的

な

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

の

機

会

が

増

え
、

ス

ト

レ

ス

の

減

少

や

モ

チ

ベ
ー

シ
ョ

ン

の

向

上

に

つ

な

が

る

職

場

の

上

司

や

同

僚

が

増

加

さ

せ

て

い

る

た

め

経

営

ト
ッ

プ

等

が

増

加

さ

せ

る

よ

う
、

呼

び

掛

け

て

い

る

た

め

人

事

評

価

に

お

い

て
、

テ

レ

ワ
ー

ク

の

実

施

を

増

加

さ

せ

る

こ

と

が

目

標

設

定

さ

れ

て

い

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３６－付問１．テレワークの増加を望む理由はなんですか。（上位３つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

仕

事

の

生

産

性

・

効

率

性

が

低

下

す

る

た

め
（

共

有

情

報

へ

の

ア

ク

セ

ス

制

限

等
）

長

時

間

労

働

に

な

り

や

す

い

チ
ー

ム

メ

ン

バ
ー

や

上

司

と

の

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

が

難

し

く
、

業

務

遂

行

に

支

障

を

き

た

す

か

ら

仕

事

と

育

児

の

両

立

を

図

る

必

要

性

が

低

下

し

た

た

め

仕

事

と

介

護

の

両

立

を

図

る

必

要

性

が

低

下

し

た

た

め

仕

事

と

病

気

治

療

の

両

立

を

図

る

必

要

性

が

低

下

し

た

た

め 職

場

の

上

司

や

同

僚

が

減

少

さ

せ

て

い

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３６－付問２．テレワークの減少を望む理由はなんですか。（上位３つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

Ｉ

Ｔ

等

を

活

用

し

た

業

務

の

標

準

化

Ｉ

Ｔ

等

を

活

用

し

た

情

報

共

有

の

徹

底

チ
ー

ム

内

の

意

思

決

定

方

法

・

意

思

決

定

権

者

の

明

確

化 多

様

な

人

材

が

相

互

に

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

で

き

る

場

所

の

整

備

イ

ベ

ン

ト

等

を

開

催

し
、

社

員

同

士

の

交

流

を

促

進

す

る

こ

と

で
、

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

を

向

上

さ

せ

る

仕

事

の

進

め

方

等

に

つ

い

て

気

軽

に

相

談

で

き

る

メ

ン

タ
ー

を

配

置

セ

ミ

ナ
ー

等

を

実

施

し
、

働

き

方

に

関

す

る

従

業

員

の

視

野

を

広

げ

る

３

６

０

度

評

価

の

実

施

等
、

多

様

な

立

場

に

あ

る

評

価

者

の

意

見

が

人

事

評

価

に

盛

り

込

ま

れ

る

よ

う

に

す

る

そ

の

他

特

に

実

施

し

て

い

る

こ

と

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３７．女性、高齢者、外国人、限定正社員等、職場における人材の多様性が高まる中、多様な人材が活躍するため、あなたが重要だと思う働き方の工夫は何ですか。（上位
５つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

Ｉ

Ｔ

等

を

活

用

し

た

業

務

の

標

準

化

Ｉ

Ｔ

等

を

活

用

し

た

情

報

共

有

の

徹

底

チ
ー

ム

内

の

意

思

決

定

方

法

・

意

思

決

定

権

者

の

明

確

化 多

様

な

人

材

が

相

互

に

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

で

き

る

場

所

の

整

備

イ

ベ

ン

ト

等

を

開

催

し
、

社

員

同

士

の

交

流

を

促

進

す

る

こ

と

で
、

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

を

向

上

さ

せ

る

仕

事

の

進

め

方

等

に

つ

い

て

気

軽

に

相

談

で

き

る

メ

ン

タ
ー

を

配

置

セ

ミ

ナ
ー

等

を

実

施

し
、

働

き

方

に

関

す

る

従

業

員

の

視

野

を

広

げ

る

３

６

０

度

評

価

の

実

施

等
、

多

様

な

立

場

に

あ

る

評

価

者

の

意

見

が

人

事

評

価

に

盛

り

込

ま

れ

る

よ

う

に

す

る

そ

の

他

特

に

実

施

し

て

い

る

こ

と

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３７．女性、高齢者、外国人、限定正社員等、職場における人材の多様性が高まる中、多様な人材が活躍するため、あなたが重要だと思う働き方の工夫は何ですか。（上位
５つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

計

画

的

・

系

統

的

な

Ｏ

Ｊ

Ｔ

入

社

・

入

職

時

の

研

修

職

種

・

職

務

別

の

研

修

役

職

別

研

修

資

格

取

得

の

た

め

の

研

修

今

後

の

キ
ャ

リ

ア

形

成

に

関

す

る

研

修

法

令

遵

守
（

コ

ン

プ

ラ

イ

ア

ン

ス
）

の

研

修

そ

の

他

教

育

訓

練

は

特

に

実

施

さ

れ

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３８．勤め先企業では、あなたに以下のような教育訓練の適用がありますか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

積

極

的

に

な
っ

た

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

積

極

的

に

な
っ

た

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

消

極

的

に

な
っ

た

消

極

的

に

な
っ

た

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３９．あなたの勤め先企業における従業員への能力開発に対する姿勢は、５年前と現在を比較すると、どのように変化しましたか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

積

極

的

に

な
っ

た

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

積

極

的

に

な
っ

た

ど

ち

ら

か

と

言

え

ば

消

極

的

に

な
っ

た

消

極

的

に

な
っ

た

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問３９．あなたの勤め先企業における従業員への能力開発に対する姿勢は、５年前と現在を比較すると、どのように変化しましたか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

支

援

が

あ

る

支

援

は

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４０．あなたの勤め先企業には、従業員の能力開発に関する何らかの支援がありますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

講

習

会

の

受

講

料

な

ど

の

金

銭

的

な

援

助

就

業

時

間

の

配

慮

社

内

で

の

自

主

的

な

勉

強

会

等

に

対

す

る

援

助

教

育

訓

練

機

関
、

通

信

教

育

等

に

関

す

る

情

報

提

供

教

育

訓

練

休

暇
（

有

給

・

無

給

の

両

方

を

含

む
）

の

付

与

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４０－付問１．あなたの勤め先企業における具体的な支援の内容についてお答えください。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

講

習

会

の

受

講

料

な

ど

の

金

銭

的

な

援

助

就

業

時

間

の

配

慮

社

内

で

の

自

主

的

な

勉

強

会

等

に

対

す

る

援

助

教

育

訓

練

機

関
、

通

信

教

育

等

に

関

す

る

情

報

提

供

教

育

訓

練

休

暇
（

有

給

・

無

給

の

両

方

を

含

む
）

の

付

与

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４０－付問１．あなたの勤め先企業における具体的な支援の内容についてお答えください。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４１．能力開発に関するあなたの考え方は、ＡとＢのどちらに近いですか。

Ａ．人事部局が主導する育成の機会を増加させた方がよい　／　Ｂ．現場や社員が主導する育成の機会を増加させた方がよい

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４１．能力開発に関するあなたの考え方は、ＡとＢのどちらに近いですか。

Ａ．ｅラーニング等といったＩＴを活用した育成の機会を増やして欲しい　／　Ｂ．集合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を増やして欲しい

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

Ａ

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ａ

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

Ｂ

Ｂ

で

あ

る

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４１．能力開発に関するあなたの考え方は、ＡとＢのどちらに近いですか。

Ａ．ｅラーニング等といったＩＴを活用した育成の機会を増やして欲しい　／　Ｂ．集合研修や座談会といった対面による人材育成の機会を増やして欲しい

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

経

営

ト
ッ

プ

か

ら

の

呼

び

か

け

等

に

よ

り
、

従

業

員

の

能

力

開

発

へ

の

意

欲

を

向

上

さ

せ

る

上

長

等

の

育

成

能

力

や

指

導

意

識

の

向

上

事

業

展

開

の

方

向

性

や

従

業

員

の

Ｋ

Ｐ

Ｉ

に

つ

い

て

認

識

共

有

を

図

り
、

従

業

員

が

今

後

を

見

据

え

て
、

自

主

的

に

能

力

開

発

に

取

り

組

み

や

す

い

環

境

を

整

備

多

様

な

キ
ャ

リ

ア

パ

ス

の

明

確

化

と
、

各

キ
ャ

リ

ア

パ

ス

を

辿

る

た

め

に

求

め

ら

れ

る

資

格

や

能

力

の

明

確

化

人

材

育

成

に

係

る

予

算

を

拡

充 人

事

考

課
（

賃

金
、

昇

進

等

を

含

む
。

）

に

お

い

て
、

従

業

員

の

能

力

開

発

へ

の

取

組

状

況

を

よ

り

評

価

人

事

考

課
（

賃

金
、

昇

進

等

を

含

む
。

）

に

お

い

て
、

部

下

の

育

成

に

積

極

的

な

上

司

を

よ

り

評

価

就

業

時

間

へ

の

配

慮

教

育

訓

練

休

暇
（

有

給
、

無

給

の

両

方

を

含

む
）

の

創

設

・

拡

充

担

当

が

能

力

開

発

に

取

り

組

む

た

め

不

在

に

し

て

も
、

そ

の

間
、

他

の

人

が

仕

事

を

代

替

で

き

る

体

制

づ

く

り

社

員

同

士

の

自

主

的

な

勉

強

会

に

対

す

る

支

援

の

拡

充

国

内

大

学

で

の

学

び

に

対

す

る

支

援

の

拡

充

海

外

大

学

へ

の

留

学

に

対

す

る

支

援

の

拡

充

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４２．今後、能力開発を活発に進めていくため、あなたが重要だと考える企業側の支援はなんですか。（上位５つ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

行
っ

て

い

る

行
っ

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４３．現在、あなたは自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を行っていますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

行
っ

て

い

る

行
っ

て

い

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４３．現在、あなたは自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を行っていますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

昇

進

し

た

仕

事

の

難

易

度

が

上

が
っ

た

こ

と

に

対

応

す

る

た

め

上

司

・

同

僚

が

始

め

た

経

営

ト
ッ

プ

等

か

ら

取

り

組

む

よ

う
、

呼

び

掛

け

が

あ
っ

た 転

職

に

向

け

た

準

備

開

業

に

向

け

た

準

備

仕

事

に

は

関

係

な

い

が
、

一

般

教

養

を

高

め

る

た

め

勤

め

先

企

業

に

お

け

る

キ
ャ

リ

ア

ア
ッ

プ
（

昇

進

・

昇

格

含

む
）

の

た

め

配

置

転

換

し

た

最

新

の

知

識

・

技

能

に

ア
ッ

プ

デ
ー

ト

す

る

た

め

昇

進

試

験

や

資

格

取

得

試

験

に

備

え

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４４．自己啓発を始めたきっかけは何ですか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

支

援

を

受

け

て

い

る

勤

め

先

企

業

に

支

援

制

度

は

あ

る

が
、

自

分

は

活

用

し

て

い

な

い

勤

め

先

企

業

に

支

援

制

度

が

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４５．勤め先企業から何らかの支援を受けていますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

支

援

を

受

け

て

い

る

勤

め

先

企

業

に

支

援

制

度

は

あ

る

が
、

自

分

は

活

用

し

て

い

な

い

勤

め

先

企

業

に

支

援

制

度

が

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４５．勤め先企業から何らかの支援を受けていますか。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

講

習

会

の

受

講

料

な

ど

の

金

銭

的

な

援

助

就

業

時

間

の

配

慮

社

内

で

の

自

主

的

な

勉

強

会

等

に

対

す

る

援

助

教

育

訓

練

機

関
、

通

信

教

育

等

に

関

す

る

情

報

提

供

教

育

訓

練

休

暇
（

有

給

・

無

給

の

両

方

を

含

む
）

の

付

与

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４５－付問１．具体的な支援内容についてお答えください。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

支

援

を

受

け

る

た

め

の

手

続

き

が

煩

雑

支

援

は

一

部

の

従

業

員

の

み

が

対

象

と

な
っ

て

い

る

た

め

教

育

訓

練

機

関
、

通

信

教

育

等

に

関

す

る

情

報

提

供

の

内

容

が
、

自

分

の

ニ
ー

ズ

に

合

致

し

な

い

た

め

起

業

や

転

職

の

た

め

の

準

備

を

し

て

い

る

と

認

識

さ

れ

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４５－付問２．支援を活用していない理由はなんですか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

調査シリーズNo.184

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 375 －

合

計

支

援

を

受

け

る

た

め

の

手

続

き

が

煩

雑

支

援

は

一

部

の

従

業

員

の

み

が

対

象

と

な
っ

て

い

る

た

め

教

育

訓

練

機

関
、

通

信

教

育

等

に

関

す

る

情

報

提

供

の

内

容

が
、

自

分

の

ニ
ー

ズ

に

合

致

し

な

い

た

め

起

業

や

転

職

の

た

め

の

準

備

を

し

て

い

る

と

認

識

さ

れ

る

た

め

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４５－付問２．支援を活用していない理由はなんですか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

大

学

・

大

学

院

の

講

座

の

受

講 専

修

・

専

門
、

各

種

学

校

の

講

座

の

受

講

公

的

な

職

業

能

力

開

発

講

座

の

受

講

そ

の

他

の

講

習

会

や

セ

ミ

ナ
ー

の

参

加

自

主

的

な

勉

強

会

や

研

修

会

へ

の

参

加

通

信

教

育

の

受

講

自

学

・

自

習

そ

の

他

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４６．自己啓発はどのように行っていますか。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４７．過去５年を振り返って、自己啓発により以下の効果がありましたか。

①仕事の処理能力・処理スピードが向上した

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４７．過去５年を振り返って、自己啓発により以下の効果がありましたか。

①仕事の処理能力・処理スピードが向上した

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４７．過去５年を振り返って、自己啓発により以下の効果がありましたか。

②就労に対するモチベーションが向上した

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４７．過去５年を振り返って、自己啓発により以下の効果がありましたか。

③仕事に要する専門的な知識・技術が向上した

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

そ

う

思

う

や

や

そ

う

思

う

あ

ま

り

そ

う

思

わ

な

い

そ

う

思

わ

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４７．過去５年を振り返って、自己啓発により以下の効果がありましたか。

③仕事に要する専門的な知識・技術が向上した

合計

男性  ４０代

男性  ５０代

合

計

大

幅

に

意

欲

上

昇

や

や

意

欲

上

昇

変

わ

ら

な

い

や

や

意

欲

低

下

大

幅

に

意

欲

低

下

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４８．現在と５年前を比較した際、自己啓発に対するあなたの意欲に変化があったか教えてください。

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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合

計

開

始

す

る

た

め

の

費

用

負

担

が

大

き

い

継

続

す

る

た

め

の

費

用

負

担

が

大

き

い

仕

事

が

忙

し

く
、

時

間

の

確

保

が

難

し

い

大

学

な

ど

の

自

己

啓

発

が

で

き

る

場

所

が

近

く

に

な

い

又

は

少

な

い

勤

め

先

企

業

が

従

業

員

に

求

め

る

能

力

を

提

示

し

て

い

な

い 効

果

的

な

自

己

啓

発

の

方

法

が

分

か

ら

な

い

自

己

啓

発

を

し

て

い

る

こ

と

が
、

職

場

で

評

価

さ

れ

な

い

モ

チ

ベ
ー

シ
ョ

ン

が

続

か

な

い そ

の

他

特

に

課

題
（

理

由
）

は

な

い

無

回

答

サービス業（他に分類されないも
の）

その他

無回答

問

１

１

あ

な

た

の

仕

事

・

職

種
（

Ｓ

Ａ
）

管理職（リーダー職を含む）

事務職（一般事務等）

事務系専門職（市場調査、財務、
貿易・翻訳等）

技術系専門職（研究開発、設計、
ＳＥ等）

医療・福祉関係専門職

教育関係専門職

建設・採掘職

その他

無回答

営業職

販売職

接客・サービス職

保安職

製造・生産工程職

輸送・機械運転職

問

１

０

勤

め

先

企

業

の

業

種
（

Ｓ

Ａ
）

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業（郵便局、協同
組合など）

女性  ６０代以上

無回答

問

９

勤

め

先

企

業

の

従

業

員

規

模
（

Ｓ

Ａ
）

９９人以下

１００～２９９人

３００～９９９人

１，０００人以上

無回答

問

１

性

別

（

Ｓ

Ａ
）

男性

女性

無回答

男性  ３０代

性

別
（

問

１
）

×

年

齢
（

問

３
）

男性  ２０代以下

女性  ４０代

女性  ５０代

男性  ６０代以上

女性  ２０代以下

女性  ３０代

問４９．自己啓発を行う上での課題は何ですか。　また、現在、自己啓発を行っていない方は、自己啓発を行わない理由をお答えください。（ＭＡ）

合計

男性  ４０代

男性  ５０代
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